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論文要旨 

本論文では、転職者の離職、求職、組織適応という局面を捉えること、そして転職者個

人からの視点でこの 3 つの局面を観察することで、連綿と続くキャリア展開において、各

局面の連続性の中でどのようなキャリアの落とし込みが生まれてきたのか探ることを目指

した。また、本人のみならず、伴走する支援者の存在にも着目し、3 つの局面の連続性に

関して果たしている役割、介入の側面について明らかにすることを目指した。 

 第 1 章では、本論文の前提にあたるものとして、既存調査データの 2 次分析を行い、ミ

ドル層の転職の全体的な特徴を分析した。具体的には、ミドル転職のうち同じ業種かつ同

じ職種への転職を「スライド型転職」として、異なる業種あるいは異なる職種への転職を

「部分スライド型転職」として、なお異なる業種かつ異なる職種への転職を「非スライド

型転職」として捉えて、若年層の傾向と比べた観点、およびミドル前半とミドル後半の年

齢区分で比べた観点からミドル転職の特徴を分析した。その結果、若年層とミドル層での

違いが一定程度確認された部分もあったが、むしろミドル後半層の転職に特有とも言うべ

き傾向が確認された。ミドル後半層の「部分スライド型転職」では、職種が異なっても、

若年層やミドル前半層と比べて仕事内容が大きく変わったとは認識しなかったり、必要な

知識や能力が大きく変わったとは認識しなかったりする傾向が確認され、転職による外形

的変化に対して、これまでの幅広い仕事経験が支えとなって、主観、すなわち内的キャリ

アとしてはさほど衝撃や影響を受けていないと思われる様相が示唆された。一方で、ミド

ル後半層では「非スライド型」転職の場合、年収が他の年齢層と比べて大きく減少し、役

職も下がるパターンも確認された。外形的、客観的にみれば大きな衝撃、影響であると言

え、組織間キャリア発達の点で気になるところであり、前述したミドル後半層の「部分ス

ライド型転職」とは全く様相が異なる転職者像が浮き彫りとなった。ただし、入職後役職

が上がる様相も部分的には確認された。 

 第 2 章では、転職者に対するインタビュー調査により、転職者の意識と行動について分

析した。具体的には、「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチング過程」、「入職後適

応過程」という転職に関する段階別に、当該個人の意識と行動について分析を行った。結果、

転職をまたがる三つの局面をつなぐものについては、離職意思の決定過程から見出された

前職に対する当惑、不安・不信、諦観等の受動型の反応から一歩乗り出し、より能動的な意

識を持つ局面に移行させるいくつかの要素が確認された。それは、①「持てるスキル等の援

用可能性の気づき」、②「職種志向性の再認識」、③「業界俯瞰力・ネットワークへの有用性

の再認識」、④「勝ちパターンの再認識」である。本論では、①を「能力・知的資源」、②を

「選好資源」、③を「社会関係資源」、④を「行動特性資源」とそれぞれ名付けた。そして、

これらの資源が、離職過程のみならず、求職活動過程および入職適応過程においても個人の

キャリア展開において、各局面の意思決定を支えていく重要な役割を果たしていることを

示した。 

 第 3 章では、転職市場における優秀なエージェントの役割に注目し、エージェントに対
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するインタビュー調査に依拠して、求職者と求人企業とのマッチングにおいて、エージェン

トの担う機動的な調整について分析した。この際、エージェントによる意思と能力面に関す

る作用について、体系的な分類を行った。具体的には求職者の「意思」への働きかけについ

ては、第一に「求職活動に踏み出す半歩前のタイミングから、人生設計（ライフプラン）の

検討に寄り添うこと」、第二に「求職者自身のあまり見せたくない、露わにしたくない自身

の状況に目を向けさせ、そのように思う求職者自身の状態（コンディション）に気づかせる

こと」、第三に「求職者の想いや覚悟を確認して、求人企業（特に受け入れ部署担当者等）

へ、当該意欲の橋渡しを行い、求職者の入職への腹落ちを促すこと」である。求職者の「能

力」への働きかけについては、第一に「転職市場（特に求人案件）の相場に関する客観的理

解の支援」、第二に「「求人企業側の採用に関する背景や基本スタンスを踏まえた有効的な求

職者のふるまい、発信のサポート」、第三に「求職者が仕事に求める価値観について、求人

企業のスタンスと実際どれくらい親和性があるのか、確かめる場面とプロセスを提供する

こと」である。 

 一方、求人企業の「意思」への働きかけについては、第一に「外部からの人材確保が必要

となる背景・理由の再確認、吟味」、第二に「求人企業が持つ人材イメージ（固定概念、先

入観）の払しょく」、第三に「求職者の選定に関する社内合意形成のサポート」である。求

人企業への「能力」への働きかけについては、第一に「必要な人材像の精緻化・修正、又は

ゼロベースからの組み立てを行うこと」、第二に「必要な人材の要件（スペック）の重みづ

けを行うこと」、第三に必要な能力は、本調査においては特定できず、その代わりに求人企

業の求人活動全般にかかわる能力として、「事業課題解決や成長に向けての人員計画・採用

方法に関するエージェントの提案」を取り上げた。 

そのうえで、分類ごとの内実と意義について明らかにした。分析を深めた結果、活動を

始めるにあたっての環境やタイミングなど「始点」に関する事項、マッチングにあたり障

壁となる認知や思考の癖、条件などの「交渉」に関する事項、そして双方が活動を終える

にあたっての「着地」に関する事項が重要であることがわかった。その中でも、人材紹介

会社の業務管理が及ばないエージェントの自己裁量によるものとして、活動を始めるにあ

たっての環境やタイミングなど「始点」に関する機能が注目された。この「始点」の調整

機能とは、「交渉」局面を迎えるまでに、双方が交渉できる状態に置くこと、換言すれば

「自分（自社）が何者であり、何者でありたいのか相手に理解してもらえるための言語

化」を支援するものである。もともと「始点」は、転職者や求人企業の自己探索の領域で

ある可能性がある。ただし、その「始点」における両者の取り組みが不足しているとエー

ジェントが認識すれば、部分的に介入し調整機能を果たしていることが示唆された。 

 第 4 章では、インタビュー調査に依拠し、内閣府プロフェッショナル人材事業のマネジ

ャーの役割について、企業支援を構成する 5 つのステップ別に分析した。そして、マネジ

ャーによるエージェントの機能代替の可能性に着目して、マネジャーは経営者とどのよう

な価値観を共有して協働を行っているのか考察を行った。さらに、その役割を支えている
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マネジャーの前職までの経験について分析した。分析の結果、マネジャーが経営者へ作用

しているものとして、次のことを見出すことができた。まず、ステップ①の潜在成長力へ

の気づき、および成長・挑戦に関する意欲喚起において表出された「企業成長イメージの

共創」である。次に、ステップ②の人材ニーズの掘り起こしにおいて、「経営者に真の課

題とは何か、問い直すこと」である。マネジャーは、企業からの求めの前に、自ら地域の

中の潜在成長力の高いと思われる企業へアウトリーチして、そして経営者と一緒に今後の

企業成長のイメージ、見通しの検討を行い、事業の将来像を描くことに伴走していた。さ

らに、経営者が認識している経営課題について、対等な立場から問い直しを行い、時には

再考を求めて重要な課題とは何かを明確にして、当該課題を解決するために求められる現

実的な職務ミッションをあぶり出していたのである。 

終章では、以上をふまえ、ミドル層の転職プロセスを貫く自己探索の様相、および支援

者の役割についてまとめた。前者については、第 2 章で示した前職をゆるやかに閉じる思

索及びそれから残されていく各資源は、キャリアを展開する上での、キャリア発達上の元

手、あるいは燃料とも言うべき行動原資、内なる行動欲求であると考察した。そして、後

者については、第 3 章で分析したように、エージェントが離職局面から介在する、求職者

に対する始点の機動的な調整こそが、転職者の前職をゆるやかに閉じていく思索のスター

トに作用し得ることを示した。さらに、第 4 章で分析したように、今後のエージェント機

能を拡張する側面を持つマネジャーの役割とは、すでに顕在化されている求人の開拓とい

うよりむしろ、企業成長像の共創に基づき、経営者の深層に迫る対話を通じて紡ぎだされ

る経営課題に紐づく求人の創出、ダイナミックな求人変革の機能であることを考察した。 
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1 

 

序章 ミドル層の転職過程と支援者の役割 

 

１．問題関心 

 本論文は、日本における転職の現状と課題をふまえ、ミドル層の転職過程を究明するこ

とを目的とする。特にミドル層の転職がどのような特徴を有しており、転職する側はキャ

リアの連続性をどのように追求し、転職を支援する側はこれをどのように支援し、なお求

人側に対してはどのような支援を行っているのかを明らかにする。 

通常、転職は、たまたま発生した事象あるいは個人的な要素が強い事象として取り扱わ

れる。たとえば、個人からすれば、全く馬が合わなかった職場や会社であったからより良

い職場への移動を目指したりすることである。一方、企業からすれば、ここまで育成・成

長の機会を与えたのに、その恩も知らずに転職する半ば裏切りものと一個人を捉えること

で納得した気分になったりすることである。しかし、これでは、その場、その時の状況に

よる対応となり、働く個人もそして企業も、事象からの学びや気づきを看過してしまうこ

ととなる。上記の気分に、双方の偽らざる想いがあったとしても、そこに双方どのような

意識や行動が生まれては消えていたのかを、先ずは丹念に観ることが必要である。働く個

人からすれば、離職を決意するまでには職場における違和感から始まり、不満や不信、そ

してあきらめの意識が芽生えては消えたり、またいよいよ離職を決意しても、踏み切るま

での心理的葛藤が生じていたりすると考えられる。求職活動に入ってからも、自身が仕事

に求める点に適う求人の探索から実際の採用面接においての対応、本当にこの企業に転職

することで良いのかという決断、また入職後も期待された役割をどのように果たしていく

のか、思うように果たせない場合の意識や行動の変化がみられる。企業からしても、転職

という事象は裏返せば、新たな人材の採用機会を得るということになる。なぜ、新卒でな

く外部から人材を採用するのか、どのような人材をどのようなプロセスで採用するのか、

採用後にどのような活躍を果たしてもらうのか等においての企業の意識や行動も観察の対

象となる。 

さて、上記の意識と行動は、転職者側に立ってみれば、離職、求職、組織適応という一

連の過程を有していると捉えることができる。この過程のそれぞれの局面において、転職

者の意識や行動が観察されるが、キャリアという点でみれば、各局面は分断された別個の

ものでなく、局面の繋がりがあると考えられ、どのような連続性があるのか捉えていく意

義があると言える。 

以上から、本研究では、先ず個人からの視点でこの 3 つの局面の軌跡を観察すること

で、転職者個人に連綿と続くキャリアの中で、各局面の中でどのようなキャリアの連続性

が転職者個人の中に生まれてきたのか探っていきたい。先ず個人に焦点を合わせるのは、

この 3 つの局面の連続性をみる場合、それを貫くものは何か、主体である転職者個人のケ

ースから導きだされる要素を探るためである。では、なぜ「貫くもの」に留意するのか、

先行研究にふれながら説明しよう。 



2 

 

これまでもキャリアの転機に関する研究では、金井（1997）1のように、キャリアと

は、くまなくデザインできるものではないが、節目ではしっかりデザインすべきものであ

るとして、自らの役割に対する積極的な意味づけを行うことの重要性が指摘されてきた。

また、三輪（2021）2は、近年のキャリア研究を概観し、キャリア発達の可能性をリソー

スや資産の豊富さから説明しようとしていると整理しており、そこでは知識やスキルとい

った人的資本あるいは認知的リソースと呼ばれるもの、人的ネットワークや社会的資本と

呼ばれるもの、主体性や精神的な強さ、あるいはアイデンティティや自己認識に代表され

る心理的な特性が挙げられていると論じている3。これらを踏まえると、キャリアの転機に

ついては、それらを個人がどのような意味づけを行うのかということと、それを支えてい

くのは個人が持つ何なのか（資源）ということを探求する意義があると言える。本論文で

は、離職、求職、組織適応という過程において、この意味づけとそれを支えていくもの

を、キャリアの転職者内面への落とし込みとその資源と捉えていくこととする。ここで、

「転職者内面への落とし込み」という言葉を用いたのは、自身のキャリアという一見抽象

的であり、かつ多様な仕事や経験から蓄積、構成されているものを、本人が転機に意味づ

けのために役立たせるためには、選り分け、納得いくように具体的に認め、内に残してい

くことが必要であると考えたからである。すなわち、「今、自分に残っているものは何

か」という問いへの探索であると考えるのである。この問いへの探索が、「貫くもの」を

解明する手掛かりになる。なぜなら、この転機における意味づけは、3 つの局面に渡るも

のであり、前職における不満や不信という受動的意識のみでは満たされるものでなく、本

人の内面から湧きあがる能動的意識があり、それへと移行させる要素が存在すると考える

からである。ちなみに、金井（1996）4は、中年期の発達課題からも転機を説明する。エ

リクソン5とレビンソン6の代表的研究を整理し、レビソンの論じる 4 つのミドルの発達課

題7のうち「愛着と分離」の解釈において、分離を自分の内面を深く模索する機会と捉え、

自分から仕事の仲間や会社を引き算して一体何が残るのか、ミドルは内なる声にしたがっ

て自分が創造していきたいものが何なのか、次のステージに移行するため、この時期に探

 

1 金井壽宏(1997)「キャリア・デザイン論への切り口―節目のデザインとしてのキャリア・プラニングの

すすめ―」『ビジネス・インサイト』第 5 巻第 1 号、34 ページ。 

2 三輪卓己（2021）『ミドル＆シニアのキャリア発達―知識労働者にみる転機と変化―』中央経済社。 

3 前掲、三輪（2021）26~27 ページ。 

4 金井壽宏(1996)「ミドル・マネジャーのエンパワーメントー日本型 HRM システムの文脈のなかでのミ

ドルの生涯発達課題―」『神戸大学経営学部研究年報』第 42 巻、39-116 ページ。 

5 Erik H. Erikson, Joan M. Erikson（1998）The Life Cycle Completed, W.W.Norton & Co Inc.（村瀬孝

雄・近藤邦夫訳.2001『ライフサイクル、その完結』、 みすず書房)。 

6 Levinson, D.J.（1978）The Seasons of Man’s Life, New York: Alfred Knopf.（南博訳．1992『ライフサ

イクルの心理学（上）（下）』、講談社学術文庫）。 

7 4 つの課題とは、「若さと老い」、「男らしさと女らしさ」、「破壊と創造」、「愛着と分離」である。 
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索しなければならないと論じているのである8。 

一方、本研究ではキャリアの連続性を探求するにあたって、転職者個人だけでなく転職

を支援する側、すなわちエージェント機能にも注目する。その一つの理由は、プラグマテ

ィックなものである。つまり、転職者個人にとっても企業にとっても、転職にかかわる経

験が豊富にあるとは言えない状況にあることから、そこに一定の取引コストを低減させる

ための経済合理性が存在し、人材紹介会社のエージェントのような支援者の存在が求めら

れているということである。もう一つの理由は、分析方法的なものである。つまり、転職

者個人の意識や行動において、当人がそれをその都度自覚しているとは限らず、転職者・

求人企業の求めとエージェントの支援という相互作用を介して、それが顕在化してくる可

能性があるからである。この可能性は、たとえば「今、自分に残っているものは何か」、

あるいは、「今、自社に残っている可能性は何か」を探る局面において、特に大きいと言

える。なぜなら、転職者からすれば、転職が実現するかどうかという仕事探しや求人条件

に執着するがあまり、自身のキャリアやライフプラン等に関する吟味や再検討を疎かにし

てしまう可能性があるからである。また、求人企業からしても、どのような人材が獲得で

きるかという点に執着してしまい、自社の成長志向性に対する吟味が不十分なまま求人活

動に奔走してしまうきらいがあるからである。 

以下、実態調査と先行研究の検討をふまえ、本研究の課題設定をより明確にしよう。 

 

２．我が国の転職に関する実態、ミドル層転職をめぐる状況 

転職に関する実態についてみる。我が国の転職市場は、日本的雇用慣行が背景にあり、

欧米ほど流動化が進んでいるとは言えない。ただし、転職に関する動向はここ数年で緩や

かに変化がみられる。総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」9により、先ず転職者数の

推移をみると、2006 年及び 2007 年（ともに 346 万人）をピークとして、2008 年のリー

マン・ショックの発生後、2010 年にかけて大きく減少したが、2011 年以降は緩やかな増

加傾向で推移し、2019 年は 351 万人と、統計的に比較可能な 2002 年以降で過去最多とな

っている。次に、男女別にみると、2002 年以降、女性の転職者数が男性をおおむね上回る

水準で推移している（2019 年：男性転職者 165 万人、女性転職者 186 万人）。さらに転職

率（就業者ベース）を年齢階級別にみると、15～24 歳及び 25～34 歳では 2010 年から

2018 年にかけて横ばいでそれぞれ、11％、7％前後で推移していたが、2019 年は前年に比

べて大きく上昇し、それぞれ 12.3％、7.8％となっている。35 歳以上の階級では緩やかな

 

8 前掲、金井（1996）82~87 ページ。 

9 総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」各年。

https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html（2020 年 1 月 30 日閲覧）。この調査は、毎

月、約 4 万世帯（基礎調査票の対象世帯，特定調査票についてはうち約 1 万世帯が対象）及びその世帯員

を調査対象とする我が国における就業及び不就業の状態を明らかにするための調査である。 

https://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html（2020年1
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上昇傾向が続いている（2019 年の 35~44 歳の転職率は 4.7％）10。なお、就業形態別に転

職率をみると、2010 年において正規の職員・従業員が 2.9％、非正規の職員・従業員が

9.4％であったのが、2019 年にはそれぞれ 3.7％、9.2％となっており正社員の転職比率が

上昇している。産業別に転職比率（2019 年）をみると、最も高いのが宿泊業・飲食サービ

ス業（10.7％）、次いで理容・美容、家事サービスなどの生活関連サービス業・娯楽業

（6.3％）、卸売業・小売業（5.7％）である。一方、出所データは異なるが、総務省統計局

「就業構造基本調査」11により、職業別に転職比率（2017 年）をみると、最も高いのがサ

ービス職業従事者（7.8％）、次いで販売従事者（6.2％）、運搬・清掃・包装等従事者

（5.4％）である。これに比すれば、本論文で取り扱うインタビュー転職者の主な前職であ

る事務従事者は 4.6％、専門的・技術的職業従事者は 4.0％、そして管理的職業従事者は

1.4％となっている。なお、同じ調査により、転職を希望する者の比率12の推移をみると、

11.7％（2007 年）、10.7％（2012 年）、10.1％（2017 年）であり、有業者の 1 割程度が希

望していることがわかる。 

以上、我が国の転職動向としては、総じて急激に増加しているとは言えないが、緩やか

に増えており、若年層では直近においては転職率の増加が確認され、また 35~44 歳のミド

ル層においても緩やかに上昇傾向であることがわかる。また、正社員の転職比率が非正社

員に比べて上昇率が相対的に高く、転職比率が高い産業は宿泊業・飲食サービス業、職業

はサービス職業従事者である。加えて、転職希望率は有業者の 1 割程度で推移しており、

一定程度の転職予備軍が存在していることがうかがえる。 

 他方、転職に関する個人の認識もみておこう。前述した総務省統計局「労働力調査（詳

細集計）」により、前職の離職理由をみる。リーマン・ショック後の 2009 年時点では、事

業不振や先行き不安などの「会社都合」13により前職を離職した転職者、そして「より良

い条件の仕事を探すため」に前職を離職した転職者がそれぞれ 80 万人前後であった。し

かし、「会社都合」はその後減少傾向にあり、2019 年には 49 万人となった。反面、「より

 

10 一方、事業所を対象としている厚生労働省「雇用動向調査」において確認すると、年齢別の転職入職

率は 2010 年時点と 2019 年時点を比較すると、25~29 歳は 12.3％から 15.1％へ、30~34 歳は 10.6％から

11.8％へ、35~39 歳は 8.8％から 10.9％へ、40~44 歳は 7.6％から 9.2％へ、そして 45~49 歳は 6.9％から

8.2％へとそれぞれ上昇している。転職入職率とは、過去 1 年以内に他の会社に勤めていた人が入職した

割合を言う。厚生労働省「雇用動向調査」は、常用労働者 5 人以上を雇用する事業所から無作為に抽出し

た約 1 万 5 千事業所を調査対象としている。厚生労働省「雇用動向調査」2019 年。  

11 総務省統計局「就業構造基本調査」各年。 

https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2017/index2.html（2020 年 1 月 30 日閲覧）。この調査は、約 52 万

世帯の 15 歳以上の世帯員約 108 万人を調査対象とする国民の就業及び不就業の状態、全国及び地域別の

就業構造に関する基礎資料を得ることを目的とした調査である。 

12 転職希望者の有業者に対する比率。 

13 「会社都合」には「会社倒産・事業所閉鎖」、「人員整理・勧奨退職」及び「事業不振や先行き不安」

が含まれる。 

https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2017/index2.html（2020年1
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良い条件の仕事を探すため」に前職を離職した転職者は、10 年間で急激に増加し、2019

年には 127 万人までになっている。この 10 年間で自発的理由による転職者が増加してい

る。さらに、転職者の認識を厚生労働省（2005）「雇用の構造に関する実態調査（転職者

実態調査）」14で確認する。転職者が現在の勤め先を選んだ理由をみると、「仕事の内容・

職種に満足がいくから」が 40.8％で最も高く、次いで「自分の技能・能力が活かせるか

ら」が 37.5％、「労働条件（賃金以外）がよいから」が 24.9％となっている。男女別にみ

ると、「会社に将来性があるから」は男性が 16.2％、女性が 8.3％と男性が高く、「転勤が

少ない、通勤が便利だから」は男性が 17.1％、女性が 27.5％と女性が高くなっている。

転職者の現在の勤め先における満足度（「満足」と「やや満足」の合計）については、「職

業生活全体」で男女計が 53.3％、男性が 53.2％、女性が 53.5％となっており、約半数程

度が自身の転職を満足であると評価しているが、不満も同程度存在する。転職者につい

て、さらに今後の転職希望をみると、「今の職場で今後も働きたい」が 55.9％、「わからな

い」が 24.9％、「機会があれば転職したい」が 17.7％となっている。  

以上のように、昨今の転職は主に「より良い条件の仕事を探すため」にみられるよう

に、自発的理由で行われていることがわかる。また、転職先を選ぶ理由については、仕事

の内容・職種に満足が出来るか、自分の技能・能力が活かせるかどうかを重視して選んで

いる。概ね半数程度が、自身の転職に満足しており、転職先の職場で働き続けたい者も半

数程度である。機会があれば、転職したい者は 2 割弱にとどまっていることから、さらに

より良い条件を求めて転職を繰り返すというより、概して自分に合った仕事内容・職種、

これまでに培った技能・能力を活かすことが出来る職場を求めて転職する様相がうかがえ

る。 

以上が全般的な転職実態であるが、では本論文で取り上げるミドル層をめぐる転職の状

況や課題とはいかなるものなのか、先行研究を含めて検討する。前述のように、ミドル層

（35 歳以上から 55 歳未満）の 2019 年の転職比率は、35 歳以上 45 歳未満で 4.7％、45 歳

以上 54 歳未満 3.6％と、5％以下で推移しており、ミドル層の転職市場は、増加がみられ

る若年層と比べて発展してきたとは言い難い面がある。また、一方では日本的雇用慣行の

影響を受けて、他方ではバブル崩壊以降のいくつかの景気後退期への企業による人員削減

対応の結果として、これまで中高年齢者の転職含む組織間移動は、職種転換等を伴う企業

 

14 厚生労働省（2005）「雇用の構造に関する実態調査（転職者実態調査）：調査結果の概要」

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/6-18a.html#link01（2021 年 1 月 31 日確認）。この調査は、５人以上

の常用労働者を雇用する事業所から、産業別、事業所規模別に無作為に抽出した事業所（17,023 事業

所）、および事業所調査の客体事業所に就業している一般労働者の転職者から、無作為に抽出した労働者

（11,191 人）を調査対象とする。この調査は、転職者の就業実態を把握することによって、円滑な労働移

動を促進し、労働力需給のミスマッチの解消を図るための雇用対策に資することを目的として、その時々

の雇用情勢に応じ、テーマ（対象）を替えて不定期に実施されている。 
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グループ内の配置転換や出向・転籍、早期退職等に係る再就職に関する実態調査、研究15

として取り上げられることが多かった。しかも対象は役職定年や定年を控えた 50 歳以降

を対象とされていたことから、ミドル層の企業都合に依らない自発的な転職実態に関して

は、調査研究の量そのものが少なくあまり明らかにされてこなかったという背景がある。

團（2006）は、バブル崩壊後、特に 1990 年代後半からは、企業の業績が悪化したため

に、出向・転籍においても雇用調整策としての側面が主として注目されてきて、その有効

性についての検証が行われていたと述べている16。 

そのような中、ミドル層の自発的な転職が注目されるようになったのは、バブル崩壊以

降の大企業製造業を中心とした事業の選択と集中の中で、ドラスティックな事業ドメイン

の絞り込み、不採算事業の縮小によって、活躍の場を失うことに懸念を持ち、社外に新た

な活躍の場を探索する一定の能力と経験を蓄積したミドル層のためであったと考えられ

る。また、IT 化に伴う技術進歩が急速に進んだ結果、情報通信産業における経験と能力を

持つ人材が流動化したこともこれにあずかった。戸田（2009）17は、厚生労働省「雇用動

向調査」の 1991 年から 2007 年までの転職入職者のデータを分析し、同一職種への転職

割合は、専門的・技術的職業従事者が他の職種と比べて増加傾向にあること指摘してい

る。一方、中田・宮崎（2011）18は、総務省統計局「就業基本構造基本調査」の特別集計

により、過去 1 年以内に現職場に転入してきた技術者の技術者全体に対する割合を取り、

2007 年における職種別に推定した結果、技術者の転入職率は，他の職種と比べると分布

の中庸にあり、7％台であるが、技術者を情報系技術者とその他技術者に分けた場合、情

報系技術者はその他の技術者の 2 倍も転入職率が高く、外部労働市場の発展の度合いが高

いと指摘した19。さらに、古田・中田（2019）20は、電機産業で働く技術者の組織間移動

をみるため、2008 年と 2015 年に電機連合が組合員（正社員）に対して実施した技術者調

査の個票データを活用して、中途採用者比率をもとに年代別、事業別、職種別に組織間移

 

15 この領域を扱った研究として、永野仁（1989）『企業グループにおける人材移動に関する研究』多賀出

版、團泰雄 （2006）「出向・転籍研究の展望―企業間人材移動分析への課題―」『商経学叢』第 52 巻第 3

号、129-145 ページ、團泰雄（2013）「日本企業の新規事業進出と準企業内労働市場」『日本労働研究雑

誌』641 号、15-26 ページなどがある。 

16 前掲、團（2006）131 ページ。 

17 戸田淳仁（2009）「職種経験はどれだけ重要になっているのか―職種特殊的人的資本の観点から―」

『日本労働研究雑誌』594 号、5-19 ページ。 

18 中田喜文・宮崎悟（2011）「日本の技術者―技術者を取り巻く環境にどの様な変化が起こり、その中で

彼らはどのように変わったのか―」『日本労働研究雑誌』606 号、30-41 ページ。 

19 前掲、中田・宮崎（2011）34-35 ページ。さらに、年齢別に 1997 年と 2007 年の転入職者比率を比較

して、いずれの年齢層でも上昇しており、特に 25~29 歳、35~39 歳の上昇幅が大きいことを示してい

る。 

20 古田克利、中田喜文（2019）「電機産業で働く技術者のキャリア自律と労働移動 」『キャリアデザイン

研究』15 巻、5-16 ページ。 
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動の変化を分析している。これによれば、年代別では 20 代や 50 代では変化なく、30

代、40 代において中途採用率が上昇しており、事業別では事業の縮小や撤退等のリストラ

クチャリングが行われた事務機器事業、家電事業以外の事業で上昇しており、職種別では

開発・設計職と生産技術職の 2 職種が他の職種に比べて大きく上昇した可能性があると分

析している21。 

ところで、2000 年代は中堅・中小企業が、新規分野の進出、生産や販路などグローバル

化等への対応のために、企業内では育成できない人材を即戦力として外部から確保する姿

勢を取り始めたタイミングに重なる。川喜多（2004）22は、40 歳から 60 歳層の大企業ホ

ワイトカラーから東京都内中小企業への転職者を研究対象として、転職者本人の成功感を

代理指標に用いて転職成功要因、必要なエンプロイヤビリティ23を分析している。それに

よれば、労働市場で売り手市場に立っている IT 技術者は転職に成功していると言え、加

えて理系研究・技術者の方が成功していると述べている。ただし、事務系でも経理財務間

を移動した者の成功確率は高く、情報技術を含めて、高度職業専門技能を継続して生かせ

る仕事間の移動は成功確率が高いと述べている24。さらに、同研究は、40 歳以上のホワイ

トカラーを中途採用した中小企業向けのアンケート調査を実施し、これらの企業に中途採

用された 40 歳以上で成功したと考えられ経営革新のリーダーとなっている従業員に対し

ても企業経由で調査票を配布してもらい、個人アンケートについても分析を行っている。

これによれば、企業も個人も貢献している領域は、ほぼ一致しているとして、工程や作業

方法、仕事の仕組みの改善（プロセス・リエンジニアリング）、財務・経理部門の充実

（ファイナンシャンル・リストラクチャリング）、従業員への教育訓練の強化（ヒューマ

ン・リソース・ディベロップメント）を上げている25。そして、企業調査データより、採

用して成功した人材とそうでない人材の違いは、同じ業界内での移動だと良いとも言えな

く、また年齢が高いほど失敗しやすいとも言えなく、これが重要な発見であるとして、差

が生じるのは採用ルート、すなわち経営者・幹部による直接スカウトや企業・金融機関・

知人の紹介の成功確率が高く、低いのは公共職業安定所であると分析している26。そし

て、個人に関わる示唆として、過去の職業経験のなかで培ったものへの把握とそれへの自

 

21 前掲、古田・中田（2019）11-12 ページ。 

22 川喜多喬（2004）「ホワイトカラーの“キャリアチェンジ”と“エンプロイヤビリティ”―中高年齢期の転

職成功要因に関する調査結果―」『生涯学習とキャリアデザイン』第 1 巻第 1 号、5-19 ページ。 

23 エンプロイヤビリティについて、当該論文では多様な解釈があるが、「雇用を維持・確保できるだけの

個人側の能力を中心とする諸条件」と捉え、個人のスキルだけでなく、環境要因や前職企業の支援、助

成、転職支援機関などのサービス、採用側企業の対応など幅広い条件をとりあげている。前掲、川喜多

（2004）、6-7 ページ。 

24 前掲、川喜多（2004）、9 ページ。 

25 前掲、川喜多（2004）、12 ページ。 

26 前掲、川喜多（2004）、11 ページ。 
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信が重要であるとして、ではどのような職業経験なら良いのか、どのように把握すればよ

いのか、自信はどのように生まれるのか研究課題は多いと述べている。 

以上の調査研究を踏まえると、ミドル層の自発的転職は、主にわが国における企業の経

営戦略の変化や技術革新への対応という観点から、専門的・技術的職業従事者を中心とし

て実態として取り上げられ、研究対象とされてきたことがわかる。また、転職後貢献しう

るいくつかの領域や、直接スカウトおよび知人の紹介での移動が有効であることは、明ら

かにされつつあると言える。しかしながら、次のような課題は残っている。第一に、いま

だ、転職に至るためのミドル転職者の内面や態度を探る研究は少ない。第二に、転職マー

ケットや、エージェントが介在した場合の分析は不十分である。第三に、専門・技術人材

以外のジェネラリスト的なミドル層転職を対象とした研究は少ない。これらについて、今

後研究の蓄積がなされる必要があると考えられる。 

これまで、ミドル層転職をめぐる状況と研究課題について整理してきたが、わが国の労

働市場の問題も、前提として押さえていかねばらなないことがある。それは、一つには、

内部労働市場と外部労働市場における能力評価のギャップである。今城ほか（2014）27

は、人材サービス産業協議会「中高年ホワイトカラーの採用実態調査」データから、日本

では内部労働市場ではジェネラリストを多数養成していながら，外部労働市場ではとくに

年齢を重ねると，専門性もしくはマネジメント能力を軸にした転職が中心となるが、採用

企業でも再びジェネラリスト的な働き方を求められることが少なくないため，専門性以外

の職務遂行能力や、新たな要望に対する伸び代が問われると述べている。そして、中高年

の採用を阻害している要因は、高い給与水準と入社後の適応・活躍に対する懸念であると

して、入社後の適応を予見するには，採用時に専門性や人柄に加えて，「専門性以外の職

務遂行能力」や「ポテンシャル」にも注意を払う必要があるが、現状そこまで評価できて

いるとは言えないと指摘している。評価内容や手法が確立していない中、どのようなマッ

チングを行えばよいのかという課題があるのである。ところで、このマッチングを円滑に

進めるためにも、その前提としてエージェントの機能を掘り下げる必要がある。したがっ

て、本研究ではエージェントが求職者及び求人企業に対して、マッチングを成立させるた

めに、それぞれの意思と能力の面でどのような機動的な調整を働きかけているのかを詳し

く分析する。 

また、もう一つの問題が、人材紹介会社などの需給調整を行う機関の地域偏在である。

厚生労働省「人材サービス総合サイト」28によると、人材紹介会社（有料職業紹介事業

 

27 今城志保・中村天江・須東朋広・藤村直子・今野浩一郎（2014）「シンポジウム：中高年ホワイトカラ

ーの転職の実態と課題」『経営行動科学』第 27 巻第 2 号、137-157 ページ。 

28厚生労働省「人材サービス総合サイト」

https://jinzai.hellowork.mhlw.go.jp/JinzaiWeb/GICB101010.do?action=initDisp&screenId=GICB101010

（2021 年 5 月 5 日確認）。全国の有料職業紹介事業所は、28,501 事業所ある。そのうち、東京都、神奈川

県、千葉県、埼玉県、愛知県、大阪府の６都府県で 17,073 事業所（60.9％）を占める。 

https://jinzai.hellowork.mhlw.go.jp/JinzaiWeb/GICB101010.do?action=initDisp&screenId=GICB101010（2021年5
https://jinzai.hellowork.mhlw.go.jp/JinzaiWeb/GICB101010.do?action=initDisp&screenId=GICB101010（2021年5
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所）の事業所所在地は、求職者が多い一都三県（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）と

愛知県、大阪府の６都府県で、全体の 6 割以上を占めており大都市圏に集積している。ま

た人材紹介は職業安定法により、求職者と求人企業を一つの事業者が一体的に支援を行う

必要があることから、特に地方圏においては参入が進展しておらず機能していない現実が

ある。したがって、地方圏においては公共の職業紹介以外で誰がマッチングの支援を担う

のかという課題があるのである。同じく厚生労働省（2016）29によれば、職業紹介事業所

の経営上の課題は「十分な求職者が確保できていない」が 66.9％と最も高く、次いで「顧

客に適切に対応できる人材が不足している」39.8％、「営業活動の充実」33.5％、「十分な

求人が確保できていない」30.8％の順となっている。求人の獲得に課題を感じているとい

うより、むしろ求人企業のニーズに対して、マッチする求職者を確保できていない、顧客

の求めに適切に対応できる人材が不足していることを問題としていることがわかる。 

この問題への対応策に対しては、第 4 章で詳しく述べているが、こうしたミドルや地域

の労働市場に関する問題を補完する国・道府県や業界団体の試み30も確認できるところで

あり、マッチングをサポートする支援者の育成や能力向上も議論となっているのである。

ただし、これらの試行は実務上のマッチングを行う際にどのような準備が必要なのか、ど

のように振舞えばよいのか等、ノウハウの蓄積含めて意義のあるものであると考えられ

る。他方、ミドル層転職過程の構造を検討する場合には、テクニカルな内容や手法はもと

より、転職者本人のキャリアの連続性に関わる支援者の相互作用や、求人企業側への支援

者による新たな働きかけが求人の生成や経路そして質にどのように作用して、ミドル層転

職者にいかなる影響を及ぼすことになるのか、は別途探求される余地があると考える。な

ぜなら、マッチングが成立するための情報が転職者に伝わってくる経路とその内容を分析

しない限り、ミドル層転職の道筋を把握できないからである。未成熟なミドル・地域労働

市場に対する補完・補強の動きは、今後も多様な形で為されていくと考えられ、市場を構

成するプレイヤーの機能観察と転職過程の解明は、切り離すことは出来ず一体的に議論す

る意義があると考える。 

 

３．先行研究の検討 

先ず、離職研究からみていこう。離職研究とは離職性向や行動を職務満足度や組織コミ

ットメントから説明する研究である。その中でも、労働者の離職性向の要因に関するもの

として中村（2001）31等の先行研究がある。中村（2001）は、企業内におけるマッチング

 

29 厚生労働省（2016）「民間人材ビジネス実態把握調査（職業紹介事業者）」 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000118944.html（2021 年 5 月 5 日確認） 

30 能力評価の課題解決として、厚生労働省、人材サービス産業協議会が取り組んだ「キャリアチェンジ

プロジェクト」、地域偏在の課題に取り組んだ内閣府・道府県が実施している「プロフェッショナル人材

事業」等がある。 

31 中村二朗（2001）「第 1 章 誰が企業を辞めるのか―離職性向と企業内におけるマッチング―」猪木武

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000118944.html
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の良否が労働者の離職（定着）性向にどのような影響を与えるのか実証的に検討している

32。本研究によると、予想通りの結果ではあると前置きした上で、仕事内容・職種に関す

る不満が他の要因と比べて離職性向に大きな影響を持つとし、また給料や能力評価に関す

る不満も他の不満項目に比べて相対的に大きな影響を及ぼしていると分析している。そし

て、今後は自分に対する正当な評価、それに伴う給与面での処遇に対する不満が離職とし

て顕在化しやすく、また自分に合った仕事内容や職種を求めた転職が増えることが示唆さ

れると述べている。さらに、同研究は実際に転職を果たした者の離職理由のうち、能力・

実績を正当に評価してほしいという理由で離職した者は、他の要因（「仕事内容・職種」、

「給与・賞与」）で離職した者と異なり、転職により不満が解消されにくいとも分析して

おり、「給与・賞与」での理由の転職者が転職後により高い賃金が得ていることを確認し

た上で、能力・実績が正しく評価され賃金面に反映されていないというよりも、本来の能

力が企業によって十分に引き出されていない不満の可能性を示唆し、今後の課題としてい

る33。 

以上を踏まえるとこれは、離職研究が離職性向や行動の要因分析を対象としていること

から、単一の組織内の離職研究では、離職者の離職理由の説明には貢献しても、その不満

の解消・解決まで辿るためには限界があり、複数組織を対象とした離職研究的なアプロー

チが必要となってくるのではないかと考える。西村（2007）34は、離職研究について、離

職要因分析だけでは十分に説明しにくい点が残り、離職者の認知の枠組みをみた心理学的

アプローチ、そして離職者の置かれている文脈から解釈する点において、社会ネットワー

クの援用など、転職や組織間移動研究との接近がみられると、離職研究の発展について整

理している。そして、複数組織にまたがる離職研究も必要であり、社会化研究との連係も

考慮に入れていかなければならないと述べている。 

次に転職研究をみていく。転職研究は、主に転職活動に着目して、効率的、有効的に満

足いく転職を行うのかに焦点を当てた研究である。転職満足度に関するものとして、守島

（2001）35等がある。守島（2001）では、転職経験と満足度に関する理論的考え方として

経済学、心理学、社会学のアプローチについて述べている。経済学的アプローチとは、仕

 

徳・連合総合生活開発研究所編『「転職」の経済学』東洋経済新報社、21~44 ページ。 

32 1999 年 6~8 月に（財）連合総合生活開発研究所が実施した「勤労者のキャリア形成の実態と意識に関

する調査」の個票を用いることにより、雇用者の離職動機はどのような要因によって形成されるのかにつ

いて検討している。前掲、中村（2001）22 ページ。 

33 これらの解明のためには、企業の雇用・人事システムや人材育成の関わりを含めたより精緻な分析が

必要となると述べている。 

34 西村孝史(2007）「離職研究と社会化研究の統合を目指して―X 事業部の事例から―」『組織科学』

Vol.41No.2、69-81 ページ。 

35 守島基博（2001）「第 6 章 転職経験と満足度－転職は果たして満足をもたらすのか―」猪木武徳・連

合総合生活開発研究所編『「転職」の経済学』東洋経済新報社、159~165 ページ。 
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事と個人の精度の高いマッチングが個人の満足度を高める前提で、ジョブサーチの過程で

より精度の高い情報が提供されるときに、転職の成功確率が高まるとするものであるとし

ている。心理学アプローチは、個人の持つ価値観や信念などと、組織が代表とする価値観

や文化などが適合的であるほど、個人は当該組織が提供する職務で働くことに心理的な満

足感を得るものであり、転職の成功のためには組織の文化や価値観に関する情報が重視さ

れるとしている36。そして、社会学的アプローチは、経済学的、心理学的アプローチが仕

事や組織（文化）と個人のマッチングを対象としているのに対して、マッチングを成立す

るための情報が伝わってくる経路を研究対象としていると述べている。したがって、転職

に関する情報は均等に分布しているわけでなく、情報へのアクセスの程度が、社会関係の

ネットワークにおける労働者の位置によって影響を受けるため、密度の濃いネットワーク

に存在している個人が転職した場合に、より高い満足が得られると予想するものであると

している。この社会学的アプローチで最も代表的な研究であり、ネットワークという社会

関係における相互作用に着目した端緒となったものが Granovetter（1995）37である。

Granovetter（1995）は、これまでの労働移動に関する研究の多くが経済学的視点から行

われてきたことを鑑み、現職から特定の新しい職へ変わる際の個人への利益がどんなに多

くとも、その人が適切な情報を確保しなければ移動すらできないと主張している。これ

は、労働移動とは職業それ自体の特性よりも、就業機会に関する情報の実際の伝播が直接

の原因となるという考え方に基づいている。しかも、先行研究により労働移動は、人的な

繋がりを通じて就業情報を知ることが明らかにされており、それを可能とするのは個人の

ネットワーク、社会関係の存在が前提にあるとの考え方による38。そして、当該研究で

は、転職する際に労働者は強い紐帯を持つ（いつも会う）人よりも、弱い紐帯を持つ（ま

れにしか会わない）人から役に立つ就業情報を得るという傾向を発見している39。渡辺

（2014）40は、Granovetter の「埋め込み」理論について、「経済が社会（構造）に埋め込

まれていること」すなわち、「経済活動が社会的メカニズムを媒介して起こる」ことを意

味していると論じている41。そして、日本のジョブ・マッチング過程の変化について、

1985 年から 2002 年までの 17 年間に「人的つながり」を活用する労働者が減少したの

は、その間の労働市場の変化と関係すると考察している。この間の失業率の増加が積極的

 

36このほかに人が自ら選択した行為を正当化しようとする個人の心理的傾向（心理的正当化）のために、

転職が自己都合退職やジョブサーチ活動に積極的に関与した場合には、より高い満足度が予想されるとも

述べている。前掲、守島（2001）、144 ページ。 

37Granovetter, Mark S. (1995), Getting a Job: A Study of Contacts and Careers, The University of Chicago 

Press.（渡辺深訳. 1998.『転職―ネットワークとキャリアの研究―』ミネルヴァ書房)。 

38 前掲、Granovetter（1995）、4 ページ。 

39 前掲、Granovetter（1995）、49~60 ページ。 

40 渡辺深（2014）『転職の社会学―人と仕事のソーシャル・ネットワークー』ミネルヴァ書房。 

41 前掲、渡辺（2014）、8 ページ。 
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に職探しを行う求職者割合を上昇させ、フォーマルな方法による職をみつけるようにな

り、結果として人的つながりを活用する割合が減ったこと、また、そのほか非正規雇用者

の割合が増加したことや男性労働者の転職・離職理由がより良い仕事が見つけるという自

発的な理由が減少したことが人的つながりを活用する割合が減少したと分析している。 

本論文では、この「人的つながり」という概念を援用する。第 4 章で分析を行うプロフ

ェッショナル人材事業におけるマネジャーの役割でも詳述するが、都市圏から地方企業へ

の転職者やそれらの支援者にとって、求人企業と物理的にも距離が離れており、人的つな

がりも活用し難い場合に、どのような就業情報にいかにしてアクセスしていくのか問うこ

とは、それ自体が社会関係を重視するアプローチであると考えられる。加えて、先の

Granovetter（1995）は、「人的つながり」を重視したが、他方でフォ―マルな仲介が成功

するとすれば、その手続きがインフォーマルなネットワークによって補われるか、インフ

ォーマルなネットワークを通じて行われる場合と述べている42。これに関して渡辺

（2001）43は、Granovetter（1995）の提言を引き合いに、ヘッドハンターが候補者を探す

際に、特定の業界の権威者等に意見を求め、その業界に適切な人材がいるかどうか推薦し

てもらったりするなど、インフォーマルなネットワークを通じて、正確で信憑性の高い情

報を授受することでマッチングが良くなるであろうと述べている44。本論文で取り上げる

地域経営支援機関（後述する第 4 章プロフェッショナル人材戦略拠点）のマネジャーは、

地域産業界の名士が就任している。こうした一見フォーマルな仕組みの中に、地域企業と

の繋がりが濃い名士が介在することがどのような意味を持つのか、これ自体がマッチング

を成立するための情報が伝わってくる経路とその内容を探ることであると捉えることがで

きるのである。 

一方、転職活動に関する質的研究として、永野（2009）45等がある。永野（2009）で

は、転職者 44 人に対するインタビュー調査結果から通常の転職による移動者 16 人の分析

結果として、移動の経緯を「自らの意思が強く作用したケース」、「経営悪化等に関するリ

ストラのケース」、「友人からの誘いを受けるケース」、「経営状況の変化で自らの主張が通

らなくなったケース」の 4 区分に分類している。そして、移動者の保有するスキルの適応

可能性について半数以上が適応可能であったことを確認しているが、同時に移動後の仕事

内容も本人のスキルも、時間の経過とともに変化していくので、転職評価にあたっては、

 

42 前掲、Granovetter（1995）、177 ページ。 

43 渡辺深（2001）「ジョブ・マッチング－情報とネットワーク」『日本労働研究雑誌』495 号、19-27 ペ

ージ。 

44 前掲、渡辺（2001）では、職業紹介の担当者が再訓練された労働者を良く知っており、地域の人事担

当者や雇用主とも長年の関係を持っている場合に、人と職業のマッチングはうまくいくだろうと述べてい

る。 

45 永野仁（2009）「転職した経営管理者のキャリアと現状に関する研究」（明治大学）『社会科学研究所紀

要』第 48 巻第１号、103~124 ページ。 
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時間の経過と共に変化するダイナミックなプロセスを組み込んだ理論モデルが必要なこと

が示唆されたとも述べている。 

以上を踏まえると、転職研究の射程は大きくは、精度の高いマッチングに必要な情報の

種類・中身とそれを入手する経路、社会関係を探求するものであると言えよう。ただし、

ここでも転職評価、転職満足度については、移動後の時間的経過も踏まえた枠組みの必要

性が指摘されるなど、組織社会化研究との接続を示唆していると考えられる。 

最後に、組織社会化研究をみていこう。組織社会化とは、高橋（1993）46によれば、社

会化の下位概念であり、「組織への参入者が組織の一員となるために、組織の規範・価

値・行動様式を受け入れ、職務遂行に必要な技能を取得し、組織に適応していく過程」と

定義している。組織社会化研究は、参入前の組織社会化研究と参入後の組織社会化研究が

あり、前者は参入予定の組織への期待形成、後者は現実ショックと幻滅を扱う。組織社会

化研究は、学生から社会人への移行47や管理職への移行48に関するものが確認されるが、中

途採用者に対する組織社会化研究は多くはない。中途採用者に関する組織社会化研究に関

するものとして、塚原ほか（2020）49、 米井（2015）50がある。塚原ほか（2020）は、化

学メーカーの中途採用者のうち，転職後の勤続年数が半年以上 3 年半未満のすべての職種

の従業員を対象として実施したアンケート調査結果を活用して、「中途採用者の保有する

経験や知見を尊重し活用すること」、「組織内の役割や今後のキャリアの展望を明示するこ

と」、「職場内におけるコミュニケーションを活発に行うこと」が、中途採用者の組織社会

化に有効であることが示している。一方，新卒採用者には有効とされている導入時研修

は、中途採用者の組織社会化には有意な影響がみられないことも示している。また、米井

（2015）は、転職後の経験が半年以上 3 年未満の営業職から営業職へ転職したビジネスパ

ーソンへのアンケート調査結果を活用した分析の結果、組織側が役割や今後のキャリアの

展望を明示することは，営業職における中途採用者の主体的行動を促すと同時に，新しい

組織で必要な事項（業務遂行知識，組織構造，社内政治）を学習することに対しても有効

であることを示している。また、今後の課題として参入前社会化と参入後社会化の連続性

を仮定した段階モデルが、すなわち広範なプロセスとして捉えた研究の多くが、学卒新人

を対象とした組織社会化研究に集中しており、中途採用者の組織再社会化研究は少なく、

 

46 高橋弘司（1993）「組織社会化研究をめぐる諸問題」『経営行動科学』第 8 巻１号、1~22 ページ。 

47 尾形真実哉 (2007) ｢新人の組織適応課題―リアリティ・ショックの多様性と対処行動に関する定性的

分析―｣『人材育成研究』第２巻第１号、13~30 ページ。 

48 金井壽宏 (2005) ｢ライン・マネジャーになる節目の障害と透明―『なりたくない症候群』 と『世代

継承的夢』｣『国民経済雑誌』第 191 巻第３号、43~68 ページ。 

49 塚原 麻紀子、大場 章史、吹田 一人、岡部 翔、開本 浩矢（2020）「中途採用者に対する組織社会化

戦術と組織適応」『大阪大学経済学』第 69 巻第 4 号、1~17 ページ。 

50 米井隆（2015）「営業職における中途採用者の組織適応の研究」『立教ビジネスデザイン研究』(12)、

87~99 ページ。 
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この領域においても広範なプロセスにおいて、研究を蓄積していく必要があると述べてい

る。 

以上を踏まえると、組織社会化研究は、参入前と参入後があるが、わが国においては学

卒新人を対象とした組織社会化研究が太宗を占めており、今後はより広範なプロセスとし

ての組織社会化研究が求められていると言える。特に、中途採用者の組織社会化を扱う上

では、参入前社会化研究との連続性が期待されていることから、転職活動の段階で，企業

側からの職種，勤務場所，業務内容，処遇などの情報提供や組織のもつ文化や価値観に関

する情報の入手如何と、その経路にどのような接続の可能性があるのかが、研究対象とな

ると考えられ、前述した経済学、心理学、社会学的アプローチによる転職研究への接近も

可能となると考えられる。 

これまで離職研究、転職研究、組織社会化研究を概観してきたが、これら研究をつなぐ

概念の一つとして、組織内キャリア発達、組織間移動に伴うキャリア発達がある。必ずし

も転職に限ったことではないものの、個人のキャリア発達という観点でもミドル層のキャ

リアが研究対象として取り上げられるようになっている。そもそも中年期は、ミドルクラ

イシスと言われるように心理的、身体的、家族における変化、職業における変化など大き

な変化を体験するタイミングである。中年期の危機に関する代表的研究である岡本

（2007）51は、この時期の個々人の存在自体が揺り動かされる中核となる心理には、「自己

の有限性の自覚」があると論じている。そして、今までの自分のアイデンティティでは生

きていけないというアイデンティティそのものの問い直しであり、変化や揺らぎを否認し

たり逃げたりせずに主体的にとらえ、生き方を主体的に模索するなら、人生後半期に向け

てより納得できる自分の生き方が見えてくる、このプロセスを「中年期のアイデンティテ

ィ再体制化のプロセス」と呼んでいる。このようなミドルの危機について、職業における

変化の観点から、鈴木（2014）52は、これまでキャリア発達論で十分に検討がなされてこ

なかった日本におけるキャリア中期（30 歳代半ばから 40 歳代）に着目して、この時期固

有のキャリア上の課題について伝統的キャリア論とニューキャリア論53の展開から論じて

 

51 岡本祐子（2007）『アイデンティティ生涯発達論の展開―中年期の危機と心の深化―』ミネルヴァ書

房、5-6 ページ。 

52 鈴木竜太（2014）「組織内キャリア発達における中期のキャリア課題」『日本労働研究雑誌』653 号、

35-44 ページ。 

53 伝統的キャリア論は、組織によって責任が持たされ、その成功基準は職位や給与といった客観的な基

準である。ニューキャリア論には、バウンダレス・キャリアやプロテアン・キャリアがある。バウンダレ

ス・キャリアとは、組織や産業、あるいは専門性など、これまで境界とされてきたものをあたかも何もな

いかのようにキャリアを歩む人々に焦点を当てたものである。一方、プロテアン・キャリアとは、地位や

収入といった客観的な価値ではなく、個人的な価値に基づく心理的成功を重視するキャリアである。いず

れの理論も、伝統的キャリア理論との違いは、組織でなく個人によって主導されるキャリアである。前

掲、鈴木（2014）、36-37 ページ。 



15 

 

いる。これによれば、キャリア中期の課題として、自身のキャリアが定まっていかない状

態であるキャリアの停滞と管理職になりたくない等の組織においてより大きな責任を回避

する問題をあげている。そして、キャリア論の観点からすれば、伝統的キャリア論とニュ

ーキャリア論の単なる二項対立ではなく、構造としては組織も個人もキャリアに対する責

任の主体性がある場合には、組織が考えるキャリアの道筋と個人の志向するキャリアの対

立が現れ、役割期待と役割認識の調和が必要であり、それは職場内での関わりあいによっ

てもたらされると述べている54。また、山本（2016）55では、キャリアの停滞（プラトー

化）は人生の特定の時期、特に中年期のキャリアの危機として語られることが多いとし

て、それには昇進が停滞する階層プラトー現象と仕事の内容プラトー現象56があると述べ

ている。そして、プラトー化には現職位の在任期間などの客観的指標で測るものと、本人

によるプラトーかノン・プラトーかの判断に従う主観的な基準によるものがあり、両方を

考慮する必要があるが、客観的評価と主観的評価が一致していること自体が、プラトー状

態の重要な判断基準となり得ると述べている57。さらにこの 2 つのプラトー化は、組織へ

のコミットメントや転職意思に影響しており、組織に対する直接の評価にかかわり、社員

の組織への定着（リテンション）に直結していると論じている58。さらに、今城（2016）

59は、中年期の昇進や仕事内容に関するキャリア停滞（プラトー化）が仕事の動機付けの

低下とどのような関係にあるのか分析している。これによれば、仕事の動機付けが低下し

た状態には、「見通し不全型の停滞感」と「意欲喪失型の停滞感」があり、「見通し不全型

の停滞感」にあるほど、新天地を求める傾向が強いと分析している。そして、この傾向は

最初の目標である昇進や、やりがいのある仕事をあきらめたわけでなく環境を変えること

 

54 前掲、鈴木（2014）、42-43 ページ。ここでは、組織側が従業員のキャリアに積極的で，個人が自身の

キャリアの責任に自覚がない状態は，伝統的なキャリアパラダイムが想定する姿であるとして、反対に組

織側が従業員のキャリアに消極的で、個人が自身のキャリアに責任を十分に自覚している状態は，ニュー

キャリア論が想定している姿と論じている。そして、それ以外の 2 象限、組織側も個人もキャリアに対し

て責任の自覚がない状態が、キャリアの停滞を引き起こし、双方がキャリアに対して責任の自覚がある場

合には、対立と調和が生まれると論じている。 

55 山本寛（2016）「第 1 章 昇進と仕事におけるキャリアの停滞」山本寛編著『働く人のキャリアの停滞

―伸び悩みから飛躍へのステップ－』創成社、1~26 ページ。 

56 階層プラトー現象が、階層（昇進）の停滞を示すのに対して、内容プラトー現象は、専門的知識の分

野や所属、部署が変わるという職能上の移動の停滞と、仕事について学習し経験を積み、仕事ができるよ

うになることで周囲から信頼され責任を引き受けるという中心性の移動の停滞の両方が加わる。職務が変

わらないということでなく、より質の高い職務が出来ないということも関係があるとしている。前掲、山

本（2016）、19~20 ページ。 

57 前掲、山本（2016）、9~10 ページ。 

58 前掲、山本（2016）、14 ページ。 

59 今城志保（2016）「第５章 中年期のキャリアの停滞と仕事の動機づけ」山本寛編著『働く人のキャリ

アの停滞―伸び悩みから飛躍へのステップ－』創成社、104~132 ページ。 
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で、目標を達成することに期待を持っているためではないかと考察している60。 

以上のような個人のキャリア発達という観点からみれば、ミドル層のキャリア問題は、

対立と調和が生じうるミドル層において職場、組織内の問題として向き合っていくのか、

それとも山本（2006）が論じるように、転職という選択肢、組織外も含めて解決の場を探

索していくのかという節目を迎えることを意味するものであると考えられる。したがっ

て、ミドル層の転職は若年期や高齢期と異なり、キャリア発達上迎える節目を組織内、組

織外の選択肢含めてどのようにくぐりぬけていくのかという特徴をも含むものであると言

える。ただし、これらの研究は、ミドル転職者の内面や態度についてあまり分析していな

い。したがって、離職局面も含め、求職、組織適応局面を貫くものが、本人の内にどのよ

うに生まれてくるのか、その様相をより詳しく分析する必要がある。中年期キャリア発達

上の論点からも、転職という行動を通じて、キャリアの主導と調和を取り戻そうとするわ

が国ミドル層転職者の主観を観察する意義があるのである。 

さらに、組織間移動に伴うキャリア発達に関する先行研究をみておく。組織間移動に伴

うキャリア発達に関するものとして、山本（2008）61や三輪（2011）62、三輪（2018）63

がある。山本（2008）は、組織間キャリア発達を「組織を移動することによって、自己の

キャリア目標に関係した経験や技能を継続的に獲得していくプロセス」であると定義して

いる。そして、組織間キャリア発達の特性として、主観性と客観性の二面性があることや

自己管理の必要性が高いことを指摘している。自己管理の必要性の高さとは、内的キャリ

アの問題として捉えることが出来、組織間移動では外的キャリアが異なってしまうことが

多いため、移動前の組織でのキャリアと後の組織でのキャリアについて、自分でそれらを

意味づけ有機的に統合するなどの自己管理が必要になると述べている64。三輪（2011）

は、先行研究の整理から知識労働者の組織間移動に関するキャリア発達には、「アイデン

ティティや働く上での目的意識」、「学習や知識の獲得」、「人的ネットワーク」の 3 点が重

要である点には間違いないとして、働く上での目的意識の発見（確認）や再発見、環境に

あわせた迅速でランダムな学習、組織外部につながる弱い結びつきのネットワークが重要

 

60 前掲、今城（2016）、110~111 ページ。「見通し不全型の停滞」とは、結果を得る期待が低いことに気

づく状態だが、昇進に足る仕事成果をあげられるとの可能性は捨てておらず、環境が変われば目標が達成

できるかもしれないと考えている状態。「意欲喪失型の停滞感」とは、例えば環境を変える試みが失敗に

終わったり、新しい環境下でも昇進できなかったりした場合、望む結果を得ることにあきらめてしまう状

態。 

61 山本寛（2008）『転職とキャリアの研究（改訂版）―組織間キャリア発達の観点から―』創生社。 

62 三輪卓巳（2011）『知識労働者のキャリア発達―キャリア志向・自律的学習・組織間移動―』中央経済

社。 

63 三輪卓巳（2018）「知識労働者のミドル期以降の組織間移動」（京都産業大学マネジメント研究会編）

『京都マネジメント・レビュー』第 33 号、33~51 ページ。 

64 前掲、山本（2008）、26~27 ページ。 
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であると述べている。さらに、三輪（2018）は、この 3 つのポイントを短期的な視点でみ

るのでなく、過去の仕事経験を関連づけながら、キャリアのプロセスの中で捉える必要が

ある点を強調している65。これは、山本（2008）が指摘する自己管理の必要性を中期的に

捉える視点を示しているものと解釈できる。さらに三輪（2018）は、こうしたアプローチ

はプロセスの観察が必要であり、詳細な事例分析が適しているが、一般性のある結論を導

くことは難しく事例分析の蓄積が必要なこと、どのような経験がミドル以降のキャリア発

達につながるのか経験学習の先行研究を参考に分析することも今後の課題であるとも述べ

ている66。 

以上の研究は、前後のキャリアの意味づけと統合を行う自己管理、そしてそれを可能な

らしめる必要な要素の考察という点で高く評価できる。ただし、そこに至るまでのプロセ

スの解明という観点では不十分な面もあると考えられる。したがって問題関心でも述べた

ように、転職者の離職、求職、組織適応という各過程の連続性の中でどのようなキャリア

の落とし込みが生まれてきたのかを探ることが必要となる。そして、そのためには、転職

者自身が移動前と移動後の組織のキャリアをどのように意味づけているのか、最終結果だ

けでなく、転職過程の中でどのような探索、変更や軌道修正が行われているのかを探るこ

とが有効である。 

さて、本論文で対象とする人材紹介会社のエージェントに関する先行研究もみておこ

う。エージェントに関する研究は、人材紹介会社の労働市場における役割や事業構造に関

するもの、すなわちビジネス構造に焦点を当てたものと、エージェント自身の仕事やスキ

ルや能力開発等、事業法人とそこで働くエージェントとの関係に焦点を当てたものがあ

る。佐野（2002）67は、人材ビジネス（求人広告、職業紹介、労働者派遣）を労働市場サ

ービスという概念を用いて、その事業構造と構造がもたらす課題について分析している。

同研究では、労働市場サービスを労働市場における需要と供給の双方から求人・求職を受

け付け、その意志と現状を確認し（事実確認・本人確認）、両者間で相談を受けたり指導

したりして，求人と求職を斡旋する（需給調整）行為、言い換えれば、労働力需給の事実

確認と、その需給調整の 2 つの機能を発揮する局面があると言及している。そのうえで、

インターネットの普及、ミスマッチの構造化、過当競争の激化、曖昧な官民相互補完関係

の 4 点から課題を明確化している。中でも、年齢，仕事，地域等に関する需給のミスマッ

チが構造化している点から、労働市場サービスはこうしたミスマッチの有効な解決手段と

して認識されているが、それがビジネス（営利事業）である以上、労働需給調整サービス

においてミスマッチの構造化は即コストアップ要因につながると指摘する。たとえば、

「職業紹介事業者が多数の求人および求職者の登録を受け、それらにコンサルティングや

 

65 前掲、三輪（2018）、35~36 ページ。 

66 前掲、三輪（2018）、50-51 ページ。 

67 佐野哲（2002）「労働市場サービス産業の現状と課題」『日本労働研究雑誌』506 号、4-15 ページ。 
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カウンセリング（相談・指導）を施したとしても、紹介料徴収が成功報酬方式になってい

るためにミスマッチにより就職に至らなければ売上が立たず、登録・相談・指導のコスト

が回収不能になってしまい、沢山の在庫（登録求人・求職）を抱えても、販売（就職斡

旋）できなければ収益にはつながらない」と述べている。さらに「こうしたコスト負担対

策のために、斡旋システムをコンピュータ化して担当コンサルタントの人件費を削減しよ

うとしたり、大量紹介・大量派遣により売上高の量的確保を企図したりすると、逆に今度

は内部に蓄積すべきマッチングノウハウが空洞化し、ミスマッチ解決のための需給調整機

能が著しく低下することになる」とも指摘している68。本研究は、職業紹介ビジネスが、

マッチングが成立して初めて売上が上がる、成功報酬方式となる仕組みを採用しているこ

とから、求職・求人ともに扱う件数が増えてくると、コスト増となりコストを下げるため

の方策によりマッチングノウハウが蓄積されない方向に向かうことを示唆していると言え

よう。本論文の関連からすれば、エージェントが、組織の事業方針との関係から、特に求

職者支援や求人企業の支援に関してどのような影響を受けるのかという問題を含むもので

ある。例えば、相談を受け付けてから出来るだけ早期にマッチングにまで持っていくよう

に指導、管理されたり、受付から一定期間、マッチングに至らない求職者や求人企業に対

してのサービスを実質的にストップすることを勧奨されたりすることが想像できるからで

ある。本論文が、転職過程において相互作用するエージェントの働きを対象とする以上、

エージェント本人が所属会社・組織からどのようなコントロールを受けているのか把握し

ておくことが重要となる。 

エージェント自身の仕事やスキル、能力開発を扱った先行研究に、西澤（2005）69があ

る。当該研究においては、有料職業紹介事業者 54 社へのインタビューを通じて、コンサ

ルタント70の仕事について詳述している。これによれば、人材紹介会社のコンサルタント

は、求人側業務として、「①人材ニーズの顕在化した企業に対する電話営業、人脈の活用

等の求人開拓の仕事、②マッチングの成否を判断するために必要な求人要件の詳細に関す

る情報と求人企業に関するさまざまな付加的なあるいは付加価値の高い情報を得る求人ヒ

アリング、③企業風土等の求人企業のアナログ的情報等を活用したマッチングがある」と

記述している。求人開拓は、取引先企業からリピートオーダーを獲得することが重要な課

題であり、マッチングに際し求められる企業の組織風土等のアナログ情報は情報を引き出

すヒアリング能力やコンサルタントの感性の問題である側面もあるが、コンサルタントの

学習能力に依存する面が大きいと分析している。一方、求職側業務としては、求職者を確

 

68 前掲、佐野（2002）、14-15 ページ。 

69 西澤弘（2005）『ホワイトカラー有料職業紹介事業の運営と紹介業務従事者に関する事例研究』（労働

政策研究報告書 No.37）労働政策研究・研修機構。 

70 前掲、西澤（2005）では、本論文でいうエージェントを求人企業側、求職者側双方ともにコンサルタ

ントと称している。 
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保する方法は転職支援サイトに登録されるデータに依存する紹介会社が多いとし、コンサ

ルタントは人材の効率的な確保を指向しているため、求職相談の申込者や求人情報の応募

者に対しては選別する傾向が強くみられ、結果、求人企業に紹介できる可能性の高い求職

者を選りすぐるという行動が生まれやすいと分析している。そして「大半の紹介会社では

コンサルタントは求職者面談にあたり経験に裏打ちされた方法で対応しており、コンサル

タントによって面談の質に差が生じる課題のほか、面談手法についてコンサルタント間の

共通基盤を重視する会社は少ない」と述べている71。そして、マッチングに際しては、「求

人案件を前提にした求職者探索が主流になっており、求職者を確保する主な経路は転職支

援サイトでのスカウトであり、転職支援サイトにおけるスカウト機能の登場はマッチング

業務とコンサルタントの仕事を大きく変えている」と述べている。さらに「転職支援サイ

トの登録者はこのサイトに参加している紹介会社の共有人材であるため、優秀な登録者に

対してはスカウト合戦の様相を呈しており、転職支援サイトにおけるスカウトが、仕事の

中心になっているコンサルタントが多い」とも述べている72。 

この現実のエージェントの仕事内容の詳述をみると、佐野（2002）が述べた労働市場サ

ービスの第二要素である求人・求職の両者間で相談を受けたり指導したりして，求人と求

職を斡旋するという役割そのもののが、想定とかけ離れていたり、求人側サイドへの支援

に偏ったりと、エージェントの機能は、事業者視点のみならず、エージェント個人へのよ

り深い観察が重要であることがわかる。この観察は、エージェントの自己裁量による求職

者や求人企業に対する働きかけといった役割を確認するために必要なものである。したが

って、本論文でも、エージェントの機能については、組織からの指導や業務管理によるも

のなのかを確認し、加えて自己裁量によるものにも焦点を当て、それを深く観察すること

とする。なお、先行研究は求職者の求職過程そのもの、すなわち求職の受付からマッチン

グまでを主な観察対象としており、離職局面への関与は十分に明らかにされていない。こ

こから、次のような課題が出てくる。すなわち、離職局面への関与を含め、転職過程全般

におけるエージェントの役割を探ることである。 

以上、本論文が、転職者の離職、求職、組織適応という一連の転職活動に関する過程

と、それへのエージェントの関与を研究対象とする所以を踏まえると、転職者にとっての

転職過程の連続性を探求することと、支援者にとっての支援過程の連続性を探求するこ

と、およびこれら両過程の編み出す転職の全過程を立体的にとらえることが、極めて重要

であることが浮かび上がる。転職者にとって、転職過程の連続性の第一段階は、先ずは離

職から求職にかけての節目であると言えよう。この節目に転職者に何が起きているのか観

察することが重要となる。離職要因を探るのではなく、離職から求職という移行の局面に

何が転職者本人の中に生まれて、次のステップに歩むことが出来ているのかを探るのであ

 

71 前掲、西澤（2005）、61-62 ページ。 

72 前掲、西澤（2005）、62 ページ。 
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る。支援者、エージェントは通常、求職過程に関与する存在である。しかし、支援過程の

連続性を探求するのは、本当に転職者の求職過程に対してのみエージェントが関与してい

るのかという問いが浮かぶためである。転職者の離職から組織適応過程に対する相互作用

の有無や内実を確認することで、第一段階である離職から求職にかけての節目の様相をエ

ージェント側からも観察することが可能になると考えるからである。エージェントに関す

る先行研究でみたように、人材紹介業としてのビジネス構造や労働市場におけるマクロ的

な視点での役割が主な研究対象となっており、個々のエージェントに焦点が当たっておら

ず、ましてや転職者の離職過程に関与するエージェントの役割については、その有無含め

てあまり明らかにされていないのである。 
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４．研究課題 

本論文の目的は第一に、転職者の離職、求職、組織適応という局面を連続的に捉えること、

そして個人からの視点でこの 3 つの局面の軌跡を観察することで、転職者個人にとって連

綿と続くキャリアの中で、各局面の中でどのようなキャリアの連続性が生まれてくるのか

探ることである。第二に、求職支援者がどのように離職を理解し、求職を支援し、組織適応

にかかわる、あるいはかかわらないかを観察することで、求職支援者の役割を把握し、その

支援とのかかわりのなかで転職者のキャリアの連続性がどのように意識されどのように顕

在化するのかを探ることである。そして第三に、今度は求人企業のほうに向きを変え、求人

支援者が、当の企業にとって求人が必要な背景や課題を理解し、求人を支援し、組織適応に

かかわるのか、あるいはかかわらないのかを観察することで、求人における支援者の役割を

把握し、求人企業におけるマッチング過程をも連続的に捉えることを試みるものである。 

先行研究で整理したように、離職研究、転職研究、組織社会化研究それぞれが互いに接近

する必要があると説かれる中、山本（2007）や三輪（2011）の言う組織間キャリア発達が、

これら 3 つの研究を有機的に繋げるための概念であると思われる。山本（2007）は、組織

間キャリア発達の特性の一つを、転職前後のキャリアの意味付けと統合という高い自己管

理にあると説明したが、本論文では、転職者の離職、求職、組織適応という局面を連続的に

捉えるに当たって、「管理」よりは「探索」を重視する。転職の一連の過程においては、自

分を対象としてそれを合理的にコントロールするというより、その都度、試行錯誤を重ねな

がら自分にふさわしい状態を探り当てていくという、必ずしも合理性に還元できないひと

かたまりの意識や行動と捉えた方が適切であると考えるからである。よって本論文では、自

己探索を「転職者が離職、求職、組織適応の各局面において連続的に行う自己とキャリアの

関係の機動的調整」と定義することとする。このような観点から、本論文の研究課題をより

明確化すると、次の通りになる。 

研究課題の第一は、わが国におけるミドル層の転職の全体像をふまえた上で、ミドル層

の転職の特徴について詳しく検討する。具体的には、転職前後における客観的な仕事変化

とそれに対する自己認識という主観を概観した上で、転職者の意識や行動について、「転

職の意思決定までの過程」、「求職・マッチング過程」、「入職後適応過程」を断絶せずに連

続的に見た場合に貫くものとは何なのか、すなわち自己探索としてのキャリアの意味づけ

の様相とそれを支える資源を、転職者の語りから見出すことである。 

研究課題の第二は、「求職・マッチング過程」に焦点を当てて、この過程の支援者であ

る人材紹介会社のエージェントが求職者及び求人企業に対して、意思と能力の面でどのよ

うな機動的な調整を働きかけているか探求する。ここでは、「求職・マッチング過程」に

焦点を当てるが、各局面の連続性という本論文の根幹をなす課題との関係からすれば、エ

ージェントの機動的な調整機能が、前後にある「転職の意思決定までの過程」と「入職後

適応過程」にまで拡張している可能性を探る目論見がある。すなわち、エージェントの作

用によって、転職者や求人企業が自覚していない「今、自分に残っているものは何か」、
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「今、自社に残っている可能性は何か」を顕在化させる可能性を探ることである。 

研究課題の第三は、求人支援過程をさらに深堀するために、「求人・マッチング過程」

において機能する現行のエージェント以外の求人支援者の働きかけに着目し、この場合も

前後の過程の連続性が観察され、それが転職者のキャリアの連続性とかかわってくる可能

性を分析することである。それらを観察するために本論文では、内閣府「プロフェッショ

ナル人材事業」において、中小企業経営者の支援者としての役割を果たしているマネジャ

ーの機能に着目する。先行研究で整理したように、これまでのエージェントに関する研究

は、「求職（求人）・マッチング過程」に観察を限定してきたきらいがある。これに鑑み、

本論文では、「求職（求人）・マッチング過程」手前の過程から関与するマネジャーの役割

を観ることにより、エージェントの役割領域の広がりの可能性を探求する。それはすなわ

ち、求人が必要となる背景の理解や経営課題の掘り起こしや明確化に関する過程である。

求人を行うということは、何らかの課題を解決するために人材を要するということである

ので、その過程を「求人・マッチング過程」の川上過程として位置付ける。そして、当該

川上過程と「求人・マッチング過程」の連続性が見出された場合に、それは求職過程の連

続性、すなわち求人支援が充実して、就業情報が伝わってくる経路が工夫され、高質な内

容となった場合に、今度は転職者個人がキャリアの連続性との関係から、どのように呼応

していくことが望まれるのかを探求するのである。 

 以上の研究課題に取り組むことで、ミドル層にとって転職の市場が狭く、転職を支援す

る枠組みが整わず、なお支援する人材も足りないわが国の現状に対し、それを分析し改善

するための手がかりを得ようとするのである。 

 

５．研究方法 

上記の研究課題に取り組むにあたり、本論文では定量データの分析と質的調査分析の 2

つの方法を用いることとする。先ずは、既存調査のアーカイブデータの利用許諾を取り、

2 次分析を行った。本論文の主眼は、ミドル層の転職者の離職、求職、組織適応の各局面

とその連続性を観察することであるが、そのための質的調査に入る前に、ミドル層の転職

実態について把握する必要がある。具体的には、転職による客観的な変化とそれに対する

自己認識に基づき、転職者の特徴をいくつかの類型で掴むことである。前述した転職に関

する実態調査で整理したように、仕事の内容・職種に満足が出来るか、自分の技能・能力

が活かせるかどうかを重視して転職先を選んでいる転職者像が描けるとして、必ずしも希

望通りの職に移動できるわけでもなく、自身の転職について半数は不満足と評価している

状況において、各局面の連続性に関係してくるのは転職者自身が変化をどのように受け止

めるのかということが重要となる。この際、連続性においては、何が貫かれるのかも大事

であるが、先ずは移行に伴う変化をどれくらい変化と感じているのか、転職者本人の受け

止めが重要である。したがって、2 次分析では、業種や職種の変化（異同）を転職者自身

に生じた客観的、外形的変化と置いて、その変化類型において、どのような仕事に関する
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受け止めと将来の見通しを持ったのか、主観について分析を行うこととした。 

次は、インタビューによる質的調査である。第一に、転職過程の 3 つの局面について観

察するために、転職者に対して 3 つの局面についての回顧的なインタビュー調査を実施し

た。インタビューは、これまでの職歴について予め記入してもらい、前職以前のキャリア

についても把握できるようにした。ただし、インタビューの中心は直近の転職（3 年以

内）に関する過程について聞くこととして、本人の記憶の曖昧さが極力生じないように工

夫した。また、各局面の連続性を観察するために、代表的なケースを取り上げ、3 つのプ

ロセスを貫く意思決定の特徴を見るために事例分析を行った。特に離職過程を丹念に観察

して、その後の連続性に関係する転職者の心的変化にも注目しながら、インタビューデー

タを分析した。 

第二に、エージェントに対してインタビュー調査を実施した。より深く、広いエージェ

ントと転職者の相互作用を観察するために、営業成績が上位に位置している者を人材紹介

会社の管理職に抽出してもらい、マッチングの成否を問わず、エージェントが最も印象に

残っている支援ケース、その後の自身の働き方に影響を与えたと思うケースについて、求

人企業、求職者の双方について（必ずしも対になっていない）インタビューする手法を取

った。成功事例や失敗事例について聞くという方法を取らなかったのは、予めのエージェ

ント自身の仕事の良否判断に依らずに、管理職にも報告していないかもしれない求人企業

や求職者それぞれに対しての率直な向き合い、相手側とのやり取りと自身の反応や行動に

ついての語りを収集したかったからである。ここでも、エージェントの求職・求人支援過

程の連続性に着目し、特に転職者の離職過程への支援者の関与について探求することとし

た。 

第三に、内閣府「プロフェッショナル人材事業」のマネジャーに対するインタビュー調

査を実施した。「プロフェッショナル人材事業」のマネジャーは、求人企業側への支援に

特化する役割を持っているが、そこには有効なエージェントの代替機能が潜んでいる可能

性があるという仮説を持って、マネジャーの役割を丹念に観察し分析を行った。インタビ

ューは、マネジャーを取り巻く経営者や人材紹介会社のエージェント、企業開拓を一緒に

行う経営支援機関や地域金融機関について相関図として作成して、どの主体との関係を重

視していたのか、どのような調整を行ってきたのか、マネジャーが相関図の中でどのよう

な動きや作用をもたらしているのかに注目した分析を行った。 

 

６．論文の構成 

先行研究、研究課題を踏まえて本論文は、ミドル層の転職過程を立体的に捉えるため、

4 つの章で構成する。その位置づけは、次のようになる。第 1 章は、本論文全体をみるた

めのマクロ的な俯瞰にあたる。第 2 章と第 3 章は、転職者とエージェントの転職過程、転

職支援過程の連続性について、その相互作用にも注目しながらミクロ的な側面で分析する

章である。そして、第 4 章もミクロ的な分析を行うが、その位置づけは若干異なる。すな
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わち、未成熟なミドル転職市場を補完するため、新たなプレイヤーが参画した場合に、転

職者やエージェントの支援過程の連続性にどのような影響を及ぼすことになるのかを考察

するための章である。そして終章で、第 2 章及び第 3 章で得られた事実発見が、第 4 章で

分析したマネジャーの役割との関係で、どのような含意を有するものになるのか考察す

る。 

具体的には以下の構成である。第 1 章では、平成 26 年に厚生労働省が実施した「転職

者本人へのＷＥＢアンケート調査」結果のローデータを入手して、2 次集計分析を行う。

既存の統計調査、先行研究では、賃金や職位などの客観的側面や専門的・技術的職業従事

者の動向を中心としており、わが国のミドル転職者の主観については十分に把握できてい

なかった。これに対し、客観と主観の両面から、ミドル転職者の実態と特徴をつかむこと

を試みる。具体的には、発達心理学上でキャリア中期の課題も有するミドル転職者の内面

や態度について、離職・求職から組織適応と節目を通過した転職者の客観的な仕事変化と

それに対する受け止めと見通しを中心に分析する。また、一般的にキャリアの停滞に直面

するミドル層が転職した場合、それは本人にとって、顕在化した客観的変化だけでなく主

観としての内的キャリアの見通しがどのようなものとなっているのか確認する。ミドル層

の同じ業種かつ同じ職種への転職を「スライド型転職」として、異なる業種あるいは異な

る職種への転職を「部分スライド型転職」、異なる業種かつ異なる職種への転職を「非ス

ライド型転職」として捉えて、転職前後の客観的な仕事変化とそれに対する自己認識につ

いて、若年層の傾向と比べた観点とミドル前半とミドル後半の年齢区分で比べた観点で明

らかにする。 

第 2 章は、転職者の意識と行動について「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチ

ング過程」、「入職後適応過程」という段階別に把握する。各段階においては、その段階特

有の転職者が直面する葛藤や困難に直面すると思われることから、まずその点について転

職者がどのような意識を持っていたのか分析している。また、各過程で断絶させるのでな

く、それぞれのプロセスを貫くものについて、転職者の語りからみえてくる様相を転職者

自身へのインタビュー調査により考察する。既存の研究では転職の段階ごとにその主な要

因を探るきらいがあったが、連続する過程として転職プロセスをとらえることは、求職す

る側を立体的に把握するためにも、それにかかわる支援側の役割を総合的に理解するため

にも重要である。 

第 3 章は、人材紹介会社のエージェントへのインタビュー調査を通じて、エージェント

の担う機能の内実を探る。転職を支援するエージェントは、求職者と求人企業の「意思」

と「能力」に働きかけており、優秀なエージェントは転職プロセスを連続する過程として

とらえている、という仮説からエージェントの役割を分析する。具体的には、求職者と求

人企業とのマッチングの全プロセスにわたって、エージェントの担う機動的な調整機能に

着目し、その調整機能の体系的な分類を行ったうえで、「意思」と「能力」ごとの内実と

意義について明らかにする。そして、エージェントによる調整機能とそれに必要な能力・
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スキルが、会社・組織の方針・管理とどのようにかかわっているかを探る。 

第 4 章は、中小企業の経営課題解決に資するプロフェッショナル人材の確保をサポート

し、また公的な存在でもあるプロフェッショナル人材戦略拠点のマネジャーへのインタビ

ュー結果を分析する。求人企業から見れば一連の外部からの人材確保を、経営課題の明確

化、求人・採用活動、定着というそれぞれが分断されない過程、一つの続いていく企業活

動の経路であるとした場合に、企業経営者とマネジャーとの協働にはどのような意義が見

出されるのか解明する。そして、それが結果、転職者と支援者にどのような作用可能性が

あるのかを検討する。総じて、マネジャーの役割に焦点を当て、求人側に対する支援も連

続的な過程としてとらえられること、およびマネジャーが求人支援エージェントの役割を

代替しているといえることを分析する。 

終章は、第 1 章から第 4 章までの調査結果や分析を踏まえて、離職研究、転職研究、組

織社会化研究それぞれが互いに接近の必要性を説いている中、3 つの研究課題を議論する

ことを通じて、転職過程の構造を立体的に示し、転職者のキャリアの連続性と求職・求人

支援者の役割について考察する。 
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図表序-1 本論文の全体像  

 

出所：筆者作成。 
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第１章 ミドル層転職者の転職前後の仕事変化とそれに対する自己認識 

１．序論 

（１）問題関心 

本章では、正社員ミドル層以上（本論では、正社員としての転職に限定し 35 歳以上を

ミドル層としてとらえる）の転職前後の変化について分析する。我が国の労働市場におい

ては、ミドル層の転職率は 4~5％程度であり、ここ数年においてゆるやかな上昇の兆しが

あるものの、若年層ほど活発化しているわけではない。これまでミドル層以降の転職につ

いては、35 歳以上の転職については企業が中途採用を敬遠するなど73、ミドル以降の転職

に関するイメージはポジティブなものとは決して捉えられていなかったと考えられる。そ

もそも、企業側が、若年層に対する企業内教育訓練によって中堅人材を育成するという前

提であれば、積極的にミドル層を採用する姿勢とはなりにくい。また、働くミドル個人に

おいても、転職するならば、これまで入社以来、培った知識・スキル、経験やネットワー

クが活かされる仕事を望むであろう。ただし、後述の政府統計から確認すると、ミドル層

の転職は必ずしも同じ業界や職種への移動だけではなく、異なる業種や異なる職種への移

動を果たしているものも一定割合、確認することが出来る。仮に同じ業界や職種への移動

をスライド的な転職と表現した場合、非スライド的な転職（業種や職種が異なる移動）の

場合には、ミドル個人にはどのような変化が転職前後で生じているのだろうか。また、入

職後自身への期待役割をどのように捉え、適応しているのだろうか。これらに留意し、本

章では、特に業種、職種の異動に着目して、転職前後の変化の様相を探ることを通して、

ミドル層以上の転職実態を明らかにしたい。 

 

（２）先行研究の検討 

転職動向が把握可能な大規模な調査は、公的統計においては総務省統計局「労働力調査

（詳細集計）」、総務省統計局「就業構造基本調査」、厚生労働省「雇用動向調査」74、厚生

 

73 厚生労働省（2014）「今後の雇用政策の実施に向けた現状分析に関する調査研究事業報告書（みずほ情

報総研委託）」、50 ページ。同調査（企業調査）によると、中途採用の方針は、「35 歳未満」では約

43.5％の企業が採用に積極的（「積極的に採用を強化したい」）である一方、「35 歳以上 45 歳未満」では

12.1％、「45 歳以上 55 歳未満」では 3.1％である。 

74 本調査は、主要産業における入職・離職及び未充足求人の状況並びに入職者・離職者に係る個人別の

属性及び入職・離職に関する事情を調査し、雇用労働力の産業、規模、職業及び地域間の移動の実態を明

らかにすることを目的したものであり、昭和 39 年から雇用労働力の流動状況を明らかにするため、上半

期（1 月～6 月）、下半期（7 月～12 月）に分けて年 2 回実施されている。調査対象は、5 人以上の常用労

働者を雇用する事業所のうちから、産業、事業所規模別に層化して無作為に抽出した約 15,000 事業所。

また、入職者（離職者）は調査実施年に前述した事業所に入職した常用労働者のうちから、無作為に抽出

した入職者（離職者）。厚生労働省ホームページ、「雇用動向調査：調査の概要」。

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/9-23-1d.html#link01（2021 年 1 月 31 日閲覧）。 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/9-23-1d.html#link01（2021年1月31
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労働省「雇用の構造に関する実態調査（転職者実態調査）」75などがある。 

また、民間機関においては、転職行動に関する調査としては、リクルート「ワーキング

パーソン調査」（2014）76が詳しい。本調査では、転職前後の変化と状況について業種・職

種間移動や役職・年収について詳細に分析を行っている。これによれば、<図表 1-1>のと

おり、正社員の転職において業種・職種移動を確認すると、全体では「同業種・同職種」

28.3％、「同業種・異職種」4.7％、「異業種・同職種」25.8％、「異業種・異職種」

20.0％、その他・無回答 21.3％となっている。本章で焦点を当てるミドル層、例えば 40

代の状況を確認すると「同業種・同職種」30.7％、「同業種・異職種」3.9％、「異業種・同

職種」32.0％、「異業種・異職種」12.4％、その他 20.9％となっている。若年層の場合「同

業種・同職種」の移動パターンが最も多いが、40 代、50 代になると異業種間における同

職種移動の割合が増えると指摘している77。これより、すでに問題関心で記述したよう

に、若年層とミドル層の転職の様相は、スライド的な移動の場合においても、互いに異な

る様相を示しているのではないかという課題が浮かぶ。また、転職前の役職について同調

査において、40 代の状況を確認すると役職に就いていない転職者が 6 割を超え、一方で何

らかの役職に就いている、若しくは専門職に就いている転職者が 4 割であり78、マネジメ

ント経験の有無は、採用条件として影響することが予想されることから、仮にホワイトカ

ラーに限定したとしても、管理職経験者等とそうでない者との転職実態は異なり、ミドル

の転職者像は、若年層のように一様に捉えることが難しいという課題もあると考えられ

る。そこで本章では、移動の前の意思を調べたものではなく、あくまでも移動による結果

に関するデータに依拠するものの、そもそも、業種や職種に異同があった場合に、職位や

 

75 本調査は、転職者の就業実態を把握することによって、円滑な労働移動を促進し、労働力需給のミス

マッチの解消を図るための雇用対策に資することを目的としている時々の雇用情勢に応じ、毎年テーマ

（対象）を替えて実施している雇用の構造に関する実態調査として、平成 10 年に最初の調査を実施し、

その後、不定期に実施されている（平成 18 年、平成 27 年、令和 2 年）。厚生労働省ホームページ、「雇用

の構造に関する実態調査（転職者実態調査）：調査の概要」https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/6-

18a.html#link01（2021 年 1 月 31 日確認）。そのほかにも、転職に関する実態調査としては、日本労働研

修・研究機構（2016）「マクロの労働移動、転職市場の実態－既存統計とヒアリング調査よりー」『JILPT

資料シリーズ』No.168 、日本労働研修・研究機構（2016）「中高年齢者の転職・再就職調査」『JILPT 資

料シリーズ』No.149 などがある。 

76 リクルート（2014）「ワーキングパーソン調査」。首都圏で働く人々の就業に関する実態と意識を明ら

かにすることを目的に実施。調査対象は、首都圏 50km（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）で、正規

社員・正規職員、契約社員・嘱託、派遣、パート・アルバイト、業務委託として 2014 年 8 月最終週に 1

日でも就業している 18～69 歳の男女（学生除く）。サンプル数は、9,857 名（男性：5,600 名、女性：

4,257 名）。社員グループとパート・アルバイトグループに分け、性別・年齢 5 歳階級別・エリア別に割り

付けを行い実施。 

77 前掲リクルート（2014 年）、165 ページ。 

78 前掲リクルート（2014 年）、167 ページ。 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/6-18a.html#link01（2021年1月31
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/6-18a.html#link01（2021年1月31
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賃金などの客観的な状況がどのように変わってくるのかについて分析する。さらには、客

観的な状況のみならず、仕事の変化をどのように感じたのか主観的側面も探る必要があ

る。特に転職のような組織間移動が行われた場合には、異なる組織条件の中での職位や賃

金の変化となり、キャリアを捉える場合には、外的なキャリアだけでなく個人による変化

に対する意味づけや解釈による内的キャリアが重要であると考えられるからである。転職

者本人が自身の仕事の変化をどのように感じ、捉えているのかという本人の主観も、ミド

ルの転職の様相を把握する上で必要であると考える。 

 

図表 1-1 年齢階級別にみた転職者（正社員）の業種・職種移動 

 

出所：リクルートワークス研究所（2014）「ワーキングパーソン調査」」より筆者作成。 

 

 ミドル層の転職に関する研究は、労働市場そのものが活発化していたわけではないこと

から、若年層に比べて少なく、主に中高年就業者の研究という枠組みで捉えられ、リスト

ラや役職定年等を節目とした経営管理層の出向・転籍に関するものやプロフェッショナル

（専門・技術職）の移動79に関するものがある。 

 経営管理層の人材移動の研究として、永野ほか（2007）80がある。同研究において、木

谷（2007）81は、「経営管理層のキャリアと転職に関する調査」82を活用して、転職像の全

体像を整理した上で、本人評価による「成功群」と「非成功群」に 2 分した議論を深めて

いる。そこにおいて、経営管理層が所属する現職企業と前職企業との関係を分析すると、

「子会社」が 31.3％、「資本関係がある会社」が 12.0％、「仕入先・販売先・融資先の取引

関係のある会社」が 28.9％を占め、経営管理層の転職の約 3 分の 2 が前職との関わりの中

 

79 ミドル以降のプロフェッショナルに関するものとして例えば、三輪卓己（2015）『知識労働者の人的資

源管理―企業への定着・相互作用・キャリア発達―』中央経済社。同研究では、IT 技術者，経営コンサ

ルタント，金融・保険の専門職に限定した上で，インタビュー調査とアンケート調査を用いて分析してい

る。 

80 永野仁、木谷光弘、根本孝、牛尾奈緒美（2007）「管理・経営層の人材移動に関する実証研究」『明治

大学社会科学研究所紀要』 第 46 巻第 1 号、67-158 ページ。 

81木谷光宏（2007）「第 2 章経営管理層の人材移動の意識と行動」『明治大学社会科学研究所紀要』第 46

巻第 1 号、84-99 ページ。 

82 商用データベースから 2001 年～2005 年に転職した経営層・管理層 5,155 人に対して質問紙調査を実

施。有効回収数 764 件。 



30 

 

で現在の勤務先へ移動している事実を発見している。それを踏まえて、経営管理層の移動

は、自発的・能動的転職というより定年あるいは慣例的な定年を節目とした受動的転職と

言え、結果として「強い紐帯」が効いていると考察している。また、転職前後の仕事と待

遇の変化について平均像を捉えると、「部下の人数」は若干減少し、「会社での人間関係」

はやや難しくなるが、「仕事上の責任」は重くなり、「仕事のやりがい」が増えているとし

ている。そして本人評価による「成功群」と「非成功群」で比較すると、「仕事の責任」

と「勤務できる上限年齢」においての認識は大きな差はみられないが、「仕事のやりが

い」に大きな差が生じていると分析している。 

さらに同研究において永野（2007）83は、転職が中途入職であった者と出向転籍であっ

た者を抽出し、その両者の違いを分析している。そこでは、中途入職者の平均像を、前職

勤務先を会社や仕事に対する不満から離職し、前職とは特段の関係がない勤務先に転職し

ているが、転職により仕事がきつくなったもののやりがいは増したと感じる傾向があると

分析している。そして中途入職者も出向転籍者も、移動を成功とみなしているのは、「人

間関係の改善」、「仕事のやりがいの増加」、「年収の増加（減少が少ない）」がみられた場

合と分析している。また、転職が成功しやすい事前の情報収集として「経営情報（会社の

将来性、社風、経営者の人柄など）」を入手することの重要性を指摘して、中途入職者は

出向転籍者に比べて、そこが最大の弱みであると指摘している。そして、「弱い紐帯」か

らの情報が重要であるとの説があるが、より良質な確度の高い信頼できる情報は、分析結

果では直接入職先から情報を入手することが必要であると指摘している。これらの研究

は、経営管理層の転職者を自発的転職である中途入職者と、受動的転職である出向・転籍

者とに分けて、その成功・非成功の要因を見出している点で非常に意義深いものであり、

経営管理層の移動に関する全体像を描くことに貢献している。 

他方、ミドル層転職者の成功・非成功に関する要因分析の前に、転職前後の自身の仕事

の変化に関する主観を扱った、特に業種や職種の異同が転職者にどのような認識を生じさ

せるかということに着目した研究は多くは見られない。関連するものとして、例えば伊藤

（2001）84の客観的キャリアに注目した年収変化についての分析や永野（2014）85の仕事

変化に関する分析がある。伊藤（2001）は、異職種間移動者に対して同職種間移動者の年

収変化は減少幅が小さいものとなっており、再就職に伴うリスクは同じ職種に再就職する

ほうが小さいことを指摘している。そして若年層と比べて中高年層ほど移動パターンによ

る年収差が大きく、異職種間移動者のうち、事務系管理職、営業・販売系管理職が他の職

 

83永野仁（2007）「第３章経営管理層の２つの移動パターン」『明治大学社会科学研究所紀要』 第 46 巻第

1 号、100-115 ページ。 

84 伊藤実（2001）「第 5 章 内部育成と中途採用のスパイラル的人材戦略」猪木武徳・連合総合生活開発

研究所編『「転職」の経済学』東洋経済新報社、115-137 ページ。 

85 永野（2014）「転職した中堅層の雇用の変化-30 歳代転職者の自己評価による成功要因の分析-」『明治

大学社会科学研究所紀要』第 53 巻第 1 号、157-176 ページ。 
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種と比べて減少幅が大きいと分析している86。永野（2014）は、仕事変化（困難度と裁量

度）と転職の自己評価を使った分析により、同業種間の転職の場合、自己評価が低いこと

を示した。一般に同業種の方が、これまでの経験や知識が活用できるので、自己評価も高

まると思われが、考えられる要因として、リストラ等の非自発的離職であれば、仕事の連

続性を求めて同じ業種を選好するが、自発的離職の場合にはそもそも異なる環境を求める

ことを選好することもあるのではないかと考察している。その例として、分析結果から前

職が情報通信業の者が異なる業種へ移動した場合、仕事の困難度（徒労感、成果プレッシ

ャー、労働時間）の改善を実感して、転職に関する自己評価が高くなることを指摘してい

る。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

また、本章で使用するデータ元である厚生労働省（2014）87においては、ミドル転職に

ついて、ミドル前半層・後半層ともに若年層と比べれば即戦力人材として期待されている

ものの、業種や職種が異なる転職が 3~4 割存在していると指摘している。また、業種や職

種が異なる転職の場合に、前職の経験のうち、汎用性の高いリーダーシップや人材育成

力、交渉力を活かしていると分析しており、このようなスキルについて転職者側、採用企

業側の双方が市場評価を認識したうえで、適切なマッチングが行われる環境整備が必要で

あると提言している。現に、前述の厚生労働省（2014）で言う、ミドル層の転職の際に業

種や職種の異同があり、そして何らかの前職のスキルが活かされる可能性があるとして

も、そもそも転職者自身が業種や職種の異同による自身の仕事の変化を現実としてどのよ

うに受け止めているのかは、別途探求されなければならない。転職者の主観を抑えること

にも主眼を置く必要があるのである。序章の先行研究の検討でも触れた山本（2007）で

は、キャリアをみる場合、特性としてキャリアの 2 面性、すなわち客観的側面（客観的キ

ャリア）と主観的側面（主観的キャリア）に注目する有用性を指摘している88。客観的キ

ャリアは、可視的であり外部から客観的に測定可能な職位・職務・行動の変化であるのに

対し、主観的キャリアは、客観的キャリアの変更に伴う意識や態度、信念や将来の見通し

の変化を示すと整理している。これを本論に照らすと、業種や職種といった客観的に測定

可能な客観的なキャリア変更が、転職者個人の主観的キャリアにどのような作用を及ぼし

ているのか、みることとなる。また、本論はミドルの転職実態という、組織間移動を伴う

様相を扱うことになるので、個人のキャリアに対しては前職企業も、現職企業もその継続

性に作用、関わることは限定的であり、個人によって自己探索されうる主観的キャリアを

みていく意義があると考える。業種や職種を同じくすること、超えていくことについて転

 

86 前掲、伊藤（2001）、121 ページ。 

87 厚生労働省（2014）「今後の雇用政策の実施に向けた現状分析に関する調査研究事業報告書（みずほ情

報総研委託）」。 

88 前掲、山本（2007）、18～19 ページ。このほか、キャリアの特性として、継続性、連鎖性、発達性を

あげている。 
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職者自身がそれをどのように受け止め、今後を見通すのか、転職者の自己認識を明らかに

する。 

 

（３）研究課題 

本章では、個人のＷＥＢモニターアンケートデータを活用して、ミドル層（35 歳以上

54 歳未満）の転職前後の変化の実態について分析する。一般にミドルの転職は、一部の専

門人材を除いて年収が減少したり、職位が下がったりする等の下方への方向性を持つ転職

と言われるが、実際にはどのような変化があるのか、分析する。 

分析項目は、<図表 1-2>に記載のとおりである。転職前後の仕事の客観的変化として賃

金と職位について確認する。主観的変化としては、仕事の範囲、仕事の責任の大きさ、仕

事内容、必要なる知識・能力について分析を行う。さらに、転職後の自身の仕事や活躍に

対する認識について、業種・職種の異同別に分析を行う。変化の特徴をつかむため、一部

の項目では若年層（35 歳未満）の転職者の結果との比較を行っている。 

そして、同じ業種かつ同じ職種への転職を「スライド型転職」として、異なる業種ある

いは異なる職種への転職を「部分スライド型転職」、異なる業種かつ異なる職種への転職

を「非スライド型転職」として捉える。考察は、若年層の傾向と比べた観点とミドル前半

とミドル後半の年齢区分で比べた観点での違いで分析する。 

 

図表１－２ 業種・職種の異同でみる分析項目 

仕事の変化 

客観的変化 主観的変化 

⚫ 賃金 ⚫ 仕事内容 

⚫ 職位 ⚫ 仕事の範囲 

- ⚫ 責任の重さ 

- ⚫ 必要となる知識や能力 

転職後の自身の仕事や活躍に対する認識 

⚫ 現職において採用された職種の範囲に対する認識（職種専念か、異動有か） 

⚫ 現職において採用された役職（ポスト）に対する認識（昇進期待） 

⚫ どのような活躍を期待のうえ、採用されたか（即戦力か、今後の成長期待か） 

⚫ 期待される役割をこなせるようになるまで会社から与えられている猶予期間 

⚫ 入職後、勤務先で活躍出来る自信が持てるようになった時期 

⚫ 現職で、前職までに身に付けた知識や能力は活かされているか 

出所：筆者作成 
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（４）研究方法 

第 1 章は、平成 26 年に厚生労働省よりみずほ情報総研に委託された「転職者本人へのＷ

ＥＢアンケート調査」結果のローデータを入手して、2 次分析を行う。本データは、東京大

学社会科学研究所アーカイブセンターに申請して利用許可されたデータについて、筆者が

二次分析として行ったものである。調査実施概要は<図表 1-3>のとおりである。 

図表１－３ 転職者個人ＷＥＢアンケート調査実施概要 

◇転職者個人ＷＥＢアンケート調査概要◇ 

(1) 調査地域 全国 

(2) 調査対象 過去 3 年以内に正社員への転職経験がある人 

(3) 標 本 数  1,500 人 

(4) 調査方法 モニターを活用した WEB 調査 

(5) 調査時期 平成 26 年 2 月 

（調査内容） 

(1) 転職前後の状況 

(2) 離職（転職）を考えたきっかけや経緯について 

(3) 直近の転職のための準備・活動について 

(4) 現職（現在の勤務先）への入職時の状況や企業の対応について 

(5) 現在の仕事に関する満足度とこれまでの働き方について 

(6) 回答者自身について 

（回収結果） 

(1) 回 収 数 1,500 件 

調査対象（回収数）は、過去 3 年以内に正社員への転職経験があ

る者（転職前の雇用形態は問わない）。 

具体的には、本人の年齢が「35 歳未満（500 件）」、「35 歳以上 45

歳未満（500 件）」、「45 歳以上 55 歳未満（500 件）」とした。 ま

た、割付として下記のようにサンプルを確保した。 

≪過去 3 年以内に正社員への転職経験がある者≫ 

 

   ※中小規模企業とは、30 人以上 500 人未満の企業。大規模企業とは、500 人以上の企業。 

出所：厚生労働省（2014）「今後の雇用政策の実施に向けた現状分析に関する調査研究事業

報告書（みずほ情報総研委託）」 

  

  本人の年齢 
  35歳未満 35歳以上 45歳未満 45歳以上 

転職先が 
中小規模企業 250件 250件 250件 

大規模企業 250件 250件 250件 
合計 500件 500件 500件 
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回答者（1,500 件）の属性は以下の通りである。 

 回答者は過去 3 年以内に転職経験がある者であり、3 年以内の転職回数「1 回」が 69.4％、

「2 回」が 16.2％、「3 回以上」が 14.4％である。現職での勤務期間は、「1 年未満」が 28.3％、

「1 年以上 2 年未満」が 29.2％。「2 年以上 3 年未満」が 42.5％である。 

 前職と現職の状況については、前職「正社員」が 85.9％、「契約社員」が 5.7％、「パート・

アルバイト」3.0％、その他であり、現職は 100％正社員である。 

 前職の離職理由は、自発的理由による離職が、若年層 83.8％、ミドル前半層 80.4％、ミ

ドル後半層 77.2％である。非自発的理由（会社都合）は、早期希望退職や会社倒産が多い。 

 なお、二次分析に当たり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究

センターSSJ データアーカイブから〔「今後の雇用政策の実施に向けた現状分析に関する調

査 2013」（厚生労働省 職業安定局 雇用政策課）〕の個票データの提供を受けた。 

 

（５）本章の構成 

本章は、５つの節から構成される。以下、業種や職種の異同、若年層との比較、ミドル

前半層と後半層の違いに着目しつつ分析を行う。第２節では、転職前後の仕事の客観的変

化を分析する。第 3 節では転職前後の仕事の主観変化、第 4 節では、転職後の自身の仕事

や活躍に対する認識を分析する。第 5 節では本章の内容を要約し、本章の示唆と残された

課題について述べる。 
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２．転職前後の仕事の客観的変化 

 

 本節では、転職による自身の仕事の変化について分析を行う。以下、35 歳未満を「若年

層」、35 歳以上~45 歳未満を「ミドル前半層」、45 歳以上 55 歳未満を「ミドル後半層」と

記載する。 

 

（１）業種・職種 

ミドル層においては、若年層に比べて「同業種・同職種への転職」が高いが、特にミド

ル前半層においては、52.8％でありスライド型の転職割合が相対的に高い。しかしなが

ら、前職との変化が大きくなると思われる「異業種・異職種への転職」、すなわち非スラ

イド型転職をみると、若年層、ミドル前半層、ミドル後半層で大きな違いは見られない。

年齢層に関わらず、まったく環境の異なる転職が一定割合生じていることがうかがえる。 

 

図表１－４ 業種・職種の変化（年齢別） 
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  全  体 1500 724 152 291 333
 100.0 48.3 10.1 19.4 22.2

35歳未満 500 224 52 102 122

 100.0 44.8 10.4 20.4 24.4
35歳以上～45歳未満 500 264 41 93 102

 100.0 52.8 8.2 18.6 20.4

45歳以上 500 236 59 96 109
 100.0 47.2 11.8 19.2 21.8
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（２）賃金 

転職による賃金の変化について、年齢区分別にみると、若年層とミドル前半層においては、

業種や職種の異同が年収の変化に大きな影響を与えておらず、「異業種・異職種への転職」

の場合でも、４割程度が「年収が増加した」と回答している（「年収が 10％以上 30％未満増

加した転職」+「年収が 30％以上増加した転職」若年層：39.4％、ミドル前半層：38.2％）。  

一方で、ミドル後半層においては、「異業種・異職種への転職」の場合には年収が大きく

減少している割合が相対的に高い（「年収が 30％以上減少した転職」ミドル後半層：31.2％）。

非スライド型転職は、ミドル後半層において様相が異なることがうかがえる。 

 

図表１－５ 賃金の変化（年齢別） 

 

図表１－６ 業種・職種の変化（年齢別）×賃金の変化 

（35 歳未満） 
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45歳以上 500 54 89 188 80 89
 100.0 10.8 17.8 37.6 16.0 17.8
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  全  体 500 68 108 217 66 41
 100.0 13.6 21.6 43.4 13.2 8.2

同業種・同職種への転職 224 27 48 111 24 14
 100.0 12.1 21.4 49.6 10.7 6.3
同業種・異職種への転職 52 4 18 22 5 3

 100.0 7.7 34.6 42.3 9.6 5.8
異業種・同職種への転職 102 12 19 41 19 11
 100.0 11.8 18.6 40.2 18.6 10.8

異業種・異職種への転職 122 25 23 43 18 13
 100.0 20.5 18.9 35.2 14.8 10.7
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  （35 歳以上～45 歳未満） 

 

 
 

（45 歳以上） 
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  全  体 500 64 108 206 63 59
 100.0 12.8 21.6 41.2 12.6 11.8

同業種・同職種への転職 264 31 59 115 34 25
 100.0 11.7 22.3 43.6 12.9 9.5
同業種・異職種への転職 41 3 8 17 8 5

 100.0 7.3 19.5 41.5 19.5 12.2
異業種・同職種への転職 93 10 22 38 7 16
 100.0 10.8 23.7 40.9 7.5 17.2
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  全  体 500 54 89 188 80 89
 100.0 10.8 17.8 37.6 16.0 17.8

同業種・同職種への転職 236 20 48 102 34 32
 100.0 8.5 20.3 43.2 14.4 13.6
同業種・異職種への転職 59 10 12 18 11 8

 100.0 16.9 20.3 30.5 18.6 13.6
異業種・同職種への転職 96 12 15 37 17 15
 100.0 12.5 15.6 38.5 17.7 15.6

異業種・異職種への転職 109 12 14 31 18 34
 100.0 11.0 12.8 28.4 16.5 31.2
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（３）職位 

前職から現職入職時89の職位の変化をみると、「役職が上がる転職」は若年層が 3.6％で

あるのに対して、ミドル前半層、ミドル後半層ともに 1 割程度である。ミドル層が若年層

に比べて相対的に高いのは、そもそも役職についていない割合について若年層が高いこと

を踏まえると、この比較自体には大きな意味はない。 

一方で、役職が下がる転職は、ミドル前半層においては 23.8％、ミドル後半層で 30.6％

でありミドル後半層では下がる割合が相対的に大きい。 

また、ミドル後半層でも転職前後で役職に就いていない者も 3 割程度確認できることか

ら、担当レベルでの転職を行っていることが確認できる。 

 

図表１－7 前職→現職入職時の職位の変化（年齢別） 

 
  

 
89 本調査では、調査対象者に職位の変化を、前職と比べて現職入職時（転職直後）、現職（アンケート回

答時点）の 2 時点で聞いている。 
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  全  体 1500 116 302 358 724
 100.0 7.7 20.1 23.9 48.3

35歳未満 500 18 57 86 339

 100.0 3.6 11.4 17.2 67.8
35歳以上～45歳未満 500 50 91 119 240

 100.0 10.0 18.2 23.8 48.0

45歳以上 500 48 154 153 145
 100.0 9.6 30.8 30.6 29.0
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業種・職種の異同においては、ミドル前半層で、「同業種・同職種への転職」の場合に

「役職が上がる転職」は 1 割強である。 

ミドル後半層の「異業種・異職種への転職」の場合には、入職時に「役職が下がる転

職」が 4 割に及ぶ。ただし、ミドル後半層において、入職直後と現在の役職の変化をみる

と「異業種・異職種への転職」の場合、入職後に「役職が上がる」割合が 3 割程度確認で

きる。 

ミドル後半層が異なる業種かつ異なる職種に移動する場合には、いったん入職時に役職

が下がるものの固定化されるのでなく、入職後の活躍により、役職が上がる可能性がある

ことを示唆している。 

 

図表１－8 業種・職種の変化（年齢別）×職位の変化 

（35 歳以上～45 歳未満、前職→現職入職時）     （35 歳以上～45 歳未満、現職入職時→現在） 

 
 

（45 歳以上、前職→現職入職時）                            （45 歳以上、現職入職時→現在） 
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３．転職前後の仕事変化に対する主観的認識 

 

（１）仕事内容 

現職の仕事内容を前職と比較すると「大きく変わった」と回答した者の割合は若年層で

42.2％、ミドル前半層で 34.0％、ミドル後半層では 32.4％である。年齢が上がるにつれ、

転職後も仕事内容に大きな変化を感じていない傾向がわかる。 

 

図表１－9 転職による仕事内容の変化（年齢別） 

 

 転職による仕事内容の変化について、業種・職種の異同でみると、若年層、ミドル前半層

では、転職によって業種よりも職種に変化があった場合に、仕事内容が「大きく変わった」

と感じる者の割合が高くなっている。一方、ミドル後半層の転職者については、「同業種・

異職種への転職」では仕事内容が「大きく変わった」と感じる者の割合は他の年齢区分に比

べて比較的低い。一般的に職種が異なると仕事内容の変化が大きいと考えられるが、ミドル

後半層は他の年齢区分と比べると、仕事内容が大きく変わったとは認識していない。 
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  全  体 1500 543 676 250 31
 100.0 36.2 45.1 16.7 2.1

35歳未満 500 211 219 60 10

 100.0 42.2 43.8 12.0 2.0
35歳以上～45歳未満 500 170 232 88 10

 100.0 34.0 46.4 17.6 2.0

45歳以上 500 162 225 102 11
 100.0 32.4 45.0 20.4 2.2
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図表１－10 転職による仕事内容の変化×業種・職種の変化（年齢別） 

（35 歳未満）   

 

（35 歳以上～45 歳未満） 

 
 （45 歳以上） 
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同業種・同職種への転職 224 59 115 43 7
 100.0 26.3 51.3 19.2 3.1
同業種・異職種への転職 52 29 20 3      -

 100.0 55.8 38.5 5.8      -
異業種・同職種への転職 102 45 50 5 2
 100.0 44.1 49.0 4.9 2.0

異業種・異職種への転職 122 78 34 9 1
 100.0 63.9 27.9 7.4 0.8

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

大
き

く
変
わ
っ

た

あ
る

程
度
変

わ
っ

た

あ
ま

り
変
わ

ら
な
か
っ

た

全
く

変
わ
ら

な
か
っ

た

  全  体 500 170 232 88 10
 100.0 34.0 46.4 17.6 2.0

同業種・同職種への転職 264 49 139 67 9
 100.0 18.6 52.7 25.4 3.4
同業種・異職種への転職 41 21 15 5      -

 100.0 51.2 36.6 12.2      -
異業種・同職種への転職 93 32 46 14 1
 100.0 34.4 49.5 15.1 1.1

異業種・異職種への転職 102 68 32 2      -
 100.0 66.7 31.4 2.0      -
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  全  体 500 162 225 102 11
 100.0 32.4 45.0 20.4 2.2

同業種・同職種への転職 236 31 134 63 8
 100.0 13.1 56.8 26.7 3.4
同業種・異職種への転職 59 21 27 11      -

 100.0 35.6 45.8 18.6      -
異業種・同職種への転職 96 36 38 22      -
 100.0 37.5 39.6 22.9      -

異業種・異職種への転職 109 74 26 6 3
 100.0 67.9 23.9 5.5 2.8
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（２）仕事の範囲 

現職における仕事の担当範囲を前職と比較すると、どの年齢区分においても半数以上の

者が、現職の方が、担当範囲が「幅広くなった」と回答している。 

 

図表１－11 仕事の担当範囲の変化（年齢別） 

 

仕事の担当範囲の変化について業種・職種の異同でみると、ミドル前半層、ミドル後半

層ともに、「同業種・同職種へ転職」の場合には、若年層に比べ、仕事の範囲に「変化な

し」と回答する割合が高い（若年層：37.5％、ミドル前半層：42.8％、ミドル後半層：

43.2％）。ミドル層の転職において「同業種・同職種への転職」は、仕事の担当範囲が変化

なしとする回答が 4 割強程度であり若年層より高いが、同じく 4 割程度が、担当範囲が

「幅広くなった」と回答していることがわかる。前職と比べて仕事の連続性が高いと思わ

れるいわゆるスライド型転職であっても、担当範囲に関する認識が分かれていることが確

認され、仮に仕事内容が近くても、現職企業における仕事の割り振り方や個人への任せ方

など業務遂行の方針やスタイルへの適応が必要となることが伺える。 

またミドル後半層の「異業種・異職種への転職」は、45 歳未満の者に比べ、仕事の範囲

が「狭くなった」と回答する割合が高い（若年層：16.4％、ミドル前半層：16.7％、ミド

ル後半層：22.0％）。おそらく、未経験の分野や内容であるので前職と比べて、任せられる

仕事の範囲が狭くなると考えられる。 
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く

な
っ

た

  全  体 1500 790 482 228
 100.0 52.7 32.1 15.2

35歳未満 500 277 147 76

 100.0 55.4 29.4 15.2
35歳以上～45歳未満 500 258 170 72

 100.0 51.6 34.0 14.4

45歳以上 500 255 165 80
 100.0 51.0 33.0 16.0



43 

 

図表１－12 仕事の担当範囲の変化×業種・職種の変化（年齢別） 

（35 歳未満）                    （35 歳以上～45 歳未満） 

 
（45 歳以上） 

 

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

幅
広

く
な
っ

た

変
化

な
し

狭
く

な
っ

た

  全  体 500 277 147 76
 100.0 55.4 29.4 15.2

同業種・同職種への転職 224 110 84 30
 100.0 49.1 37.5 13.4
同業種・異職種への転職 52 35 11 6

 100.0 67.3 21.2 11.5
異業種・同職種への転職 102 59 23 20
 100.0 57.8 22.5 19.6

異業種・異職種への転職 122 73 29 20
 100.0 59.8 23.8 16.4

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

幅
広

く
な
っ

た

変
化

な
し

狭
く

な
っ

た

  全  体 500 258 170 72
 100.0 51.6 34.0 14.4

同業種・同職種への転職 264 127 113 24
 100.0 48.1 42.8 9.1
同業種・異職種への転職 41 21 11 9

 100.0 51.2 26.8 22.0
異業種・同職種への転職 93 49 22 22
 100.0 52.7 23.7 23.7

異業種・異職種への転職 102 61 24 17
 100.0 59.8 23.5 16.7

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

幅
広

く
な
っ

た

変
化

な
し

狭
く

な
っ

た

  全  体 500 255 165 80
 100.0 51.0 33.0 16.0

同業種・同職種への転職 236 108 102 26
 100.0 45.8 43.2 11.0
同業種・異職種への転職 59 35 10 14

 100.0 59.3 16.9 23.7
異業種・同職種への転職 96 53 27 16
 100.0 55.2 28.1 16.7

異業種・異職種への転職 109 59 26 24
 100.0 54.1 23.9 22.0



44 

 

（３）仕事の責任の大きさ 

 

現職における仕事上の責任の大きさを前職と比較すると、どの年齢区分においても 5 割

弱が大きくなったと回答している。 

 

図表１－13 転職による仕事上の責任の大きさの変化（年齢別） 

 

転職による仕事上の責任の大きさの変化について、業種・職種の異同でみると、ミドル

前半層で「異業種・異職種への転職」の場合に、仕事上の責任が「大きくなった」と感じ

ている割合は６割程度であるのに対し、ミドル後半層では 48.6％と相対的に低く、「小さ

くなった」と回答する割合が 25.7％と他の年齢区分に比べて高くなっている。 

ミドル後半層の「異業種・異職種への転職」の場合には、仕事の責任が小さくなった割

合が相対的に高い。これも、未経験の分野や内容であるので前職と比べて、任せられる仕

事の範囲が狭くなり、責任も小さくなると認識していると考えられる。 

 

図表１－14 仕事上の責任の大きさの変化×業種・職種の変化（年齢別） 

（35 歳未満）                    （35 歳以上～45 歳未満） 

 

 　

調

査
数

大

き

く
な
っ

た

変

化

な
し

小

さ

く
な
っ

た

  全  体 1500 708 568 224
 100.0 47.2 37.9 14.9

35歳未満 500 246 186 68

 100.0 49.2 37.2 13.6
35歳以上～45歳未満 500 242 187 71

 100.0 48.4 37.4 14.2

45歳以上 500 220 195 85
 100.0 44.0 39.0 17.0

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

大
き

く
な
っ

た

変
化

な
し

小
さ

く
な
っ

た

  全  体 500 246 186 68
 100.0 49.2 37.2 13.6

同業種・同職種への転職 224 105 90 29
 100.0 46.9 40.2 12.9
同業種・異職種への転職 52 27 19 6

 100.0 51.9 36.5 11.5
異業種・同職種への転職 102 47 40 15
 100.0 46.1 39.2 14.7

異業種・異職種への転職 122 67 37 18
 100.0 54.9 30.3 14.8

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

大
き

く
な
っ

た

変
化

な
し

小
さ

く
な
っ

た

  全  体 500 242 187 71
 100.0 48.4 37.4 14.2

同業種・同職種への転職 264 123 108 33
 100.0 46.6 40.9 12.5
同業種・異職種への転職 41 20 12 9

 100.0 48.8 29.3 22.0
異業種・同職種への転職 93 37 37 19
 100.0 39.8 39.8 20.4

異業種・異職種への転職 102 62 30 10
 100.0 60.8 29.4 9.8
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（45 歳以上） 

 
 

 

  

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

大
き

く
な
っ

た

変
化

な
し

小
さ

く
な
っ

た

  全  体 500 220 195 85
 100.0 44.0 39.0 17.0

同業種・同職種への転職 236 94 114 28
 100.0 39.8 48.3 11.9
同業種・異職種への転職 59 29 14 16

 100.0 49.2 23.7 27.1
異業種・同職種への転職 96 44 39 13
 100.0 45.8 40.6 13.5

異業種・異職種への転職 109 53 28 28
 100.0 48.6 25.7 25.7
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（４）必要な知識・能力 

 

仕事上必要とされる知識・能力をみると、「大きく変わった」と回答した者の割合は若年

層では 37.6％、ミドル前半層で 31.0％、ミドル後半層では 27.6％である。一方、「あまり変

わらなかった」は若年層で 13.8％、ミドル前半層で 18.6％、ミドル後半層で 24.0％となっ

ており、年齢が上がるにつれ、前職までに得た知識・能力を活かした仕事であると認識する

割合が高くなっている。 

図表１－15 仕事上必要とされる知識・能力の変化（年齢別） 

 

必要とされる知識・能力の変化について、業種・職種の異同でみると、若年層の転職者は

ミドル層前半、ミドル層後半の転職者に比べ、「同業種・同職種への転職」の場合にも「大

きく変わった」と感じている割合が相対的に高い（23.2％）。また、ミドル後半層の転職者

はミドル前半層の転職者に比べ、「同業種・異職種への転職」の場合に「大きく変わった」

と感じている割合が相対的に低い。異なる職種への移動においては、一般的には必要な知識

や能力も大きく変わるものと考えられるが、ミドル後半層の転職の場合には大きく変わっ

たとの認識は、他の年齢層と比べて小さい。これは、前述した仕事内容が「大きく変わった」

と感じる者の割合が他の年齢区分に比べて比較的低かったことと呼応するものと考えられ

る。 
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変
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全

く

変
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っ

た

  全  体 1500 481 697 282 40
 100.0 32.1 46.5 18.8 2.7

35歳未満 500 188 230 69 13

 100.0 37.6 46.0 13.8 2.6
35歳以上～45歳未満 500 155 235 93 17

 100.0 31.0 47.0 18.6 3.4

45歳以上 500 138 232 120 10
 100.0 27.6 46.4 24.0 2.0
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図表１－16 必要とされる知識・能力の変化×業種・職種の変化（年齢別） 

（35 歳未満）  

 

（35 歳以上～45 歳未満） 

 
（45 歳以上）  

 
  

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

大
き

く
変
わ
っ

た

あ
る

程
度
変

わ
っ

た

あ
ま

り
変
わ

ら
な
か
っ

た

全
く

変
わ
ら

な
か
っ

た

  全  体 500 188 230 69 13
 100.0 37.6 46.0 13.8 2.6

同業種・同職種への転職 224 52 121 45 6
 100.0 23.2 54.0 20.1 2.7
同業種・異職種への転職 52 23 24 5      -

 100.0 44.2 46.2 9.6      -
異業種・同職種への転職 102 48 41 11 2
 100.0 47.1 40.2 10.8 2.0

異業種・異職種への転職 122 65 44 8 5
 100.0 53.3 36.1 6.6 4.1

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

大
き

く
変
わ
っ

た

あ
る

程
度
変

わ
っ

た

あ
ま

り
変
わ

ら
な
か
っ

た

全
く

変
わ
ら

な
か
っ

た

  全  体 500 155 235 93 17
 100.0 31.0 47.0 18.6 3.4

同業種・同職種への転職 264 47 143 62 12
 100.0 17.8 54.2 23.5 4.5
同業種・異職種への転職 41 19 12 9 1

 100.0 46.3 29.3 22.0 2.4
異業種・同職種への転職 93 31 43 15 4
 100.0 33.3 46.2 16.1 4.3

異業種・異職種への転職 102 58 37 7      -
 100.0 56.9 36.3 6.9      -

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

大
き

く
変
わ
っ

た

あ
る

程
度
変
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っ

た

あ
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り
変
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ら
な
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っ

た

全
く

変
わ
ら

な
か
っ

た

  全  体 500 138 232 120 10
 100.0 27.6 46.4 24.0 2.0

同業種・同職種への転職 236 35 122 73 6
 100.0 14.8 51.7 30.9 2.5
同業種・異職種への転職 59 15 31 13      -

 100.0 25.4 52.5 22.0      -
異業種・同職種への転職 96 32 41 21 2
 100.0 33.3 42.7 21.9 2.1

異業種・異職種への転職 109 56 38 13 2
 100.0 51.4 34.9 11.9 1.8
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４．転職後の仕事や活躍に対する認識  

 

（１）現職において採用された職種の範囲（職種専念か、異動有か）に対する認識 

 

現職企業の職種の範囲の捉え方について、どの年齢区分においても 7 割程度が「基本的

には採用した職種のみに従事する」と認識している。 

現職企業の職種の範囲の捉え方について、業種・職種の異同でみると、ミドル後半層の

「同業種・異職種への転職」の場合、「異動もあり、さまざまな職種を担当する

（35.6％）」と認識している者の割合が他の年齢層に比べて相対的に高く、異動可能性を含

んで現職に就いていることがわかる。これまでのミドル後半層の「同業種・異職種への転

職」の仕事内容や必要な知識・能力が大きく変わらないと認識していた特徴を踏まえる

と、異職種への移動であるものの、このパターンには、多様な業務や職種横断的な業務に

対応できる、業界を知るジェネラリストとして評価された転職者像が一定含まれると考え

られる。 

 

図表 1-17 現職において採用された職種の範囲の方針×業種・職種の変化（年齢別） 

（35 歳未満）                  （35 歳以上～45 歳未満） 

 
                  

（45 歳以上） 

  

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

基
本

的
に
は

採
用
し

た
職
種
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に
従

事
す
る

異
動

も
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、
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ざ
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職
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を
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当
す
る

わ
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ら
な
い

  全  体 500 356 113 31
 100.0 71.2 22.6 6.2

同業種・同職種への転職 264 192 57 15
 100.0 72.7 21.6 5.7
同業種・異職種への転職 41 30 9 2

 100.0 73.2 22.0 4.9
異業種・同職種への転職 93 72 16 5
 100.0 77.4 17.2 5.4

異業種・異職種への転職 102 62 31 9
 100.0 60.8 30.4 8.8

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

基
本

的
に
は

採
用
し

た
職
種
の

み

に
従

事
す
る

異
動

も
あ
り
、

さ
ま

ざ
ま
な
職

種

を
担

当
す
る

わ
か

ら
な
い

  全  体 500 364 104 32
 100.0 72.8 20.8 6.4

同業種・同職種への転職 224 165 38 21
 100.0 73.7 17.0 9.4
同業種・異職種への転職 52 35 15 2

 100.0 67.3 28.8 3.8
異業種・同職種への転職 102 80 18 4
 100.0 78.4 17.6 3.9

異業種・異職種への転職 122 84 33 5
 100.0 68.9 27.0 4.1

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

基
本

的
に
は

採
用
し

た
職
種
の

み

に
従

事
す
る

異
動

も
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り
、
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ざ
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な
職

種

を
担

当
す
る

わ
か

ら
な
い

  全  体 500 350 107 43
 100.0 70.0 21.4 8.6

同業種・同職種への転職 236 175 45 16
 100.0 74.2 19.1 6.8
同業種・異職種への転職 59 32 21 6

 100.0 54.2 35.6 10.2
異業種・同職種への転職 96 76 11 9
 100.0 79.2 11.5 9.4

異業種・異職種への転職 109 67 30 12
 100.0 61.5 27.5 11.0
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（２）現職において採用された役職（ポスト）（昇進期待）に対する認識 

現職企業の役職（ポスト）の考え方について、業種・職種の異同でみると、ミドル前半

層の「同業種・同職種への転職」の場合は、他の年齢区分の者に比べて「より上位の役職

（ポスト）への昇進を積極的に期待されている」と認識する割合が高い（若年層：

42.4％、ミドル層前半：47.0％、ミドル後半層：38.6％）。いわゆる移動により、職位や賃

金のアップを目指した転職であると考えられる。 

また、ミドル後半層の「異業種・異職種への転職」の場合には、他の年齢区分の者に比

べて「より上位の役職（ポスト）への昇進を積極的に期待されている」と認識する割合が

相対的に低い（若年層：47.5％、ミドル前半層：44.1％、ミドル後半層：37.6％）。これ

は、未経験分野の担当レベルからスタートしていることが背景にあると類推される。 

 なお、どの年齢区分においても、会社からの昇進期待について「わからない」との回答

が 3 割程度確認できる。これは、心理的に自分が期待されていないと思いたくない面もあ

るが、転職先企業から見通しを明示されていないこともあると考えられる。 

 

図表１－18 現職において採用された役職（ポスト）の方針×業種・職種の変化（年齢

別） 

（35 歳未満）                    （35 歳以上～45 歳未満） 

  
（45 歳以上） 

 

(3)SC7　前職と現職の業種・職種
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  全  体 500 230 113 157
 100.0 46.0 22.6 31.4

同業種・同職種への転職 224 95 50 79
 100.0 42.4 22.3 35.3
同業種・異職種への転職 52 28 10 14

 100.0 53.8 19.2 26.9
異業種・同職種への転職 102 49 22 31
 100.0 48.0 21.6 30.4

異業種・異職種への転職 122 58 31 33
 100.0 47.5 25.4 27.0

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調

査
数

よ
り

上
位
の

役
職
（
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（
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い

  全  体 500 215 119 166
 100.0 43.0 23.8 33.2

同業種・同職種への転職 264 124 55 85
 100.0 47.0 20.8 32.2
同業種・異職種への転職 41 14 12 15

 100.0 34.1 29.3 36.6
異業種・同職種への転職 93 32 25 36
 100.0 34.4 26.9 38.7

異業種・異職種への転職 102 45 27 30
 100.0 44.1 26.5 29.4

(3)SC7　前職と現職の業種・職種

　
調
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数
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の
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（
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い

  全  体 500 203 140 157
 100.0 40.6 28.0 31.4

同業種・同職種への転職 236 91 69 76
 100.0 38.6 29.2 32.2
同業種・異職種への転職 59 31 16 12

 100.0 52.5 27.1 20.3
異業種・同職種への転職 96 40 26 30
 100.0 41.7 27.1 31.3

異業種・異職種への転職 109 41 29 39
 100.0 37.6 26.6 35.8
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（３）どのような活躍を期待のうえ、採用されたか（即戦力か、今後の成長期待か） 

 

採用時の、現職企業からの期待として、若年層、ミドル前半層では、「採用時の知識・

能力の発揮よりも、今後の成長への期待が大きい」と認識している者の割合が高い（若年

層：計 63.0％、ミドル前半層：計 49.6％、ミドル後半層：計 41.4％）。ミドル後半層で

は、「採用時の知識・能力の発揮への期待が大きい」と認識している者の割合が相対的に

高い（若年層：計 23.0％、ミドル前半層：計 31.2％、ミドル後半層：計 38.2％）。 

年齢が高くなるにつれて、即戦力の期待傾向が高い。 

 

図表１-19 どのような活躍を期待のうえ、採用されたか（年齢別） 

 
 

「採用時の知識・能力の発揮への期待が大きい」と認識している者の割合が相対的に高

かったミドル後半層において、「異業種・同職種への転職」、「異業種・異職種への転職」

の場合には、「今後の成長への期待が大きい」と認識する割合が他のパターンに比べて高

い。職種より業種が異なる場合、今後の成長への期待が寄せられている。 
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 100.0 30.0 33.0 14.6 6.4 16.0
35歳以上～45歳未満 500 127 121 103 48 101

 100.0 25.4 24.2 20.6 9.6 20.2
45歳以上 500 103 104 98 93 102
 100.0 20.6 20.8 19.6 18.6 20.4
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図表１－20 どのような活躍を期待のうえ、採用されたか×業種・職種の変化（年齢別） 

（35 歳未満）                     （35 歳以上～45 歳未満） 

 

（45 歳以上） 
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同業種・異職種への転職 52 16 21 8 3 4
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 100.0 20.3 17.4 21.6 20.8 19.9
同業種・異職種への転職 59 11 11 14 13 10

 100.0 18.6 18.6 23.7 22.0 16.9
異業種・同職種への転職 96 20 25 14 16 21
 100.0 20.8 26.0 14.6 16.7 21.9

異業種・異職種への転職 109 24 27 19 15 24
 100.0 22.0 24.8 17.4 13.8 22.0
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（４）期待される役割をこなせるようになるまで会社から与えられている猶予期間 

現職への入職後、期待される役割をこなすまでの猶予期間は、ミドル前半層、ミドル後半

層の転職者は「３ヵ月未満（『着任後すぐ』+『3 か月未満』の合計）」とする認識が半数以

上を占める。特に、「着任後すぐ（１ヶ月未満）」と回答する者の割合が 3 割であり、ミドル

層では、若年層と比べると猶予期間はより短いと認識されていることが分かる。 

図表１－21 入職後、期待される役割をこなせるようになるまでに想定された猶予期間

（年齢別） 

 

期待されている役割をこなせるようになるまでの猶予期間について、業種・職種の異同

でみると、短期である「～３ヶ月未満」と回答する割合は、若年層で「同業種・同職種へ

の転職」の場合は 49.1％、「異業種・異職種への転職」では 35.3％であり、スライド的な

転職であるが否かで違いが確認される。 

ミドル前半層ではそれぞれ「同業種・同職種への転職」55.3％、「異業種・異職種への転

職」56.9％と、業種や職種の変化による猶予期間の違いがあまり見られない。ミドル後半

層の転職者においてはそれぞれ 65.2％、41.1％と、若年層と同じくスライド的な転職であ

るが否かで違いが確認される。ミドル後半層において「異業種・異職種への転職」の場合

には、「同業種・同職種への転職」と比べて、会社から示されている猶予期間が比較的長

い傾向にある。これは、回答者の属性で示したようにミドル後半層の会社都合による離職

比率が高いことから、早期希望退職や会社倒産等のために「異業種・異職種への転職」に

は、全く異なる、未経験の仕事において一からのキャリアを展開している転職者が含ま

れ、転職先企業もそのようなキャリア展開を承知の上で受け入れていることが示唆され

る。 
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図表１－22 期待される役割をこなせるようになるまでの猶予期間×業種・職種の変化

（年齢別） 

（35 歳未満） 

 
（35 歳以上～45 歳未満） 

 
（45 歳以上） 
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 100.0 25.4 23.7 21.4 9.4 5.4 0.4 14.3
同業種・異職種への転職 52 9 13 10 7 3 3 7

 100.0 17.3 25.0 19.2 13.5 5.8 5.8 13.5
異業種・同職種への転職 102 18 22 29 5 4 5 19
 100.0 17.6 21.6 28.4 4.9 3.9 4.9 18.6

異業種・異職種への転職 122 15 28 30 24 3 4 18
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 100.0 35.6 19.7 17.0 9.8 6.4 0.8 10.6
同業種・異職種への転職 41 7 12 8 4 2 3 5

 100.0 17.1 29.3 19.5 9.8 4.9 7.3 12.2
異業種・同職種への転職 93 24 27 12 7 6 3 14
 100.0 25.8 29.0 12.9 7.5 6.5 3.2 15.1

異業種・異職種への転職 102 26 32 14 6 3 6 15
 100.0 25.5 31.4 13.7 5.9 2.9 5.9 14.7
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同業種・異職種への転職 59 21 11 8 8 4      - 7

 100.0 35.6 18.6 13.6 13.6 6.8      - 11.9
異業種・同職種への転職 96 29 22 10 12 4 4 15
 100.0 30.2 22.9 10.4 12.5 4.2 4.2 15.6

異業種・異職種への転職 109 23 22 16 11 10 6 21
 100.0 21.1 20.2 14.7 10.1 9.2 5.5 19.3
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（５）入職後、勤務先で活躍出来る自信が持てるようになった時期 

 

入職後、勤務先で活躍出来る自信が持てるようになった時期90としては、各年齢区分と

もに「～６ヵ月未満」と回答した者が半数以上、占めている。特に、「1 ヶ月未満」と回答

する者の割合は、年齢が上がるにつれて高くなっている。 

 

図表 1－23 入職後、勤務先で活躍出来る自信が持てるようになった時期（年齢別） 

 

  

図表 1－24 入職後、勤務先で活躍出来る自信が持てるようになった時期×業種・職種

の変化（年齢別） 

（35 歳未満）                      

  

 

90 アンケートでは、「あなたは、現在の勤務先で活躍できる自信が持てたのはどれくらい経った後です

か」と聞いている。 
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 100.0 8.2 19.8 22.4 23.4 4.4 6.0 15.8
35歳以上～45歳未満 500 65 88 113 116 18 33 67

 100.0 13.0 17.6 22.6 23.2 3.6 6.6 13.4

45歳以上 500 79 95 104 105 23 28 66
 100.0 15.8 19.0 20.8 21.0 4.6 5.6 13.2
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同業種・同職種への転職 224 18 47 57 48 7 16 31
 100.0 8.0 21.0 25.4 21.4 3.1 7.1 13.8
同業種・異職種への転職 52 6 12 11 9 2 3 9

 100.0 11.5 23.1 21.2 17.3 3.8 5.8 17.3
異業種・同職種への転職 102 10 19 17 29 7 4 16
 100.0 9.8 18.6 16.7 28.4 6.9 3.9 15.7

異業種・異職種への転職 122 7 21 27 31 6 7 23
 100.0 5.7 17.2 22.1 25.4 4.9 5.7 18.9
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 （35 歳以上～45 歳未満） 

 

（35 歳未満）  

 

 

自信が持てるようになった時期について、業種・職種の異同でみると、「～６ヶ月未

満」と回答する割合は、若年層では「同業種・同職種への転職」の場合に 54.4％、「同業

種・異職種への転職」の場合に 55.8％、「異業種・同職種への転職」の場合に 44.3％、「異

業種・異職種への転職」の場合に 45.0％であった。ミドル前半層ではそれぞれ 58.4％、

58.6％、44.1％、46.0％、ミドル後半層ではそれぞれ 59.8％、50.8％、52.1％、52.4％と

なっており、若年層、ミドル前半層では業種に変化があった場合に自信を持つまでの期間

が半年以内と回答している割合が低くなっている。ミドル後半層の転職者は、スライド的

な転職すなわち、「同業種・同職種への転職」の場合に他の異同パターンと比べて、自信

が持てるようになるまでの期間が短くなる傾向がある。 
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  全  体 500 65 88 113 116 18 33 67
 100.0 13.0 17.6 22.6 23.2 3.6 6.6 13.4

同業種・同職種への転職 264 42 50 62 50 9 18 33
 100.0 15.9 18.9 23.5 18.9 3.4 6.8 12.5
同業種・異職種への転職 41 3 9 12 10 2 1 4

 100.0 7.3 22.0 29.3 24.4 4.9 2.4 9.8
異業種・同職種への転職 93 10 11 20 25 3 11 13
 100.0 10.8 11.8 21.5 26.9 3.2 11.8 14.0

異業種・異職種への転職 102 10 18 19 31 4 3 17
 100.0 9.8 17.6 18.6 30.4 3.9 2.9 16.7
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  全  体 500 79 95 104 105 23 28 66
 100.0 15.8 19.0 20.8 21.0 4.6 5.6 13.2

同業種・同職種への転職 236 45 45 51 49 7 13 26
 100.0 19.1 19.1 21.6 20.8 3.0 5.5 11.0
同業種・異職種への転職 59 9 11 10 14 1 5 9

 100.0 15.3 18.6 16.9 23.7 1.7 8.5 15.3
異業種・同職種への転職 96 9 24 17 20 6 4 16
 100.0 9.4 25.0 17.7 20.8 6.3 4.2 16.7

異業種・異職種への転職 109 16 15 26 22 9 6 15
 100.0 14.7 13.8 23.9 20.2 8.3 5.5 13.8
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（６）現職で、前職までに身に付けた知識や能力は活かされているか 

 

前職までに身に付けた知識や能力は、年齢区分かかわらず 7 割程度の者が現職にも「活

かされている（「大いに活かされている」と「ある程度活かされている」の合計）」と感じ

ている。 

 

図表 1－25 現職で、前職までに身に付けた知識や能力は活かされているか（年齢別） 
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  全  体 1500 417 671 292 120
 100.0 27.8 44.7 19.5 8.0

35歳未満 500 117 234 103 46

 100.0 23.4 46.8 20.6 9.2
35歳以上～45歳未満 500 152 215 100 33

 100.0 30.4 43.0 20.0 6.6

45歳以上 500 148 222 89 41
 100.0 29.6 44.4 17.8 8.2
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業種・職種の異同でみると、ミドル前半層、ミドル後半層ともに「異業種・異職種への転

職」において、若年層の同パターンに比べて、前職までに身に付けた知識や能力が活かされ

ていると感じている割合（若年層：46.1％、ミドル前半層 59.8％、ミドル後半層 53.2％）が

相対的に高くなっている。 

 

図表１－26 現職で、前職までに身に付けた知識や能力は活かされているか×業種・職

種の変化（年齢別） 

 （35 歳以上）                   （35 歳以上～45 歳未満） 

 
（45 歳以上） 

 

(3)SC7　前職と現職の業種・職種
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  全  体 500 117 234 103 46
 100.0 23.4 46.8 20.6 9.2

同業種・同職種への転職 224 61 118 34 11
 100.0 27.2 52.7 15.2 4.9
同業種・異職種への転職 52 11 25 10 6

 100.0 21.2 48.1 19.2 11.5
異業種・同職種への転職 102 25 45 22 10
 100.0 24.5 44.1 21.6 9.8

異業種・異職種への転職 122 20 46 37 19
 100.0 16.4 37.7 30.3 15.6

(3)SC7　前職と現職の業種・職種
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  全  体 500 152 215 100 33
 100.0 30.4 43.0 20.0 6.6

同業種・同職種への転職 264 91 119 42 12
 100.0 34.5 45.1 15.9 4.5
同業種・異職種への転職 41 9 19 10 3

 100.0 22.0 46.3 24.4 7.3
異業種・同職種への転職 93 29 40 16 8
 100.0 31.2 43.0 17.2 8.6

異業種・異職種への転職 102 23 37 32 10
 100.0 22.5 36.3 31.4 9.8

(3)SC7　前職と現職の業種・職種
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  全  体 500 148 222 89 41
 100.0 29.6 44.4 17.8 8.2

同業種・同職種への転職 236 83 116 29 8
 100.0 35.2 49.2 12.3 3.4
同業種・異職種への転職 59 21 24 10 4

 100.0 35.6 40.7 16.9 6.8
異業種・同職種への転職 96 28 40 16 12
 100.0 29.2 41.7 16.7 12.5

異業種・異職種への転職 109 16 42 34 17
 100.0 14.7 38.5 31.2 15.6
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５．結論 

（１）本章の要約 

本章では、ミドル層以上の転職実態を特に業種、職種の異動に着目して、それによる前後

の変化の様相を探った。具体的には、個人のＷＥＢモニターアンケートデータ（1,500 サン

プル：若年層 500 サンプル、ミドル前半層 500 サンプル、ミドル後半層 500 サンプル）の

2 次分析を行い、ミドル層（35 歳以上 54 歳未満）の転職前後の変化の特徴について分析し

た。変化については、業種・職種の異同別に先ず、賃金や職位の「客観的変化」と仕事内容、

担当範囲や責任等に関する「主観的変化」の両項目にて分析を行った。その上で、転職後の

自身の仕事や活躍に対する認識について、業種・職種の異同別に分析した。 

また、変化の特徴をつかむため、一部の項目では若年層（35 歳未満）の転職者の結果と

の比較を行った。 

以上の調査結果による事実発見をまとめると、以下＜図表 1－27＞の通りである。 

 

図表１－27 ミドル層転職による仕事変化と認識 

分類 分析項目 ミドル前半層 ミドル後半層 

 客観的変化 【年収】 

⚫ 「異業種・異職種への転職」の場合で

も、４割程度が「年収が増加した」と

回答。若年層と変わらない傾向。 

【職位】 

⚫ 役職が下がる転職は、ミドル前半層

においては 23.8％。 

【年収】 

⚫ 「異業種・異職種への転職」の場合に

は年収が大きく減少している割合が相

対的に高い。 

【職位】 

⚫ 役職が下がる転職は、ミドル後半層で

30.6％でありミドル後半層では下がる

割合が相対的に大きい。 

⚫ ミドル後半層が異なる業種や職種に移

動する場合には、役職が下がるものの

固定化されるのでなく、入職後の活躍

により、役職が上がる可能性がある。 

⚫ ミドル後半層でも転職前後で役職に就

いていない者も 3割程度確認できるこ

とから、担当レベルでの転職を行って

いる。 

 主観的変化 【仕事内容】 

⚫ 若年層、ミドル前半層では、転職によ

って業種よりも職種に変化があった

場合に、仕事内容が「大きく変わっ

た」と感じる者の割合が高くなってい

る。 

【仕事の範囲】 

⚫ ミドル前半層、ミドル後半層ともに、

「同業種・同職種へ転職」の場合に

は、若年層に比べ、仕事の範囲に

「変化なし」と回答する割合が高い。 

【仕事内容】 

⚫ 職種が異なる場合においても、ミドル後

半層は他の年齢層と比べると、仕事内

容が大きく変わったとは相対的に認識

していない。 

【仕事の範囲】 

⚫ ミドル前半層、ミドル後半層ともに、「同

業種・同職種へ転職」の場合には、若

年層に比べ、仕事の範囲に「変化なし」

と回答する割合が高い。 

【仕事の責任】 

⚫ 「異業種・異職種への転職」の場合に

は、仕事の責任が小さくなった割合が

相対的に高い。 
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分類 分析項目 ミドル前半層 ミドル後半層 

【必要な知識や能力】 

⚫ 異なる職種への移動においては、必要

な知識や能力も大きく変わるものと考

えられるが、ミドル後半層の転職の場

合には大きく変わったとの認識は、他

の年齢層と比べて小さい。 

 会社からの期待役

割 

（※）どの年齢区分

においても、会社か

らの昇進期待につ

いて「わからない」と

の回答が 3割程度

確認できる。 

【会社からの昇進期待】 

⚫ ミドル前半層の「同業種・同職種への

転職」の場合は、転職者本人が転職

先からの昇進期待を認識しているこ

とがわかる。 

【即戦力か今後の成長か】 

⚫ ミドル前半層では、「採用時の知識・

能力の発揮よりも、今後の成長への

期待が大きい」と認識している者の

割合が高い。若年層と同じ傾向。 

【配置に対する方針】 

⚫ ミドル後半層の「同業種・異職種への

転職」の場合、「異動もあり、さまざまな

職種を担当する」と認識している者の

割合が他の年齢層に比べて相対的に

高く、異動可能性を含んで現職に就い

ていることがわかる。 

【会社からの昇進期待】 

⚫ ミドル後半層の「異業種・異職種への

転職」の場合には、他の年齢区分と比

べると、転職者本人が会社から積極的

に昇進を期待されているとは認識して

いないことが伺える。 

【即戦力か今後の成長か】 

⚫ ミドル後半層では、「採用時の知識・能

力の発揮への期待が大きい」と認識し

ている者の割合が相対的に高い。ただ

し、異なる業種への移動の場合は、今

後の成長への期待が寄せられている。 

 適応関連 【自信を持てるまでの期間】 

⚫ 若年層、ミドル前半層では業種に変

化があった場合に自信を持つまでの

期間が半年以内と回答している割合

が低くなっている。 

【知識や能力が活かされるか】 

⚫ ミドル前半層、ミドル後半層ともに「異

業種・異職種への転職」において、若

年層の同パターンに比べて、前職ま

でに身に付けた知識や能力が活かさ

れていると感じている割合（若年層：

46.1％、ミドル前半層 59.8％、ミドル

後半層 53.2％）が相対的に高くなっ

ている。 

【活躍までの猶予期間】 

⚫ ミドル後半層において「異業種・異職種

への転職」の場合には、「同業種・同職

種への移動」と比べて、会社から示さ

れている猶予期間が比較的長い傾向

にある。 

【自信を持てるまでの期間】 

⚫ ミドル後半層の転職者は、スライド的な

転職すなわち、「同業種・同職種への

転職」の場合に他の異同パターンと比

べて、自信が持てるようになるまでの

期間が短い傾向がある。 

【知識や能力が活かされるか】 

⚫ ミドル前半層、ミドル後半層ともに「異

業種・異職種への転職」において、若

年層の同パターンに比べて、前職まで

に身に付けた知識や能力が活かされ

ていると感じている割合（若年層：

46.1％、ミドル前半層 59.8％、ミドル後

半層 53.2％）が相対的に高くなってい

る。 

出所：アンケート二次集計・分析により筆者作成。 
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（２）本章の示唆 

 本章は、ミドル層の転職について特に業種・職種の異同に着目した分析を行った。同じ

業種かつ同じ職種への転職を「スライド型転職」として、異なる業種あるいは異なる職種

への転職を「部分スライド型転職」、異なる業種かつ異なる職種への転職を「非スライド

型転職」として捉えると以下のような考察ができる。考察は、若年層の傾向と比べた観点

とミドル前半とミドル後半の年齢区分で比べた観点で記述している。 

 

＜スライド型転職の特徴＞「同業種・同職種」への転職 

ミドル前半層は、同じ業種かつ同じ職種への転職である場合において、転職者本人が転

職先からの昇進期待があることをより認識する傾向にある。この類の転職には、いわゆる

同業他社への引き抜き等のように、競合会社への転職も含まれると考えられる。また、採

用時の知識や能力より今後の成長を期待されていると認識していることから、転職先での

更なる能力開発を志向していると考えられる。これは若年層転職の傾向と近しい。 

ミドル後半層の転職者は、スライド型転職すなわち、「同業種・同職種への転職」の場

合に他の異同パターンと比べて、自信が持てるようになるまでの期間が短い傾向がある。

これは、いわゆるマネジメント経験に長けていたり、高度な知識や技術など専門性が高か

ったり、それらが転職先から評価されて入職に至ったいわゆるプロフェッショナルやエグ

ゼクティブ的な転職者が含まれていると考えられ、早期に成果を出すことが求められるパ

ターンではないかと推察される。 

「スライド型転職」において、ミドル前半層とミドル後半層で共通する特徴は、若年層

が、転職後に仕事の範囲が広がったと認識しているのと比べて、仕事の範囲がさほど変わ

らないと回答している割合が相対的に高いということである。これは、業界や職種での一

定の経験、すなわち大卒換算であれば 10 年間相当以上の経験が前職までにあることか

ら、例えば、メーカーの営業職など、自社のケースだけでなく、おおよその営業という仕

事の領域について、例えばコンサルティング的な要素含む営業などのように、イメージで

なく多様な業務経験に基づき予見できることが背景にあるものと考えられる。 

 

＜部分スライド型転職の特徴＞「同業種・異職種」、「異業種・同職種」への転職 

 ミドル前半層では、業種よりも職種が異なる場合に仕事内容が大きく変わったと認識す

る傾向がある。これは、若年層の傾向と近しい。 

一方、ミドル後半層ではパターンとしては 1 割程度であるが、若年層やミドル前半層と

比べると、職種が異なっても、それほど仕事内容が大きく変わったとは認識しない傾向が

ある。さらに、職種が異なっても、必要な知識や能力が大きく変わったとは認識しない傾

向もある。職種の違いが、本人にとって仕事内容や必要な知識、能力の変化に大きく影響

しないということは、そもそも全く異なる職種でなく、関連性・親和性が高い職種への移

動を行っているが故に影響が小さくなる、若しくは新卒入社から 20 年以上の社会人経験
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がある中で、前職と違う職種への移動と言っても、職種限定での業務に専念、従事してき

たとは言えず、複数の職種にまたがる広範囲の業務を行ってきたジェネラリスト的な経験

が支えとなって、大きく影響しないという認識が生じているのではないということが推察

される。これより、ミドル後半層となると単なる外形的な職種変化が、さほど大きな影響

を及ぼさずに、これまでの仕事経験からの学習によって、職種による仕事内容の違いを補

完する知識、あるいは援用可能な対応能力といったものが備わっているのではないかと示

唆される。言い方を変えれば、職種が異なる環境であっても、自己探索された内的キャリ

アの発達のようなものがあり、序章で述べたキャリアと自己の機動的調整がなされている

のではないかということである。事実、転職後も異動があり、さまざまな職種を担当する

との認識割合が相対的に高かったことを踏まえると本人も状況に応じて変幻できるキャリ

アを志向していることがうかがえる。 

さらにミドル後半層では、今後の成長より採用時点における知識・能力への発揮の期待

が大きいが、異なる業種への移動の場合においては、転職先から採用時の知識・能力より

も今後の成長への期待が大きいと認識している傾向がある。これは、同じ職種であれば、

期待されているのは、入職後に業界の商慣習や必要な知識、ネットワークを得ることであ

るとミドル後半層が認識していることが考えられる。 

 

＜非スライド型転職の特徴＞、「異業種・異職種」への転職 

ミドル前半層では、「異業種・異職種」への転職の場合でも 4 割程度が、年収増加して

おり、その傾向は若年層と近しい。その様相は、ミドル後半層で違いが生じる。 

ミドル後半層は、「異業種・異職種」への転職の場合となると、年収が大幅に減少する

傾向にあり、入職直後において役職が下がる割合も高い。また、仕事の責任が小さくなる

割合が相対的に高くなる。また、本人も会社から昇進を積極的に期待されているとは認識

していない傾向にある。 

しかしながら、転職後、役職が上がらない訳ではなく、入職後から役職が上がる割合が

3 割程度確認できる。会社から示されている活躍までの猶予期間は、スライド的な転職

（同業種・同職種）と比べて比較的長く設定されていると認識している。これらを総合す

ると、まったく異なる環境への転職が、この非スライド的な転職の特徴であり、一から新

たなキャリアを形成していく、すなわち担当レベルから、低い年収から再スタートをきっ

ていると捉えることが一般的であるが、実際には入職後に転職先から活躍までの猶予期間

を与えられ、職位を上げていく様相も一定割合、存在することは特筆すべき点であると考

えられる。 

ミドル後半層の転職のもう 1 つの様相として、前職においても役職に就かずに現職も担

当レベルにいる者が転職をしているケースが 3 割程度確認できることである。一般にミド

ル後半層においては、何らかの役職に就いている可能性も考えられるが、転職前も転職後

も担当レベルでの非スライド型の流動化の一端も垣間見える。 
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「非スライド型転職」において、ミドル前半層とミドル後半層で共通する特徴は、いず

れの層も、若年層と比べて前職まで身に付けた知識・能力が活かされていると認識が相対

的に高いということである。異業種かつ異職種への移動という、一見するとキャリアの繋

がりが見えにくい転職においても、仕事経験が 10 年間以上を経た場合には何らかの知識

や能力が活かされ得るという点を示唆しているものであると考えられる。 

 

（３）残された課題 

 ＷＥＢモニターを活用した調査データを活用しているので、モニター母集団の偏りや比

較的ＷＥＢ調査のリテラシーが高い者が回答を行う傾向が強いなど、データの制約は存在

する。 

また、本章では、厚生労働省委託調査のアーカイブデータを活用して 2 次分析を行った

が、個人の主観という点からは予め設計された調査項目に限定された集計を行う為、実際に

転職してみての実感を、本人がどのように解釈したのかどうか、踏み込めていない。例えば、

業種や職種の異同によって、仕事の内容があまり変わらないと感じていることや責任が小

さくなったと感じていることが、本人にとって許容できる範囲であったのか、イメージ通り

であったのか、幻滅してしまったのか、その後の適応については分析できていない。ただし、

こうした転職者本人の認識を探る際には、それに至るまでのプロセスに留意して、離職局面、

求職・マッチング局面、組織適応局面での意識と行動を含めて、それらを一貫して分析する

ことに意義あると考えられることから、詳細なケーススタディが必要であり今後の課題で

ある。 
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第 2 章 転職者の意識と行動-転職への思い付きから新職場での定着までのプロセス分析を

中心に- 

 

１．序論 

（１）問題関心 

第 1 章では、転職時の年齢が 35 歳以上 55 歳未満（ミドル層以上）個人の転職につい

て、前後の外形的変化からみるミドルの主観について分析した。本章では、インタビュー

調査に依拠し、離職、求職、入職後の組織対応の一連の過程の中で、「転職への思い付き

から新職場での定着まで」というプロセス分析に重点を置きたい。 

通常、転職に関する研究は、主に転職の前と後を比較する方法に基づき、その成功ある

いは失敗の要因を分析する傾向がある。これに対し、本章では、一人の転職者が連綿と続

くキャリアの選択機会の中で「転職への思い付きから新職場での定着まで」どのような軌

跡を残し、その節目をどのように捉えてきたのかを、転職者自身の語りを通じて把握する

というアプローチをとる。その理由は、一つには、転職とかかわるキャリアを、職と職と

の間の断絶ではなく、連綿と続くキャリアの中での一つの選択ととらえた方が選択により

本人にとって価値あるもののうち、何が繋がっていくのか、「貫くもの」は何なのかとい

う解明をするにあたり、有意義だからである。もう一つは、キャリアは続くものの、その

なかには確かに節目たるものが存在するととらえた方が、その節目をどのように捉え、行

動を取ることで、価値あるものを貫くことが出来るのかを探るという側面で意味があるか

らである。以下、先行研究の検討をふまえ、本章の課題設定をより明確にしよう。 

 

（２）先行研究の検討 

転職を対象とする先行研究の多くは、転職の成功・失敗要因の分析に焦点を置いてお

り、どちらかといえば、「転職前」と「転職後」の関係を原因と結果としてとらえるアプ

ローチを取っている91。たとえば守島（2001）92は、転職の満足度に影響を及ぼすと思わ

れるさまざまな要因をコントロールした上で転職した労働者が、新しい職場で転職を経験

していない従業員と比較して、満足度にどのような差があるのか、満足度の差にどのよう

な要因が影響を与えているのか、特にマッチングプロセスに関する要因（転職の原因、使

ったルート、採用に至った理由など）によって違いがあるのかを分析している。同研究で

は、転職の満足度は「前の会社の関係会社」などの組織間の関係を利用した場合に特に満

足度が高いとして、また仕事関係の知人や仕事以外の知人など、人的ネットワークを利用

 

91永野仁（2014）「転職した中堅層の雇用の変化 : 30 歳代転職者の自己評価による成功要因の分析」『明

治大学社会科学研究所紀要』第 53 巻第 1 号、157~176 ページ。 

92 守島基博（2001）「第 6 章 転職経験と満足度－転職は果たして満足をもたらすのか―」猪木武徳・連

合総合生活開発研究所編『「転職」の経済学』東洋経済新報社、159~165 ページ。 
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した転職は、転職を経験していない人に比べて転職後の会社での満足度が高いと結論付け

ている。そして、示唆として転職に関する人的ネットワークがより整備されるように、労

働者自身や社会的組織などに働きかけていく今後の論点を挙げている。 

他方、ミドル層以上の転職に関する厚い質的研究の一つに、中馬・キャプラン研究会

（2003）93がある。中馬・キャプラン研究会（2003）は、キャプラン研究会94を構成する

会員企業 16 社から持ち寄られた 250 件以上の中高年の再就職事例について定着・不調の

要因別に分析を行った。定着・不調の要因として、メイン要因とサブ要因に区別した。メ

イン要因については、本人と受け入れ企業との関係に着目し、「Ａキャリア要因（知識・

経験・専門性・仕事の進め方））」、「Ｂ人物要因（性格・能力・行動パターン）」、「Ｃその

他要因（意識・姿勢・事情）」、「Ｄ受け入れ会社要因（社長・組織・体制・風土）」と規定

した。サブ要因については、本人と出身会社、すなわち会員企業との関係、本人と人材会

社（再就職支援会社）との関係の双方の関係に着目して、「Ｅ出身会社要因（職務開発

室・制度）」95、「Ｆ人材会社要因」、「Ｇその他要因」と規定した。その上で、定着・不調

事例について「Ａキャリア要因」から「Ｅ出身会社要因」までを主たる要因として、また

「Ａキャリア要因」から「Ｆ人材会社要因」までを関連要因として紐づけ、主たる要因の

特色を明らかにしている。例えば、「Ａキャリア要因」であれば、「経験が先方ニーズにぴ

ったり」、「専門性が高い」、「知識・経験の幅が広い」、「管理のみならず実務力もある」、

「特技が生きる」、「類似のキャリア・裏のキャリアを生かす」、「資格が生きる」の 7 つの

特色を明示している96。 

同研究は、転職の定着・不調を豊富な事例データを用いて、「A キャリア要因」から「G

その他の要因」まで 7 つの要因、さらにはその要因を構成する具体的な特色でもって説明

している点、要因の体系的な整理がなされている点について評価できる反面、本人の転身

までの意思決定の過程については、出身母体である大企業人事の見立てによる記述にとど

まっており、そのプロセスの解明には研究アプローチにおいて限界を有していると考えら

れる。 

事実、当研究には、成功・不調の 100 事例の読み方として次のような記述も確認でき、

本人の意思決定のプロセスが明示されているわけではない。 

 

 

93 中馬宏之（監修）・キャプラン研究会（編集）（2003）『中高年再就職事例研究』東洋経済新報社。 

94 キャプラン研究会は、1985 年発足。大手企業人事部（職務開発室長）15 社が賛同し入会、キャプラン

株式会社が事務局を務める。研究会には、旭化成株式会社含めて 16 社が参画した。前掲、中馬・キャプ

ラン研究会（2003）、56 ページ。 

95 本調査は、大企業ホワイトカラーの再就職事例を対象としている。また、前述のキャプラン研究会構

成員である大企業人事担当者が関与する再就職事例であり、すなわち大企業人事も関与するあっせんであ

ることから、「Ｅ出身会社要因（職務開発室・制度）」が存在しうる。 

96 前掲、中馬・キャプラン研究会（2003）、84～87 ページ。 



65 

 

「本人の意識決定にいたるプロセスについて、事例の記述とその行間、記述されていな

いことからも、この案件がどのように進行し、決定したのかを読み取ることが望ましい。

最終的に成功・不調と推移してしまう源泉には、この意思決定のプロセスに何らかの原因

があることが多く、一言で言えば意思決定のさせ方に何らかの無理があったのでないか、

という反省である。・・・意思決定に至る心理的プロセスは、かならずしも単純でなく、

本人が自分自身の強み・弱みに気づいていないこともあれば、外面や体裁にこだわってい

ることもあり得る97」。 

 

ここで想起されるのは、「意思決定の仕方のプロセス98」である。それが重要であること

が浮き彫りになった以上、そのプロセスを明らかにできないかという問いである。そこで

本章では、この意思決定のプロセスにおいて、連綿と続くキャリアの選択機会の中で「転

職への思い付きから新職場での定着まで」どのような軌跡を残し、その節目をどのように

捉えてきたのか、把握したい。やや極端に言えば、転職が上手くいく、上手くいかないと

言ったその要因を探ることに接近することに重きを置くのでなく、転職者自身が転職に関

わるプロセスにおいて、どのような葛藤を持ち、選択を迫られ、キャリアの節目をくぐり

抜けていくのか、どのようなことにエネルギーを費やして、次の段階へと移行していくの

かということを転職前後というような区切りではなく、連続的なものとして捉え、明らか

にするのである。転職という事象を通じて、たとえそれが成功や不調という結果に関わら

ず、「離職を決意する」ことをどのように紆余曲折のトンネルを通りながらも、成してい

くのかという問題を立てる。 

離職に関わる意思決定に関する先行研究は、組織社会化の不調をキーワードとして、一

部「看護師や介護士等のストレスやバーンアウト等による離職問題」や「若者の早期離職

問題」のように、ストレス負荷が大きい専門的な職種に関わるもの99、キャリアの形成期

に当たる年代に関わるもの100が充実している。反面、ミドル層以上のホワイトカラーに関

するものは、それらに比べて少ない。 

また、転職者を連続的な視点で検討する研究はそう多くない。西村（2007）は個別に議

論されてきた「離職研究」、「転職研究」、「社会化研究」を転職者の視点から連続的に捉え

なおすことを目的として、前職での離職理由や離職の仕方の違いが、転職先への再社会化

 

97 前掲、中馬・キャプラン研究会（2003）、67～68 ページ。 

98 前掲、中馬・キャプラン研究会（2003）では、大企業人事のあっせん支援行為やセカンドキャリア支

援制度等の運用が存在する環境における事例分析であるので「意思決定のさせ方」との表記になっている

が、本論では転職者個人へ焦点を当てることから「意思決定の仕方のプロセス」と表記する。 

99松原敏浩・水野智・岩月宏泰・鎌倉やよい（2003）「病院看護師の意識行動発生プロセスの分析」『経営

行動科学』第 16 巻第 3 号、195~207 ページ。 

100 尾形真実哉（2012）「若年就業者の組織適応エージェントに関する実証研究－職種による比較分析

－」『経営行動科学』第 25 巻第 2 号、91~112 ページ。 
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とどのような関係にあるのかを、ある情報システム構築・販売事業所へ転職した 9 名のデ

ータに依拠して分析を行った。同研究では、「組織条件の看過」による再社会化の困難に

着目している。組織条件を、「実際の仕事のやり方/進め方、当該職種の会社内での位置づ

け、組織規模、職場の雰囲気・情報の獲得方法など、組織が与える様々な状況」と捉えて

いる。インタビューデータより、転職行動過程で転職者も企業も、スキルや処遇条件の調

整に注力するあまり、前述「組織条件」の調整が看過されていると指摘する。特に転職者

の離職理由が、「スキルが活かされていない」、「正当な評価を得ていない処遇である」場

合は、その調整に注力する。ゆえに、同じ職種への転職となると、前職との組織条件の比

較を双方が安易に捉えてしまい、その結果、看過されてきた組織条件に対する現実ショッ

クや幻滅が発生し、不満足が生じやすいとしている101。西村（2007）は、「組織条件」と

いう概念を用いて、転職者を連続的な視点で、すなわち「離職」、「転職」、「再社会化」を

つなぎ合わせているが、連続的な視点で捉えていく際の事実発見は、また多くの議論の余

地を含むものであると考えられる。 

 

101 前掲、西村（2007）、78~79 ページ。 
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（３）研究課題 

本章は、転職者の意識と行動について「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチン

グ過程」、「入職後適応過程」という段階別に把握する。各段階においては、その段階特有

の転職者が直面する葛藤や困難に直面すると考えられることから、まずその点について転

職者がどのような意識を持っていたのか整理する。さらには、そのような意識をもった際

に、どのような行動をとっていたのか、葛藤や課題を単独で乗り越えて次のステージに移

行しているのか、乗り越える際に周りに支援者が存在したのか、支援者が存在したのな

ら、どのような支援を求めたのか分析を行う。 

さらに、先行研究の整理でも言及したように、「転職の意志決定までの過程」、「求職・

マッチング過程」、「入職後適応過程」をそれぞれの過程で断絶させるのでなく、それぞれ

のプロセスをつなぐもの、「貫くもの」について、転職者自身の語りからみえてくる様相

を分析する。各段階にとどまらず、それぞれのプロセスを「貫くもの」に着目するのは、

次のような理由による。 

第一に、転職とかかわるキャリアを、職と職との間の断絶ではなく、すなわちキャリア

がゼロクリアされるのではなく連綿と続くキャリアの中での一つの選択と捉えることで、

本人にとって価値の高いキャリアの何が残され、持ち運ばれていくのかを解明するためで

ある。 

第二に、転職を続くキャリアの一つの選択とした場合、そのなかには確かに転職者本人

が多様な想いをめぐらす節目たるものが存在すると仮定し、その節目に対してどのように

本人が捉え、整理していくことでキャリアの連続性が生じるのかを探るという側面で意味

があるからである。 

 

 

（４）研究方法 

商用モニター会社を活用して対象者抽出のための調査を実施して、対象者のリクルーテ

ィングを行い、インタビュー調査を実施した。以下のいずれの条件も満たす者を対象者と

した。「現在、正社員として就業している者で 2013 年から 2014 年にホワイトカラー102正

社員へ転職した者」、「転職時の年齢が 35 歳以上 45 歳未満（ミドル前半層）、45 歳以上 55

歳未満（ミドル後半層）の者」、「学歴が大卒以上」である。なお、対象者の抽出は、転職

時の年齢が 35 歳以上 45 歳未満が 6 名、45 歳以上 55 歳未満が 6 名の割合で行い、計 12 名を

調査対象とした。実施方法は、一人ずつ会議室において、60 分～90 分程度の半構造化面

接法によるインタビュー調査を実施した。インタビューは、2015 年 3 月から 2016 年 6 月

 

102 ここでホワイトカラーとは、商用モニター会社の職種登録を活用して、転職後（現職）の職種が、

「営業販売」、「マーケティング・営業企画」、「経営企画・事業開発」、「総務・法務・広報」、「人事・労

務」、「財務・経理」、「購買・物流」、「研究開発・分析評価」、「IT コンサルタント」、「システムエンジニ

ア」のいずれかとなった者をいう。 
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までに行った。 

なお、インタビューにおける主な質問事項は、以下のとおりである。調査で使った質問

票は、本論文の末尾に参考資料として記しておく。 

 

・これまでのキャリアについて（職歴等） 

（転職意思決定まで） 

・前職の勤務先での働き方・職場の雰囲気について 

・転職を考え始めた時期・きっかけや出来事 

・転職を決意するにあたり阻害となったこと 

・転職を後押ししてくれた人 

（求職活動・マッチング） 

・利用した機関等 

・求職する際に重視したこと 

・面接等においてアピールした点 

・転職先から提供された情報 

・転職先との交渉・調整事項 

（入職後適応） 

・期待された役割 

・業務や職場の変化 

・これまでの経歴との関連性 

・勤務先からの支援（教育・研修等） 

・自身で努力したこと（自己啓発等） 

・入職後の活躍状況（期待役割の達成状況） 

  

（５）本章の構成 

本章は、６つの節から構成される。以下、第２節では本章で活用するインタビュー対象

者の基本属性と経歴をまとめる。第３節から第 6 節までは転職プロセスに沿った分析を行

う。すなわち、第 3 節では「転職の意思決定までの過程における意識と行動」、第 4 節で

は「求職・マッチング過程における意識と行動」、第 5 節では「入職後適応過程における

意識と行動」、第 6 節では「全プロセスを貫く意思決定のいくつかの特徴」を分析する。

最後に第 7 節では本章の内容を要約し、本章の示唆と残された課題について述べる。 
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２．インタビュー調査対象者の基本属性 

（１）インタビュー対象者の属性について 

本インタビュー対象者の属性は、＜図表 2－1＞のとおりである。インタビューの対象と

した 12 名の転職者については、抽出条件の通り転職時の年齢が、35 歳以上 45 歳未満の

者が 6 名、45 歳以上 55 歳未満の者が 6 名である。これらの年齢層は通常、人材紹介会社

の主たるターゲットとされていなく、転職率も 2~4 パーセント台103であり活発に流動して

いる年齢層ではなく、周りに参考とすべき情報やモデルが少ない可能性がある。 

家族関係を確認すると、12 名中配偶者がいるものが 9 名、子どもを持つ者が 7 名であっ

た。家族関係は、先ず転職することやそれに伴う転居が必要な場合には家族の理解をどう

引き出すか、また生計を立てるため、子どもがいる場合には教育費捻出などの観点で転職

前後の収入について重視せざるを得ない状況にあると考えられる。 

通算転職回数をみると 12 名中、2 回以上の転職経験がある者が 10 名であり、離職・転

職の過程については初心者ではなく一定の経験を蓄積している者とみなすことが出来る。

また過去の転職経験から本人が「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチング過

程」、「入職後適応過程」についてノウハウやポイントを学んだ可能性もある。性別は、す

べて男性であり性差による分析は出来ない。 

インタビューでは、「入職後の状況」について聞いているがインタビュー時年齢と転職

時年齢を確認すると、対象者全員が入職から 2 年以内の者である。これは、入職後適応と

いう側面においては、まだ途中段階（進行中）である可能性があり、当該過程における語

りについては確定的ではないという制約を意味する。 

図表 2-1 インタビュー対象者の基本属性 

 年齢 性別 家族関係 
転職時年齢 

（直近） 
通算転職回数 

01 45 歳 男性 既婚 子ども有り 44 歳 8 回 

02 39 歳 男性 既婚 子ども有り 38 歳 4 回 

03 40 歳 男性 既婚 子ども有り 39 歳 3 回 

04 42 歳 男性 既婚 子ども有り 41 歳 2 回 

05 41 歳 男性 既婚 子どもなし 40 歳 1 回 

06 53 歳 男性 未婚 子どもなし 52 歳 3 回 

07 46 歳 男性 未婚 子どもなし 45 歳 1 回 

08 54 歳 男性 既婚 子どもなし 53 歳 4 回 

09 40 歳 男性 未婚 子どもなし 38 歳 3 回 

10 37 歳 男性 既婚 子ども有り 35 歳 3 回 

11 36 歳 男性 既婚 子ども有り 35 歳 2 回 

 

103 総務省統計局「労働力調査」 
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 年齢 性別 家族関係 
転職時年齢 

（直近） 
通算転職回数 

12 39 歳 男性 既婚 子ども有り 38 歳 ３回 

出所：筆者作成。 

 

（２）インタビュー対象者のこれまでの経歴について 

<図表 2-2＞は、対象者のこれまでの経歴を整理したものである。前職と現職を比べて

「同業種・同職種」にある者は、12 名中 4 名（事例 01・05・06・12）である。「同業種・

異職種」にある者は 3 人（事例 02・08・09）である。その 3 人のうち 2 人（事例 08・09 

）は、前職以前で類似の職種に就いている。一般的に「同業種・同職種」への転職は、求

職活動においても業界動向を把握している、また仕事の内容理解が得やすいと考えられ

る。また、入職適応過程においても、これまでの業務経験を活かしやすいと考えられる。

異なる職種への転職は、いわゆるポータブルスキルと言われるスキルの援用可能性が低

く、求職時のスキルの証明や入職後の適応において一定の学習と実践が必要と考えられ

る。なお、異職種への転職であっても、前職以前の類似経験がある場合には、それが求

職、入職過程において活かされている可能性がある。 

インタビュー対象は、現職がホワイトカラーに限定しているが、前職歴に注目するとホ

ワイトカラー系の職種が 12 名中、11 名を占めている。事例 09 のみ、前職が現場スタッ

フである。 
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図表 2-2 インタビュー対象者の職歴 

出所：筆者作成。 

 前職（直近） 現職 同業種 同職種 
前職以前での 

類似職種経験の有無 

01 

金融・保険業  

マーケティング・営業

企画 

金融・保険業  

マーケティング・営業

企画 

〇 〇 複数社で有 

02 
運輸業、郵便業 

営業・販売 

運輸業、郵便業 

総務・法務・広報 
〇 × 無 

03 
卸売業 

営業・販売 

製造業 

営業・販売 
× 〇 無 

04 
建設業 

営業・販売 

不動産業、物品賃貸業 

事業企画 
× × 初職で有 

05 
情報通信業  

システムエンジニア 

情報通信業  

システムエンジニア 
〇 〇 初職で有 

06 
医薬品製造販売業 

営業・販売 

医薬品製造販売業 

調剤 

営業・販売 

〇 〇 有 

07 

学術研究、専門・技術

サービス業 

研究開発 

卸売業 

営業・販売 
× × 無 

08 

サービス業（他に分類

されていないもの） 

マーケティング・営業

企画 

サービス業（他に分類

されていないもの） 

経営企画・事務開発 

〇 × 有 

09 

運輸業、郵便業 

サービス現場のスタッ

フ 

運輸業、郵便業  

総務・法務・広報（役

員） 

〇 × 有 

10 
イベント業 

営業・販売 

グラフィックデザイン 

営業・販売 
× 〇 無 

11 
卸売業 

営業・販売 

製造業 

営業・販売 
× 〇 有 

12 
製造業 

商品開発 

製造業 

商品開発、生産管理 
〇 〇 有 
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３．転職の意思決定までの過程 

  

（１）意識 

転職の意思決定までの過程において持っていた意識として、以下のような点が確認でき

た。 

① 経営方針、特に自らの配置方針に関して消化できない違和感 

先ず、経営方針や配置方針に関する意識として以下の語りが確認できた。 

 

 グローバルな発想に欠ける経営者の考え方に共感出来ず、転職を考え始めてい

た矢先、地方への異動の話が挙がり、転職を決意しました（03）。 

 ワンマン経営で、従業員の意見を聞き入れない経営者の考えに共感出来ず、言い

争いになったことが一番のきっかけですかね（09）。 

 工場（茨城）への異動の話が持ち上がったが、子どもが小さく、震災後で北へ引

っ越すことにも抵抗があった。職種もこれまでの商品開発とは異なる、ラインで

の仕事であった。なぜラインの仕事なのかという会社の説明も曖昧で、異動の話

自体も二転三転し、会社に対して不信感を抱くようになった（11）。 

 

転職者 03 のケースは、日頃から国内市場に拘泥していた経営者の経営方針に異を唱え

ていた者が、地方異動をきっかけに自身の声が届かないと判断して転職を決意したもので

ある。また、転職者 09 や転職者 11 のように、経営者の考えに共感できずについていけな

いと判断したり、地方への異動や職種の変化が生じる配置など、会社からの説明に納得で

きずに不信感や違和感を持ったりするケースも確認できた。一般的には、経営者の考え方

に違和感を持つことは多々あるが、それが主な離職の引き金となるというより、そのよう

な意識を持ちつつも、予期せぬ異動や配置転換が転職者の離職への意識を一段と確実なも

のと高めていくことに繋がっていることがうかがえる。今回のインタビュー対象者は、職

種限定や地域限定の制度や条件のもと、当該会社に採用された者ではなく、異動や配置換

えの可能性があることは理解していたと考えられるが、それが本人にとって想定を超え

る、予期せぬものであった時、そしてその背景や趣旨が本人に適切に伝わっていない場合

には、離職の決定的な引き金にもなりかねないようである。 

 

② 業績不安、会社将来に関する不安 

会社の業績不安や将来に関する次のような語りが確認できた。 

 

 会社の経営が混乱状態（仕事減、指揮系統の変化、手当の廃止）になり、メンタ

ルを壊す同僚も出始めたことから転職を決意しました（06）。 

 会社の指揮系統が混乱状態となり、仕事内容や方針に一貫性がなくなった。正社
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員は２割程度少なくなり、営業ではない者にも「仕事を取ってこい」と言うよう

になったため、管理職のなかにはプレッシャーを感じメンタル面に影響の出る

者もいた（07）。 

 

転職者 06 のケースのように、業績不振、またそれに伴う給与の減少、手当の廃止によ

り転職を決意したケースが確認できた。また、転職者 07 のように業績不振に伴う会社の

指揮系統の変化や混乱により、一貫性のない経営姿勢に直面し、会社の将来に期待を持て

ないことから離職を考え始めたり、管理職層の心身不調に不安を覚え離職のきっかけとな

ったりするケースも確認できた。 

 

③ 労働環境悪化・職場変化に対する諦観 

労働環境や職場の変化に関する次のような語りが確認できた。 

 

 シフト制による勤務だが労働時間は長く、従業員は「遅くまで働いて当たり前」

という雰囲気。自宅にＰＣを持ち帰り作業することや、休暇中に電話が鳴ること

も少なくなかったです（01）。 

 海外とのやり取りが多く、時差があるため夕方にメールが来た際などは残業が

発生しました。営業のため接待も多かったですね（02）。 

 メーカーに吸収され、子会社となりました。親会社から人が入ってきて考え方・

方針はどんどん変化。元々働いていた人や辞めさせられたり降格させられたり

し、待遇も良くなかった。元から働いていた人で常に固まっており、皆不信感を

抱いている状況であった（12）。 

 

転職者 01 や転職者 02 のように労働環境、残業や恒常化する長時間労働に関して不満を

持ち転職を検討するケースがみられた。特に、残業や長時間労働が当たり前、経営層も従

業員も解決しようと認識していない職場風土を危惧したケースがみられた。 

また転職者 12 のように、会社が吸収されることにより、親会社から人員が送りこまれ

て立場も弱くなり職場のパワーバランスが変化した際に離職を考えたケースもあった。 

 以上を要するに、次のようにまとめることができる。転職を考えたきっかけ・出来事と

しては、第一に「経営方針、特に自らの配置方針に関して消化できない違和感」、第二に

「業績不安、会社将来に関する不安」、第三に「労働環境悪化・職場変化に対する諦観」

を取り上げることができる。インタビュー対象者 12 人のうち、第一に属する者は 5 人

（具体的には 03・09 など）、第二に属する者は 4 人（具体的には 06・07 など）、第三に属

する者は 3 人（具体的には 01・12 など）である。これら要因は、主たる転職のきっかけ

をほぼ網羅すると考えられる。ほかに、完全歩合制（フルコミッション）による心理的な

プレッシャーとそれによる賃金の不確定さを理由としていたが、マイナーな要因である。 
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（２）離職に踏み切れない心理的葛藤 

さらに、前述の意識を持ちながらも離職に踏み切れない心理的葛藤に関する次のような

語りも確認できた。 

 

 当時、商品開発の仕事の求人は少なく、管理職経験もないことから、転職活動は

スムーズに行かないだろうと思っていました（12）。 

 35 歳過ぎると部下が何人いてとか割と管理職的な要素が求められるんですが、

５社ぐらいは最終面接とか３次面接とかまでいったりというのはありましたが、

あとは直ぐに２次面接とかで落とされることが多かったです（10）。 

 

転職者 12 のように、予期せぬ配置転換で離職を考えるようになったが、そもそも自身

が得意とする商品開発の求人が少なく、また年齢の割には管理職経験がないことから転職

活動が苦戦することが予想され、離職への決断に躊躇することが確認された。また、転職

者 10 も、管理職経験が乏しいことが転職活動のボトルネックとなることを実感していた

ことから、離職に踏み切れなかったとした語りが確認できた。 

 

 両親、義理の両親に相談したところ、反対でした。前職の商社はそれなりに将来

性のある企業であったため、住宅ローン、銀行からの借り入れ等を考えると辞め

ない方が良いのではないかとの意見でしたね。また、私の父は転職経験がなく、

仕事をするうえで大切なのはスキルよりも人間関係であるという考えであった

ため、転職によるこれまでの人間関係がリセット、ゼロになるのではないかと懸

念していました（11）。 

 

転職者 11 のように、家族との関係においては、住宅ローン等の銀行借り入れを考慮す

ると前職企業にとどまった方がよいと反対されたり、父親から離職すること自体をネガテ

ィブ（人間関係を断ち切ること）に捉えられたりして、離職を一定期間、躊躇するケース

がみられた。 

 

 前職ではほぼ全ての業務を一人で任されていたため、辞めてしまうとみんなに

迷惑をかけてしまうし、なかなか社長に言い出せずに離職に踏み切れないまま

１年程度を過ごしてしまいました（04）。 

 トップの営業成績者が辞めると、会社に動揺が広がるので、さすがに躊躇しまし

た…。理由も考えなくてはと。どこに行くとは言わず、会社には実家にいろいろ

あって急に帰ることになったという理由をつくるとか…（09）。 

 

転職者 04 は、小規模企業で働いていた転職者が、自身が離職することの影響、すなわ
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ち前職企業の業務が立ち行かなくなることについて懸念を持ち、引き継ぐ相手も見つから

ないまま社長に離職を 1 年間に渡り言い出せなかったケースである。転職者 09 は、社内

でハイパフォーマーとして評価されていたが、同僚や後輩の動揺を懸念し、同業他社への

転職を言い出せず、波風が立たないような離職理由で取り繕う状況にあった。 

 

 （地方勤務が続き、辞めようと思っていたのですが）再び東京本社勤務となり、

興味のあった分野の業務（データ分析）をやらないかと言われ、一旦は就業継続

しようと（01）。 

 （本来異動したくなかったのですが）東京で管理職をやっていたのですが、関西

のほうで管理職をやってほしいということでした。会社の考えとしては地方を

経験して戻ってきてというような、昇格を前提に大阪に行って、戻ってきたら部

長とかになってと(03 )。 

 

転職者 01 は、予期せぬ地方勤務が続き離職の意思が芽生えたタイミングで、会社から

魅力的な職務をアサインされ、再び唐突な人事発令に不信感を頂きつつも、離職をいった

ん留まったケースである。転職者 03 のように、本来入社時の条件ではなかった地方異動

について打診され、家族と相談し離職の意思が濃くなりつつも、将来の昇格・昇進を前提

とした異動発令であることを上司から伝えられ、チャンスを得るべきか葛藤を抱いたケー

スが確認された。 

以上を要するに、次のようにまとめることができる。離職に踏み切れない心理的葛藤と

しては、第一に「自分の希望にあった転職先があるのか、自身が本当に転職できるのかと

いう不安」、第二に「家族の反対・懸念に対して自身の説得力が不十分であること」、第三

に「自身の離職が企業や組織に与える影響に関する懸念」、第四に「会社からの引き留め

とも解釈される懐柔への対応」を取り上げることができる。インタビュー対象者 12 人の

うち、第一に属する者は 6 人（具体的には 10・12 など）、第二に属する者は 2 人（具体的

には 05・11）、第三に属する者は 3 人（具体的には 04・09 など）、第四に属する者は、2

人（具体的には 01・03）である。 
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（３）行動 

転職の意思決定までの過程における行動として、以下のような点が確認できた。 

家族への相談に関することとして、以下のような語りが確認できた。 

 

 家族は特に……。年収が下がるのはダメだよと、上がるのであればいいんじゃな

い、っていう感じでしたね（04）。 

 妻は、今より生活水準が下がるものでなければ大丈夫と言ってくれました（11）。 

 

転職者 04 や転職者 11 のように年収水準や生活水準が大きく変わるものでは無いという

ことを前提に配偶者の理解を得る、確認を得るケースがあった。 

 

 経営者とケンカした後にちょうど外に出たんで、そのときにちょっと嫁に電話

したら、「あなたが決めたことだったらいいわよ」っていう感じで後押ししてく

れたんで、何も気にすることないやっていうことで辞表を出したというのがあ

ります（10）。 

 子どももおらず、妻も外資系企業での勤務経験があり、財布は別で悠々自適の生

活でしたので、やりたい仕事に出会えたのであれば、妻に迷惑がかからないなら

転職は構わないとのことでした（08）。 

 

転職者 10 のように、経営者との折り合いが著しく悪かった場合は、夫の価値観を尊重し

受け止め、背中を押すなどの転職者の意思を固めることに配偶者が関与しているケースも

あった。また、転職者 08 のように、妻にも安定的収入があり経済的な懸念がない場合には

夫の仕事に対する想いを尊重しているケースも確認できた。 

 

 （相談は）妻にですね、するんですけど、だいたい事後報告ですね。もう、次の

ところ、この前面接したところに行こうと思ってるんだよね、っていう感じです

（01）。 

 

一方で、転職者 01 のように配偶者に対しては相談というよりも事後報告のケースがみ

られた。 

家族以外の者への相談に関することとして、以下の語りが確認できた。 

 

 社内の仲間には相談はしなかったですね。自分と同じく辞めた人間にいろいろ

アドバイスをもらったりしました。まずはメーカーに行った人間と話をした機

会が多かったのですが、メーカーというのがどうなんだろうとか、去年 40 歳だ

ったのですが、この歳で行くのはどうなんだろうとか、そういうところですね
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（03）。 

 前職の同僚（吸収された子会社でもともと働いていた仲間）です。同じように会

社に不信感を抱いていたので、転職について相談し、アドバイスをもらいました。

また、面接の際には、同僚に業務をサポートしてもらい時間の調整に協力もして

もらえました（12）。 

 

転職者 03 のように、離職を決意し転職活動に入るための、実質的なアドバイスについ

ては前職企業を先に辞めた元同僚に相談するケースがあった。ほとんどのケースで、前職

企業在職中の同僚に相談するケースは、会社に離職の意思を知られてしまう懸念から無か

ったが、転職者 12 のように、会社が吸収され子会社化された場合に、同じ境遇にあり不

満を持つ在籍中の同僚に相談を行うケースが確認できた。このように、前職企業において

先に離職した同僚や同じく不満を抱いている同僚への相談が確認された。 

 

 （出向先から）本社に戻った後もいろいろ気にかけてくれて、（事故後）いまの

状況は僕が何かできる状況ではないと、そこにいていいのか、という話になった

ときに、相談に行ったら、室長もどこかあたってみるよという話になって（07）。 

 当時、プロジェクトで薬の卸売会社がネットの事業を立ち上げたいということ

で、相談に乗っていました。（私の方から前職の状況を話したところ）そのとき

に一緒にやらないかと誘われて（08）。 

 

 転職者 07 は、かつて出向していた研究機関の管理職と出向契約終了後も連絡を取り合っ

ており、離職の相談に乗ってもらっている。また、転職者 08 は前職企業の取引先に対して、

前職で所管していた部門の業績が悪く、離職も含めて検討していることを伝えたところ、自

社プロジェクト参画への誘いを受けたケースが確認された。このように、前職企業の取引

先・関係先の人物への相談ケースが確認された。 

 以上をまとめると、次のようになる。まず、家族との相談においては、第一に「年収水

準が大きく減らないことで安心感を与える」、第二に「仕事に対する価値観への理解を求

める」、第三に「相談せずに事後報告」に分けることができる。インタビュー対象者 12 人

のうち、第一に属する者は 4 人（具体的に 04・11 など）、第二に属する者は 4 人（具体的

には 08・10 など）、第三に属する者は 1 人（01）である。なお、未婚であり子どもがいな

い者が 3 名含まれていたが、3 名すべてが、親や兄弟のような家族へ転職について相談を

行っているケースは確認されなかった。今回のインタビュー対象者が 35 歳以上、この 3

名の年齢が 30 代後半から 50 代前半であることを考慮すると特異なケースではないと判断

される。 

次に、家族以外の者への相談においては、第一に「前職企業において先に離職した同僚

や同じく不満を抱いている同僚」、第二に「前職企業の取引・関係先の人物」に分けるこ
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とができる。インタビュー対象者 12 人のうち、第一に属する者は 2 人（03・12）、第二に

属する者は 5 人（具体的には 07・08 など）である。なお、残りは、家族のみに相談して

いる者が 4 人、家族にもそれ以外にも相談していない者が 1 人であった。 

 

（４）離職に至るまでの意思決定：01 の事例 

 それでは、どのような経験を経て離職に至るのか。ここでは離職に至るまでの意思決定

の過程に着目する。本人にとって前職の状況について我慢ならないことから逃れる理由の

みで離職プロセスを説明することは不十分ではないかという問題意識を確認するためであ

る。長時間労働に耐えられないから、労働時間が今よりも短い職場へ転職する、異動命令

に対応したくないから離職するといった問題回避的なことのみだけが、離職プロセスを説

明する要素となり得るのかという問いである。ここでは、先ず転職者 01 のケースを検討

する。01 の属性は転職時の年齢が 40 代前半で、これまでの通算転職回数が 8 回であり既

婚・子ども有りである。新卒で金融機関に入社したものの、その後保険会社のコールセン

ターの業務管理を複数の会社で経験して、その後介護業界で不動産開発に従事し、宅建資

格を獲得するも、再び保険会社のコールセンターの業務管理（前職）に舞い戻って、直近

の転職を経て、コールセンターの立ち上げ業務に従事している者である。 

 

 （社内の慣例として）いままで単身赴任や地方への勤務というのはあまりなか

ったんです。……私は自分の妻の実家に住んでいるので、ほとんどお金はそこま

でかかっていないわけなんです……。とはいえ、会社の辞令ではあるので行かざ

るをえないというところがあって、家族で移るよりは単身で。その時ぐらいから、

ちょっと仕事を変えようか、転職しようかなと思い始めたのは。 

 

本ケースで（01）は、予期せぬ地方への異動、前述の「自らの配置方針に関して消化で

きない違和感」が離職の起点ではあるが、転職者はまずその配置について組織から説明を

受けられないばかりか、待遇面でも地方勤務に伴う諸手当等十分な支援を受けられないま

ま転職を考え始める。 

 

 いったんブレーキがかかったんです。というのが、12 月に東京に戻ってきてほ

しいと、部署も変わりました。データの分析をやってもらいたいと、本社に戻っ

てきてもらいたいということで戻りました。自分でもその分野はやりたい分野

でもあったので、いったん転職の意識が消えたのは事実です。 

 そこからまた部署移動になったんです。トップが代わったり、人数自体が 40 人

弱ぐらいの会社でいろいろな部署の人が転職をされて穴が空いたところ（コー

ルセンター以外）に入ってくれという話になって。そのタイミングで、いまの会

社の話の電話が（人材会社から）かかってきて。 
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 （異動に関する不満を上司には言えなかった？）あまり言えなかったですね。や

はり会社が決めたことなので納得がいかない部分は……。あまり部署間で異動

する人はいなかったんです。悪いように考えると、いいように使われているのか

なという思いもあったもので。 

 

単身赴任を余儀なくされた転職者は、また突然に東京に戻ることになる。しかも、本人

が関心のあるデータ分析による戦略策定という職務であり、再度、唐突な異動との感触が

ありながらも、転職をいったん白紙に戻すことになる。会社側が、本人の不満等を感じ取

り、さらには転職する可能性を危惧して、希望に即した職務、そして東京へ戻すという策

を講じたのかは定かではないが、いったん転職を思いとどまることになる。これ以降の会

社側の本人に対する行動を踏まえると、会社としては当該人材を器用にどんな職務にも対

応可能な者、会社にとってはユーティリティプレイヤーとして重宝していたのかもしれな

い。 

しかし、さらなる経営トップの交代や他の社員の転職で欠員となったポストへの異動要

請を受けて、本人の離職意思が固まっていく。本人が、会社から良いように使われている

かもしれないという懸念を持ちながらも上司に不満を伝えきれていないことからも推測で

きるように、最後まで本人も会社側もお互いの本心に近づくことが出来ないまま、2 回に

渡る本人にとっては理解し難い異動命令、欠員補填的な使われ方が、転職者 01 の揺れ動

いていた離職への意識を確実なものとしている。 

 

 同じような競合会社ではあるのですが、私がやっていたようなことを今の会社

はこれから始めようというところでした。そこを立ち上げるということで、失敗

もできないというところもあって、経験者を探していてというところで・・。 

 実際、よくよく考えてみると、自分自身がコールセンターの立ち上げ、管理とい

いますか、そこに自分なりの良さといいますか、強みを持っていたなあと。 

 （引き留めは？）もう辞めるというタイミングで、条件面なりをいろいろ変えて

いただく等打診はいただくのですが、言われたときにはもう完全に決まってい

た感じです。 

 

この時点になると、本人は人材会社から提案された魅力的な仕事への関心を強くするこ

とにブレーキを踏むことなく、しかも自身の強みとする立ち上げの業務であることを素直

に認め、求職活動に移行することになる。この事例からわかるように、離職のプロセスに

おいて揺らぎが生じるのが通常であるが、離職に踏み切る重要な要因の一つは、この分野

であれば、興味関心を持ってやっていけるという手応え、自分はこれで飯を食っていきた

いというような、自身の職種志向性の再認識であると考えられる。なお、このような要因
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については、後述「６．全プロセスを貫く意思決定のいくつかの特徴」において、転職者

01 以外の代表的なケースを取り上げ、分析を行っている。 
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４．求職・マッチングにおける過程 

＜図表 2-3＞は、インタビュー対象者の求職活動に利用した機関と現職に繋がったルー

トをまとめたものである。求職活動に利用した機関については、12 名中 9 名が「民間の職

業紹介機関（ヘッドハンティング会社を含む）」を通じて転職活動を行ったと回答した。

しかし、実際に就職に繋がったルートは、「知人からの紹介」であった者が多く、前職で

取引のあった企業の担当者に声を掛けられた、先に転職した前職の上司から誘いがあっ

た、前職時代に出向していた際の上司の紹介があった、等のケースであった。求人サイト

を通じた転職活動は、試みた者は多かったものの、年齢、希望職種等の条件がネックとな

り就職には至らなかったというケースがみられた。 

 

図表２－３ 利用した機関と現職に繋がったルート 

 利用した機関 現職に繋がったルート 

01 
・人材紹介会社 

・求人サイト 
・人材紹介会社 

02 
・人材紹介会社 

・求人サイト 
・求人サイト 

03 

・人材紹介会社 

・求人サイト 

・知人の紹介 

・知人からの紹介（前職の新規開拓

途中先） 

04 
・求人サイト 

・知人からの紹介 
・知人からの紹介 

05 ・人材紹介会社 ・人材紹介会社 

06 
・人材紹介会社 

・求人サイト 
・求人サイト 

07 
・求人サイト 

・知人からの紹介 
・知人からの紹介 

08 
・人材紹介会社 

・知人からの紹介 
・知人からの紹介（前々職企業） 

09 ・知人からの紹介 ・知人からの紹介（元上司） 

10 
・人材紹介会社 

・知人からの紹介 

・知人からの紹介（前職企業の取引

先） 

11 
・人材紹介会社 

・知人からの紹介 

・知人からの紹介（前職時代に出向

していた際の上司） 

12 
・人材紹介会社 

・求人サイト 
・人材紹介会社 

出所：筆者作成。 
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（１）意識 

転職活動をすすめるにあたって重視した点について、対象者の発言をまとめると、図表

＜図表 2-4＞のとおりである。 

 

図表２－4 転職活動の際に重視した点 

 賃金 仕事内容・職務 その他の勤務条件 

01 － 
●これまでの経験が活かせる

か、自分が興味を持てる仕事か 

〇休日が休日として取得できる

か、勤務地が東京であるか 

02 
〇給与が安定している。業績に

よる増減幅が小さい 
－ 

●安定（企業の将来性）を重

視、内勤を希望 

03 ●年収が前職よりも高いこと 〇メーカーでの営業を希望 － 

04 
－ 

●過去の経験を活かせるか 
〇自分が会社から必要とされて

いるか 

05 
〇前職と大きく変わらないこと 

－ 
●納期等による休日、労働時間

への対応 

06 － 
●資格を活かして、在宅医療に

従事できる内容か 

〇通勤の範囲内か 

07 
●前職と同水準か 〇仕事のおもしろさ、やり甲斐

があるのか 
－ 

08 
●給与が前職と同水準か 〇販売促進（マーケティング）

に携わること 
－ 

09 － 
〇資格が活用できる運行管理の

職に就けるか 

〇オーナーの人柄と考え方に共

感できるか 

10 － 
●前職で培った人脈を利用出来

る仕事であること 

〇社長の人柄 

11 ●年収が前職より上であること 〇メーカーの営業であること － 

12 － ●商品開発の仕事であるか 
〇関東での勤務であるか（異動

無し） 

（●は主、〇は副） 

出所：筆者作成。 

 

この図表から、以下のことがわかる。まず、多くの転職者が、転職者 01、04、06、10

のように「仕事内容・職務」を挙げ、「過去の経験を活かせる仕事内容であること」、「資

格を活かせること」を重視するケースが多かった。「賃金」については、前職と同水準か

又はそれ以上の賃金となるよう、勤務先を希望したケースがみられた。 

「その他の勤務条件」については、転職者 02、12 のように家族の意向を踏まえ、「会社

（将来性）が安定していること」、「勤務地（引っ越しを伴わないこと、自宅から近いこ

と）」、転職者 05 のように「納期等を理由に極端な長期間労働とならないこと」を重視し

たというケースもあった。 
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（２）行動 

前述の転職者の重視する点に対して、では彼らはどのような行動を取ったのか、先ず前

職の経験が活かせる職務であるかという点については、以下のような語りが確認できた。

＜図表 2-4＞で整理したように、本インタビュー調査において人材紹介会社のあっせんで

転職活動を果たしたのは 3 人（01・05・12）であった。残り 9 人は、知人からの紹介や求

人サイトである。 

 

 海外との電話会議がたまにあるということだったんですが、人材紹介会社の方

に正直に相談して、コールセンターの立ち上げや管理の経験の強みを発揮でき

ることをアピールできるような職務とならないか人材紹介会社を通じてかけあ

っていただきました（01）。 

 

転職者 01 のように人材紹介会社のエージェントにかけあって、自身の強みを生かせる

職務での求人とならないか調整をしてもらうように、転職者自身がエージェントを通じて

企業へ働きかけを行っているケースが確認できた。 

 

 １社目と２社目で得た開発に関する経歴ですかね。転職回数が多くても、それが

しっかり繋がっている、意図が感じられる。そこがアピールポイントだよという

のは、エージェントと話をしたときに言われました。希望しているのも開発だと

いうことであれば、まさにそこを押していくのが近道だという話でした。それを

意識して、自分の中でアピールのストーリーを作って（12）。 

 

また、転職者 12 では、人材紹介会社のエージェントから、前職企業のキャリアだけで

なく前々職企業から前職企業、そして当該転職先企業へとキャリアの継続という点を面談

でアピールすべきというアドバイスを受けたケースも確認できた。 

 

人材紹介会社以外では、以下のような知人等の伝手を使ってより自身の経験が活かせる

求人を探索する動きが確認された。 

 

 昔、一緒に仕事をした方が、東京で営業所を開設したときの所長さんで、その人

から声をかけていただき、いくつかこれまでの経験が活かせそうな先を紹介し

て頂きました（11）。 

 研究室の室長さんが私のことを高くかってくれていまして、本社に戻った後も

いろいろ気にかけてくれて、（事故後）いまの状況は僕が何かできる状況ではな

いと、そこにいていいのか、という話になったときに、相談に行ったら、室長も

どこかあたってみるよという話になって（07）。 
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転職者 07、11 のように、前職、前々職などの際に一緒に仕事をした上司など、自分の

ことをよく知っている人物に経験が活かせそうな企業を紹介してもらうことで、希望職務

に近づくための動きを行っているケースが確認された。 

 

賃金については、以下のような語りが確認できた。 

 

 賃金の交渉は、直接企業には言わずに人材紹介会社の方に希望を言って、できる

だけそちらに近い水準にしていただくようにお願いしていました。人材紹介会

社の方から社長へ話をしてもらいました（01）。 

 

賃金については転職者 01 のように、人材紹介会社のエージェントを通じて希望を伝え

てもらい、エージェントが間に入って企業と調整を行うケースが確認できた。 

 

 賃金交渉については、面接の中です。履歴書の最後のほうに自分の要望みたいな

ところがありますので、そこに書かせていただきました。家庭持ちでしたから、

条件を満たさなければ嫌でしたので。でもそれが出来て、受け入れてくださった

のは、オーナー企業だからだと思います（11）。 

 自分で、面談時に希望する年収の額を伝えたところ、「すぐにそのくらいにはな

るだろう」とのことであったのでまあ良いかと思いました（04）。 

 面談時にインセンティブや売上に応じての昇給も約束してもらいました（07）。 

 役職（ＣＭＯ）を希望したが、歴史ある会社の関連ベンチャーだったので、入社

してすぐに役員になることは出来ませんでしたが、給与は役員相当にしてもら

いました（08）。 

 入職時の給与は、月収レベルでは前職よりもダウンしてしまいましたが、賞与や

手当をみて、年収レベルでは同水準になったと思います（10）。 

 

転職者 11 のように求人条件と希望の賃金水準が大きく離れている場合には、オーナー

企業の場合には、面談時に直接経営者へ交渉するなど調整の余地があったケースも確認さ

れた。また、転職者 07 のようにインセンティブや売上に応じた昇給を求めるケースもみ

られた。転職者 08 のように、入職時の役職は会社慣例により妥協するも、年収ベースで

は役員相当の水準としてもらうような交渉を行っているケースも確認された。 

 

なお、勤務地や労働時間や休暇取得については、事前の求人情報で確認済みであった

り、人材紹介会社のエージェントに確認した上で面談に臨んでいたりするため、転職者自

身が能動的な調整や働きかけを行っている語りはあまり確認できなかった。ただし、労働

時間や休暇取得については、その点について執拗に確認することが、面談時に相手からの
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心象を悪くしてしまうのではないかという懸念を転職者が持ちやすい面もあることから、

必ずしも企業との調整が適切になされていたかは定かではない。 

 以上をまとめると、次のようになる。まず、職務内容とかかわっては、第一に「（人材

紹介会社の）エージェント通じての求人職務調整」、第二に「（人材紹介会社の）エージェ

ント助言に基づく効果的な自己アピール」、第三に「一緒に仕事をしたことのある知人の

伝手を活用しての企業探索」と分けることができる。インタビュー対象者 12 人のうち、

第一に属する者は 2 人（具体的には 01・05）、第二に属する者は 1 人（具体的には 12）、

第三に属する者は 9 人（具体的には 07・11 など）である。 

次に、賃金とかかわっては、第一に「人材紹介会社のエージェントが代理交渉」、第二

に「求職者自らが交渉」に分けることができる。インタビュー対象者 12 人のうち、第一

に属する者は 3 人（具体的には 01・12 など）、第二に属する者は 9 人（具体的には 08・

11 など）である。 

そして、その他の勤務条件とかかわっては、事前の求人情報で確認済みで有るため、転

職者自身が能動的な調整や働きかけを行っている語りは確認できなかった。 

一方で、本インタビュー調査の対象のうち 11 名が人材紹介会社等に登録していたが、

登録していても支援・サポートを得られなかったとする語りが 2 件、確認できた。 

 

 人材紹介会社やネットの求人サイトに登録はするんですが、応募するけれども

返事がなかなかないとか、選考に漏れてしまうとかっていうのが多くなりまし

た。これは年齢的なところがあるのかなというふうには考えていました（03）。 

 インターネットのサイトやあちこちに登録して、ちょろちょろと転職先を見つ

けてはいたんですけど、特殊な業界なのでなかなかマッチングしませんでした。

（07）。 

 

転職者 03、07 のようには 40 歳近辺の年齢という理由もあり人材紹介会社等に登録して

も求人案件を紹介してもらえなかったり、業界が特殊であるゆえに紹介を得られなかった

りするケースも確認できた。 
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５．入社後の適応における過程 

（１）意識 

入社後の適応過程については、先ずどのような変化を転職者が感じていたのか聞いてい

る。「４．求職・マッチングにおける過程」では、転職者が最も重視した「職務」や「仕

事内容」について、実際に入社した後、対象者はどのように認識したのだろうか。前職と

比べた変化について、対象者の認識をまとめると、＜図表 2-5＞のとおりである。 

図表２－５ 転職者が感じた職務や仕事の進め方に関する前職と比べた変化 

 前職 現職 職務 仕事のやり方・進め方 

01 

同職種 

金融・保険業  

マーケティング・

営業企画 

金融・保険業  

マーケティング・

営業企画 

・規模の小さい企業であ

るため、同じポジショ

ンでも担当する仕事の

範囲が広がる 

・海外オフィスとのやり

とりが頻繁に発生 

02 

異職種 

運輸業、郵便業 

営業・販売 

運輸業、郵便業 

総務・法務・広報 

・未経験のため大きく変

化 

・刺激が少なく、粛々と事

務の仕事をこなす 

03 

同職種 

卸売業 

営業・販売 

製造業 

営業・販売 

・商社での営業よりも、

自社の商品に対する確

実な知識が求められる 

・仕入れ先とメーカー間  

の調整から工場と直接

調整 

04 

異職種 

建設業 

営業・販売 

不動産業、物品賃

貸業 

事業企画 

・未経験のため大きく変

化 

・下請から元請へ 

・企画と仕入れのみ（建

築、販売は下請け業者

に依頼） 

05 

同職種 

情報通信業  

システムエンジニ

ア 

情報通信業  

システムエンジニ

ア 

・扱う案件の規模は 10 倍

以上 
・仕事の評価制度が充実 

06 

同職種 

医薬品製造販売業 

営業・販売 

医薬品販売業 

調剤 

営業・販売 

・点数の算出にあたり、

薬価などに加えて介護

保険の仕組みに関する

知識が必要 

・前職は店舗で患者が来

るのを「待ち」状態だ

ったが、現職は自身が

医師と共に患者の元へ

出向く 

07 

異職種 

学術研究、専門・

技術サービス業 

研究開発 

卸売業 

営業・販売 

・小さい会社なので、職

務の範囲は幅広く、営

業書類（提案書等）や

事務処理はほぼ初めて

の経験 

・小さな会社である分、

経営状況がリアルタイ

ムで分かり、緊張感が

増した 

08 

同職種 

サービス業（他に

分類されていない

もの） 

マーケティング・

営業企画 

サービス業（他に

分類されていない

もの） 

営業企画・事務開

発 

・マーケティングという

点では、一貫性有り 

・新たに事業化するとい

う点でのプレッシャー

増す 

・目標管理が前職と比べ

て曖昧 

09 

異職種 

運輸業、郵便業 

サービス現場のス

タッフ 

運輸業、郵便業  

総務・法務・広報

（役員） 

・現場の仕事から内勤で

経営に携わる仕事にシ

フト 

・役員待遇で社長対応の

ため決まった労働時間

無し 

10 

同職種 

イベント業 

営業・販売 

グラフィックデザ

イン 

営業・販売 

・初めて専任として置か

れる営業職へ従事 

・営業ツールが全くな

く、業務プロセスも定

まっていない。全て自

身に任されている状態 

11 

同職種 

卸売業 

営業・販売 

製造業 

営業・販売 

・営業活動から営業所に

おける技術部隊の立ち

上げ・人材育成 

・顧客へのコンサルテー

ションを伴う営業が必

要 
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 前職 現職 職務 仕事のやり方・進め方 

12 

同職種 

製造業 

商品開発 

製造業 

商品開発→生産管

理 

・入職時の担当は商品開

発、その後生産管理へ

異動 

・上司との相性合わず

（商品開発）。 

出所：筆者作成。 

 

この図表から、以下のことがわかる。職務変化については、転職者 01、07 のように前

職よりも規模の小さい企業へ転職したことにより、担当業務範囲が広がり、困惑したケー

スが確認できた。また、転職者 05 のように同じ職種であっても扱う案件の規模にイメー

ジは持ちながらも、実際に規模の大きさを目の当たりにして驚きを感じているケースも確

認できた。転職者 03 のように、営業という職種であっても、商社とメーカーでは商品に

関して必要な知識の深さが違うことにあらためて気づいたケースも確認できた。転職 06

は、薬局間における転職であるが、在宅医療に伴う服薬指導等を行う仕事スタイルのた

め、新たに介護保険の仕組みの知識やそれに基づく計算実務が発生するなどの変化が確認

された。 

さらに、仕事のやり方・進め方に関する変化については、転職者 06 は、同じ薬剤師資

格が必要な職務であるが、医師と一緒に出向いて服薬指導を行ったりするなど、変化を感

じているケースである。また転職者 10 は、同じ営業職に就いたが、引継ぎやマニュアル

的なものが整えられている会社でなく、一から自身で開拓、営業ツールを作成しなければ

なかったことの苦労を語っている。 

 

②これまでの仕事経験との関連性について 

 前述のように、職務及び仕事進め方に関して変化を認識している対象者が、これまでの

仕事経験との関連性については、どのように捉えているのだろうか。先ず同職種への転職

について以下のような語りが確認できた。 

 

 同じ職種でしたが、コールセンターの立ち上げのノウハウを持つ人材は、（転職

者した会社には）少なく、自身の経験を活かすことが先ず求められました（01）。 

 プロジェクトマネジメントには、前職というより、実は学生時代に手伝ったＮＧ

Ｏでの経験が役立っているんです（05）。 

 広報の経験があること、民間企業での勤務経験があることから、他の薬剤師とは

違った話題を患者や医師に提供できています（06）。 

 （前職時代）出向先のメーカーには体系だった営業支援システムが存在してお

り、顧客のニーズの掴み方、話し方、スケジューリング等を含めたコンサルティ

ング営業のようなスタイルを、当時のリーダーのもとで学びました。自分の財産

とも言える営業経験を、現職の営業に落とし込みが可能になりました（11）。 

 転職者 01 は、同じ職種の転職であったが、立ち上げというノウハウを持つ人材は自分し
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かおらず、これまでの経験が活かされたケースである。また、転職者 06 のように、前職等

のコアな仕事経験が活かされるというよりむしろ周辺業務であった広報等の経験が活かさ

れているケースも確認できた。さらには、転職者 05 のように学生時代に NGO で学んだ経

験が現職のシステム開発におけるプロジェクトマネジメントに活かされているケースも確

認できた。 

 転職者 11 のように、前職時代のメーカーへの出向経験が、現職のコンサルティング的な

要素を含む営業に活かされているケースも確認できた。前職のコア業務に限らず、過去の全

ての職歴において、現職との関連性を見出しているケースが確認された。 

 

異なる職種への転職について以下のような語りが確認できた。 

 

 入職後の調査研究事業には、出向時代（研究開発事業に従事）の情報収集経験が

活かされました。また、営業活動では研究機関での講師の経験も多いに活きてお

り、相手に応じてストーリーを決め、時間に応じて説明出来るという点では職場

内で最も長けていると自負しています（07）。 

 ２社目の営業係長時代において総務の仕事も兼任していた際に、国に提出する

帳簿類の記入方法等の実務に関する知識を習得。更に、２社目で関わった労働裁

判の経験も、会社の経営にあたり、役立っています（09）。 

 社会人になって 1 社目の住宅販売業では扱う商品が高額であったこともあり、

営業の基本について徹底した教育がありました。1 社目で学んだことはこれまで

の自身の経歴の全てに繋がっていると感じています（04）。 

 

転職者 07 では、前職時代の出向経験や講師業が、現職のコンサルティング営業において

役立っていることが確認された。 

転職者 09 は、前職に兼務をしていた総務の仕事において国への提出資料の作成方法につ

いて知見や労働裁判の経験があることが、現職の経営管理の仕事に役立っている。 

また、転職者 04 のように、1 社目時代に高額商品を扱う営業基礎を徹底的に学び、自身

にその姿勢が染み付いていることから、職種が異なっても、その基本スキルが活かされてい

るというケースも確認できた。 

 

以上をまとめると、次のようになる。先ず同職種については、第一に「前職経験が直

接、即時に役立つもの」、第二に「前職等の主たる業務というよりむしろ周辺業務が役立

つもの」、第三に「前職以前の学生時代やこれまで経験してきた職務が役立っているも

の」に分けられる。同じ職種への移動 8 人のうち、第一に属する者は 5 人（具体的には

01・03・08・10 など）、第二に属する者は 2 人（具体的には 06・11）、第三に属する者は

１人（05）である。 
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異業種については、第一に「前職の主たる業務というよりむしろ周辺業務が役立つもの」、

第二に「前職以前の学生時代やこれまで経験してきた職務が役立っているもの」に分けられ

る。異なる職種への移動 4 人のうち、第一に属する者は 2 人（具体的には 07・09）、第二に

属する者は 2 人（具体的には 02・04）である。 

 

③期待される役割発揮に対する認識 

 ここまで、転職者自身の前職からの職務変化やこれまでの仕事経験との関連性について

確認してきたが、転職者は転職先企業から期待される役割について、入職時にどのように

捉えていたのか、関連する語りをみていく。インタビュー対象者に、入職後どれくらいの

期間で、どのような活躍することを期待されていたかを聞いたところ以下のような語りが

確認できた。 

 

 入社し 1 カ月半程度で周りとの調整やツールも含めて準備し、事業をスタート

させることを期待されていました（01）。 

 配属された営業部隊にはシステム技術がなかったため、そこの技術部隊を立ち

上げるという役割を担っています（11）。 

 

 転職者 01、転職者 11 は、いわゆる新規事業立ち上げのために経験者を採用したケース

であるが、転職者自身も納得の上で比較的に短期間（数か月）にて即戦力として実務を牽

引することを期待されていることが確認できた。 

 

 それ以外では、以下のような語りがみられた。 

 

 ３年程度かけて消耗品の発注代行・補充に係る業務を全般的に習得し、マネジャ

ークラスへの昇進を期待されています（02）。 

 薬局の薬剤師として、数年後には店舗管理、4 年後にはエリアマネジャーとして

活躍することを期待されています（06）。 

 実務をこなしつつも将来的には管理職に就き、部下の育成を期待されています

（12）。 

 

 転職者 02 や転職者 06 のように、入社後から 3 年程度で業務を覚え、一定の経験を積ん

だ上で、管理職への登用を期待されていることが確認できる。また、転職者 12 のよう

に、時期の明言はないものの将来的に管理職の登用を期待されているケースもある。本イ

ンタビュー対象者は、35 歳上のミドル層であるが、即マネジメントとして登用するという

よりむしろ一定期間、業務を覚える、見渡すことが出来る猶予期間を与えた上で管理職へ

の登用を期待し、本人に伝えていることが確認できる。 
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 また、一定の猶予期間を与えるケースでの語りとして、以下も確認できた。 

 

 商品開発の担当者に同行してもらい、顧客を訪問して素材の選定から開発、製造

までの話をするというスタイルの営業職として、２年程度かけて徐々に。３年後

に退職予定の社員の担当する大口ユーザーを引き継ぐことを想定されており、

引き継いだ際には海外出張も発生します（03）。 

 薬・医療関係のインターネット情報を作る会社のスターティングメンバーとし

て入社。約 1 年後にビジネスを確立し、2-3 年で利益を出すことを期待されてい

ます（08）。 

 １年程度かけて施設管理、メンテナンスに関する既存の業務をひととおり習得。

入社後１年ほど経ってから新規事業（不動産の仕入れ、販売支援）の立ち上げに

従事します（04）。 

 

 転職者 03 のように、3 年後に退職予定の社員が担当する大口ユーザーを引き継げるよう

に、入職から 2 年程度で素材選定から開発、製造までトータルで話が出来る営業スキルを

身につけることを期待されているケースが確認できた。また、転職者 08 や転職者 04 のよ

うに、1 年程度を準備期間として、本来の期待役割であった事業を軌道に乗せたり、新規

事業の立ち上げを期待したりするケースも確認できた。 

以上をまとめると、次のようになる。期待役割の発揮については、第一に「入社後早期

から事業立ち上げを期待されているもの」、第二に「業務や進め方を数年で習得し管理職

としての活躍を期待するもの」、第三に「業務や進め方を数年で習得し、事業牽引役や新

規事業開発を期待するもの」に分けられる。インタビュー対象者 12 人のうち、第一に属

する者は 3 人（具体的には 01・11 など）、第二に属する者は 3 人（具体的には 02・06・

12）、第三に属する者は 6 人（具体的には 03・04・08 など）である。 

このように、一部の立ち上げ業務を除いては、数年先の活躍を見据えて徐々に業務を習

得することが可能な環境にあるということが確認できた。しかも、期待されている役割は

比較的明確に示されており、将来的に担う業務、引き受けるポジション等について企業側

からおおよその期限付きで提示され、本人も認識したうえで職務に就いている。本インタ

ビュー対象者は、35 歳以上の者であったが、入社後の成長という視点も鑑みた上で、採用

され、会社が期待するその成長見通しを本人にも伝えているのである。 
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（２）行動 

これまで、転職者による職務・仕事の進め方の変化や現職とこれまでの仕事経験との関

連性、期待役割の発揮に関する本人の認識について分析したが、入職後の適応に求められ

ることの一つとして、知識やスキルの習得が考えらえる。対象者の取組をまとめると、＜

図表２－６＞のようになる。 

図表２－６ 期待役割の発揮のために取り組んでいること 

 自己啓発 会社からの支援・サポート 

01 

同職種 
・特になし ・特になし 

02 

異職種 

・３ヵ年計画で社労士の資格取得を目指し、勉

強中 

・入社後３日間の新人研修及び半年後の導入研

修 

・入社後は指導担当者のもとで１ヵ月間のＯＪ

Ｔ 

・社内特有の仕組みや手続き、イントラ等につ

いても親切かつ丁寧な指導あり 

03 

同職種 

・図書館で研磨や化学に関する本を借りて勉強

中 

・商品開発担当者に同行してもらう形で営業活

動を開始 

04 

異職種 

・入社して１年目に、ビル管理業の管理業務主

任者の資格を取得。２年目には建築施工管理

技士１級取得 

・特になし 

05 

同職種 

・プログラムの言語が入職前に聞いていたもの

と異なっており、ほとんど知識のないもので

あったため、独学で習得 

・研修や教育に関する制度は特になし 

・通信講座等を受講する場合の補助あり 

06 

同職種 

・介護保険の仕組みについて、本やインターネ

ット（厚生労働省のＨＰ）を用いて独学 

・居宅へ薬剤を届けるテクニックや、医師との

付き合い方等について店舗責任者より指導あ

り（１ヵ月程度） 

07 

異職種 
・特になし 

・入職する１年ほど前から月２回程度職場に顔

を出し、社長に紹介してもらっていたので、

職場の雰囲気はある程度把握 

・営業書類の作成や事務処理は初めての経験で

あったため、事務方に強い社員のサポートを

受けつつ業務を習得中 

08 

同職種 
・特になし ・特になし 

09 

異職種 

・外部のセミナーや業界の研修会には自身で参

加 
・特になし 

10 

同職種 
・特になし ・特になし 

11 

同職種 
・特になし ・特になし 

12 

同職種 
・特になし ・特になし 

出所：筆者作成。 
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この図表から、以下のことがわかる。自己啓発に関しては、転職者 02、03、04、05、06、

09 のように、転職により新たな学びの必要性を自覚し、独学で学ぶ等の自主的な努力をし

ているケースがみられた。新たな業務において必要となる知識習得のため、資格取得、セミ

ナー参加等の取組を行っていることが確認された。前述した数年後の期待役割を会社が具

体的に示していることを背景に、何を学ぶべきか、転職者自身が把握していることが確認さ

れた。 

会社からの支援に関しては、転職者 02 のように、社内特有の仕組み・手続きについては

丁寧な指導があったケースが確認できた。ただ実際の業務に関しては、転職者 03、06 のよ

うに、職場で実際に業務を経験しながら教育を受けているケースがあった。また、転職者 07

のように入職する前から、職場に顔を出すことを促され、社長より一緒に働くメンバーを紹

介してもらい職場理解のサポートを受けているケースも確認された。 

 

③期待役割の達成状況 

 インタビューでは、入職時に企業から示された期待役割、企業により 3 か月~3 年ぐら

いの期間における到達点を 100 とした時の、入職直後から現在（インタビュー実施時期）

までの自身が評価する達成度について聞いた。対象者には、インタビュー現場にて簡単な

達成度軌跡を記載してもらい、角度が上がったり下がったりしたタイミングでの出来事に

ついてたずねた。＜図表 2-7＞の通りである。その軌跡を類型化すると、ＡからＣの 3 つ

のパターンが確認された。 

 ＜図表 2-8＞のようにＡパターンは、達成度の角度が上昇するポイントが 1 時点である

パターンであり、8 人確認された。Ｂターンは、達成度の角度が上昇するポイントが 2 時

点であるパターンであり、2 人確認された。Ｃパターンは、達成度の角度が上昇するも、

下降するポイントが 1 時点あり、再び上昇するパターンであり、2 人確認された。 

 

図表２－７ 期待役割達成の状況 

パターン 

 
役割達成 

までの 

目安期間 

入社直後の

達成度

（％） 

在籍期間 

インタビュ

ー実施時期

の達成度

（％） 

角度急上昇 角度急下降 

A 01 3 か月 80 1 年 120 

1 回 

・コールセンタ

ー3 か月で立

ち上げ 

無し 

A 02 3 年 30 2 年 60 

1 回 

・一通り仕事を

覚える。係長

昇格を打診さ

れる 

無し 

B 03 2 年 30 1 年 2 カ月 90 

2 回 

・業界新聞への

広告提案 

・担当ユーザー

無し 
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パターン 

 
役割達成 

までの 

目安期間 

入社直後の

達成度

（％） 

在籍期間 

インタビュ

ー実施時期

の達成度

（％） 

角度急上昇 角度急下降 

が増える 

A 04 3 年 60 1 年 80 

1 回 

・大規模ビル修

繕経験 

無し 

A 05 1 年 20 6 か月 80 

1 回 

・新たな言語を

習得 

無し 

A 06 2 年 60 1 年 2 カ月 110 

1 回 

・前職経験を活

かした業務オ

ペ提案 

無し 

C 07 1.5 年 70 10 カ月 70 

2 回 

・前職専門性が

活きる調査案

件 

・自分らしい提

案営業のスタ

イルを掴む 

1 回 

・営業活動・顧

客対応に慣れず 

A 08 1 年 60 11 カ月 70 

1 回 

・医者に気に入

れられるよう

になる 

無し 

A 09 1 年 80 10 カ月 90 

1 回 

・他社買収交渉

奏功 

無し 

B 10 6 か月  30 2 年 120 

2 回 

・展示会初出

展・固定客獲

得 

無し 

A 11 1 年 ９0 1 年 2 カ月 140 

1 回 

・競合他社から

の自社製品切

り替え奏功 

無し 

C 12 2 年 20 1 年 9 カ月 40 

2 回 

・サポートが付

き業務の仕組

み理解 

・社内異動、上

司変更 

１回 

・上司とのあつ

れき（休職） 

出所：筆者作成。 
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図表２－８ 期待役割達成の軌跡パターン 

 

出所：筆者作成。 

 

 Ａパターンにおいては、以下の語りが確認された。 

 

 （入職後すぐに）グループウェアの導入やレセコンのシステム改善等、気がつい

たことを上司に提案しており、入社時には想定されていなかった役割も果たし

ています（06）。 

 ビジネスモデル特許を取るための相談を弁護士と開始し、承認を受ければ、それ

なりの権利を自社が有することが可能となります。新しいビジネスの開発、営業

も 1 人で開始しており、上記の特許の件も含めると、既に 100％以上の役割を果

たしていると自負しています（08）。 

 

転職者 06 は、入職後、業務を覚える、見渡す期間に気づいたことを上司に提案してい

るケースである。また、転職者 08 のように、猶予期間中に関連する職務を自身で気づき

取り組んでいるケースも確認できた。入社後１年未満の期待役割を果たすまでの猶予期間

中であるが、さっそく上司や社長に提案を行っていることがうかがえる。 

 

 Ｂパターンにおいては、以下の語りが確認された。 

 

 入社後３ヵ月程度経った時に、業界新聞の広告作成を任せてもらい、初めての経

験ではあったが過去の例を参考にしたり、担当者と話し合ったりしながら、やり

遂げることが出来ました。その後数社のユーザー担当を任され、今後も更に数社

の担当を予定。２年後には社内の最大口ユーザーを担当し、営業でキャリアを積

んでいく予定です（03）。 

 前職で得た知識をもとに展示会への出展を経営者に提案し承認してもらえたた

め参加。そこで出会った企業が現在重要顧客となっています（10）。 
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転職者 03 は、入社 3 か月で広告作成の担当を任せてもらいやり遂げることが出来たこ

と、それをきっかけに担当顧客が徐々に増えていることに自信を持ち、最大口顧客の担当

となることを見通しが持てているケースである 

転職者 10 は、前職の展示会企画・運営に関する知識・経験を活かして自社サービスに

ついて展示会への出店について進言して、新たな顧客開拓に奏功しているケースである。

さらに、その後、固定客（リピート）がさらに増えるなど期待役割の達成角度を上昇させ

ている。いずれも、入社間もないタイミングで一定の仕事を任され、その奏功をきっかけ

に社内信頼も獲得して、仕事の幅を広げていくことに成功している。 

 

 Ｃパターンにおいては、以下の語りが確認された。 

 今後の国内外を含めた資機材調査という入札案件を受託して、当初社長にくっ

ついて企業へ挨拶回りをした後、前職の経験が活かせる各企業のデータを分析

していました（07）。 

 

転職者 07 は、入社から数か月は運よく、前職の研究機関での経験が活かせる調査・分

析業務に従事することになる。ゆくゆくは営業に従事する予定であったが、この時点では

データ分析が主な業務であり、役割達成度が上昇する局面であった。 

 

営業となると、まず自社製品のアピールが入るわけですよね。社長からこれを勧

めろと言われても、これは欠点があるしなとか、これはクセがあるしなとか、だ

けれどもお客に対しては、素晴らしいですよと、ウソをつくわけではないんです

けど、一生懸命いいところを PR して、あとから質問が来たらげっとなるような

こともたまにあるので、切り分けが不得手でしたね（07）。 

 

その後、調査案件業務が終了して転職者 07 は、本格的な企業や大学相手の営業活動に

従事するようになるが、前職時代に分析業務で培った正確性を期すトークと社長方針との

バランスを取ることに苦慮する。 

 

 （前職で）講師といっても素人から研究員まで教えますので、相手のレベルを伺

って、わからない人にも説明できているような気がしますし、わかっている人に

はよりマニアックな、興味を引くような話で説明できている・・今、社内ではこ

ういう営業でいちばん自分が長けているとは思います（07）。 

 

 当初、自身のスタイルを掴み切れていない転職者 07 であったが、研究機関での講師経験

により、相手に応じてストーリーを決め、時間見合いで説明出来るという点では職場内で最

も長けていると自負するまでに至っており、期待役割を果たす自信を得ている。 
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６．全プロセスを貫く意思決定のいくつかの特徴 

本章の「３．転職の意思決定までの過程（４）離職に至るまでの意思決定」において記

述した転職者 01 のケースは、当惑・不信そして諦観の中で転職者自身の苦悩が垣間見え

たものであるが、この過程に留まるだけでなく、当惑、不安・不信、諦観等の受動型の反

応から一歩乗り超えて、能動的な意識を持つ語りが確認できた。転職者 01 で言えば、も

ともと事業の立ち上げを得意としていること、情熱をもって取り組めることへの自覚、自

負に関する語りが該当する。次のステージへと移行するための橋渡し過程には、どのよう

な転職者の意識があるのか、掘り下げていきたい。 

ここでの語りは、「転職の意志決定までの過程」だけでなく、「求職・マッチング過

程」、「入職後適応過程」における転職者の振り返りも含んでいる。その理由は、研究課題

で述べたように、転職とかかわるキャリアを、連綿と続くキャリアの中での一つの選択と

捉えることで、本人にとって価値の高いキャリアの何が連続するのか、その節目を、「転

職の意志決定までの過程」すなわち前職時代に限定するのでなく、その後の求職や適応局

面にまで継続して観察することを通じて、「貫くもの」を探求するためである。 

以下、インタビューデータから、当惑・不信そして諦観といった領域から一歩乗り越え

ることに繋がる語りについて分析すると、4 つの特徴をあげることができる。 

1 つ目は、持てる、持てたスキル等に関する気づきである。代表的な事例として、転職

者 12 がある。転職者 12 の属性は、転職時の年齢が 30 代後半で、これまでの通算転職回

数が 3 回であり既婚・子ども有りである。新卒で食品製造の大企業に入社し、社内公募で

商品開発部署へ異動、商品開発の経験を経た後に、営業職への異動を命じられる。開発業

務への希望をあきらめきれずに、再び開発職務を希望するも、転居を伴う異動が必要なこ

とが分かり、同社での開発業務をあきらめ、中堅の食品製造業での商品開発業務へ転職す

るが、ここでも転居を伴う異動を命じられ、さらに小規模である食品製造業のマーケティ

ング職へと転職を行った者である。その後転職者 12 は、会社に生産管理業務への異動を

命じられるが、これまでの職務経験との結びつき、繋がりを自分なりに理解し肯定的に捉

え、納得して現職にあたっている。 

 

 異動の話がありまして、工場にという話で、開発職できていたのに、異動になる

ということと、工場が〇〇県にあるのですが、自宅からですと通うことは難しい

ので単身赴任になりますが、子どもができてまだ小さかった、妻も不安定なとき

がありました。 

 工場は完全なラインに入るということを聞いており、通常ない異動でした、理由

を聞いたけれども、ぼやっとされました。そこも不信感の１つにありました。 

 それで、（異動時期も）二転三転することがあったので、前回と同じようにエー

ジェント等に登録をし直して、転職活動を急ピッチで進めました。 

 ちょうど会社が吸収されてメーカーの子会社になり、親会社の精神・考え方がど
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んどん入ってきていて、不信感の１つではあったと思いますが、元いた人間は辞

めさせられたり、降格させられたりして待遇がよくなかったというなかの異動

の話でした。 

 

転職者 12 は、2 社目の食品製造業で念願の商品開発に従事していたものの、唐突に工場

のライン職への異動を命じられる。通例ない異動命令は、メーカーの子会社として吸収さ

れことが背景にあると思われ、親会社が子会社社員のキャリアを軽視しているという疑念

が高まり、不信感を抱いていた。そのような中、異動時期も確定しない点で、このまま前

職に留まっておくことが得策であるのか、大きな不安を抱えており、転職活動を急ピッチ

で進めることを決めている。 

 

 応募したのは 15 ぐらいで、面接に行ったのは５社ぐらいです。１社目から２社

目に移るときと同様で開発と勤務地の 2 点のみしか重視しませんでした。年齢

も 38 を迎えていて、会社によっては管理職にもなるような年齢ですし、管理職

は経験がなかったので、実務者レベルであったので。 

 １社目のしっかりとブランドを持ったところで開発をやっていたということと、

その開発だけではなく、マーケティングとしてブランドの育成や、２社目は規模

が小さいので、パッケージに関してもデザイナーさんと直接話をしてやってい

ましたので、そういったブランドの育成から実務まですべてできるというとこ

ろでアピールできるなと思いました。自分の中でアピールのストーリーを作る

ことが出来たので。 

 

求職活動を開始して、転職者 12 は開発業務であること、転居を伴わないことの 2 点の

みを重視した求人に応募した。そして、自身が年齢に比してマネジメント経験が乏しい反

面、1 社目からナショナルブランドの開発に従事していたこと、前職（2 社目）では、規

模が小さかった分、ブランド企画からパッケージ制作に至る実務面まで出来るようになっ

ていることに気づき、求職活動におけるアピールポイントを語るイメージが明確に醸成さ

れたことに自信を得たのである。 

 

 （現職における商品開発業務から生産管理への異動について）いまやっている

仕事は華やかなことではまったくないので、全体を見た上でのコツコツした作

業というのが重視される完全に裏方の作業に。コツコツしたところが、開発やっ

ていたときに培ったか、あるいはこれまでの経験で持っていたものかもしれま

せんが、活かされているのではないかと思います。 
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転職者 12 は、マーケティング職へ転職したが、上司との折り合いが良くなく生産管理

業務への配置転換を会社より相談される。商品開発、マーケティングという職務に拘りを

持っていた転職者 12 であるが、各業務の結びつきを自身の中で消化して納得に至ってい

る。 

このように、複数の転職経験の中で、前職のみならず、前々職からの振り返りを行い、

結果として自分がブランドの開発、育成、そして実務、さらには生産管理に至るまでのサ

プライチェーンの中での幅広い業務を理解し、経験していることが強みであることに気づ

きを得ているのである。 

転職者 12 のほかには、転職者 11 のように前職時代に自身が置かれていた諸条件（専任

でなく兼任だったり、出向経験があったりすること）により、自分のアピールポイントが

育っていたことに気づくケースも確認できた。 

特徴の第一は、自身の能力・スキルが伸長・増幅しているという実感、さらにそれがポ

ータブルであることへの気づき、感謝、持てたことへの喜びであると考えられる。 

2 つ目は、自身の職種志向に関する気づきである。代表的な事例として、転職者 08 があ

る。08 の属性は、転職時の年齢が 50 代前半で、これまでの通算転職回数が 4 回であり既

婚・子どもなしである。また、経歴は以下のとおりである。新卒で消費財メーカー向けコ

ンサルティング会社に入社しセールスプロモーション支援業務を経て、米国留学でＭＢＡ

を取得するために退職。取得後（帰国後）、広告会社に入社して外資系企業の国内プロモ

ーションを支援してきた。その後、米企業とのＪＶへ出向して役員まで昇格するが、IＴ系

の新規事業会社の設立提案を社内で認められず、自らＩＴベンチャーへ転職し、数年で上

場させた。その後、体調を壊し 2 社目の広告会社へ出戻り、再就職したが業績不調により

年収が大きく減り、当時の取引先であった薬や医療関係のインターネット情報会社のスタ

ーティングメンバーとして参画することになる。 

 

 業績がだんだん悪くなっていって、連動してどんどん給料が落ちて、年間で数百

万円ぐらい給料が落ちていったので、これはまずいなと思っていて。当時、プロ

ジェクトで薬の卸売がネットの事業を立ち上げたいということで、相談に乗っ

ていました。そのときに一緒にやらないかと誘われて、薬や医療関係のインター

ネット情報をつくっていく会社のスターティングメンバーに参画した感じです。

もともと卸売だったので、ぼくのような人材はいなかったんです。 

 

 転職者 08 は、出戻りした広告会社の業績が悪化し年収が激減したことが離職の背景にあ

るが、求職要因となったのは、当時相談に乗っていた卸売業の新たなプロジェクトとして、

ダイレクトに医師に対して薬や医療関係の情報を伝えるインターネットサービス事業に誘

われたことにある。 
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 最終的には一貫してマーケティングがらみでずっときています。前職との絡み

でいくと、それをインターネットを使ってどのようにやっていくかというの

で、・・・・マーケティングや販売促進は新卒のときから関連していますが、ア

ウトプットがいちばん最初は什器の販促で、２つ目はマスメディアで、そして３

つ目がインターネットだったというところで、やっている内容はほとんど変わ

らないような感じです。マーケティングが大好きなんです。 

 

 転職者 08 は、当該インターネット情報会社に転職した際に、自身の仕事は一貫してマー

ケティング関連であると振り返っている。ただしマーケティング業務の目的が、モノの販売

促進から、マスメディアでの広告、インターネット領域での情報提供であったに過ぎず、マ

ーケティングという仕事が性に合っている、熱量もって取り組める、大好きであるというこ

とを再認識している。 

 

 ふっと不安にはなります。特に今回は 50 代の転職であとがないというのがあっ

たので、転職前から多少不安はあったのですが、それ以上に孤独感的不安はあり

ますね。まったく同じ立場の人がいないので、それをシェアできないということ

で。本当にマネタイズできるのかも。ただ、最終的に販売促進という一貫した中

でやっているのは、やっているのが楽しいからできるのかなと。初めて自分で物

をつくり出すところに行きました。よく、昔の友だちと飲んで、「いやぁ、生み

の苦しみをいま初めて味わっている」と冗談で言いますが。 

  

転職者 08 は、入職後、最高情報技術責任者として事業がまだマネタイズに至っていなか

ったり、自身の不安を同じようにシェアするメンバーがいなかったりすることに孤独感を

感じていたが、販売促進（マーケティング）が天職であることを信じることで、あきらめず

に、今出来ること、準備出来ることとしてビジネスモデル特許を取得するなど不安に適切に

向き合っている。 

転職者 08 のほかには、前述したコールセンターの立ち上げや管理という非対面での営業

を得意であることに気づきを得た転職者 01 のケース、転職者 09 のように人事・労務関連

の守りの戦略策定、実務が好きであることに気づきを得たケースが確認できた。 

特徴の第二は、この分野であれば、興味関心を持ってやっていけるという手応え、自分

はこれで飯を食っていきたい、ずっと好きでいられるというような、自身の職種志向性の

再認識である。ここでいう職種とは、単なる経理や人事といった形式的な意味ではなく、

人事であってもどのような仕事の特徴ややり方が性に合っているかという個人の選好的な

要素も含むものである。 

3 つ目は、業界俯瞰力やネットワーク・人脈に関する気づきである。代表的な事例とし

て、転職者 07 がある。07 の属性は、転職時の年齢が 40 代半ばで今回が初めての転職で
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あり、未婚・子どもなしである。また、経歴は以下のとおりである。大学卒業後、3 年間

フリーターの後、理学・工学関連の資格を有していたことから原子力関連エンジニアリン

グサービス業に中途採用者として入職した。入社後、放射線発生装置のオペレーターとメ

ンテナンス要員として製薬会社へ出向。施設・装置の維持管理と医薬品製造に 10 年間従

事し、2 年半研究機関へ出向し、新規事業である放射線の研究開発業に従事。独学で放射

線関連の知識やその説明方法を身につけ、危険物取扱等の資格も取得。東京本社に戻り、

管理職となった後は放射線関連のコンサルティングや講師も経験して、退職。放射線機器

の卸売、コンサルティングを行う会社へ転職。テクニカルディレクターとして営業販売を

行っている。 

 

 原子力業界は、事故の前までは非常に好調で、電力に呼ばれて何かやっておけば

どんどんお金が入るという状況だった、やはり事故後がごちゃごちゃしていて、

会社の指揮系統も乱れちゃったんですよね。いわゆる心の病ですかね、体調がお

かしくなるというのがポツポツ出だして、私もさんざん交渉したのですが、そこ

らへんはもう聞く耳を持ってもらえなくなって、これはいかんと思っていて、こ

こにいたら大変になるからということで。仕事内容自体は嫌いではなかったん

ですけど。 

 

転職者 07 は、原子力関連エンジニアリングサービス業に入り、研究機関へ出向するなど

多様な経験を積み、管理職としてのキャリアも蓄積しながらコンサルティングや講師のよ

うな対外活動も行ってきた。しかし、会社組織の指揮命令が混乱して、組織としてのガバナ

ンスが効いていない状況を危惧しており、当初は解決に向けて取り組もうとしたが、上司に

も相手にされなかったことから離職を考え始める。 

 

 2012 年までの研究所にいたときに、研究室の室長さんが私のことを高くかって

くれていまして、本社に戻った後もいろいろ気にかけてくれて、（事故後）いま

の状況は僕が何かできる状況ではないと、そこにいていいのか、という話になっ

たときに、相談に行ったら、室長もどこかあたってみるよという話になって。 

 原子力放射線業界はけっこう閉じた、狭い世界なので、有名な奴は顔とか会社名

とかを知っているということで、室長のところにいろいろな会社・業者さんが出

入りしていたので、そこの業者さんがいまの私のいる会社なんですね。なので、

まったく知らない人間よりは、自分のスキルは知ってくれているんでというこ

とで良かったです。室長関係で声をかけてもらっている業者も何社かあって、順

番に会ってお話をしている状況でしたね。 

 

 転職者 07 の離職を後押ししたのが、研究機関への出向時代に世話になった室長であった。
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この室長から高く評価されていた転職者 07 は、室長のネットワークから、自身を良く知っ

てくれている業者への転職活動を勧められている。閉じた業界であるからこそ、その業界に

対する俯瞰力が高まり、転職先候補企業にいる人材も過去の知り合いであり、目指すべき転

職市場について、鮮明にイメージできたと考えられる。 

 

 まったく知らないところに行くよりも、こういったツテに相当助けられていま

すね。自分 1 人で「これで辞めちゃる」と言って辞めたらどうなっていたかと思

うと……。 

 けっこう（業界の）上の方まで知っていて、覚えてもらっているので、何かあっ

たらまた最初にそういうアクションを起こすでしょうね。〇〇（転職者の名前）

って知っていれば、向こうも「あっ」という感じだと思います。実際、うちの業

界には多いんです。展示会で会って、「どうも」と名刺を見せてもらったら会社

が変わっていて、「あれっ」って思ったら、「いや、呼ばれてこっちに移りました」

とか。イメージとしては業界に就職したという感じですね。今の取り引き先の人

も（お互いに）よく知っているという感じです。 

 

入職後の振り返りでも、転職者 07 は自身の転職活動が、業界内の人脈に助けられている

ことを実感している。また、業界の中での認知度が高いことに対して自覚しており、次に、

転職するようなことになった際にも、自身のネットワークが有用であることを認識してい

る。 

転職者 08 のほかには、転職者 10 のように、前職の顧客とのネットワークや業界動向に

関する知見やキーパーソンとの関係が築けていることを自身の強みと出来たことを財産と

評価しているケースが確認できた。 

特徴の第三は、業界や職種俯瞰力やネットワーク・人脈に関する労働市場における有用

性の再認識である。 

 

4 つ目は、自身の勝ちパターンに関する気づきである。代表的な事例として、転職者 06

がある。06 の属性は、大学院を卒業後、化粧品の製造販売業を行う会社に入社し、化粧品

の処方開発、調香、商品企画（市場調査）を担当。12 年間勤務後に、買収した医薬品企業

へ半年の出向の後、転籍。営業部で課長として計画・営業活動・企画・教育を全般的に担

当した。その後、広報部へ異動となり、ウェブサイトのリニューアルを担当するほか、渉

外担当部長として社長代行として業界団体の会合等へも出席。以前から心の中にあった医

療・薬剤への興味が再燃し、薬剤師としての転職を決意して、チェーンのドラッグストア

内にある薬局に転職（管理薬剤師）。その後、施設・居宅への処方箋薬の配達・処方薬管

理を行う薬局へ転職し、現職に至っている。 
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 そもそも化粧品会社にいるころから、いつかは薬剤師の資格を使いたいという

のをずっと心の中で思っていたんです。（大学の）同窓生に会うとまた刺激を受

けて、やはり調剤ってそろそろやらなきゃもう一生できないかもしれないとい

うことで、もう行くしかないなという感じで。 

 いま勤めているところは、お医者さんに一緒にくっついて、施設とか居宅へ薬を

お届けに行って、患者さん居宅を回っていったりしながら服薬指導をしたりと

いう感じのことなので、ちょっと積極的に外に出ていって調剤をします。これか

ら高齢化社会でもあるし、そういう業務もあるということだったので、お医者さ

んとくっついて行くともっといろいろ覚えられるのかなというのがあったので、

待っているだけよりもきっと面白いというふうに思って転職しました。 

 

 転職者 06 は、薬学の大学院を卒業後に化粧品会社で調香業務のほか、商品企画、営業

管理、広報・渉外業務、管理職経験を有していたが、薬剤師の資格を活かしたいとドラッ

グストアへの転職を果たす。ただし、薬剤師の調剤という業務では満足することが出来ず

に、在宅医療に医師とともに関わるという目標のために施設・居宅での処方薬管理を行う

薬局に転職したものである。 

 

 （求職活動でアピールしたのは）最初は月に 200 枚ぐらい処方箋を預かれなか

ったドラッグストアだったのですが、２年間で 400 枚来るようになって、倍に

したよみたいな話です。結局、患者さんと会話でつかんで、ご家族さんの処方箋

も預かりますよということであったり、ドラッグストアなので、化粧品や食品も

売っていますので、自分の経験からヒマな時間があれば話かけたりして、「とこ

ろで処方箋もあったら」みたいな感じで。 

 

転職 06 の離職を促したのは、処方箋を受け取り、調剤を行うという受け身の仕事では

なく、積極的に人と関わりながら、店舗の経営改善を図るための攻めの打ち手が浮かび、

実践できるという自身の勝ちパターンへの気づきであった。おそらく、1 社目時代の営業

や広報、渉外における業務経験から、自然とそのような行動が想起され実践を積み重ね、

目に見える売上という成果を出せたと考えられる。 

 

 （現職の本店やエリアマネジャーから）「広報とかそういうところとかいたから、

（施設や患者さんとの）話がうまいんだね」という話はよく皆さんしてくれます

ね。どのお医者さんも「企業にいた人だな」というみたいな感じのことは……。

話題がもしかしたらほかの薬剤師さんとは違ってほかのことも知っているとい

う感じで、株の値段も知っていれば円の値段も知っているといったこともある

のかもしれませんね。 
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 勤めて半年過ぎたぐらいから、（本部の）上司の方にメールでグループウエアが

あったほうがいいよとか、レセコンのシステムはこういうふうに直したほうが

いいよとかという提案はやっていて、店舗に来て、もうちょっと詳しく教えてく

れっていって誰か来たりはします。最初から、私も本部の人も、前職経験との関

連性というのは、認識なんかしてなかったのですが。 

 

入職後の振り返りでも、転職者 06 は、本店の上司や医者から自身の仕事ぶりや仕事姿

勢、さらには本店と店舗をつなぐシステムに関する提案に対して高い評価を得ていること

に自信を得ている。化粧品会社幹部から薬局店舗運営という大きく異なる職務であって

も、自身の仕事の進め方が十分に通用していることに自負・誇りを感じている。 

転職者 06 のほかには、転職者 02 のようにワークライフバランスを求め全く業種も職種

も異なるアウトソーシング会社へ入ったものの前職までの外資系企業においてどんな環境

変化にも、そして誰とでも仕事ができる行動特性を活かしているケースも確認できた。 

特徴の第四は、自身の勝ちパターンの再認識である。 

 

以上から、当惑・不信そして諦観といった領域から一歩乗り越えることに繋がる 4 つの

特徴とは、第一に「持てる・持てたスキル等に関する気づき（具体的には、事例 4 ・11・

12）」、第二に「自身の職種志向に関する気づき（具体的には、事例 1・5・8・9）」、第三

に「業界や職種俯瞰力やネットワーク・人脈に関する気づき（事例 7・10）」、第四に「自

身の勝ちパターン獲得に関する気づき（事例 2・6）」である。これが、離職を推し進める

一方で転職先での定着、自信を促す要因となることが分かった。  

研究課題である転職に関するすべてのプロセスの中で本人にとって価値の高いキャリア

の何が貫かれるのか、序章で言及したキャリアの意味づけを支える資源として捉えるなら

ば、第一は「能力・知的資源」、第二は「選好資源」、第三は「社会関係資源」、第四は

「行動特性資源」と名付けることが出来る。 

代表的事例を踏まえて、それらは、離職過程だけでなく、求職過程、入職適応過程にお

いても重要であることが確認された。これを整理すると以下のとおりになる。 

「能力・知的資源」は、自身の能力・スキルが伸長・増幅しているという実感、さらに

それがポータブルであることへの気づき、感謝、持てたことへの喜びをもたらす。それ

は、求職活動において自身が他の候補者と比べて秀でている能力・スキルを明示するもの

として、また入職後の適応において、与えられた職務についてキャリアの中での位置づけ

を整理し、持てる能力の発現や必要なさらなる学びを得るという動機付けを支えるという

点で重要であることが確認された。 

「選好資源」は、この分野であれば、興味関心を持ってやっていけるという手応え、自

分はこれで飯を食っていきたい、ずっと情熱を持って好きでいられるというような、自身

の職種志向性の再認識をもたらす。どのような仕事の特徴ややり方が性に合っているかと
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いう個人の選好を示すものである。求職活動においては、どのような仕事を求めるのかと

いう求人企業の職務の見極めの視座にもなり、また入職後適応においては、思わしい結果

が出ない、期待役割を果たすことが出来ていない不確実性の高い場合であっても、その不

安や孤独感に苛まれる期間を天職に向き合っているという自負のもと乗り切ることが出来

るという点で重要であることが確認された。 

「社会関係資源」は、業界や職種俯瞰力やネットワーク・人脈に関する労働市場におけ

る有用性の再認識をもたらす。それは、求職活動においては、人材紹介会社に登録しても

案件の紹介が年齢等の外形的な理由で紹介されない場合には、それに代わる伝手になり、

すでに業界内での認知度があれば、これまでのキャリアが可視化されることになり、選考

面談時の良し悪しという一発評価のみで判断されるリスクが減るという点で有用である。

また、入職適応においては、営業や販路開拓等において、自身のネットワークが活用でき

る度合いが高くなる点で重要であることが確認された。 

「行動特性資源」は、自身の勝ちパターンの再認識をもたらす。求職活動においては、目

標達成、成果を出すための自分なりの道筋を求人企業に対してアピールすることが可能と

なり、求人企業はその実績よりむしろ、実績を出すための行動特性を評価することが可能と

なる点で有効である。また入職適応においては、当該職務経験は浅くとも、これまでの経験

に裏打ちされた他の社員とは一味違う魅力、差別化要素として活かされるほか、入職時の期

待役割を超えた提案活動が評価されるなどの点で重要である。 

これらの４つの資源は、網羅的とはいえないが、離職を含むキャリア展開をポジティブ

にとらえるにあたって、重要に働く要因には間違いないように考える。 

このように、前職に対する当惑、不安・不信、諦観等の受動型の反応から一歩乗り超えて、

能動的な意識を持つ局面について確認できる。これまで見てきたように、4 つの資源は、離

職を推し進める局面だけでなく、求職活動における局面、入職後の適応局面においても作用

しており、個人が前職を捉えなおす、前職を肯定的に閉じていく過程で、真に必要なものと

して貫かれ、鮮明になっていくのである。 
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７．結論 

（１）本章の要約 

本章では、転職者の意識と行動について「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチ

ング過程」、「入職後適応過程」の転職に関する段階別に、当該個人の意識と行動について

分析を行った。また、その際の支援者の存在と役割にも注目した。さらには、先行研究の

整理でも言及したように、「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチング過程」、「入

職後適応過程」をそれぞれの過程で断絶させるのでなく、プロセス全体で「貫くもの」と

して転職者自身の語りから何が見出せるのか検討を行った。各過程についての要約は省略

し、上記三つのプロセスを「貫くもの」を中心にまとめると、以下のようになる。 

転職をまたがる三つの過程を「貫くもの」として、離職意思の決定過程から見出された

前職に対する当惑、不安・不信、諦観等の受動型の反応から一歩乗り超えた能動的な意識

を持つ局面に関するいくつかの特徴が確認できた。その要素として、①「持てるスキル等

の援用可能性の気づき」、②「職種志向性の再認識」、③「業界俯瞰力・ネットワークへの

有用性の再認識」、④「勝ちパターンの再認識」が抽出された。 

本章では、それぞれ①を「能力・知的資源」、②を「選好資源」、③を「社会関係資

源」、④を「行動特性資源」と名付け、離職過程のみならず、それは求職活動過程、入職

適応過程においても個人のキャリア展開において、意思決定を支える重要な役割を果たし

ていることを示した。 

 

（２）本章の示唆 

本章では、12 名の転職者を対象として、「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチン

グ過程」、「入職後適応過程」という転職に関わる一連の過程を、それぞれの過程については

要素別に類型化し、プロセス全体を貫くものについては代表的なケースを中心に検討した。

本調査の対象を直近 3 年以内に転職した者を抽出しているので、限定的な見方ではあるが、

この 3 つの過程の総計は、長いケースでは 5 年間程度に及ぶものもある。短いケースでも 2

～3 年間は要している。 

特に、「転職の意志決定までの過程」については、転職者自身が葛藤と困難を抱える時間

であることが推察された。それは、仕事や職場に不満や不信を抱えている状態から当該企業

を離職する決意に至るまでの覚悟や確信に変わるまでの時間を意味する。転職者は、まずこ

の期間を耐えていかなければならない。例えば、予期しない異動や地方への配置転換など、

当初転職者は経営者の方針を理解しようと努力をするが、どうしても消化しきれない場合

には不満や不信を少しずつ蓄積しながら、離職の意識が芽生えていく。本章では、諦観とも

表現したが、それは見方を変えれば、次の活躍のチャンスを探すために、本来の自分を取り

戻すためのタイミングでもある。 

しかし、転職者はこの時点でさえも、離職による社内への影響や家族への影響が頭によ

ぎり慎重に考えようと躊躇する。時には、会社からの今更の引き留め要求や家族の理解を
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得るために、さらに再燃を求められる。35 歳以上のミドル層以降の転職がいまだ数パーセ

ントで推移しているなか、やはり離職すなわち転職を決意していくことは少数であり、ミ

ドル層転職者は社内にも、社外にも伴走者を得ないまま走らざるを得ない状況にある。経

営者の方針や指揮命令の揺らぎやブレを感じると、いよいよ離職決意のタイミングに近づ

くことになる。しかも、その時点は求職活動を本格的に始めていない時期である可能性が

高く、おそらくこのまま在職しても幸せにならないであろう現職への確かな想いにたどり

つくも、合わせて不確かな未来に向かう再燃を要する。この再燃を後押しするのが、当

惑、不安・不信、諦観等の受動型の反応から一歩乗り超えて、能動的な意識を持つ局面に

関する語りであった。この局面では前述した 4 つの特徴が確認できた。いずれの要素も、

これまでに得たもの、与えられたものに関する感謝や喜び、自信を語るに至っていること

が特徴である。それは、これまでの当惑・不信、諦観のようなほかの誰かの問題に対する

反応の域を超えて、持っていなかった自分が持てたものへの敬意の念であり、これまでの

自分と今後の自分をつなぐための相対化の節目であると捉えることが出来る。 

ただし、こうした不満・不信から離職決意に至るまでの期間は、本調査においてはまだ人

材紹介会社のエージェントの関与は薄く、ましてキャリアコンサルタントへの相談など話

題にもあがらず、転職に関する一連の過程（「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチ

ング過程」、「入職後適応過程」）においては、ある意味、支援者不在の孤独な「自身との対

峙活動」である。 

一方で、「求職・マッチング過程」においては、前述の孤独な「自身との対峙活動」を始

動させた転職者が人材紹介会社や知人との関係を活用しつつ、また 4 つの資源が支えとな

り、困難はありつつもくぐりぬけ、また「入職後適応過程」についても、当該転職先企業か

らの期限付きのミッションが明示され本人が納得している場合には、目標に邁進する転職

者像を捉えることができた。すなわち、離職過程での「再燃」から「決意」までにキャリア

に関する資源を自覚すると、各局面において前職をゆるやかに閉じていくことを繰り返す

ことで、求職、組織適応が円滑に行われていたのではないかと考察する。 

先行研究の検討においては、意思決定の仕方のプロセスに検討の余地があることを述べ

たが、その意義とは当惑、不安・不信、諦観等の受動型の反応から一歩乗り超えた能動的な

意識を持つ再燃を支えていくものとして、自身との対峙活動を見たことである。職場や仕事

に不満があるから離職を決めることが出来るのでなく、不満があることは背景にあるもの

の、その不満から能動的な意識を醸成するための対峙活動が熟してくるときに、離職決定に

及ぶということである。さらに、転職を一連の「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッ

チング過程」、「入職後適応過程」で捉えると、その 3 つのプロセスはそれぞれで転職者にと

って完結するピリオドでなく、「前職をゆるやかに閉じていく」という思索で繋がり、結論

でも述べた 4 つの資源が、それぞれの過程の決定を支えていくものとして鮮明になるとい

う様相を示した。それを概念図として示すと、＜図表 2-9＞のとおりである。 

このことについては、新卒にせよ、中途採用にせよ求職・マッチング局面の本人の努力や
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支援者の役割は、先行研究においても対象とされ分析されているが、「前職をゆるやかに閉

じていく」ひとかたまりの過程も建設的に捉えていく視座を浮かび上がらせたことになる

と考える。第 1 章でも整理したが、転職がその前後の賃金、ポスト、満足度の変化や成功・

失敗要因で研究されることが多いなかで、「前職をゆるやかに閉じていく思索」を、離職過

程のみならず、求職・組織適応過程においても、転職者自身にとって意義あるものとする探

求が今後必要であると考える。 

 

図表 2-9 転職者の自己探索 「前職」をゆるやかに閉じていく思索 

 

出所：筆者作成。 

 

（３）残された課題 

本調査は、商用モニターよりインタビュー対象者を抽出条件に従い選択したが、自身の転

職行動について語ることを条件としているので、自身の転職活動に一定の満足と納得を得

ている者に対してのインタビューとなったことは否めない。また、「転職の意志決定までの

過程」、「求職・マッチング過程」、「入職後適応過程」の転職者の意識と行動を、一般化する

までの十分なサンプル数であったかは留意を要する。転職者をホワイトカラー・大卒に限定

したものの、転職回数や管理職、専門職による違いについては考慮していない。 

また、本章の意義として、不満・不信から離職決意までの支援者不在の孤独な「自身との

対峙活動」について言及したが、初対面の相手に対して、どこまで「自身との対峙活動」の

内実まで探ることが出来たかは定かではない。例えば、「自身との対峙活動」内実は、イン

タビュー対象者に倫理面でも配慮しつつ、2 段階による深堀調査等のアプローチが必要であ

ると考えられる。 
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第 3 章 転職市場における職業紹介者（エージェント）の役割 

  

１．序論 

（１）問題関心 

本章では、転職市場における職業紹介者（以下、エージェントと呼ぶ）の役割を分析す

る。特に、「エージェント機能の内実」に焦点を合わせる。すなわち、求職者と求人企業

とのマッチングにおいて、エージェントの担う機動的な調整（相手の状況を踏まえたその

時々の一歩踏み込んだ働きかけ）という機能に着目し、その調整機能の体系的な分類を行

ったうえで、分類ごとの内実と意義について明らかにする。その際、当該調整機能が、会

社・組織の方針やルールに基づくものなのか、管理が必ずしも及ばないエージェント自身

の裁量と責任に任せられているものなのか、注目する。 

 

（２）先行研究の検討 

労働市場サービスについては少しずつ研究が蓄積されてきた。佐野（2003）104、亀島

（2015）105などがそれである。そのうち、人材紹介会社のビジネス構造に関する調査とし

ては、東京大学社会科学研究所人材ビジネス研究寄付研究部門106の調査が詳しい。同研究

部門では、日本の人材ビジネスの機能と構造に関する総合的研究として、生産現場や介護

業界での外部人材活用や派遣、請負、人材紹介、求人広告等の主に人材ビジネス法人の構

造を明らかにしている。 

ところで、人材ビジネスのコアをなす人材がエージェントである。このエージェント個

人に注目した調査研究はまだ少ない。その一つとして、東京大学社会科学研究所人材フォ

ーラム107の出した佐藤ほか（2012）108を取り上げることができる。この調査は、戦略的人

材活用ポートフォリオのあり方と、その構築に向けた人材ビジネスの役割を明らかにする

ための基礎データを収集することを目的として実施されたものである。同研究において、

佐藤・坂爪（2012）109は、一般社団法人日本人材紹介事業協会の会員企業へのアンケート

 

104 佐野哲（2002）「労働市場サービス産業の現状と課題」『日本労働研究雑誌』506 号。 

105 亀島哲（2015）『転職市場における人材ビジネスの展開』（労働政策研究報告書 No.175）労働政策研

究・研修機構。 

106 東京大学社会科学研究所人材ビジネス研究寄付研究部門は、株式会社スタッフサービス・ホールディ

ングスの奨学寄附金にもとづき 2004 年 4 月より計 6 年間、設置・運営され、2010 年 3 月末をもって終

了。 

107 2010 年度以降、人材ビジネス研究寄付研究部門の役割を引き継ぐものとして、「人材フォーラム」を

開設。https://web.iss.u-tokyo.ac.jp/jinzai/output4.htm 

108 佐藤博樹・佐野嘉秀・島貫智行・松浦民恵・小林徹・大木栄一・坂爪洋美（2012）『企業の外部人材

の活用と戦略的人的資源管理』東京大学社会科学研究所人材フォーラム報告書。 

109 佐藤博樹・坂爪洋美（2012）「第５章 職業紹介事業ならびに職業紹介担当者に関するアンケート調
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調査を通じて、職業紹介担当者としての業績が各事業所で上位 20%に入るパフォーマン

スの高い職業紹介担当者の能力やスキルの特徴について明らかにしている。 

本調査によれば、「パフォーマンスの高い」職業紹介担当者は、年間あたり「一人前」

の平均的な職業紹介担当者の２倍の決定人数を上げる。売上もほぼ 2 倍である。売上単価

（1 人あたりの紹介手数料）に違いはない。すなわち、パフォーマンスの高い職業紹介担

当者と一人前の職業紹介担当者では、決定人数に違いがあるが、決定する求人の年収に大

きな違いはないとしている。また、パフォーマンスの高い職業紹介担当者と一人前の平均

的な職業紹介担当者の能力・スキルの違いは、「求職者と求人企業のマッチング力」であ

るとして、特にサーチ型110では「既存の求人企業への対応力」、「業界知識」、「新規求職者

の開拓力」が重要であると説明している。一般紹介（登録型）では「求人企業や求職者へ

の素早い対応」というスピードが重要であると分析している111。 

さらに同研究では、紹介手数料の高い職業紹介事業所の特徴を明らかにするため、正社

員として採用が決定した利用者 1 人当たりの紹介手数料の金額により、事業所を HIGH 

群と LOW 群の 2 群に分類し分析を行っている。そこでは、紹介手数料の高低により、

より多くの決定人数を上げるために必要な能力・スキルが 若干異なるとして、「紹介手数

料の高い事業所では求人企業の幅広い理解に基づく精度の高いマッチングとともに、『求

職者の求職スキルを高める』『求職者をはげます』『求職者の条件拡大』を通じて、求職者

にコミットし、その付加価値を高めることで、求職者を引き留め、決定する人数を増や

す」112と説明している。また、紹介手数料が低い事業所では「求人条件の緩和や求職者へ

の現状認識を助けることで決定人数を増やすと考えられる」113と説明している。このよう

に同研究は、各事業所の職業紹介事業の責任者による回答結果から、職業紹介事業におい

て必要なスキル・能力を分析している点で、高く評価できる。しかしながら、「求職者の

求職スキルを高める」「求職者をはげます」「求職者の条件拡大」の具体は明らかではなく

その点で限界を有する。そして、坂爪（2014）114は、上記アンケート調査データの再分析

 

査」佐藤博樹・佐野嘉秀・島貫智行・松浦民恵・小林徹・大木栄一・坂爪洋美『企業の外部人材の活用と

戦略的人的資源管理』、139-164 ページ。人材フォーラムホームページ https://web.iss.u-

tokyo.ac.jp/jinzai/（2020/04/26 閲覧）。 

110 サーチ型とは、求人企業の依頼に基づき、その企業に最適な人材をサーチ（検索）し、企業に引き合

わせるサービスのこと。ヘッドハンティングとかスカウトと呼ばれることもある。一般（登録型）とは、

求人企業と個人（求職者）それぞれからの依頼に基づき、最適なマッチングを仲介（企業に紹介）するサ

ービスのこと。一般社団法人日本人材紹介事業協会ホームページ（2021 年 1 月 9 日閲覧）。 

111 前掲、佐藤・坂爪（2012）、163 ページ。 

112 前掲、佐藤・坂爪（2012）、163-164 ページ 

113 前掲、佐藤・坂爪（2012）、164 ページ 

114 坂爪洋美（2014）「職業紹介担当者の能力ならびにスキル―ハイパフォーマーの特徴を明らかにする

―」佐藤博樹・大木栄一編『人材サービス産業の新しい役割』有斐閣、254-287 ページ。 

https://web.iss.u-tokyo.ac.jp/jinzai/（2020/04/26
https://web.iss.u-tokyo.ac.jp/jinzai/（2020/04/26
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から、ハイパフォーマーの職業紹介担当者の能力について次のように考察している。 

 

「自社もしくは自分のことを競合する他の職業紹介事業者よりもよく理解した上で、自

社もしくは自分に合った求職者（求人）を紹介し、自分自身に対して肯定的な評価を第三

者として伝達してくれる」という認識を、求人企業ならびに求職者が持つような働きかけ

を出来る力が求められているのである115。 

 

このように、職業紹介担当者の能力を構成する要素として、求人企業と求職者に関する

理解を重視する点は、本章の問題関心にも通じるものであり、注目に値する。ただし、上

記のような働きかけが出来る力が求められるとして、いったいその内実は何であるのかと

いう問題が浮かぶ116。本章で職業紹介担当者の担う機能の内容に焦点を合わせる所以であ

る。 

では、エージェントの能力・スキルはどのように形成あるいは継承されるのだろうか。

これにかかわる研究の一つに西澤（2005）がある117。西澤（2005）は、職業紹介業務の運

営の仕組みについて、業務運営の類型化を試みるとともに、マッチングに至る一連の業務

の内実を明らかにすること、紹介業務従事者の特徴や育成・能力開発への取り組みを分析

している。同研究では、コンサルタント118の属性、採用・育成、働き方に関する分析を行

っており、特に働き方においては「個人事業主的コンサルタント」と「組織人としてのコ

ンサルタント」の 2 類型を提示している。 

西澤（2005）によれば、「個人事業主的コンサルタント」は、業務請負の形態をとり、

自己管理（自律的に仕事を遂行することができる、結果に対する責任をすべて負う）と自

助努力（業績向上のための努力は自分で工夫する）が前提であり、能力向上はコンサルタ

ントの自己責任に帰せられると整理している。一方、「組織人としてのコンサルタント」

は、雇用関係を結び、徹底した業務管理による売上水準の引き上げにかかる指導がなさ

れ、外発的動機づけ（報酬による誘因や業務管理の徹底）は積極的に実際されるが、内発

的動機づけ（能力の向上に対する支援策）はあまり確認されないと述べている。すなわ

 

115 前掲、坂爪（2014）、285 ページ。 

116坂爪（2014）では今後の課題として、「今回提示したパフォーマンスの高い職業紹介担当者の能力・ス

キルとは、視点を変えれば職業紹介担当者間で能力・スキルに差異が生じやすい部分を示しているといえ

る。その差異を補う方法を検討しようとするならば、能力・スキルの獲得プロセスに関する議論は欠かせ

ない」と論じている。前掲、坂爪（2014）、287 ページ。 

117 西澤弘（2005）『ホワイトカラー有料職業紹介事業の運営と紹介業務従事者に関する事例研究』（労働

政策研究報告書 No.37）労働政策研究・研修機構。同研究は、エンジニア、IT、金融分野をそれぞれ得

意としている紹介会社、および業種・職種全般を扱っている紹介会社、計 54 社に対するインタビュー調

査をまとめたものである。 

118 西澤弘（2005）では、求人企業及び求職者に支援を行う者をコンサルタントと表記している。 
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ち、コンサルタントの業務管理に取り組む会社は多いが、能力開発に真正面から取り組む

会社は少ないと考察しているのである119。 

それでは、いったいエージェントは、どのような経験から自身の能力開発に資するもの

を得て、学び、体得していくのか。また、エージェントは、それらを誰かに伝承していく

のだろうか、それともエージェント自身の中にそれら知見やノウハウは、蓄積されるだけ

なのか。仮にエージェント自身のみに知見やノウハウがとどまった場合には、坂爪

（2014）が提示した求人企業や求職者に働きかけるハイパフォーマーの能力や双方の納得

度の高いマッチング力は、求職者や求人企業にとって熟達したエージェントとの偶然の出

会いの中でしか発揮されない、不確実なものに過ぎないのかという懸念が生じる。そもそ

も、エージェントの能力・スキル関する研究自体が少なく、先行研究においても職業紹介

法人の責任者に対する定量・定性調査というアプローチが取られているゆえ、エージェン

トによる求職者や求人企業への関与の実態は、明らかになっていないのである。また、法

人責任者自身がそれらを把握できていない可能性もある。よって、エージェントの能力・

スキルは、個々のエージェントの中に滞留し、顕在化されていない可能性も考えられる。

本章で個々のエージェントの能力・スキルと組織との関連性を問う所以である。 

 

（３）研究課題 

以上をふまえ、本章では、第一に、マッチングにおいてエージェントの担う機能の内実

を探る。具体的には、求職者と求人企業とのマッチングの全プロセスにわたって、エージ

ェントの担う機動的な調整機能に着目し、その調整機能の体系的な分類を行ったうえで、

分類ごとの内実と意義について明らかにする。ここで、機動的な調整機能とは、求職者と

求人企業両方の状況を踏まえたうえで、その都度一歩踏み込んだ働きかけを指す。本論で

詳しくみるが、この機動的な調整こそが、エージェントの担う機能の主要な部分である。

さて、エージェントは、求職者および求人企業の何に働きかけるのか。その中身が、探求

課題となる。本章では、それを「意思」と「能力」ととらえる。マッチングが実を結ぶに

おいては、まず、求職者と求人企業両方の意思が固まらなければならず、次に、意思があ

るとしてもそれを実現するためには一定の能力に支えられなければならないと考えるから

である。 

ここで言う「意思」とは、転職市場に参入していく上での姿勢、求職・求人の本気度・

覚悟などを指す。求職者であればエージェントに対する信頼、自己開示、入職決定などに

関することであり、求人企業であれば外部からの人材確保要否、求める人材像（イメー

ジ）の素描、採用決定に関することである。 

「能力」とは、上記「意思」を支える能力を指す。求職者であれば、自己分析やライフ

プラン、キャリアプランの策定、目指す業種や職種に関する必要な知識・スキルの整理、

 

119 前掲、西澤（2005）、60 ページ。 
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職務経歴書の作成や面談等での発信、労働条件等に関する交渉、企業や組織・職場環境の

目利き等に関する能力である。求人企業であれば、人材が必要となる背景にある経営課題

の整理や求人像に紐づく職務やスキル等の要件整理、求職者に対するアピール手法、採用

条件等に関する調整、求職者の能力・スキルの目利き等に関する能力である。 

 以上をふまえ、本章の作業仮説を示せば、＜図表 3-1＞のとおりとなる。すなわち、エ

ージェントが、求職者の意思と能力に働きかける部分をそれぞれ領域 A、領域 B とする。

同じように、エージェントが求人企業の意思と能力に働きかける領域をそれぞれ領域 C、

領域 D として体系的に整理する。 

 

図表３－１ エージェントによる「機動的な調整」機能の内訳 

 
出所：筆者作成。 

 

本章は、第二に、上記のエージェント調整機能とそれに必要な能力・スキルが、会社・組

織の方針・管理とどのようにかかわっているかを探る。当該機能が、エージェント個々人の

裁量と責任に任せられている可能性や、当該機能に求められる能力・スキルがエージェント

個々人のなかに滞留している、あるいは伝承される可能性を追跡するのである。 

 

（４）研究方法 

 以上の研究課題にアプローチするにあたって、本章は、基本的にインタビュー調査に依拠

する。インタビュー調査は、計４社の人材紹介会社のマネジャー（管理職）に依頼して、合

計 13 人のエージェントを紹介してもらい、2019 年 12 月から 2020 年 10 月にかけて、一人

当たり 60～90 分程度で実施した。ここで対象としているエージェントは、求人企業と求職

者の支援を同一のエージェントが担当する、いわゆる求人企業・求職企業の双方支援型の担

当者である。なお、対象のエージェントは、「①エージェントとして 5 年以上の経験を有す

る者、②（会社により目標は異なるが）目標以上の業績を継続的に達成している者」という

条件を満たす者に限った。よって、基本的にはハイパフォーマーを対象にしたといえる。各
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エージェントに対し、半構造化面接法によるインタビューを行った。 

主な質問項目は、求職者への働きかけ、求人企業への働きかけにおいてエージェント自身

が最も印象に残っているエピソード（マッチング成否問わず）について語ってもらう中で、

①（求職者及び求人企業の属性について）他の事例と比べて特徴的であったこと、②特に気

に留めていたこと、③苦労したこと、うまくいったこと、④③に対する対応で（求職者や求

人企業）にみられた変化、⑤当該エピソードがエージェント自身の仕事の考え方ややり方に

与えた影響等についてである。さらに、エージェントが経験から学んだことや気づきが、会

社からの業務管理と関係があったのかを聞いた。なお、調査で使った質問表は、本論文の末

尾に参考資料として記しておく。 

 

（５）本章の構成 

本章は、6 つの節から構成される。以下、第２節では「インタビュー対象者であるエー

ジェントの基本属性と経歴」を説明する。続いて、上記第一の研究課題に答えるべく、第

３節では「求職者に対する意思・能力面への働きかけ」、第 4 節では「求人企業に対する

意思・能力面への働きかけ」についてインタビュー調査結果をもとに分析を行う。そし

て、上記第二の研究課題に答えるべく、第 5 節では「優秀なエージェント機能の伝承」に

ついて分析を行う。最後に第６節の結論では、本章を簡単に要約し、本章の示唆と残され

た課題についてふれる。 
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２．インタビュー調査対象者の基本属性 

（１）インタビュー調査対象者の属性 

 調査対象は、有料職業紹介業を営みまた同一のエージェントが求人企業、求職者の双方の

相談にのる両手型の人材紹介サービスの雇用者（13 名）である。対象となったエージェン

トの年齢は主に 30 代、40 代以上のミドル層である。年齢的には、一定の業務経験を積んだ

社内では中堅クラスの人材であり、また扱う求職者とおおよそ近い年代であるという特徴

を有する。 

主に管理職（エグゼクティブ）や専門職の紹介を担当している者である。平のホワイトカ

ラーを紹介する場合と異なり、管理職や専門職を紹介するミッションを持っており、例えば

化学分野や IT 分野などの一定の業種、研究開発や最高責任者などの職種に関する知見を有

している者である。性別は男性が 13 名中 12 名を占めており、性差による分析はなじまな

い。  

なお、すでに述べたように、営業業績は上位に位置する者である。このようにインタビュ

ー対象者は、業界や職種・職階が限定された案件を扱うことに集中することが出来、一定の

専門性が蓄積される環境にある者である。 

 

図表３－２インタビュー調査対象者の基本属性 

 所属120 性別 年代 

A１ Ｘ社 男性 50 代 

A２ Ｘ社 男性 20 代 

A３ Ｙ社 男性 40 代 

A４ Ｚ社 男性 40 代 

A５ Ｘ社 男性 30 代 

A６ Ｙ社 男性 30 代 

A７ Ｙ社 男性 40 代 

A８ Ｙ社 女性 30 代 

A９ Ｙ社 男性 40 代 

A10 Ｘ社 男性 30 代 

A11 Ｘ社 男性 30 代 

A12 Ｗ社 男性 40 代 

A13 Ｙ社 男性 40 代 

出所：筆者作成。 

 

120 W、Ｘ．Ｙ、Ｚ社いずれも全国展開を行っている人材紹介会社である。Ｘ社は、管理職・専門職に特

化した人材紹介業を営む会社。残りのＷ、Ｙ、Ｚ社のエージェントは業種や職種に制限を設けていない

が、インタビュー対象者は主にエグゼクティブ層に特化した紹介を行う部門に属する者である。 
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（２）インタビュー調査対象者の経歴 

調査対象者 13 名のうち、新卒から一貫して人材紹介会社に在籍しているものは 2 名のみ

であり、残りの対象者は人材ビジネス以外の事業会社、複数の人材ビジネス会社のいずれか、

もしくは双方の職業経験を有している。 

人材ビジネス会社以外の事業会社の職業経験を持っている者が 9 名である。これらの経

歴は、発揮されている能力やスキルとの関係において、現職においての能力開発に加えて、

前職での事業会社での経験が影響している可能性がある。前職での経験は、営業、人事、管

理部門である。 

複数の人材ビジネス会社を経験している者が 4 名である。これらの経歴は、能力やスキ

ルとの関係において、前職での人材会社での経験が影響している可能性があることを示唆

している。前職では、必ずしも人材紹介業務に従事しているのみならず、派遣や求人広告の

営業に従事している者も含む。 

対象者のすべてが、人材会社と雇用関係を結んで人材紹介業に従事している。業務請負の

エージェントは含まれない。 

 

図表３－３ インタビュー調査対象者の経歴 

 所属 経歴 

A１ X 社 

⚫ 新卒後、国内企業の人事部門で主に「人材採用（新卒・中途・留学生等）」

に携わった後、同社へ転職。製造業を中心とする日系企業向け人材紹介コン

サルティングを実施。その後、エグゼクティブ紹介部門での人材紹介コンサ

ルティングに従事。日系企業の海外事業展開に伴う人材採用に対するコンサ

ルテーションや、海外事業要員の活用・定着に関するアドバイスも行う。 

A２ X 社 
⚫ 新卒後、大手求人広告代理店の営業として活動後、同社へ転職。地方都市営

業所にて、製造業の上級管理職領域を専門として両手型の人材紹介に従事。 

A３ Y 社 
⚫ 新卒後、医薬メーカーにてＭＲに従事後、同社へ転職。医薬系の人材紹介業

に従事。その後、同社へ転職。現在は、経営幹部人材の転職支援に従事。 

A４ Z 社 

⚫ 新卒後、金融機関に入社。同社へ転職後に金融業界の転職支援に従事。主に

求職者を担当するキャリアアドバイザー業務に従事するほか、国や地方自治

体が行う人材採用支援事業に従事後、現在は海外において人材紹介業に従

事。 

A５ X 社 

⚫ 新卒後、1 社目で大手人材会社の製造派遣、技術人材の特定派遣を経験。2

社目で、外国人材の紹介予定派遣従事。3 社目として同社に転職。化学業界

専任コンサルタントを経験し、現在は製造業の海外事業支援を担当。 

A６ Y 社 

⚫ 新卒後、同社入職、主に求職者支援を実施。その後、環境ビジネス会社コン

サルタントに転職。その後、ＮＰＯ立ち上げやフリーランスを経て、同社に

復帰。国や地方自治体が行う人材採用支援事業に従事にも従事。 
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 所属 経歴 

A７ Y 社 

⚫ 新卒で大手メーカーに入社し、営業に従事。その後、アパレル会社を経て同

社へ転職。数年は求職者支援（キャリアアドバイザー）として従事後、両手

型の転職支援に従事。 

A８ Y 社 
⚫ 新卒で教育・塾ビジネス入社（管理部門）。その後、同社へ転職。本社に

て、求職者支援後に両手型の人材紹介業に従事。 

A９ Y 社 

⚫ 新卒でカード会社に入社後、その後、大手人材紹介会社にて IT・インター

ネット業界を中心とした全職種の転職支援に従事。ベンチャーから大手まで

幅広い支援実績を持ち、マネジメント職を経て同社へ転職。主に、IT 分野

のエグゼクティブ紹介部門の人材紹介コンサルティングに従事。 

A10 X 社 

⚫ 新卒にて同社入社。求人企業専任コンサルタントを 4 年従事した後に、両手

型コンサルタント、化学領域の紹介事業立ち上げ、バックオフィス勤務後、

再び大手製造業担当として、両手型の人材紹介業に従事。 

A11 X 社 

⚫ 新卒にて同社入社。一貫して化学・素材業界を専任で担当。その後、両手型

コンサルタントとして、日系大手企業から中小企業、外資系企業と幅広く担

当。 

A12 W 社 
⚫ 新卒後、大手人材会社に入社。15 年以上、大手人材会社の派遣・紹介業務

に従事（インタビュー当時）。現在ベンチャー系の人材会社の経営幹部。 

A13 Y 社 

⚫ 新卒後、食品メーカーにて営業職従事。その後、同社へ転職。求人企業側

（医療関連）のリクルーティングアドバイザーを経験後に、両手型へ移行。

エグゼクティブ紹介部門での人材紹介コンサルティングに従事。 

出所：筆者作成。 
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３．求職者の「意思」と「能力」に対する働きかけ 

 

（１）領域Ａ 求職者の「意思」への働きかけ 

 先ず、領域Ａである求職者の「意思」への働きかけについて取り上げる。エージェント自

身と求職者との関係構築に関して次のような語りが確認できる。 

 

➢ （初めて求職者と会う時）他にもエージェントのお話聞かれましたかと、聞いて

みるんですが、正直何も得るものはなかったと（言われました）。僕を商品だと

思って、早く売りたいんだなっていう感じしかないし、話しても得るものもなか

ったし、正直期待できないなって（Ａ２）。 

➢ （当該求職者の）担当交代が 2 回もあったんです。書類審査が通らない理由、求

人がそもそもないのと、弊社の人脈というかパイプだと、ご提示できる選択肢が

なかったんです。当初は、めちゃくちゃ怒ってましたよ（A３-2）121。 

 

初めて求職者に会う場面においては、エージェントＡ２の語りのように、「ぼくを商品だ

と思っている」等からも類推できるように、初めから信頼関係があるわけでなく、不安定な

関係から支援がスタートせざるを得ないことが確認できる。 

またエージェントＡ３-2 の語りのように、組織との折り合いが悪く転職回数が多い求職

者が書類審査すら通らない状況に業を煮やして、最初からエージェントに不信感をぶつけ

るケースも確認できた。 

一般に、人材紹介会社のサービスは、求職者が当該人材紹介会社の求職者データベースに

登録することからスタートする。次にエージェントは、求人情報と照らし合わせながら職歴

等のいくつかの要件と合う求職者候補を上げ、当該求職者へメールや電話等でアプローチ

することになる。通常は、「〇〇さんの職歴等を拝見して是非お薦めしたい案件がございま

す」というくだりから始まり、接触を試みるという具合である。この時点では、求職者はエ

ージェントについて求人情報を提供してくれる人という感覚ぐらいでしかない。強いて言

えば、定期的にシステムでマッチングされて送られて来る求人メールと違って、なぜ私に連

絡してきたのか、私のどんな職歴等（登録したデータ）に関心を示してくれたのだろうか、

どんな企業の求人案件なのか、情報の出し手である企業への好奇心や自身への何らかの肯

定的な評価に注意が向く状態である。 

その不安定な関係にエージェントはどのように対応していくのか、その点について以下

の語りが聞かれた。 

 

121 インタビューは前述のように、求職者への働きかけ、求人企業への働きかけにおいてエージェント自

身が最も印象に残っているエピソードについて聞いている故、対象者によっては複数のケースがある。区

別するために、上記の表記を行っている。 
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➢ 初回の面談後半で、まず関係性が変わってきたのは自覚しています。案件の紹介

をしたがるエージェントが多いのですが、初回は度外視して、この方が転職すれ

ば何がこれまでより良くなるかと自分がその為に何がサポートできるかに集中

しました。・・・・・・求人情報にとどまっていた他社のエージェントと違い、

どう生きていきたいかを決めていきましょうと（Ａ２）。 

➢ ご本人としては（転職する理由の）軸が明確ではなかったので、徹底的に寄り添

うというか、かなえたいこと何でしたっけ、ということを問い続けるということ

が、一番留意して取り組んだことかなと思っています（Ａ３-1）。 

➢ （常に気を付けていることとして）転職だけじゃなくて、その先何十年とか、20

年先の生活、人生を考えてどうするのがよいかっていう提案を少なからずやる

ということだと思います（Ａ４）。 

 

エージェントＡ２、Ａ３-1、Ａ４の語りのように、求人企業に関する情報提供の前に、求

職者自身のライフプランに寄り添う姿勢、すなわち仕事だけでなくその求職者自身の生活、

生き方、今後の人生を一緒に考えていく姿勢を見せていることがうかがえる。まずは求職者

対人材ビジネス（紹介会社）の関係から、一求職者対一エージェントの関係づくりに注力し

ていると言える。それは、エージェントが所属する人材紹介会社のリソース（求人情報など）

を以てして求職者との信頼関係を築くのではなく、エージェント自身が先ずは、目の前にい

る求職者のことを深く理解する姿勢を開示することによって、自ら求職者に歩み寄る行動

であると解釈できる。エージェントは、転職に関心がある求職者意識の深層について先ず探

るのである。 

 

また、求職者と一定の人間関係（信頼関係）を構築するためのタイミング、時機を伺う語

りも聞かれた。 

 

➢ 大事なのって、何を伝えるかよりも、いつ伝えるかっていうところは、大事だと

思っていて、重視しました。相手が相談したいと持ってきた瞬間にレスポンスを

返すっていう。相談してみたい内容は、転職したいんじゃないかもしれません。

ちょっと話聞いてほしいだけかもしれません。求職者の温度感が変わるタイミ

ングを察知できるかどうかを大事にしています。それまでは関心のありそうな

求人を送ることで関係維持しながらメール文面からキーワードを発掘するんで

す。例えば、「（●●さん：エージェントの名前）だったら、この案件どう思いま

すか」という言葉が出るタイミングを注意深く待ちます（Ａ4）。 

 

エージェントＡ４の語りのように、求職者の人生や仕事探しに対する「温度感」が変化す

るタイミングを見過ごさないように、辛抱強く観察していることが分かる。温度感が変化す
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る一つのタイミングとしては、求職者から、会社（法人）としてではなく、例えば、「●●

さんはどう思いますか」といった具合に、エージェント自身の意見やコメントを求めるタイ

ミングをその契機として捉えていることが分かる。 

以上から、領域Ａである求職者の「意思」への働きかけについて、第一に、「具体的な求

職活動に踏み出す半歩前のタイミングから、人生設計（ライフプラン）の検討に寄り添うこ

と」が挙げられる。 

それは、実際に求職者とのメールや電話のやり取り、さらには面談を通じて求人情報を提

供してくれる人から転職を実現させるためのパートナー（伴走者）に変化するタイミングを

得ることでもある。転職に際しパートナー（伴走者）の存在を自覚することで、「なぜ転職

したいのか、どのようなキャリアや生活を今後重視していきたいのか」話せる相手を持ち、

そして転職を少しでも意識した理由の言語化、すなわちエージェントに対していったん現

職への思いや将来設計に対する不安を吐露することを引き出しているとも言えるのである。 

さらに、不安のみならず求職者の内なる声、普段言葉にできていない欲求を引き出すこと

に関する語りが聞かれた。 

 

➢ 会社の方針（異動）で（配置転換となり）、自分のキャリアを捨て切れないとい

う葛藤があるというところが、この方のキーでした。地元を軸足にして活動しよ

うという話でスタートしたんですが、長い期間お話をしていく中で、ご自身のキ

ャリアの夢が捨て切れないところが、地元にこだわらず探してみたいと、はっき

りおっしゃらないですけど、あるなと感じました。単身赴任をしてでも夢を追い

たいだろうなと感じたので、そうであるならそちらですよねという話をしまし

た（Ａ２）。 

➢ 転職の経緯としては、社内の権力闘争に破れた、もしくは破れそう、ということ

で（ポジションから降ろされ）、子どもをちゃんと大学も行かせたくて、食いぶ

ちもちゃんと確保したいということが一番の想いでした。（大手にいらっしゃっ

て、非常に当初強気でして）優秀なのを認めてほしいとか、優秀ですねって言っ

てほしいのはあると思うんですけど、あまりご自身のことをちゃんと受け止め

る方って、周りにあんまりいらっしゃらなかったぽくって、社内外含めて。離婚

されていて。息子さんも当時、素行がよろしくなく（Ａ３-2）。 

➢ （求職者は）自分の本音というか、ネガティブな部分とかは自らあんまり話さな

いんですよね。実はその時、「（求職者の方が）パートナーがいるっていうわけじ

ゃなかったんですけど、（今の激務を続けていく中で）今後自分が結婚、出産を

出来るようになるのだろか」という不安があったんですよね（Ａ４）。 

➢ 現職の社長との方向性の違いを感じていて、時間がたってもこのまま変わらな

そうだなということ、ご本人の中で腹落ちするまで寄り添いました（A13） 
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エージェント A2 のように、自身のキャリアをあきらめきれないが家族のことを想い、地

元での転職を口にした求職者に対して、「単身赴任してでも自身のキャリアを追い求めたい」

という内心にある言葉をエージェントが代わりに発して確認するケースがあった。エージ

ェントＡ3 は、事業づくりは得意であるが、組織内の政治的調整には疎く、社内の権力闘争

で納得いかないポジションにおかれた求職者の本音を引き出したケースである。その深層

には、以下のような求職者のわだかまりの解消があった。当該求職者は、当初より強気であ

りエージェントの声に耳を傾けてくれない傾向にあったが、家族含めて人と心から丁寧に

向き合ってこなかったことを悔いており、エージェントによる粘り強い向き合い、また相談

相手を得たことで、権力闘争のように、食うか食われるかの世界より、安定的な仕事を選び

時間的な余裕もつくり、家族と向き合いたいという内なる声の引き出しがあった。 

さらに、エージェントＡ4 では、将来を嘱望され激務が続く未婚女性の将来設計、果たし

て自分がこれまでの働き方を続けていくなかで、結婚が出来るのか、男性からみて自分のよ

うな働き方で結婚相手として理解をしてもらえるのか不安である、仕事も大事だが結婚・出

産もしたいという内なる声を引き出していた。 

求職者が転職を意識し始めるタイミング、すなわち人材会社のデータベースに登録する

時点においては、転職を意識し始めた理由や今後、自身がどんな仕事を含め生活や人生を送

りたいのか、本来の自分の気持ちやそのように感じた自身の状況に気づいていないことが

想定される。それは、やはり現職では何らかの外的要因がありながらも、うまく事を運んで

いけていない自分に時間をかけて向き合うことに苦慮し、また非常に個人的な話を他人で

あるエージェントに対してどこまで深く話してもよいのか、仮に話ができたとしても本当

に受け止め、理解してもらえるのかといった不安や疑念が相まって、自己開示という次のス

テージに踏み出すことが出来ない状態が続いていると考えらえる。この期間、求職者は良い

マッチング先が見つかるのかという悩みの前に、自身のわだかまりを解消するのは自分で

あることを認識しながらも、決断ならない自分に焦りやあきらめ、疲れを感じてしまうこと

になる。 

以上から、領域Ａである求職者の「意思」への働きかけについて、第二に、「求職者自身

のあまり見せたくない、露わにしたくない自身の状況に目を向けさせ、そのように思う求職

者自身の状態（コンディション）に気づかせること」が挙げられる。転職のパートナーとい

う存在感を得たエージェントは、求職者のわだかまりを解消する機会をうかがう。 

 

次に、求職者の意欲や覚悟について引き出す語りが聞かれた。 

➢ 困っている企業があって、助けてもらいたいんだけれども、あなた力になれます

かって言って（求人企業を）紹介するんです。そうした時にどういう反応を示す

かっていうことなんです。すごく前のめりになってきて、自分でできることを提

案してくれる方は基本マル。どう反応するかっていうところの、そのレス、しぐ

さ、感覚、そこは感覚になっちゃうかもしれないんですけど（Ａ12）。 
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➢ 面接、面談というよりかは、今、ご興味を持って頂いている企業との会食とか情

報交換とか、接点持っていただく中で、当人同士、企業と個人同士で引かれ合う

ような、そういう働きかけは、私のほうでは、場作りっていうんでしょうか（Ａ

３）。 

➢ （求職者と求人企業をセットした）会食の中で（経営者とその部下との間で）言

い合いが始まって、終わるまで飲み続けるみたいなやつもあって。当初、求職者

は、（求人企業の）経営者の人は、ワンマン社長だと思っていたら、確かにそう

いう強引なところはあるけど、みんなの意見を大事にしようとしている人だっ

てことも（その会食を通じて）分かったので、僕は、その〇〇会社のほうでキャ

リアを積むことを決めましたっていう求職者の一連の話があってですね（Ａ９）。 

 

エージェント A12 のように本当に求人企業の課題を解決することに貢献する意思が、腹

積もりがあるのか、エージェントが求職者の覚悟を確認するケースがみられた。 

エージェント A3 のように、面談の場以外に求職者と求人企業が引かれあうような場（会

食）をセットすることもある。また、エージェント 9 のように、セットした会食の際にも、

ありのままの経営者と部下との関係を垣間見ることによって、かえって求職者の当該企業

に対する求職の意欲や入職への腹落ち感を高めていくケースも確認できた。 

以上のように、領域Ａである求職者の「意思」への働きかけについて、第三に「求職者の

想いや覚悟を確認して、求人企業（特に受け入れ部署担当者等）へ、当該意欲の橋渡しを行

い、求職者の腹落ちの機会をつくること」が挙げられる。 

エージェントが最終的に引き出すのは、求職者が求人企業を選び、求人企業が求職者を選

ぶという双方の意思の合意を作ることである。  

したがって、双方の間に、同じ職場の仲間となるための心理的安全性が必要となってくる。

いつまでも、選ぶ・選ばれるという一種の緊張関係が継続していては合意には至らない。求

職者からすればやはりこの企業で良いのだ、求人企業からすればやはりこの方で良いのだ

という腹落ち、求職活動及び求人活動の終息を演出することが必要となるのである。 

  

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。求職者の意思への働きかけは、

プロセスに沿ってみれば、第 1 段階「具体的な求職活動に踏み出す半歩前のタイミングか

ら、人生設計（ライフプラン）の検討に寄り添うこと」、第 2 段階「求職者自身のあまり

見せたくない、露わにしたくない自身の状況に目を向けさせ、そのように思う求職者自身

の状態（コンディション）に気づかせること」、第 3 段階「求職者の想いや覚悟を確認し

て、求人企業（特に受け入れ部署担当者等）へ、当該意欲の橋渡しを行い、求職者の腹落

ちの機会をつくること」と区分することができる。インタビュー対象者 13 人のうち、特

に第 1 段階に重点をおくものは６人（具体的には A2、A4 など）、特に第 2 段階に重点を

おくものは４人（具体的には A３，A11 など）、特に第 3 段階に重点をおくものは３人
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（具体的には A9、A12 など）である。各段階が固有な意味を持つものの、インタビュー

結果からは、そのなかでも第１段階が相対的に重視されているとみることができる。 
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（２）領域Ｂ 求職者の「能力」への働きかけ 

 

領域Ｂである求職者の「能力」への働きかけについて取り上げる。転職市場の理解に関す

る次のような語りが聞かれた。 

 

➢ （マッチングに入る前に）ご自宅のある地方から、なかなか離れがたいというお

話だったので、待遇状況もキープできる会社が恐らく世の中に存在しないとこ

ろでのお話をお伝えし、理解していただくことから始まりました（Ａ２）。 

➢ お酒が好きって言って、どうしても酒造メーカーに行きたいっていう人だった

んですけどね。・・・基本、そういうオーダー（好きだからという理由）があっ

た場合って、無理なんですよ。求職者の人がこうしたいっていうものって、求め

られる市場とずれてるので、そこをいかにすり合わせていくかっていう作業な

んですよ（Ａ６）。 

➢ 転職は大体 3 パターンぐらいあると思ってるんですけど、今お伝えしたとおり、

今のレベルからチャレンジやステップアップするもの、横滑りのもの、下がるも

のだと思うんですけど。（コンサルティング会社から事業会社経営企画のように）

ステップアップするものは、別の世界（業種）をちゃんと見ていただいて、そこ

の価値なりを感じていただきながらフォローするっていう意味でいうと、エー

ジェントが介在する価値があるんです（Ａ３）。 

 

Ａ２エージェントのように、本人の求める条件に合う求人情報が存在しえないことを伝

えることで、現実を理解した上で求職活動をスタートすることを支援している。また、エー

ジェントＡ６のように、商品やサービスがもともと好きだったからという理由で探してみ

ても、イメージ先行でその業界や職種で求められているものとの乖離が生じることから、す

り合わせ可能なものなのか自覚してもらうことに注力していることが分かる。さらに、Ａ３

エージェントのように、コンサルティング会社から事業会社経営企画部の幹部ポジション

へのステップアップの場合には、求職者にとってはあまり予想していなかった業界であっ

ても、エージェント自身が異業種からの転身事例、活躍事例を語ることで、当該求職者の活

躍イメージを創っていくことも確認できた。 

優れたエージェントは、求人企業への働きかけの項でも後述するが、求職者の持つスキル

や経験によっては求人企業とすり合わせをしながら、新たな求人を作ることにも奔走する

場合がある。ただ、転職市場の相場感からかけ離れた求職者の認識ついては、早めに軌道修

正を行うように働きかける。この認識の修正が適切に行われない場合は、エージェントも求

職者も次のステージ、すなわち面談、選考の過程には移行できないものと考えられる。 

以上のように、領域Ｂである求職者の「能力」への働きかけは第一に、「転職市場（特に

求人案件）の相場に関する客観的理解の支援」である。 
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求職者は、自身のやりたい仕事やその処遇等も含めた願望や条件について、期待感が膨ら

み幻想を抱くことから対話がスタートする場合も少なくない。隣の芝生は青く見えるでは

ないが、たとえ同じ業界でもあっても、求人にある背景情報を把握しているわけではない。

異なる業種や職種であれば、その程度はさらに大きくなる。特に、今回扱っている「管理職」

や「専門職」の求職者においては、ＷＥＢ上で公開されている求人情報は一部であり、多く

は特定の人材紹介会社、すなわち求人企業との取引口座のある人材紹介会社のみに公開し

ている非公開求人が対象となる。エージェントは、求職者の抱く理想の求人への期待感や幻

想を、客観的データを示しながら軌道修正を行ったり、他方で一見結びつきがイメージでき

ない求人であっても、これまでの転身事例を紹介したりするなどして、挑戦の間口を広げて

いくための働きかけを行う。 

 

選考に臨む際の求職者のスタンス・姿勢に関する次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 転職回数が多いことは日本企業にとって（イメージ）悪いことであるっていうの

を本人が認識してないと、結局、態度で出てしまって、・・・・（面接官は）その

方を採用した責任っていうのがあるんで、転職回数が多い方を採用することを

リスクに感じるわけですね。こういう話を求職者にしてあげると、分かってくだ

さいますし、そういうマインドで面接で、心して話をしていただけるところです

ね（Ａ５）。 

➢ 経歴から見ると、（正社員経験がなく）NG になっちゃうのは分かるんだけど、

もう一回、面接の機会をセッティングしてくれないかっていうことを頼み込ん

で。自分の良さとか、強みと、企業から見たときに、何が強いかって大体ずれて

ることのほうが多いので、エージェントが挟まるっていうことは、客観性を伝え

るっていう役割だろうというふうに思ってたので、一般的にはあなたのやって

きた仕事はこうです。なんで、前職での仕事ぶりを自信もって忠実に語り、正社

員へ挑戦してきたその過程、そこを強く言ってくださいとかっていう調整役を

務めるっていうのは、すごく意識して（A6）。 

➢ 私が（求職者に対して）やったこととしては、出てくる面接官がどんな方、バッ

クグラウンドが何、どんな志向性を持っているとか。それは私が担当してから蓄

積してきた情報があったので提供できるんです（Ａ11）。 

 

エージェントＡ５のケースは、転職回数が多い求職者に対して求人企業の懸念をエージ

ェントが予め伝え、その懸念を払しょくするような求職者自身のアピールの仕方について

助言したものである。当該求職者は、結婚をして子どもを授かり、安定して仕事を続けてい

くことが転職の理由であった。一方で、求人企業は転職回数の多さが気になり、優秀である

が、周りと馴染めない人材でないか、転職してきても踏み台として数年でまた転職するので
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はないかという懸念を払しょくできない限りは採用決断に至れないジレンマに陥っており、

その状況にエージェントが介入し、求職者本人の面接に臨む姿勢にアドバイスを行ったも

のである。 

エージェントＡ6 は、正社員経験のない求職者であったが、エージェントが前職までの仕

事ぶりを客観的にみた結果、求人ニーズを満たすと判断して、選考に漏れたにも関わらず再

度チャレンジの機会をつくり、加えて契約や派遣社員時代の働きぶりを忠実に求人企業へ

伝え、そして正社員へのキャリアを挑戦してきた過程を説明することを促した結果、マッチ

ングにつなげたものである。 

また、エージェントＡ11 は、面接官のその場に臨む志向性なども、エージェントが理解

しており、面接官の役職が上がっていくにつれて、志向性の違いがあることも求職者に予め

説明することでよりマッチングを有効的に行うプロセスに貢献している。それが可能とな

るのは、エージェントが当該求人企業に入り込み、何度も採用、不採用のケースを支援した

蓄積が背景にあるからとも言えよう。 

以上のように、領域Ｂである求職者の「能力」への働きかけ第二は、「求人企業側の採用

に関する背景や基本スタンスを踏まえた有効的な求職者のふるまい、発信のサポート」であ

る。 

求職者は、求職者ならではの「言葉」で自身をアピールする。その方が、自身のことを話

し慣れているからである。一方、求人企業は求職者が選ぶ一つひとつの言葉や言い回し、話

す内容の順番などから、自社にとってマッチする人物なのか見極めようとする。通常、数時

間程度の面談で自社にマッチする人材なのか見極めることは困難なことであるが、転職市

場においては、生涯年収数億円とも言われる人材を正規雇用として採用するのに数時間の

面談で決断する。そこで、エージェントは面談、面接の論点を予め双方から聞き出し、アジ

ェンダを設定する。それは、求人企業からすれば職務経歴書からは求職者の見えない部分の

確認でもあるし、また求職者からすれば、あまり聞かれたくない領域でもあるだろう。限ら

れた時間の中で、求人企業も求職者も一定の決断を下さないといけない。なぜなら、新たな

求職者は控えているし、次の求人企業も現れるかもしれないからだ。いちからお互いに論点

を探っていては非常に非効率である。 

エージェントはあらかじめ、求人企業が当該求職者に興味・関心を示しているものの、他

方で懸念点を持っていることも伝え、面談での論点を明確にすることにも注力している。 

調査対象となったエージェントは、濃淡はあれ、求職者との対話を通じて、求人企業での

面談の場をイメージしている。すなわち、求人企業は当該求職者の職歴やこれまでにあげた

成果について確認はするが、評価するのはその過程（プロセス）であると言うことである。

素晴らしい成果を上げていることは、決してマイナスにはならないが、そうではない成果や

時には失敗からも、当該求職者がどのような振る舞いをして、状況を打開していったのか、

彼や彼女の能力や姿勢の再現性を評価して、それらをアピールポイントとして助言してい

るのである。 
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次に、求職者の価値観に関する次のような語りが聞かれた。  

 

➢ 会食って、人となりを知るために、企業側が求職者を選定するためにやることが

多かったり、または、企業側が求職者に気に入ってもらうためにやるみたいな、

イメージなんですけど、その求職者の方は、どういう経営者とか、どういう裁量

があるかっていう、最初に大事にしている 2 点を自分の目で確かめたいという

話だったんですね。私からは、なるべく普段の話ができるような感じで、（会食

に）いろんな役職の人を呼ぶようにしてくれってお願いしました。ある意味、ス

キルのマッチング自身は既に済ませていて、最後の決め手になったのは、大事に

したい 2 点の価値観みたいなところが、オーナーとの性格も含めて、また、組織

も含めて、マッチしてるかどうかっていうところを見定めたのが、求職者の方だ

ったということなんですよね。最後の決め手になるんです（Ａ９）。 

➢ 結局その面接する方って受ける方（求職者）の同格以上じゃないですか。恐らく

その方の部下になる可能性が高いときに（上司との）相性どうなのかなとか、面

接・選考というより面談という形式で（別途、求人企業につくってもらい）後押

しする場をつくることも大事なんですね（Ａ13）。 

 

エージェントＡ９のように、求職者の仕事に対して大事にしたい価値観、例えば、どれく

らい仕事の裁量権があるか、上司・経営者に対して人格的に尊敬できるか等を会食の場をつ

くることにより、確かめることを支援していることが分かる。また、エージェントＡ13 の

ように、面談において求人企業のことを理解、見極めることのみならず、おそらく直属の上

司となると思われる求人企業の社員との気軽な面談をセットすることで、求職者からみた

相性を確認することを支援していることもわかる。 

以上のように、領域Ｂである求職者の「能力」への働きかけの第三は、「求職者が仕事に

求める価値観について、求人企業のスタンスと実際どれくらい親和性があるのか、確かめる

場面とプロセスを提供すること」である。 

求職者が最後に決め手としたいのは、自身が大事にする価値観を求人企業が受け入れて

くれるのか、組織風土とマッチをするのかということである。組織風土とは、当該組織を構

成している個人の考え方や性格や、態度や振る舞い、何が称賛され、卑下されるのかその対

象や内容であるとエージェントは捉えている。エージェントは、その価値観の親和性の確認

を時に会食等の場を作り、演出する。部長クラスとの一対一の場もあるが、当該組織の飲み

会（役職の幅があるメンバー構成）に求職者が参画する場面をつくることもある。 

求職者の価値観について、それは前職の離職理由の一つでもあることが多いが、その価値

観を会食の場等を通じて互いに確認し合う場づくりを行うケースがみられた。そのような

演出を行うのは、例えば年収金額などの何か一定の条件が有る訳でなく、エージェント自身

が当該求人企業について自信をもって推している、ファンになっている、どんなエージェン
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トよりも当該求人企業について知り尽くしているという自負があるケースで行われている。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。求職者の能力への働きかけは、

プロセスに沿ってみれば、第 1 段階「転職市場（特に求人案件）の相場に関する客観的理

解の支援」、第二段階「求人企業側の採用に関する背景や基本スタンスを踏まえた有効的

な求職者のふるまい、発信のサポート」、第三段階「求職者が仕事に求める価値観につい

て、求人企業のスタンスと実際どれくらい親和性があるのか、確かめる場面とプロセスを

提供すること」と区分することができる。インタビュー対象者 13 人のうち、特に第 1 段

階に重点をおくものは６人（具体的には A2、A３など）、特に第 2 段階に重点をおくもの

は 5 人（具体的には A５，A11 など）、特に第 3 段階に重点をおくものは 2 人（具体的に

は A9、A13）である。各段階が固有な意味を持つものの、インタビュー結果からは、その

なかでも第１段階が相対的に重視されているとみることができる。 
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４．領域Ｃ 求人企業の「意思」と「能力」に対する働きかけ 

 

（１）求人企業の「意思」への働きかけ 

 領域Ｃである求人企業の「意思」への働きかけについて取り上げる。採用の必要性や背景

についての問い直しに関する次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 一回ゼロリセットしましょうと。そもそもなんで採用するんでしたっけ、なんで

現地化するんでしたっけ、その辺のディスカッションをして。それって、現地で

きょう即戦力になるような人材でなくてもいいんじゃないのって、お互い気付

いたっていうか・・・（人事部でなく）現場の海外事業部長に直接質問すること

で、海外事業部長が人事の方と最初にディスカッションをした状態に戻ったん

だと思うんですよ、そこから立て直すことも必要なんです（Ａ1）。 

➢ 要は先方の言ったことがそのままニーズになるわけではないってことなんです

よね。人を採用する目的ってのは多くの場合、事業の拡大とかって目的があるの

で、その目的を深く理解したら解決する手段として（人の場合は）こういう人が

いいんじゃないかっていうのを一緒に作り上げて、私はお連れする役割（A11）。 

 

Ａ１エージェントのように、求人活動に入る前にエージェントより、採用理由や背景につ

いて、問い直す場面が確認できた。例えば、海外法人の現地化を急ぐ求人企業では、エージ

ェントによる問い直しにより、今すぐ現地法人の経営を担う人材探しから、現地化へのプロ

セスにおいて必要な人材の要件整理の方が重要との気づきを得ることになった。ライン上

のワーカーの欠員補充等でなく、専門職・管理職層の外部からの人材確保ニーズは、社内で

もその要否や内容について熟慮され、はじめて顕在化するものと考えられるが、曖昧な場合

も多く、エージェントはその採用の必要性や背景について問い直しを行っている。また、

A11 エージェントのように、求人企業の採用ニーズを鵜呑みにせずに採用する目的を深く

掘っていくことで採用の必要性について踏み込んで確認している。 

以上のように、領域Ｃである求人企業の「意思」への働きかけ第一は、「外部からの人材

確保が必要となる背景・理由の再確認、吟味」である。 

求人企業の多くは、人材確保を「自明」としてエージェントに相談する。ただし、優秀な

エージェントは、求人企業のニーズを鵜呑みにしない。特に、労働需給が逼迫している状況

においては、優秀な人材を確保することや囲い込むことを目的としまう傾向が強くなり、本

来、当該組織が置かれている課題や問題点への熟慮が十分になされないまま、求人活動に邁

進しまいがちである。 

人材紹介業をビジネスとしている限り、エージェントはマッチングして初めて、手数料を

得ることになるが、優秀なエージェントはそうした人材欠乏のニーズに、商材である人材で

満たすことのみに関心があるわけでない。むしろ、企業の人材ニーズの背景にある問題意識
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をより明確にすることに注意を払う。それは、求人企業のためにという職業倫理的なプロ意

識のみらならず、人材を必要するその理由や背景を十分に把握し、鮮明に出来ている求人企

業こそ、必要な人材に訴求力のある発信を行うことが出来るということを経験的に掴んで

いるからである。 

 

次に、求人企業が持つ人材イメージの素描に関する次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 今回の案件では、主体的に事業を推進できるような、実績と、人間力と、リーダ

ーシップみたいなところがある方じゃないと務まらないなっていうふうに思う

んですけど、当初、意外と若手に任せてしまおうみたいな発想から採用しようと

されていたので。何となくのぼんやりとしたイメージを持ってらっしゃったっ

て状況ですね・・・先ずはそこから違うんですよという話をしていきます（Ａ５）。 

➢ 結果的に 30 歳前半まで、正社員としてキャリアを積んでこなかったということ

自体が、会社員、人事から見ると、価値がないとみなしてしまう。まず、その時

点でお断りされることが多いんです。人の気持ちがくみ取れるというか。営業が

できるだろうなっていう見立てが出来ました。これは何とかしてあげたいなっ

て思って紹介したわけですよ。ただ、案の定落ちてしまい、ただもう一回、面接

の機会をセッティングしてくれないかっていうことを頼み込んで（Ａ６）。 

➢ 女性で、しかもポストドクターなんていう理由で、人事の方が「無理ですね」と

言ってきたんですけど、過去に入社されていた方のご経歴だったり、その会社で

求めてる研究テーマだったり、実際の雰囲気だったり、みたいなところを全部掛

け合わせたところで、絶対に間違いがないと、その時は人事の方に断言しまし

て・・・自分が会って間違いないと思った人だから、面接してくださいよ、とい

うのを、かなり説得したところ、取りあえず会うだけね、ということであったん

ですけど（Ａ10）。 

 

Ａ５エージェントのように、当初、会社組織に柔軟に対応できるであろうということで若

手人材を希望したケースであったが、求人案件に必要な能力や資質を整理した結果、若手に

こだわる必要はないのではないかと説いている。Ａ10 エージェントのように、女性博士号

取得者に対して自社には合わないとの思い込みを持つケースがあったが、推薦できる人材

と判断すると求人企業の固定概念を払拭するために働きかけている。また、Ａ６のように、

正社員経験のない 30 代男性について、エージェントがなぜ当該求人案件に合致する求職者

であるか、推薦理由書を丹念に記載して、一度は落ちた求職者であったが、人事を説得して

再面談をお願いし採用に至るケースも確認できた。 

以上のように、領域Ｃである求人企業の「意思」への働きかけ第二は、「求人企業が持つ

人材イメージ（固定概念、先入観）の払しょく」である。 
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求人企業の採用担当者も人材を見極める経験値が高く、また多くの社内人材に関わって

いる。そうした積み重ねた経験から、描き出す特定の属性等に対する人材イメージは時とし

て、求人企業の採用可能性を狭めてしまうリスクを持つことをエージェントは気にかけて

いる。「転職回数」、「正社員経験」、「博士号取得者」、「女性（特に男性社員の比率が高い場

合の）」に関して、求人企業が持つ固定的な人材イメージの払しょくをエージェントは行う。 

 

次に、社内における採用過程に関する次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 人事と部門の関係性を理解して、エージェントが（現場部門に）入り込むと人事

が知らないところで勝手に部門と打ち合わせをして、人を紹介しちゃってそも

そも募集要件、募集人数じゃないポストで紹介してしまって進めてしまうとか。

人事からするとそれちょっと困るよって。そういうことがないように、人事と部

門の社内の関係性を理解して情報共有するとか・・・また、私の方もでも（当該

求人案件において）進捗が止まったら（その解決のために）社内で誰か突っつい

た方がいいのかってのは人事に共有してお願いするとか（Ａ11）。 

➢ ある程度大きい会社になるとそれぞれの部署の利害って出てくるじゃないです

か。「現場は言ってるけど、実際うちこうだから無理だよ」みたいな話とかって、

人事の方よく言ってたりするんですけど、私たちは気にせず、利害ないので、ど

っちに対しても言えるので、そこは（人事、現場部門双方に働きかけ）調整弁み

たいなところありますよね（Ａ13）。 

➢ 問題は、最終面接の人事部長だったんですけども、部長となると、過去の習慣、

慣習みたいなのを崩せない。それをどう脱却していくかっていうの、結構ポイン

トになりました。取った方法としては、1 次面接でお会いいただいた（当該求職

者の）上司になる方とコミュニケーション取って、自分としては、人事部長が止

めるリスクがあるんじゃないかというふうに思っていますとその方と共有して、

人事部長の説得方法を一緒に考えたりしました（Ａ５）。 

 

エージェントＡ11 やエージェントＡ13 のように、当初は人事部門から求人依頼を受ける

ものの、その後に現場部門とやり取りをする過程で、現場部門が独断しないように人事部門

へ情報共有を行ったり、当初の人事部門の求人計画では、採用進捗が思わしくない場合は、

人事へ再考を求めたりするなど、調整を行っている。また、エージェントＡ５のように、人

事部長でひっくり返されるリスクがある場合には、１次面談時の上司とコミュニケーショ

ンを取り、一緒に人事部長の説得方法を考えるなど現場部門の支援を行いつつ、社内での円

滑な意思決定に働きかけを行っている。 

以上のように、領域Ｃである求人企業の「意思」への働きかけ第三は、「求職者の選定に

関する社内合意形成のサポート」である。 
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優秀なエージェントは、当該求人企業内部の多くの関係者とのネットワークを有してい

る。まずは、人事部の採用に関わる意思決定過程に関わる人物である。採用担当者との面談

はもとより、人事課長や人事部長といった階層が上になるにつれて、当該人物の面談に臨む

際の志向の特徴を掴んでいる。それは、直接打ち合わせ等で会った際の観察の賜物でもある

し、また採用・不採用になった求職者からの声を丹念に拾ったものであることもある。人事

採用ラインで起こり得る判断や事象等を予想して、現場部署の上席者と調整を行うケース

もある。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。求人企業の意思への働きかけ

は、プロセスに沿ってみれば、第一段階「外部からの人材確保が必要となる背景・理由の

再確認、吟味」、第二段階「求人企業が持つ人材イメージ（固定概念、先入観）の払しょ

く」、第三段階「求職者の選定に関する社内合意形成のサポート」と区分することができ

る。インタビュー対象者 13 人のうち、特に第一段階に重点をおくものは４人（具体的に

は A1、A11 など）、特に第二段階に重点をおくものは６人（具体的には A６，A10 な

ど）、特に第三段階に重点をおくものは３人（具体的には A5、A13）である。各段階が固

有な意味を持つものの、インタビュー結果からは、そのなかでも第二段階が相対的に重視

されているとみることができる。 
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（２）領域Ｄ 求人企業の「能力」への働きかけ 

領域Ｄである求人企業の「能力」への働きかけについて取り上げる。求人ニーズの解読に

関する次のような語りが聞かれた。 

 

➢ （求人ニーズですが）部署（海外事業部門）が人事にオーダーするときに（適切

に言語化されていないことが多く）書き換えられてしまうケースもあれば、人事

が人材紹介会社にオーダーするときに記号化されてしまうケースもあるんです

けど、こんな経験持ってて、こんな資格持ってて、実態とは、かけ離れた要件提

示をなされる形で人材紹介会社が受け取ることが多いんです。解決したい課題

に対して、採用のプロではない人が書いた処方箋を基に、われわれが人を探して

も、その処方箋を基に探した人って、課題解決のソリューションにはなり得ない

ですよね（Ａ１）。 

➢ 最初、（紹介実績のあった）とある部署でざっくりとこんなニーズがあって、一

回会ってくれないかと。実際、その事業の背景をしっかり聞くと、寡占市場をひ

っくり返すっていうことなんで、最終的に提案したのは、その寡占市場を占めて

いた外資系の企業に過去在籍していた人を提案して、成約まで至るんですけど

（Ａ５）。 

➢ 求人が出てくるとなったときに（直接）部門の方とのヒアリングの段階から私が

同席することに。人事の方はこの募集を充足させたい。部門の方はよい人材を採

用したい。私はどういう転職者がいるのかを知ってるってことで、毎回打ち合わ

せのときに実際どんな人がいるのかいないのかっていう情報を提供しますし、

彼らが何を求めてるのかってのを理解する。そうすることによって部門の方、い

わゆる役職者の方には 50 人強はお会いすることができました（Ａ13）。 

 

Ａ1 エージェントは、人事部と海外事業部長と間に入り、海外事業部門長へのヒアリング

を行うことで、求人企業が真に必要となる人材ニーズを明らかして整理するなど、事業部長

の壁打ち相手となっている。Ａ5 エージェントにおいても、ざっくりと大括りにされた求人

ニーズに対して、現場部署との面談により同部門の寡占市場への攻勢の戦略を汲み取り、そ

れに合う求人像をあぶり出している。また、Ａ13 エージェントのように、企業に信頼され

ていると、人事部門と採用部門、エージェントの 3 者による打ち合わせが設定され、多数の

現場職員への面談を行い当該企業の組織文化を深く理解し、一緒に求人像をすり合わせる

までに至るケースもある。 

さらに、エージェントＡ1 の語り「採用のプロではない人が書いた処方箋を基に、われわ

れが人を探しても、その処方箋を基に探した人って、課題解決のソリューションにはなり得

ないですよね」にあるように、優秀なエージェントは、マッチングがゴールでなく課題解決

の糸口がつくれたのかに拘っていることがうかがえる。 
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以上のように、領域Ｄである求人企業の「能力」への働きかけの第一は「必要な人材像の

精緻化・修正、又はゼロベースからの組み立てを行うこと」である。 

優秀なエージェントは、求人企業が求める人材像について懐疑的なスタンスから入るこ

ともある。そのようなスタンスを取る主な背景は、採用部署から人事部への採用ニーズの伝

達段階で情報が安易に記号化されるケースも生じるからである。採用部署の人材ニーズは、

人材要件からスタートするものでない。採用部署が、現在行っている業務や今後実施予定の

業務を構成する職務の話であったり、問題点や困りごとであったりする場合が多い。この際、

職務までが言語化できているわけではない。ただ、そのような情報が人事部へ伝わる段階で、

ざっくりとした人材要件に短絡的に落とし込まれることもあるのではないかと推察される。 

 

さらに、人材要件に関する次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 要件を整理していったところ、まず一番大事なことっていうのは、サービスポリ

シーというか、あくまでもメード・イン・ジャパンの製品を日本流のサービスク

オリティーでもって、アフターサービスも含めて、差別化を打っていきましょう

と。そこが彼らのビジネスの鍵だったもんですから、（製品知識より）じゃあそ

こをよく理解している人材でいきましょうと（Ａ１）。 

➢ 研究のマネジメントができる方が欲しいというニーズを聞いておりました。現

任の方が役員でいらっしゃるんですが、60 過ぎなってるので後任になりうる方

を、という話でした。特許の件数をすごく書いているだとか、人のマネジメント

にたけている、保有している技術のことに理解がある、とかそういった人材要件

でしたが、話をするうちに自分の意見を持って発信をしながら、周りの方を巻き

込んでいくような、いわゆる周囲を巻き込める方を最も求めているのが分かっ

てきたんです（Ａ11）。 

 

Ａ１は、当該会社の製品の理解が深かったり、現地での企業立ち上げのスキルがあったり、

日本流のサービス提供について経験値が高いなど過大となりがちな人材スペックについて、

求人企業との面談を通じて、人材市場（データベース）に存在することを確認しつつ現実的

な人材要件の整理に貢献しているケースである。Ａ11 は、研究開発マネジメント人材の退

職に伴い、その後任を採用する際に、現任の人材の特徴に照らした人材要件について、最も

求めることは何か、すなわち入職して学べることと元来持っているもの、身に付けているこ

とを整理した結果、周囲の巻き込み力を優先とする判断に寄与したものである。 

領域Ｄである求人企業の「能力」への働きかけの第二は、「必要な人材の要件（スペッ

ク）の重みづけを行うこと」である。 

求人企業との面談の中で、エージェントは最終的には求人票を作成し、候補者を探す、或

いは候補者を募るプロセスへ移行する。求人企業は、抱える課題を解決してくれる人材を求
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めることから、必要な人材要件は過大となることが多い。自社の技術をよく理解してくれて

いる人材等、おおよそ公開していない情報まで理解してくれている人材を求めてしまうこ

ともある。入職時点で、必要なスキル・知識が何で、入職後に身に着けてほしいものは何か

等の時間軸で人材要件を整理できていないことが多い。エージェントは、保有する人材デー

タベースから、当該会社が希望する人材要件にマッチする人材がどれくらい存在するのか、

照らし合わせながら、人材要件を整理、何を優先すべきか、重みづけのサポートを行う。 

さらに、マッチングに関する助言の範疇を超えて求人企業の人材採用戦略、戦術に関する

次のような語りが聞かれた。 

 

➢ お客さまの事業の発展を人材という面から切り口で切ったときに、どんな支援

ができるか。採用の相場ではなくて、事業発展のための手段として、こういう採

用の仕方もありますよねとお話ができると。お客さまに求人みたいなものをい

ただいていなくても、自分がこのお客さまの事業発展にとって相性がいいなと

いう人材がいた場合については、言われなくても、お客さまのところへ提案しま

す（Ａ２）。 

➢ 兄貴分的な社長なので、結構こちらがお伝えすることを受け入れてくださる余

地が、ものすごく多くて。選考についていうと、ターゲットですとか選考期間で

すとか、あと打ち出しですね。どういう形で、求職者にアピールしていただくか、

みたいなことは、ほぼ全て提案して、全てご了承いただけて。・・・結果的に採

用がうまくいくっていう、自分が関与してる価値みたいなものを感じられたの

は、すごくやりがいではありました（Ａ３）。 

➢ 私の強みは、（当該求人企業の）中途採用に関するデータを持っていくっていう

ところですね。普通のデータじゃなくて、そのポジションごとだったりとか、そ

の事業部ごとのデータを取って、各事業部でこういう数値の差があるみたいな

ところのデータを企業に持っていって、この原因って何なんでしょうか、みたい

な問題分析をするみたいなことはありますね。採用課題を、見つけてあげること

がエージェントの仕事であると私は思ってるので（Ａ10）。 

 

Ａ2 エージェントは、当該企業の事業発展にふさわしい人材をみつけた場合は、顧客が求

人していない状況にあっても、事業発展に必要な人材活用を提案している。 

Ａ3 エージェントのように、創業間もないベンチャー企業に対して言わば、「採用担当顧

問」的な位置づけで経営者から相談を受け、経営者と二人三脚で人材確保に奔走するケース

も確認できた。 

また、Ａ10 エージェントのように、社内事情に詳しいことを背景として、当該企業の採

用に関する課題について整理してその対応策について提案を行ったりするなど、人材採用

コンサルティングの領域に踏み込んだエージェントの行動を確認することができた。 
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以上のように、領域Ｄである求人企業の「能力」への働きかけ第三は、「事業課題解決や

成長に向けての人員計画、採用方法・手段に関してエージェントなりの提案を行うこと」で

ある。 

求人企業と継続的な取引を行っている、または経営者に見初められたエージェントは、時

に、各求人案件に関する相談を超えて、当該企業の人員計画や採用方針に対しても提案を行

う。このような役割は、求人企業との一定期間の良好な取引関係、経営幹部との信頼関係が

ベースにあるエージェントがなし得る貢献である。 

 以上を要するに、次のようにまとめることができよう。求人企業の能力への働きかけ

は、プロセスに沿ってみれば、第一段階は「必要な人材像の精緻化・修正、又はゼロベー

スからの組み立てを行うこと」、第二段階「必要な人材の要件（スペック）の重みづけを

行うこと」と区分することができる。ただし、第三段階に必要な能力は、本調査において

は特定できず、その代わりに求人企業の求人活動全般にかかわる能力として、「事業課題

解決や成長に向けての人員計画・採用方法に関するエージェントの提案」を取り上げた。

インタビュー対象者 13 人のうち、特に第 1 段階に重点をおくものは 6 人（具体的には

A5、A13 など）、特に第 2 段階に重点をおくものは 3 人（具体的には A1、A11 など）、特

に人員計画や採用方法に重点をおくものは 5 人（具体的には A2、A３など）である。各段

階が固有な意味を持つものの、インタビュー結果からは、そのなかでも第一段階が相対的

に重視されているとみることができる。 
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５．優秀なエージェント機能の伝承 

優秀なエージェント機能は、どのようにしてエージェント自身が納得し、その機能が継続

され、さらには、組織としての方針化等も含めて同僚や後輩たちに引き継がれていくのか。

これを把握するため、インタビューでは、まず、当該エージェントが自身の役割をどのよう

に捉えているのかを聞き、次に、社内ルールや方針の如何、および個人的なネットワークに

よる同僚や後輩との関係について聞いている。 

 

（１）エージェントの自身の役割に関する受け止め  

エージェント自身の仕事に対する姿勢に関して次のような語りが聞かれた。 

 

➢ もちろん自分の利益は取りたいですし、売り上げも立てたい気持ちはあります

し、それでも相対する方にとって一番いい結果をサポートさせていただきたい

というのが強くあるので。数字のための仕事もしなければ成立しない事業なの

であれば、やりたくないので、もしくは力が通じなくてそれしかできないのであ

れば、いつでも身を引こうと思っています（Ａ２）。 

➢ エージェントとしては良くない発言なのかもしれませんけど、自社で決まらな

くてもいいと思ってるんですよね。その人が求める答えが早く出ればいいと思

います。すごく有望な人材の方で、一瞬で決まってしまうような方を、他社と取

り合うようなことは別にやりたいと思ってなくて、他社があんまり相手しない

ようなとか、ちょっと時間かかるから置いておこうっていうような人を、いつか

そのタイミングが来たら支援しようって、関係をつないでおくっていうことを

重視してやってます（Ａ４）。 

➢ 求職者に対して、回答期限、必要以上にせまらない。こっちの都合っていうか、

こちら側が働きかけたりとかして切っちゃうっていうのは、あんまり好ましく

ないというか、・・・迷ってるときに必要以上に回答期限を早めに切ったりとか

っていうようなのとかは、少なくとも自分が覚えている限りのところではやっ

てる記憶はないですかね（Ａ10）。 

 

 Ａ2 エージェントは、売上をあげる（数字をあげる）プレッシャーに晒されながらも、

相手にためになる支援が出来ないまま数字だけをあげるような状況になれば、いつでも

身を引くとの決意を語っており、それだけ自身の仕事に自負を持っている。Ａ4 エージェ

ントは、自社を通じてマッチングさせることに拘泥せず、またどこでも決まってしまうよ

うな有望な求職者を取り合うこともせずに、マッチングまでに時間を要しそうな求職者

にゆるやかに寄り添うことを希望している。Ａ10 エージェントは、内定が出た求職者に

対していたずらに意思決定の決断を迫ることはしてない。 

優秀なエージェントは、いたずらに求職者、求人企業ともに急がせることはしない。当
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然、目標とすべき売上（ノルマ）を達成しなければならないというプレッシャーには晒され

ているものの、自身が対峙している相手の利益を裁量がきく範囲の中で、最大限優先させて

いく姿勢を堅持している。特に、求職活動や求人活動を本格化させるタイミングを重視して

いるエージェントが多く、とりわけ求職者に対しては、期間を要しても自身の顧客との位置

づけ、関係性が全くのゼロとならないように、細く長く付き合っていることが垣間見えた。 

エージェントが捉える自身の役割価値の第一は、「相手の利益を優先し、相手にとって適

切なその時機を待つ」ということである。 

インタビュー対象者は、好業績者としてみなされているエージェントである。こうしたエ

ージェントは、短い期間でマッチングまで持っていくことが出来る求人案件を持ちながら

も、関係性を継続し、求職者の活動に対する温度が上がったタイミングを逃さずに支援を集

中していく等のメリハリを強く意識していた。こうした行動を日々重ねることにより、温度

が上がる求職者も積み上がり、月次の平均的な実績にさらに追加される形で、マッチング件

数は増えていくものと推測される。さらには、粘り強く、求職者及び求人企業と向き合うこ

とで、求人企業から信頼を得て、独占的に当該求人企業の案件を扱うことにつながる等、エ

ージェントの姿勢は、高い職業倫理感を持つプロフェッショナルという捉え方だけではな

く、営業成績を継続していくための戦術としても評価できるものであると考えられる。 

 

エージェントの自身の仕事に進め方に関する次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 突き詰めれば、答えは相手の中にあります。コーチングのコンセプトに近いです

ね。人材市場とか具体的な求職者の情報は、圧倒的に持ってるんですよね。情報

の非対称性を考えたときに、ついつい話す、情報提供するっていうスタンスに陥

りがちなんです、この仕事って（Ａ１）。 

➢ （求人企業に対して）その方が考えてることを理解する、価値観を深く知るって

いうことになります。企業がどうとかってことではなくて、あなたはどう考えて

るんですかっていうのを、ただ理解するということを意識しました。例えば、ド

ア開ける瞬間から相手のために役に立とうっていうマインドセットしてからド

アを開けるとかですかね（Ａ11）。 

➢ 私たち転職のプロというか、会社のことを知る、どういう製品を作ってて何の技

術が使われてるかとか、・・・あんまそこって大事じゃないと思ってて、どちら

かというと転職する上でこの会社のコアとなる考えってどうなんだっけとか、

例えば変革をすごいやってるタイミングですよとか、そういうコアなものがあ

るんですけど、そこをつかむことがすごい大事（Ａ13）。 

 

Ａ1 エージェントは、求職者の内にあるものを引き出していくことを信念としているもの

の、時としてエージェントから求職者への情報提供に偏りがちであるスタイルに自ら警鐘
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を鳴らしている。Ａ11 エージェントは、求人企業に対して、企業よりむしろ当該担当者の

声やニーズにこたえようとマインドセットして、商談に臨んでいる。Ａ13 エージェントは、

製品や技術情報よりも当該求人企業のコア、妥協できない存在価値を掴むことに注力して

いる。 

エージェントは、対話を通じて顧客のコアを掴むことに注力している。ここで言うコアと

は、求職者及び求人企業が大事にしている価値観のことであり、将来に向けたビジョンであ

る。エージェントの仕事は、単に、求人情報や求職者情報を双方に向けてデリバリーする仕

事ではない、そのような行為とは一線を画し、その背景にあることを掴むことを自身の価値

として認識している。 

エージェントが捉える自身の役割価値の第二は、「ヒアリングでなく対話を通じて顧客の

コア、すなわち譲ることのできない価値観やビジョンを掴むこと」である。 

 

さらに、エージェント自身の仕事の領域に関して、次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 対話をするように心掛けています。仕事柄、ヒアリング癖が付いているので、聞

かれて答えたお客さまにとってメリットかと言われると、必ずしもそうでもな

いときがあると思いますので、基本方針は、私の仕事がサービス業であるという

意識を持つことです。（ご提案できる求職者候補の）履歴書の値段で頂戴するに

は、あまりにも高い手数料をいただいていると思っています。そこに（活動）ま

つわる全ての工程がサービスだと思っています（Ａ２）。 

➢ （弊社のデータベースであれば）お客さんの言うとおりの人を出しておけば、決

まるのは決まるのでいいのかもしれないですけど。本質的じゃないなと思って

ましたし、価値ある仕事なのかって言われると、そうじゃないなっていう思いが

あるので。あるべき姿はこっち（エージェントの働きかけにより求職者を再評価

いただいたこと）だと思ってるので（Ａ5）。 

➢ 企業のこととか、産業のこととかが分かってないと（話にならないのですが）、

話だけ聞いても、だったらそれ、仲のいい友だちに聞いてもらえばいいじゃんっ

ていう話なので、相談来た人が期待してることは、じゃあ次、私、どうしたらい

いの、とかっていうアドバイスなんですよね（A６）。 

 

Ａ2 エージェントは、情報獲得に集中するあまりヒアリング癖がついていることを自覚し

ており常に対話を意識している。さらに、求職者及び求人企業の活動プロセスへの役務提供

（サービス）を自身の仕事として捉えている。時に、人材紹介会社のパンフレットには、自

社が持つ人材プールがいかに大量であり、かつ高質であること（スキルフルな人材を保有し

ていること）が冒頭に記載があり、アピール材料として捉えている向きも少なくないが、エ

ージェント個人は自社法人が持つ情報価値よりも、相手との対話に際しての自身のサービ
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ス（機能）が手数料を頂く対価であると認識している。 

A5 エージェントは、自社の保有するデータベースを活用すれば、顧客のニーズを満たす

人材を提案できるが、自身の本質的な役割ではないと認識している。顧客企業への助言を通

じて、求職者への固定的な評価を見直すなどの影響を与えていくことを自身の役割価値で

あると捉えている。また、A6 エージェントは産業や企業理解などの顧客理解に繋がる情報

を有していることは当然としながらも、エージェントの役割価値は、ネクストアクションや

ネクストステップを提案、示していくことであると強調している。 

エージェントが捉える自身の役割価値の第三は、「求人・求職者に関する情報提供にとど

まらない求人・求職活動プロセス全般への提案含む踏み込んだ関与そのもの」ということで

ある。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。優秀なエージェントは、自身の役

割価値において、第一に、「相手の利益を優先し、相手にとって適切なその時機を待つ」、第

二に「ヒアリングでなく対話を通じて顧客のコア、すなわち譲ることのできない価値観やビ

ジョンを掴むこと」、第三に「求人・求職者に関する情報提供にとどまらない求人・求職活

動プロセス全般への提案含む踏み込んだ関与そのもの」と捉えている。インタビュー対象者

13 人のうち、特に第一に重点をおくものは 3 人（具体的には A4、A10 など）、特に第二に

重点をおくものは３人（具体的には A1、A11 など）、特に第三に重点をおくものは 7 人（具

体的には A2、A5 など）である。各要素が固有な意味を持つものの、インタビュー結果から

は、そのなかでも第三の点「求人・求職者に関する情報提供にとどまらない求人・求職活動

プロセス全般への提案含む踏み込んだ関与そのもの」が相対的に重視されているとみるこ

とができる。 
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（２）社内ルールや方針との関係において  

エージェントの自身の仕事の役割価値と社内ルールや方針との関係に関する次のような

語りが聞かれた。 

顧客開拓、顧客の自社理解に関して、以下の語りが確認できた。 

 

➢ （指導されていることとして）われわれが何ができる人材紹介会社か、すなわち

何ができない会社かっていうことを入り口で明確にすると、お互いの仕事の効

率が上がりますよね。まずは、お客さんにそれを理解してもらうように説明する

こと、それが大事なんです（Ａ１）。 

➢ （会社の方針として啓発されていることとして）一つは戦わない領域を決めて

しまうこと。弊社のお客さまに対するプレゼンスを、よりエッジの立ったものに

していく。言い換えると、できない部分をクリアにしていくこと（Ａ２）。 

 

Ａ1、Ａ2 エージェントのように、会社方針として当該人材紹介会社の得意とする領域に

ついて、顧客企業に理解してもらうことについては会社方針として、各エージェントに浸透

しているようである。 

人材紹介会社がエージェントにまず方針として課しているのは、自社の付加価値が出る

領域を顧客（求人企業）に対して理解してもらうことである。人材紹介会社は、効率性とい

う観点において、自社が強い案件をエージェントが開拓してくることを重視している。職業

安定法において「全件受理」義務が課せられているが、あまりにも雑多な案件に対応してい

ては、自身の強みを発揮できないとエージェント自身も理解をしている。顧客開拓について

は、おおむね会社方針に沿う形で優秀なエージェントは業務を行っていると言えよう。 

優秀なエージェントが重視している役割価値と社内ルールや方針との関係の第一は「対

象とする顧客開拓、顧客の自社理解を促す戦略に対しては同調している」ということがあ

げられる。 

次に、エージェントの活動や成果に関する進捗管理について、以下の語りが聞かれた。 

 

➢ 本来、民間人材ビジネス会社の優秀なエージェントたちっていうのは、言ってみ

れば、個人営業的な側面があるんで、いかに自分のところで転職してもらったか

というスタンスが会社から求められています（Ａ６）。 

➢ 生々しい話ですけど、単月で状況確認とかミーティングあるんですけど、3 カ月、

4 カ月、同じ人（求職者）の話をし続けるってなかなか、いつまでだらだらやっ

てるの、みたいな冷静な反応もある中で・・。最終的な（マッチングを）、一定

目標こなすためでいうと、工程を当然ながら一定ボリュームこなさないと、なか

なか安定的に達成できないので（A３）。 

➢ （上司からの管理は）データベース上での進捗が全部出ていて、1 次面接、2 次
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面接、最終面接、内定、で、内定承諾するか、みたいなところ。迷ってるときに

必要以上に回答期限を早めに切ったりとかっていうようなのとかは、上司には

言われますが、基本的に絶対それは僕のポリシーとして、間に合わないときは間

に合わせられないって言ってます（A10）。 

 

Ａ６エージェントは、個人請負という形態でなく雇用されていても、エージェントの仕事

は、誰（エージェント）経由で成約したのかという個人的要素が重視され、プレッシャーに

さらされていると認識している。A３エージェントは、月次のミーティングで、同じ求職者

の案件の話を続けていくと、上司から冷ややかな反応をされ、また目標とするマッチング件

数を達成するためには、常に新しい案件に取り掛かっていくプレッシャーがあることを述

べている。A10 エージェントは、顧客のステータス管理をデータベース上でなされており、

上司からの指示があっても、それのみで顧客を急かさないことを自身の矜持としている。 

優秀なエージェントが重視している役割価値と社内ルールや方針との関係の第二は「案

件のステータンス管理に対してエージェントの裁量の範囲内で自身の価値を発揮する余地

を確保している」ということである。 

 エージェントの能力開発に関して、次のような語りが聞かれた。 

 

➢ 結構、早く辞めちゃう人間が多くて、3 年 4 年経験すると、それなりに仕組みで

実績は出せて、人手不足なんで、依頼が勝手にくるじゃないですか。仕事はでき

ている感を持っちゃう人間結構、多くて、ただそうじゃないよっていうことをも

っと広めたいなと思ってるんですけど（Ａ13）。 

➢ マイナスの話ができるエージェントが少なくなってきてるかなって。求人の景

気が良くなってきて、エージェントがどんどん増えていき、ちょっとした薄い情

報を、さぞ分かってるかのように話すみたいな。僕なら、あなたのこういう思考

だったら、悪いとこが 3 になって良いとこが 7 になってとか。そういうことが

できると、信頼もしていただけますし。若手とか、すぐ辞めちゃうので、辞めち

ゃった分を新卒採用するみたいな感じで、あんまりレベルが向上していくイメ

ージは、残念ながらないですかね（A9）。 

➢ 私が対求職者、対企業に対してどのようなスタンスで接してるのかっていうの

を常日頃見せますし、ホウレンソウが入ってきたタイミングでフィードバック

するようにはしてます。成功、失敗事例共有は多々ありますし、それを新しく入

った方が学ぶ機会ってのも多いです（A11）。 

 

Ａ13 エージェントは、現状の人手不足状態で 3～4 年で実績を出せてしまうような仕組

みについて、若手エージェントが仕事が出来てしまうと錯覚してしまうことに懸念を示し

ており、一定のマッチングまで持っていくスキルが習得できた後も、エージェントとして
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の成長の余地が多分にあることを自覚し、周りにも伝えていく必要があると感じている。

A９エージェントは、顧客（求人企業、求職者）のマイナス面について、伝えきれていな

いエージェントが増えていることに懸念を示している。そうしたことが出来るためには、

一定の期間を要するが数年で離職する者も多く、会社も新卒で補充する姿勢であることか

ら、熟練の域に達するまでのエージェントが育たないことを心配している。 

一方、プレイングマネジャーでもある A11 エージェントは、配下エージェントの報告・

連絡・相談の中で、若手エージェントの行動に対してフィードバックを与えるほか、優良

事例の共有も含めて、新しく入職した者に指導を行っている。 

このように、エージェントは、仕事として会社の方針のみに従っているだけでは熟達には

至らないのではないかとう懐疑的な見方を有している。各エージェントは、自身が得た役割、

機能について組織内に広めていこうという意識はあるものの、企業としては求職者・求人企

業のステータス管理に注力しており、そのマッチングの質やエージェントが持つ固有の技

については関心が薄いと推察される。また、優秀なエージェントはプレイヤーに徹すること

が多く、プレイングマネジャーのようなケースの場合は限定的であるが、配下メンバーに対

しては能力伸長に関する指導を行っているようである。 

優秀なエージェントが重視している役割価値と社内ルールや方針との関係の第三は「自

身の役割価値を発揮するためには、会社方針に沿っていることでは不十分であり熟達に至

らないという認識を有していること」である。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。優秀なエージェントは、自身の役

割価値と社内ルールや方針との関係において、第一に、「対象とする顧客開拓、顧客の自社

理解を促す戦略に対しては同調している」、第二に「案件のステータンス管理に対してエー

ジェントの裁量の範囲内で自身の価値を発揮する余地を確保している」、第三に「自身の役

割価値を発揮するためには、会社方針に沿っていることでは不十分であり熟達に至らない

という認識を有していること」である。インタビュー対象者 13 人のうち、特に第一に重点

をおくものは 2 人（具体的には A1、A2 など）、特に第二に重点をおくものは 5 人（具体的

には A3、A6、A10 など）、特に第三に重点をおくものは 6 人（具体的には A9、A11、A13

など）である。各要素が固有な意味を持つものの、インタビュー結果からは、そのなかでも

第三の点「自身の役割価値を発揮するためには、会社方針に沿っていることでは不十分であ

り熟達に至らないという認識を有していること」が相対的に重視されているとみることが

できる。 
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（３）個人的なネットワークによる同僚や後輩との関係において  

  

では、会社方針でなく同僚や後輩との関係においてはエージェントとしての姿勢やスキ

ルに関する伝承についての動きがあるのか、次のような語りが聞かれた。 

 

 会社方針ではなくても、同僚や後輩に対して伝えていきたいとする次のような語りが確

認できた。 

 

➢ （後輩たちに対して）テクニカルなことも含めて今日お話したようなことを、説

いて回っていますよ。中にはそれを実践して成果を出す人もいれば、理解しつつ

も、やっぱり今の仕事（決まりそうな案件）が大事なんですという、非常に厳し

い、苦しい胸の内を明かしてくれる子もいれば、何言ってんだと、そんなこと必

要ねえよという反応をする人も。それは仕方がないですよね（A1）。 

➢ 企業が募集しているポジションをどう成約していくかっていうことに対しての、

何か打ち手とか取り組みみたいな（後輩からの）相談はあるので、自分なりの流

儀というか手法について、こういうのがあるよっていうのは説明します（Ａ5）。 

 

A1 エージェントは、50 代に突入し自身のスキルやスタンスを若手・中堅エージェントに

伝えていこうと勉強会含めて実施している。Ａ5 エージェントは、後輩から相談があった場

合には、一つの事例として自分のエージェントとしての仕事のやり方について後輩に説明

を行っている。 

 

一方で、伝承したい想いがあるものの、躊躇する次のような語りが確認できた。 

 

➢ 今、自分が考えていること、行動規範を後輩に全部は求めていけないかなあと思

います。チームとしての方針もありますし、それが（自分なりのやり方や考え方

が）個人の判断、価値観だよねと思う部分もあるので、ここは（自身のやり方を

伝えていくことは）本人の意思に委ねようかなと思うところもあります（Ａ２）。 

➢ 同僚で、（私と）同じスタンスでいくと、適切にちゃんと意思決定を促すために

は、時間と手間もかかった後で、適切に時間軸で切らないと、物事、前に進みま

せんっていう考え方もあるにはあるので、業績が必ずしも上がるとも言え

ず・・・・（無理強いは出来ません）（Ａ３）。 

 

A２エージェントや A３エージェントのように、組織としての方針と必ずしも合致しない

やり方や考え方の場合には、他のエージェントが自身のやり方に習うことで業績が向上す

るとも言えないことから、無理に伝えていくことはせずに本人（後輩や同僚）の意思に任せ
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ていることが伺えた。 

優秀なエージェントの機能が、組織的な広がりを見せにくいとしても、エージェント間の

個人的な繋がりの中で、伝承されていく可能性はないのか。今回の調査対象となったエージ

ェントについては、伝承を見込んだ明確な先輩・後輩関係や師弟関係は確認することは出来

なかった。優秀なエージェントの機能は、多くは個人のエージェント内に留まり、人材紹介

会社組織内の方針として、当該機能を他のメンバーに浸透させていくことは少ないと考え

られる。教育研修的な役割を果たしているエージェントも存在するが、優秀なエージェント

の機能が組織展開されるケースは少ない。 

同僚や後輩との関係においては、第一に「後輩に積極的に伝承していく姿勢」と第二に「業

績が必ずしも維持・向上するとも限らず、伝承したいが躊躇する姿勢」の 2 類型に分かれ

た。インタビュー対象者 13 人のうち、第一類型に属する者が 3 名（A1、A5 など）、第二類

型に属する者が 10 名（A2、A3 など）であり、第二類型が太宗を占めた。 

エージェントは、自身の役割価値そして、それを支える能力伸長について自己認識、効用

感を有しているが、業界や社内において一般化されていないことから、他者への教育や伝承

という面では二の足を踏んでいると考えられる。ただし、少なくとも、自身の重視している

スキルや能力を囲い込み外に出さないという姿勢は見られない。 

以上、第 5 節を要約すると以下のとおりである。優秀なエージェントは、自身の役割価値

について、有している情報提供にとどまらない求職・求人活動プロセス全般への責任ある踏

み込んだ関与を重視している。役割価値と社内ルールや方針との関係においては、会社方針

に沿っていることでは不十分であり熟達に至らないという認識を有しており、あとに続く

若手エージェントの育成に関して懸念を示している。優秀なエージェントをモデルとした

組織内の浸透は期待できない。同僚や後輩との関係においては、業績が必ずしも維持・向上

するとも限らず、伝承したいが躊躇する姿勢にとどまっている。 



145 

 

６．結論 

（１）本章の要約 

 本章においては、エージェントを対象としたインタビュー調査に依拠し、まず、エージェ

ントが求職者及び求人企業双方に働きかける領域として、「意思面」と「能力面」を設定し

た上で、以下４つの領域で確認できるエージェントの機能を整理した。 

 求職者の「意思」への働きかけについては、以下の特徴を確認した。第一に、具体的な求

職活動に踏み出す半歩前のタイミングから、人生設計（ライフプラン）の検討に寄り添うこ

とである。第二に、求職者自身のあまり見せたくない、露わにしたくない自身の状況に目を

向けさせ、そのように思う求職者自身の状態（コンディション）に気づかせることである。

第三に、求職者の想いや覚悟を確認して、求人企業（特に受け入れ部署担当者等）へ、当該

意欲の橋渡しを行い、求職者の入職への腹落ちを促すことである。 

 求職者の「能力」への働きかけについては、以下の特徴を確認した。第一に、転職市場（特

に求人案件）の相場に関する客観的理解の支援である。第二に、求人企業側の採用に関する

背景や基本スタンスを踏まえた有効的な求職者のふるまい、発信のサポートである。第三に、

求職者が仕事に求める価値観について、求人企業のスタンスと実際どれくらい親和性があ

るのか、確かめる場面とプロセスを提供することである。 

 一方、求人企業の「意思」への働きかけについては、以下の特徴を確認した。第一に、外

部からの人材確保が必要となる背景・理由の再確認、吟味である。第二に、求人企業が持つ

人材イメージ（固定概念、先入観）の払しょくである。第三に、求職者の選定に関する社内

合意形成のサポートである。 

 求人企業への「能力」への働きかけについては、以下の特徴を確認した。第一に、必要な

人材像の精緻化・修正、又はゼロベースからの組み立てを行うことである。第二に、必要な

人材の要件（スペック）の重みづけを行うことである。第三に必要な能力は、本調査におい

ては特定できず、その代わりに求人企業の求人活動全般にかかわる能力として、事業課題解

決や成長に向けての人員計画・採用方法に関するエージェントの提案を取り上げた。 

 以上、事実発見をふまえ、エージェントの機能をまとめると、＜図表 3-4＞のとおりとな

る。 
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図表３－４ 各領域におけるエージェント機能の特徴 

 

出所：筆者作成。 

 

本章では、次に、前述したエージェント機能は、どのようにしてエージェント自身が納得

し、その機能が継続されるのか、また組織としての方針化等も含めて同僚や後輩たちに引き

継がれていくのか、インタビューデータを活用して、個人の行動規範が社内ルールや方針な

ど組織的取組においてどのような関係を有しているのか、分析を行った。 

エージェント自身への落とし込みとしては、目標とすべき売上（ノルマ）を達成しなけれ

ばならないというプレッシャーには晒されているものの、自身が対峙している相手の利益

を裁量がきく範囲の中で、最大限優先させていく姿勢、特に、求職活動や求人活動を本格化

させるタイミングを重視しているエージェントが多く、とりわけ求職者に対しては、期間を

要しても関係性が全くのゼロとならないように、細く長く付き合っていく姿勢が確認でき

た。そして求職者が活動に対する熱量が高くなるタイミングを、メールや電話等での他愛も

ない雑談の中から、注意深くうかがっている。そして、それらを一定の業績レベルを堅持し

ながら続けていくことが出来ることに自負を持っているのである。 

また、対話を通じて顧客のコアを掴むことに注力している。ここで言うコアとは、求職者

及び求人企業の大事にしている価値観のことであり、将来に向けたビジョンや危機感であ

る。単に、求人情報や求職者情報を双方に向けてデリバリーする仕事ではない、そのような

行為とは一線を画すことを自身の価値として認識している。 

そして、求職者及び求人企業の活動プロセスへの役務提供（サービス）を自身の仕事とし

て捉えている。自社法人が持つ求職者プール等の情報価値よりも、相手との対話に際しての
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自身のサービス（機能）が手数料を頂く対価であると認識している。 

こうした個人の行動規範が社内ルールや方針など組織的取組に影響を及ぼしているかと

いうことについては、多くは個人のエージェント内に留まり、人材紹介会社組織内の方針と

して、当該機能を他のメンバーも浸透していくように推奨してくことは少ない。教育研修的

な立場も兼務しているエージェントも存在するが、優秀なエージェントの機能が組織展開

されるケースは少ないと。ただし、エージェントの仕事として会社の方針のみに従っている

だけでは熟達には至らないのではないかとう懐疑的な見方も有している。 

他方で、個人的なネットワークによる同僚や後輩との関係において伝承されているのか

ということについては、伝承を見込んだ明確な先輩・後輩関係や師弟関係は確認することは

出来なかった。むしろ、エージェント自身の価値観に委ねていくことをベースとしており、

個人間の伝承も限定的なものである。 
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（２）本章の示唆 

 本章では、求職者、求人企業の双方に対するエージェントが果たしている役割を「意思面」、

「能力面」に分けて整理した。それら特徴は概ね、活動を始めるにあたっての環境やタイミ

ングに関する「始点」に関する事項、マッチングにあたり障壁となる認知や思考の癖、条件

等の「交渉」に関する事項、双方が活動を終えるにあたっての「着地」に関する事項に該当

している。ここで特筆すべきは、坂爪（2014）が論じたエージェントの「求職者と求人企業

のマッチング力」とは、求職者と求人企業双方の欲するところの「交渉」による段階でだけ

でなく、「始点」や「着地」に関する段階についてもエージェントが注力することで成立し

ているということである。例えば、「始点」に関する段階の働きかけなくして、良い「交渉」

が仮にできたとしても、それをエージェントは良い「マッチング」だとは認識していないと

いう点である。求職活動を始めるタイミングに至っていない、少なくともエージェントがそ

う思う求職者に対しては、エージェントは無理な働きかけを行わない、今後どのように生き

ていきたいのか、なぜ前職企業で不満や不安が生じてきたのか、その内因について先ず問い

かける。求人企業に対しても同様である。なぜ、外部からの人材獲得が必要になったのか、

そこから問いただす。「着地」についてもそうである。「交渉」に目途がつくと、次は求職者

と求人企業の間の「選ぶ・選ばれる」といった一種の緊張関係を解きほぐすことに注力する。 

さらには、エージェントは顧客である求人企業の中途採用支援の実績を積み上げること

で、当該企業の外部人材確保に関する採用戦略に関して提案を行うレベルまで入り込むこ

ともある。これは、要約でも言及したように、自社法人が持つ求職者プール等の情報価値よ

りも、相手との対話に際しての自身のサービス（機能）が手数料を頂く対価であると認識し

ているエージェントの姿勢が可能とする求人企業への「あっせん」を超えた踏み込んだ働き

かけであると位置づけられる。特定のエージェントを贔屓にしている求人企業は、その機能

を評価しており、自社の人材採用方針に関する領域に助言やアドバイスを求めるまで、エー

ジェントとの関係をさらに拡張させている可能性もうかがえたのである。 

こうしたエージェントの機能を、重要なものと見出したとして果たして転職市場で広が

りを見せるものとなり得るのか。西澤（2005）は、エージェントについて「個人事業主的コ

ンサルタント」と「組織人としてのコンサルタント」の 2 類型を提示した。本調査の対象エ

ージェントは、西澤（2005）の言う「組織人としてのコンサルタント」に該当するが、これ

も要約で言及したように、求人企業や求職者への働きかけは、個人のエージェント内に留ま

り、人材紹介会社組織内の方針として、当該機能を他のメンバーも浸透していくように推奨

されることは少ないし、明確な先輩・後輩関係や師弟関係の中での継承は確認できなかった。

これは、西澤（2005）の整理をエージェントからの視点で再確認したものとなるが、本章で

は、そのような社内の状態を優秀なエージェントが全面的に了としていることではなく、会

社の方針のみに従っているだけでは、一人前のエージェントとして会社内で評されること

はあっても、エージェントとしての本来の熟達には至らないという認識があることを見出

した。そのことは、優秀なエージェント機能の「個人への滞留とその行き場の無さ」を推定
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するものであると考える。 

さて、このような重要なエージェント機能、その支援過程の連続性と転職者の転職過程の

連続性にも注目する。「始点」から「交渉」、そして「着地」に至るまでのエージェントの一

連の機能は、双方の主張や求めることを部分的に緩和していく「交渉」に焦点が当てられ論

じられることが多いが、それは一側面にすぎない。エージェントは、当該「交渉」局面を迎

えるまでに、「始点」に関する働きかけを行い、双方が交渉できる状態に、換言すれば「自

分が（自社）が何者であるか、何者でありたいのかを相手に理解してもらえるための言語化」

を支援しているのである。そして、各種「交渉」がなされると、今度は活動の終わりを演出

するための流れ（ストーリー）をつくるために、「着地」に関する働きかけを行うことを通

じて、求職活動・求人活動を閉じていくことも支援しているのである。この仕業は、3 か月

程度で行われるケースもあれば、結果として数年に及ぶケースもある。 

第二章では、離職過程における受動的反応から前職をゆるやかに閉じる思索への移行が、

転職過程を貫く意思決定を支えることを述べたが、本章ではそれらに対するエージェント

による関与の可能性が示唆される。ここで検討されるのは、「始点」への働きである。エー

ジェントの業務管理で議論したように、「交渉」、そして「着地」については会社からの管理

の目が行き届くものの、「始点」に関しては、管理対象から外れており、エージェントの裁

量にかなりの部分、任されているからである。「始点」が整うまで長期間、ゆるやかに付か

ず離れず求職者と付き合うエージェントやそもそもなぜ外部から人材を採用する必要性が

あるのか、求人企業に問い質すエージェントがそうである。坂爪（2014）が論じたエージェ

ントの機能のうち、「はげます」「求職スキルを高める」との言及があったが、本章では、そ

の内実を「交渉」に入る前の「始点」を整える機能であると捉えることが出来る。それは、

求職者から見れば前職企業の「離職」がちらつく時点であり、求人企業からすれば何らかの

事業や組織に関する課題が浮上している時点でもある。人材ビジネスの構造上では、「始点」

を整える支援、すなわち適切に求人活動や求職活動を始動するための支援は、管理の対象と

なっていないと考えらえる。しかし、優秀なエージェントはこの「始点」から「交渉」、そ

して「着地」までをオーガイナイズすること、特に「始点」を求人企業、求職者との関係の

中で共に築くことを自身の付加価値であると認識しているのである。本来であれば求人企

業や求職者が自己探索すべき領域なのかどうか議論は必要であるが、少なくともそれが十

分でない場合は、エージェントによる「始点」の調整が機能しているのである。以上、本章

の事実発見をふまえ、エージェントの機能をまとめると、＜図表 3-5＞のとおりとなる。 
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図表３－５ エージェント機能まとめ（始点→交渉→着地） 

 

 
出所：筆者作成。 
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（３）残された課題 

 本章では、エージェントの機能について、比較的優秀とされる（各会社での目標をクリア

している、5 年以上の業務経験がある）エージェントに対するインタビュー調査データ（13

名）を用いて分析した。13 名のエージェントの属性については確認しているものの、本論

で提示した機能について、エージェントとしての経験年数や扱った紹介件数等での整理を

行うまでのサンプル数とはなっていない。また、経験年数や扱った件数により当該機能を果

たすに至る能力が伸長され得るのかについても議論しておらず、今後の課題である。なお、

求人企業の能力への働きかけにおいて、第 3 段階に該当するもの、すなわち、求人企業が活

動を終えるための着地に該当する能力を観察することが一つの課題であったが、それを見

出すことができなかったことも、今後の課題である。例えば、複数の採用合格レベルの候補

者がいた場合の対応や意中の候補者が前職企業から強い引き留めに合い内定辞退の意向を

示した場合の対応など、より深く観察することが必要であった。 

 さらには、本章後半では優秀なエージェント機能の「個人への滞留とその行き場の無さ」

について問題提起を行ったが、いかにして個人へ当該機能が落とし込まれるに至ったのか、

その過程については、いまだ不明瞭な点が残る。エージェント自身の中の印象深い職務経験

の中からの気づきを得たことには違いないが、当該職務経験から気づきを得る、受容する素

地が何から形成されていたのか。例えば、いわゆる新人エージェントが一人前になるまでの

OJT や OFF-JT については、本研究ではスコープとしていないことから、その期間に本章

で整理したエージェント機能を身に付ける、重視することに繋がる仕事観が醸成された可

能性などの先輩社員からの薫陶の側面は明らかに出来ていない。今後の課題である。 
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第４章 「プロフェッショナル人材事業」におけるマネジャーの役割 

 

１．序論 

（１）問題関心 

本章では、国によって作られた転職市場における新たなプレイヤーの役割について検討

する。内閣府の「プロフェッショナル人材事業」におけるマネジャーの役割に焦点を当て

て、転職市場におけるその機能を明らかにする。 

内閣府プロフェッショナル人材事業は、2016 年 1 月から本格スタートした国と道府県の

予算による公的事業であり、すでに 9,000 件以上の企業とプロフェッショナル人材のマッ

チング122が成立している事業である。詳細は後述するが、道府県に設置されたプロフェッ

ショナル人材戦略拠点では、マネジャー、サブマネジャーが配置され、地方自治体や地域

金融機関と連携しながら、企業開拓や企業の経営課題に紐づく潜在的人材ニーズを掘り起

こし、その企業情報を拠点に登録されている民間の人材紹介会社に共有し、求人化させる

ことを通じて、人材マッチングのサポートを行っている。 

本章では、本マネジャーの役割、特に中小企業の外部人材活用のプロセスにおいて果た

している機能について、第 3 章で整理した「人材紹介会社エージェント機能の内実」を踏

まえながら、その違いに注目する。また、その違いが生じるマネジャーの資質、スキル、

ネットワーク等を整理することで、転職市場におけるマネジャーの存在意義・役割、エー

ジェント機能を代替していることを明らかにする。 

 

（２）先行研究の検討 

内閣府プロフェッショナル人材事業は、スタートから 5 年経過しているが学術的な分析

を行ったものは、ほとんどなく確認できるのは政策的意義、事業構造に関する考察や今後

の政策インプリケーションについて論じている研究である123。その中でもたとえば、星

（2019）124は人材ニーズの掘り起こし・明確化と相談受付、人材確保、採用後のフォロー

アップまでのシームレスな支援を特徴とする新たな事業として、内閣府のプロフェッショ

ナル人材戦略事業、日本人材機構による経営幹部人材紹介事業について、そのプロセスと

体制に着目した分析、考察を行っている。同研究においては、プロフェッショナル人材戦

 

122 内閣府プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト、https://www.pro-jinzai.go.jp/（2020 年 8 月末

閲覧）。 

123 該当するものとして、以下が確認できる。笹尾 一洋・大橋 歩（2020）「地域人材支援戦略パッケー

ジとプロフェッショナル人材事業(前編)―成果を上げ続ける人材マッチング事業に学ぶ―」『月刊金融ジ

ャーナル』61 巻 6 号、88-92 ページ。伊藤達也（2017）「『ひと』と『しごと』の好循環へ地域金融機関

とプロフェッショナル人材事業の連携がもたらす効果―多様化が求められる地域金融機関の一つの方向性

をも示唆する―」『金融財政事情』68 巻 5 号、26-30 ページ。 

124 星貴子（2019）「地方中小企業の中核人材不足解消に向けて－人材の還流とシェアを軸にした事業承

継支援」『JRI レビュー』 Vol.6,No.67、5-27 ページ。 

https://www.pro-jinzai.go.jp/


153 

 

略事業について、人材ニーズの掘り起こし・明確化と相談受付、人材確保、採用後のフォ

ローアップまでのシームレスな支援を評価し、維持すべきであると指摘するも、多くのマ

ンパワーや時間を要している企業の人材ニーズの掘り起こし・明確化やマッチング125が非

効率であるとして、AI などの先端技術を活用することが必要であると提案している。ま

た、体制については、日本人材機構と全国 45 カ所のプロフェッショナル人材戦略拠点の

総勢 250 人弱の体制では、支援を必要とする中小企業に対応しきれないことから、中小企

業との接点（チャネル）をもう一段増やしていくことが必要であると論じている。そし

て、2018 年の規制緩和を受けて、人材紹介業への参入が可能となった地方銀行が、その役

割を担うことが求められていると論じている126。 

また、伊藤（2017）においては、全国でマッチング数が伸びている要因の一つとして、

各拠点のマネジャーの資質について言及している。全国で最初に立ち上がった広島県の場

合には、直前までマツダの専務取締役を務めていた人材が、福井県ではホンダで F１の総

責任者を務めた人材が、そのほかの拠点においても地場企業や地域金融機関のトップクラ

スの幹部が道府県の人選により就任しており、こうしたマネジャーに訪問されると地元の

経営者も話を聞き流せず、経営相談から考え抜かれた求人情報が絞り出されると指摘して

いる127。 

これら研究は、求人活動段階からではなく、どのような経営課題に着手すべきかと言う

課題の掘り起こしから、課題解決のためにどのような人材が必要であるか、求人の前段階

からのサポートが有効であること、それを可能となるためには支援者の一定の資質が存在

するということを示唆している点において大いに評価できるものである。一方で、経営課

題の掘り起こし・明確化から求人活動までの各ステップをシームレスに繋いでいく際の具

体的な様相について、マネジャーの役割について体系的に明らかになっていない。そこ

で、本論では、各ステップをつなぐシームレスな支援とは何か、外部からの人材確保を、

経営課題の明確化、求人・採用活動、定着というそれぞれが分断されない過程、一つの企

業活動の軌跡とみる場合に、マネジャーとの協働作業にはどのような意義が見出されるの

かという問いを立てる。 

  

 

125星（2019）のヒアリングによると、１案件につき同じ職員が企業の人材ニーズの掘り起こしから経営

幹部の採用まで担当し、その期間は平均５カ月であるとしている。理由として、コンサルティング力やコ

ーディネート力のほか、企業および人材の評価基準が職員ごとに異なり、企業や人材に関して分析した情

報を共有することが難しいためであると指摘している。前掲、星（2019）、21 ページ。 

126 前掲、星（2019）、22-23 ページ。 

127 前掲、伊藤（2017）、28-29 ページ。経営相談から考え抜かれた求人情報が絞り出された事例として、

石川県のプラスチック製造業がある。同社経営者は受注拡大傾向にあり、当初は多様な顧客ニーズに応え

るためデザイン能力に長けた製品開発人材の獲得を目指していたが、同拠点マネジャー（地場企業で経営

経験あり）との対話を重ねていくうちに、優先課題は製造部門の管理体制強化と品質管理であることが明

らかになり、経営者がマネジャーの助言を受け入れて製造部門長を採用した。 
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（３）研究課題 

<図表 4-1>は、内閣府「プロフェッショナル人材事業」を含めて昨今の中小企業等への

求人・採用支援に関する領域の拡張に関する議論を示したものである。いわゆる「求人・

採用」支援の前工程に位置付けられる「経営支援」や後工程にある「定着支援」にまで守

備範囲を拡張する議論があり、各省庁においてその試行が行われている。 

本章では、先ずプロフェッショナル人材事業含む国による転職市場への関与がみられる

施策を概観する。各省庁が、「求人・採用」支援にとどまらない領域にまで及ぶ事業を実

施しており、その背景にある議論を整理する。何を実現させるために試行しているのか、

その目的を把握するためである。 

そして、内閣府「プロフェッショナル人材事業」において、中小企業経営者の支援者と

しての役割を果たしているマネジャーの機能に着目する。これまでのエージェントに関す

る研究が「求職・マッチング過程」を観察対象としてきたことを踏まえて、「求職・マッ

チング過程」以前の過程から関与するマネジャーの役割を観ることにより、エージェント

の役割領域の広がりの可能性を探求するためである。 

研究課題の第一は、「経営支援」、「求人・採用支援」、「定着支援」の内実を明らかにす

ることである。内閣府「プロフェッショナル人材事業」におけるマネジャーの役割につい

て、<図表 4-1>の「経営支援」、「求人・採用支援」、「定着支援」のうち「経営支援」を 3

領域に細分化して、合わせて 5 つのステップ別に分析を行う。そうする理由は、「求人・

採用支援」の前段階である「経営支援」の具体をより正確に把握するためであり、その領

域にこそ「求人・採用支援」段階に入るために重要な意思決定や各過程を繋ぐ発射台とい

うべきものが潜んでいると考えるからである。 

また、マネジャーの語りからステップ別に特に、振る舞いやそうする意図、関係する相

手からの反応について分析を行う。そうする理由は、個々のマネジャーの役割は予め設計

された事業の仕組み・構造においてすべて説明され得るものでなく、自由裁量に任された

部分、マネジャーが業務経験の中から自身の役割として解釈されたものが相当にあるので

はないかと考えるからである。すなわち、決められた指針やルールに基づくことだけでな

く、実際に現場で動くマネジャーが試行錯誤していく中で、習慣化された振る舞いやそう

することが適切であると思う理由、相手からの反応や働きかけの結果を通じての気づきが

あると考えるからである。マネジャーは、<図表 4-2>のような関係性の中で業務を遂行す

る。 

研究課題の第二は、当該役割を果たすことを支えているマネジャーのこれまでの経験に

ついて分析することである。人材紹介会社のエージェントと比べて、広範囲の領域におい

て伴走を行うと考えられるマネジャーに必要な価値観や考え方、動機を分析することで、

各過程が分断されずにリンクされるために必要な要素を明らかにすることである。 

そして、先行研究の検討でも検討したように、各ステップの支援の連続性を貫くものは

何か、マネジャーは経営者と何を共有・協働していることになるのか、明らかにしたい。

求人企業から見れば一連の外部からの人材確保を、経営課題の明確化、求人・採用活動、



155 

 

定着というそれぞれが分断されない過程、一つの続いていく企業活動の軌跡であるとした

場合に、マネジャーとの協働にはどのような意義が見出されるのか解明したい。 
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図表４－１ 昨今の中小企業等への求人・採用支援に関する領域の拡張 

 
出所：厚生労働省ホームページ「ミドル層のキャリアチェンジにおける支援技法」128、経済産業省・中小企業庁「我が国産業における人

材力強化に向けた研究会」報告書（平成３０年３月）、日本人材機構「地域金融機関による『経営人材』紹介事業参入ガイドブック」、内閣

府「プロフェッショナル人材事業ポータルサイト」129を参照のうえ、筆者作成 

 

128https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/shokugyounouryoku/career_formation/career_consulting/career_chenge/index.html（2021 年 2

月 6 日閲覧）。 

129 https://www.pro-jinzai.go.jp/（2021 年 2 月 6 日閲覧） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/shokugyounouryoku/career_formation/career_consulting/career_chenge/index.html（2021年2月6
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/shokugyounouryoku/career_formation/career_consulting/career_chenge/index.html（2021年2月6
https://www.pro-jinzai.go.jp/（2021年2


157 

 

（プロフェッショナル人材事業マネジャーを取り巻くプレイヤー） 

<図表 4-2>は、プロフェショナル人材事業のマネジャーと取り巻く相関図である。後述

する事業スキームでも説明するが、プロフェッショナル人材事業マネジャーは、主に以下に

示す三者との関係を構築しながら事業を進める。１つ目は、人材ニーズを引き継ぐ人材紹介

会社エージェントとの関係である（関係 A）。2 つ目は、経営課題を有する中小企業経営者

との関係である（関係 B）。マネジャーはこの経営者との対話を通じて、解決すべき課題に

ついて明確化して人材ニーズを掘り起こす。3 つ目は、対象となる中小企業を一緒に発掘し、

アプローチを行う地域金融機関等の法人営業責任者や各支店長との関係である（関係 C）。 

通常の人材紹介会社のエージェントは、中小企業との関係で言えば人事部長・総務部長と

の関係である（関係 D）。よほどでない限り、当初から中小企業経営者と直接の関係（関係

E）を築くことは出来ない。したがって、通常の人材紹介におけるプレイヤーの関係は、破

線で囲まれる範囲で示される。しかし、本章で扱うプロフェッショナル人材事業マネジャー

が登場する人材マッチングにおいては、破線部分に加えて、関係 A・関係 B・関係 C そし

て関係 E の相関が存在することになる。 

 

図表４－2 プロフェショナル人材事業マネジャーと取り巻く相関図 

 
出所：内閣府「プロフェッショナル人材事業ポータルサイト」を参照のうえ、筆者作成。 
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（４）研究方法 

 調査は、道府県の 13 名のプロ人材拠点マネジャーに直接依頼して、対面もしくはオンラ

インによるインタビューを行った。実施時期は、2020 年 1 月から 2020 年 10 月である。 

なお、プロ人材拠点マネジャーの任期は、年度ごとに更新されるが、インタビュー対象者

は事業開始時（拠点開設時）から就任していた 1 期目（初代）もしくは 2 代目のマネジャー

であり、それぞれのマネジャー就任後１年以上の業務を経験している方を対象とした。 

各マネジャーに対し、<図表 4-2>を活用して、半構造化面接法によるインタビュー調査

を行った。主な質問項目は以下のとおりである。なお、調査で使った質問表は、本論文の末

尾に参考資料として記しておく。 

 

(マネジャー自身について) 

➢ 本事業のマネジャーを引き受けた経緯と理由 

➢ 当初、自分の経験・知識・ネットワークの何が活かされるというイメージがあった

か 

➢ 実際にマネジャーとして業務を行ってみて、どのような経験・知識・ネットワーク

等が活きていると思うか 

(普段の業務について) 

➢ 資料（図表 4-2）の関係の中から業務遂行される中での関係（役割分担など）はど

のようなものであったか 

「関係Ｃの場合」（企業探索・事前準備） 

➢ 企業探索の方法 

➢ （地域金融機関から企業を紹介される場合）どのような相手がカウンターパート

になるのか。また、その際どのような意見交換を行うことが多いか 

➢ 人材ニーズを有している企業発掘をめぐって、地域金融機関との間に互いに考え

が似ている点と、考えが異なる点とその場合の調整内容 

「関係Ｂの場合」（経営者との経営相談、人材ニーズ掘り起し） 

➢ アプローチする企業の経営者への訪問方法 

➢ （初めて会う）経営者とは、面談においてどのような話からスタートさせ、どのよ

うに求人ニーズ獲得まで対話を展開しているのか 

➢ 人材ニーズをめぐって、経営者との間に互いに考えが似ている点と考えが異なる

点とその場合の調整内容 

「関係Ａの場合」（人材ニーズの人材紹介会社エージェントへの引継ぎ） 

➢ （拠点に登録のある）人材紹介会社のエージェントへの人材ニーズ引継ぎ方法 

➢ 人材ニーズを引き継ぐことを通じて、人材紹介会社のエージェントと考えが似て

いる点、異なる点とその場合の調整内容 

（マッチング成立後、不成立後） 

➢ 企業経営者にはどのようなフォローを行っているか（内定報告があった後に、訪問、
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電話を行う。人材の活用の相談に受ける、入職したプロ人材へのアプローチなど） 

（これまでのマネジャー業務の振り返り） 

➢ 実際に、本業務に携わってみてご自身の気づき、成長がみられる点 

➢ （公的事業であり、時限性のある事業である前提を置いた場合）ご自身が果たして

きた役割は、本来はだれが果たすべきであるか 

 

（５）本章の構成 

本章は、6 つの節から構成される。すなわち、第２節でプロフェッショナル人材事業含

む国による転職市場への関与を概観して、第 3 節でインタビュー対象者の属性・経歴を説

明する。 

そして、第一の研究課題に答えるべく、第 4 節でプロフェッショナル人材戦略拠点マネ

ジャーの役割を解明し、また第二の研究課題に答えるべく第 5 節では、マネジャーが発揮

している役割・機能の背景にあることについてインタビュー調査結果をもとに分析を行

う。最後に、６節では本章の内容を要約し、本章の示唆と残された課題について述べる。 
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２．プロフェッショナル人材事業含む国による転職市場への関与 

 

第 2 節では、第 3 節以降の分析に入る前に、国による転職市場への関与についていくつ

かの施策を概観する。本来、転職市場は求人と求職、そして需給調整を担う人材紹介会社な

どの需給調整機関で構成されるが、近年は人材ビジネス業界の業務高度化を目的として、ま

たは深刻な人手不足解決、中小企業支援、地方創生の文脈から各省庁が多様な施策を講じて

いる。 

ここでは、先ず、厚生労働省「キャリアチェンジプロジェクト」、中小企業庁「中核人材

確保スキーム構築事業」、日本人材機構「伴走型支援サービス」についてその目的やスキー

ム、事業の意義について整理する。その後に、内閣府「プロフェッショナル人材事業」のス

キーム詳細とこれまでの実績について説明する。 

 

（１）厚生労働省「キャリアチェンジプロジェクト」 

厚生労働省「キャリアチェンジプロジェクト」の概要について説明する。転職市場への

公的関与、特に職業紹介事業者への関与という点においては、厚生労働省、人材サービス

産業協議会130が取り組んだキャリアチェンジプロジェクト（2018 年 3 月活動完了）があ

る。これは、 転職における「年齢」と「キャリアチェンジ」という 2 つの壁を乗りこ

え、円滑な労働移動を実現するために、立ち上げられたプロジェクトであり、2013 年 9 月

に「ミドルマッチフレーム」をリリース、 2016 年 11 月に「ポータブルスキル セルフ

チェックツール」をリリースした。2014 年度、本プロジェクトでは、厚生労働省 職業能

力開発局からの委託を受け、キャリアチェンジのための汎用的スキルの把握方法の検討、

及びキャリア・コンサルティング技法の開発等が行われた131。具体的には、有識者による

研究会が開催され、汎用的スキルを把握するためのツールの改善や使い方の技法開発、研

修の検討が行われた。またキャリアコンサルタント向けの研修用資料が作成され、全国主

要都市にて全 21 回、延べ 607 名に対して研修を行われた。一定程度のキャリアを積み重

ねてきたミドル層求職者の、専門的知識・スキル以外の業種や職種を超えた共通のスキル

（ポータブルスキル）132や適応可能性を的確に把握し、そうしたスキル等を活かしたキャ

 

130 JHR（人材サービス産業協議会）とは、国内の主要な民間人材サービス業界団体より出資・運営され

ている連携横断組織である。業界の社会的地位の向上、業界横断的な調査研究・政策提言、人材の育成、

シンポジウムの企画・運営などを行っている。構成される民間人材サービス業界団体とは、公益社団法人 

全国求人情報協会、一般社団法人 日本人材紹介事業協会、一般社団法人 日本人材派遣協会、一般社団法

人 日本生産技能労務協会、一般社団法人 NEOA である。 

131 厚生労働省（2015）「平成 26 年度キャリアチェンジのための汎用的スキルの把握方法の検討及びキャ

リア・コンサルティング技法開発等の実施」（一般社団法人 人材サービス産業協議会受託）。 

132 業種や職種が変わっても通用する、持ち出し可能な能力のこと。「専門知識・専門技術」の他、「仕事

のし方」（課題を明らかにする・計画を立てる・実行する）、「人との関わり方」（社内対応（上司・経営

層）、社外対応（顧客、パートナー）、部下マネジメント（評価や指導））で構成されている。 
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リアチェンジの成功に向けた効果的なキャリア・コンサルティングの実施方法が検討され

た。 

本取組は、ミドル層求職者のポータブルスキルを活かした転職支援のツール開発であ

り、キャリアコンサルタント向けではあるが、マッチング成立のためには、求人企業との

向き合い方もポータブルスキルを念頭に置いた取組が必要であるとの認識から、以下のよ

うな求人企業へのヒアリング手法も提起している。「ヒト」軸のヒアリングに加えて「コ

ト」軸のヒアリングの要素も含めることを推奨している点である。「ヒト」軸とは、一言

で言えば「スペックのヒアリング」と称している。求人企業へのヒアリングであれば、

「どんなヒトを採用したいか」であり、求職者面談であれば「どんな仕事、経験を積んで

きたヒトなのか」という問いである。したがって、「○○資格を有する人」「・・・の経験

○年以上」「○○業界にいた人」などの情報でマッチングを行うことになる。一方、「コ

ト」軸のヒアリングとは、そもそも仕事には目的があり、解決したい課題があるはずであ

るという仮説に基づき、求人企業へのヒアリングでは、「どんな課題（コト）を解決した

いのか」、 個人面談であれば「どんな課題（コト）を解決してきたのか」という問いとな

る。これまでの専門性、経験年数、属性に加え、課題（コト）が明らかになれば解決に必

要なポータブルスキルの見立てが可能になるのではないか、課題（コト）は業界や職種の

枠を超えて共通するものなので業種や職種を超えたキャリアチェンジのトリガーになるは

ずであるという基本的な考え方に基づいている133。さらに研修資料には、図表<4-3>を明

示して、以下のように解説している。 

 

対企業の場合、まずは事業課題などの採用背景や採用課題をヒアリングします。次にそ

の背景を踏まえて、「コト」軸でベースで期待ミッションを中心に仕事内容をヒアリング

していきます。すると、「それなら計画立案に長けた人がよさそうですね」といった具合

に、ポータブルスキルの抽出が容易になります134。 

 

ここで想起されるのは、仮に「ヒト」軸に加えた「コト」軸による求人企業に対するヒ

アリングが必要であるとして、仕事内容に関するヒアリングをスペックでなく、「解決し

 

133 「ポータブルスキル活用研修（講義者用テキスト）」では次のように説明している。『例えば、「法人

営業の経験が豊富な営業部長候補の募集ということですが、そもそもどのような問題を解決したいのです

か？何を実現したいのですか？」と聞くことで、「それなら業界経験は必要ないのでは？」といったコミ

ュニケーションが可能になってきます。当初、求人企業が語ったスペックとはまったく違う人を紹介でき

ることさえあります。求職者にも、「●●業界の経理部門で何年の経験をしてきました」ということでは

なく、「その仕事でどのような課題（コト）を解決したのですか？また、どのように貢献したのです

か？」とヒアリングすることで求職者が解決してきた課題（コト）が把握できるようになり、求職者が保

有するポータブルスキルを見立てることが可能になります。』。一般社団法人 人材サービス産業協議会

（2015）「ポータブルスキル活用研修（講義者用テキスト）」、38 ページ。 

134 前掲、一般社団法人 人材サービス産業協議会（2015）、39 ページ。 
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たいこと」にも注力する場合に、その上流にある事業課題のヒアリング（<図表 4-4＞上で

は破線部分）について、職業紹介者（エージェント）がヒアリング技法のみの習得で対応

可能であるのかという疑問である。「解決したいこと」を明らかにするためには、「何のた

めに解決したいのか」という点を深堀することが必要となるが、この破線部分を明らかに

することは、経営コンサルティング（経営支援）の領域の一部に、エージェントが参入し

ていることになり得ることにならないかという問いである。すなわち、当該課題を解決す

ることで企業経営上、どのようなインパクトがあるのかという話までエージェントが見越

し、人材ニーズを掘り起こすまでを自身の守備範囲とするのか、その意義とは何かという

議論が必要となる。 

図表４－３ ミドルマッチフレーム 

 
出所：一般社団法人 人材サービス産業協議会「ポータブルスキル活用研修（講義者用

テキスト）」 
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図表４－4 業務プロセスの構造 

 
出所：一般社団法人 人材サービス産業協議会「ポータブルスキル活用研修（講義者用テキスト）」より破線部分（表示のみ）筆者作成。 
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（２）中小企業庁「中核人材確保スキーム構築事業」 

<図表 4-5>は、中小企業庁「中核人材確保スキーム構築事業」の概要について説明した

ものである。本事業に関連する問題提起は、経済産業省「我が国産業における人材力強化

に向けた研究会」（2018 年 3 月）135においてなされた。経済産業省（2018）では、「ま

ず、中小企業等が人材を確保するにあたっては、自社の経営課題を明らかにした上で、求

人像を見直す必要があり、このための伴走型の支援が必要になる。また、人材の定着に

は、人材確保後の伴走支援（フォローアップ）が効果的である」と整理した上で、「仲介

支援者において、経営支援(Step1～3)、求人採用支援、(Step4)、採用後のフォローアップ

(Step5)の５つ136を総合的に取り組む必要がある。現状では、経営支援（企業側支援機能）

と求人採用支援（人材側支援機能）は、異なる仲介支援者が担当することが多いが、その

場合であっても、一体不可分であるべき両機能の密な連携（双方向型の個別案件情報の共

有体制の構築）が、ミスマッチの防止に極めて重要であり、仲介支援者には、Step1～5 

におけるシームレスな支援が求められる」と指摘している。これは言わば、前述の厚生労

働省、人材サービス産業協議会が取り組んだキャリアチェンジプロジェクトの目指すべき

方向性を実現するためには、「経営支援」、「求人採用支援」、「採用後のフォローアップ」

のシームレスな体制が必要であるとの指摘とも解釈でき、マッチングを主業としてきた人

材紹介会社のエージェントの機能に議論を呈しているとも考えられる137。同報告書の提言

を受けて、中小企業庁では 2019 年度より「中核人材確保スキーム事業（モデル事業）」を

実施している。2019 年度は、7 つの団体が採択され、地域の産業支援団体と人材紹介会

社、経営コンサルティング会社と人材紹介会社、経営支援ＮＰＯと人材紹介会社、地域金

融機関と人材紹介会社等の組み合わせによるコンソーシアムが設立された138。 

 

 

135 本研究会では、「中小企業・小規模事業者・スタートアップ等における中核人材の確保・活用促進に

向けた検討ワーキング・グループ（中核人材確保 WG）」および「必要な人材像とキャリア構築支援に向

けた検討ワーキング・グループ（人材像 WG）」が設置され議論が行われた。 

136 同報告書によれば、5 つの Step とは、Step 1（戦略の優先順位付け）、Step 2（戦術・業務の見直

し）、Step 3（求人像・活用方法の明確化）、Step 4（求人・採用）、Step 5（職場環境見直し）としてい

る。 

137 人材紹介会社による紹介者のフォローアップ支援は、そのビジネスモデルの特徴（マッチングした場

合の想定年収の 35％の手数料を徴収する）を鑑みても積極的に支援するとは考えにくい。企業と結ぶ規

約には、早期離職した場合（3 か月以内、6 か月以内）には一定料率で返金する等の記載があるが、定着

支援のために人材紹介会社が当該企業にコミットするのは稀である。厚生労働省では、職業安定法の改正

（2018 年 1 月 1 日施行）により、「就職から６か月以内に解雇以外の理由で離職した者の数」を同省の

「人材サービス総合サイト」上で情報提供を行うことを義務付けている。 

138 2020 年度は、静岡商工会議所をはじめとして商工会議所と人材紹介会社等とのコンソーシアムの６団

体が採択された。 
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図表 4-5 中核人材確保スキーム事業（モデル事業） 

 
出所：経済産業省「我が国産業における人材力強化に向けた研究会-報告書」（2017 年） 

 

（３）日本人材機構「伴走型支援サービス」 

日本人材機構「伴走型支援サービス」の概要について説明する。経営支援、求人採用支

援の両機能の密な連携という観点からは、同機構の取組も興味深い。日本人材機構は 2015

年 8 月に設立され、同年末に人材紹介事業を開始した。株式会社地域経済活性化支援機構

139の 100％子会社である。企業の経営課題を整理しその解決策として経営人材紹介やコン

サルティングを提案する「伴走型支援サービス」を展開し、地域金融機関と密接に連携し

ながら地域企業の支援を行ってきた140。同機構が、2020 年２月に地域金融機関向けに発行

した「地域金融機関による『経営人材』紹介事業参入ガイドブック」がある。日本人材機

構（2020）では、地方企業の「本社機能」の不足を指摘している。すなわち、転職市場と

人材紹介事業は、大企業を対象に規模を拡大してきたが、大企業には経営企画部や人事部

 

139 2008 年秋以降の金融経済情勢の急速かつ大幅な悪化等を受けて、我が国の地域経済が低迷を余儀なく

される中、地域経済の再建を図るため、有用な経営資源を有しながら、過大な債務を負っている事業者の

事業再生を支援することを目的に、「株式会社企業再生支援機構法」に基づき、2009 年 10 月に株式会社

企業再生支援機構として設立され、同法の改正に基づき現在の地域経済活性化支援機構として現在に至っ

ている。資本金は、預金保険機構への政府及び金融機関からの出資・拠出金に基づく同機構からの出資等

により組成されている。日本人材機構ホームページ「会社概要：沿革・資本金」

http://www.revic.co.jp/about/overview.html（2020 年 5 月 10 日確認）。 

140 各企業・団体への経営人材紹介、付随するコンサルティング事業（総称して伴走型支援サービス）及

び金融機関への人材紹介事業参入支援事業について、2020 年６月末をもって終了。「伴走型支援サービ

ス」は様々な地域金融機関や民間事業者が人材紹介を通じた地域企業の支援に参入することとなり、日本

人材機構は一定の役割を終えることができたとの判断に至ったと説明。日本人材機構ホームページ「弊社

事業の終了について」https://jhr.co.jp/news/release/773 （2020 年 5 月 10 日閲覧）。 
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等の「本社機能」があり、経営課題や求める人材要件はほぼ明確化されていると説明して

いる。したがって、人材紹介会社はその要件を受け取って活動を開始すればよく、人材サ

ーチや面談等のマッチング、給与等の条件調整までが人材紹介会社の守備範囲であったと

している。一方で、地方企業は、「本社機能」が弱く、今後の持続的な成長のために何が

必要であるのか必ずしも明らかになっていないケースが多く、経営課題を整理して解決策

を提示する「本社機能」の代行も必要になると説いている。そして、そのためには「取引

先企業の事業を知る」こと、すなわち「診立てる力」141が必要であると指摘しており、<

図表 4-6>のとおり、地域金融機関向けに「伴走型支援サービス」142を提供している。 

 

図表４－６ 日本人材機構が提唱する「伴走型支援サービス」の領域 

 
出所：日本人材機構「地域金融機関による『経営人材』紹介事業参入ガイドブック」 

  

 

141 「診立て」とは、人材紹介の相談を受けた相手先企業を初回ミーティングまでに研究していく過程の

こと。初回面談時の「診立て資料」構成として、「支援・サービス説明」、「議論の方向」、「会社基本情報

の確認」、「組織体制、商流及び財務面等の整理」、「市場規模（競合等）確認」、「課題の把握・整理（仮

説）」、「課題解決の方向性（仮説）」、「人材像イメージ（仮説）」から成る。日本人材機構（2020）「地域金

融機関による『経営人材』紹介事業参入ガイドブック」、9 ページ。 

142 経営課題を整理して解決策を提示、人材の採用が必要となれば要件を一緒に考え、人材サーチやマッ

チング、条件調整を行い、定着を支援するアフターフォローまで対応するもの。また人材を採用するまで

にないと判断された場合には、コンサルティングやハンズオン（日本人材機構スタッフの期間限定の常

駐）等で対応。日本人材機構ホームページ。https://jhr.co.jp（2020 年 5 月 10 日閲覧）。 
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（４）内閣府「プロフェッショナル人材事業」 

最後に、プロフェッショナル人材事業の概要について説明する143。 

（事業実施の背景） 

 わが国では、若年層を中心に、地方圏から 1 都 3 県への転入者が転出者を 23 年連続で

上回るなど地方から大都市圏への人口流出が続いている144。これは、地方における単なる

人口減少問題だけでなく、地域経済を牽引する地域企業の成長のための担い手不足という

面でも問題となる。地方圏では多くの中小企業が地域経済 を支えているが、300 人未満の

企業の大卒求人倍率をみると 4 倍を超えており、人材不足が顕著となっている145。他方、

企業規模はさらに 小さくなるが 30 人未満の事業所では、せっかく就職しても大卒者が 2

年以内に 4 割程度離職 している現状がある146。地域企業にとっての 人手不足は、若者か

らみれば、地方に魅力的な 職場や仕事が不足しているという評価ともいえる。 

 こうしたなか平成 28 年 6 月 2 日に閣議決定さ れた「まち・ひと・しごと創生基本方針

2016」では、「地方への新しいひとの流れをつくる」 ことが基本方針として盛り込まれて

おり、『地方移住の潜在的希望者の地方への移住・定着結びつけ、地方への新しい「ひ

と」の流れづくりに取り組み、「しごと」と「ひと」との好循環 を確立することが急務』

だと掲げられている。このような、若者からみて魅力的なしごとが 地方に乏しく、結果

都心部への人口流出が止まらない「地域しごと問題」の解決には、いかに 魅力的なしご

とを地方に生み出すかがカギとなる。この点、実は地域の中堅・中小企業経営者において

は、「将来を見据えた新たな事業の柱をつくりたい」「独自技術を活かして、商品開発や海

外市場獲得に乗り出したい」「組織拡大のため、人事制度整備や風土改革など組織基盤づ

くりを行いたい」など、構想はあるものの、それを具現化できていないケースも多い。ま

た、自社の成長ポテンシャルに十分気づけていないことも珍しくない。こうした構想や成

長可能性を明確化することで、事業分野拡張・販路 拡大・生産性向上・経営管理強化な

ど、いわば「攻めの経営」を実行することが求められるとの議論が事業実施の背景にあっ

たのである。 

（事業のスキーム） 

 内閣府では、前述の「地域しごと問題」を解消しつつ、地域経済を牽引する地域企業の

成長を後押しするため、2015 年度より「プロフェッショナル人材事業」をスタートさせ

た。当該事業では潜在成長力のある地域企業に対し、プロフェッショナル人材の採用支援

活動 を行う「プロフェッショナル人材戦略拠点」を 東京都、沖縄県以外の全国 46 道府

 

143 プロフェッショナル人材事業が生まれた背景・経緯、スキーム詳細、実績については以下を参照。田

中文隆、森安亮介（2018）「地域企業・地域経済を成長に導くプロフェッショナル人材の活用」『みずほ情

報総研レポート』vol.15、1-11 ページ。 

144 総務省（2017）「住民基本台帳人口移動報告」。 

145 リクルートワークス研究所（2016）「第 33 回ワークス大卒 求人倍率調査（2017 年卒）」。 

146 厚生労働省「新規学卒者の事業所規模別・産業別 離職状況」。 
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県に設置している。この拠点には、知事からの委嘱を受けたマネジャー1 名と、他数名の

サブマネジャー等が在籍している。各拠点は、地域企業の経営者を対象に、各企業に個別

に接触し、経営者に「攻めの経営」を促すことを第一のミッションとし、2016 年 1 月頃か

ら拠点活動を本格的に開始した。 

そして、「攻めの経営」を具現化するために必要なプロフェッショナルな人材に対する

ニーズが出た際には、拠点はそのニーズを人材市場に発信する。発信されたニーズは、拠

点に登録されている人材紹介事業者を通じてマッチングされる。尚、拠点は、<図表 4-7>

のとおり、各地域の有望企業の発掘やアプローチに際し、地域金融機関やよろず支援拠点

等の各種経営支援機関等とも積極的に連携をとる仕組みである。 

なお、「プロフェッショナル人材戦略拠点」は有料職業紹介免許を取得していない。し

たがって、企業への経営支援の一環として、プロフェッショナルな人材に対するニーズの

掘り起こしを行い、実際にマッチングを行うのは登録の人材紹介事業者となる。 
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図表４－７ プロフェショナル人材事業のスキーム 

 
出所：プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト（平成 29 年 12 月末現在） 

http://www.pro-jinzai.go.jp/about/scheme.html 

 

（マッチングまでの過程） 

プロフェショナル人材事業は、次の 4 つのステップで進められる。先ず、マネジャーは

地域企業が持つ潜在成長力への目覚めを喚起し、「攻めの経営」への転換を促進させる

（ステップ１：潜在成長力への気づき）。次に、「攻めの経営」を実践できるプロフェッシ

ョナル人材の採用について、経営者の意欲を喚起する（ステップ２：プロフェッショナル

人材活用の提案）。そして、プロフェッショナル人材の採用に本気となった企業につい

て、民間人材ビジネス事業者へ取りつなぐ（ステップ３：人材ニーズの具体化とマッチン

グ）。その際、マネジャーは<図表 4-8>のとおり「企業情報シート」を作成し、拠点に登

録のある民間人材ビジネス事業者へ配信する。「企業情報シート」には、企業概要、マネ

ジャーが診たてた当該企業が直面している経営課題と解決するために必要なミッションや

実行するにあたりボトルネックとなっている障壁が記載される。登録されている民間人材



170 

 

ビジネス事業者は、配信された「企業情報シート」を確認して、提案できる人材を擁する

場合にはプロ人材拠点を通じて、当該企業へ訪問、面談を行って求人票を作成し、マッチ

ングを行う。拠点によって、幅はあるが、1 拠点当たり 20～40 の民間人材紹介会社が登録

されている。 

マッチングが行われ成立すると、マネジャーは当該企業経営者に対して採用後の悩み等

に付き合い、適切な支援を行うとされている（ステップ４：フォローアップ）。 
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図表４－８ プロフェショナル人材事業 「企業情報シート」記入例 

 
出所：宮崎県プロフェッショナル人材戦略拠点ホームページ（2019 年 2 月 28 日確認） 

http://www.pro-miyazaki.jp/ 
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（事業実績） 

<図表 4-9>のとおり、事業本格稼働から 2020 年 1 月時点 において、すでに約 42,000

件の経営層からの相談があり、9,000 件を越える地域企業とプロ人材のマッチングが成立

している。2017 年末のマッチング内訳実績は、＜図表 4-10＞のとおりである。 

成約の内訳をみると製造業が 6 割を占めるほか、生産性向上や販路拡大、経営管理、事

業分野拡張など多岐にわたるミッションでマッチングが成立している。年齢の内訳は、30

代・ 40 代のミドル層のマッチングが半数以上を占めており、まさに働き盛りのプロ人材

が地域企業で新たなチャレンジをスタートさせている。 

図表４－９ プロフェショナル人材事業の実績 

 
出所：プロフェッショナル人材戦略ポータルサイト（平成 29 年 12 月末現在） 

http://www.pro-jinzai.go.jp/about/scheme.html 
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図表４―10 プロフェショナル人材事業 成約の内訳 

 
出所：田中文隆、森安亮介（2018）「地域企業・地域経済を成長に導くプロフェッショナル

人材の活用」『みずほ情報総研レポート』vol.15 
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３．インタビュー対象者の属性について 

（１）インタビュー対象者の基本属性 

 調査対象は、プロフェッショナル人材戦略拠点マネジャー14713 名である。そのうち、10

名が企業経営経験（役員等の職歴）を持つ者である。中小企業の経営経験を有する者は、そ

のうち 5 名である。プロフェショナル人材事業のマネジャーは、原則として中小企業経営

者と面談することになっていることから、自身も経営経験を有していることは、経営者との

関係構築においてプラスに作用するものと考えられる。ただし、5 名は大企業の経営経験を

有する者であり、中小企業経営との違いなどにおいて、経験が活かされる部分はどのような

ものか確認する必要がある。また、技術開発系の経歴を持つ者は 1 名であり、そのほかは経

営管理、法務・財務・人事、営業を主戦場としてきた者である。なお、拠点には 2~4 名の

サブマネジャーが配置されており、技術開発、生産管理・品質管理等を専門とする人材が就

任していることが多く、企業訪問は技術専門的な話に及ぶこともあるため、マネジャーとサ

ブマネジャーの複数で面談されることが多い。 

 マネジャー13 名のうち、中小企業支援経験を有する者が 12 名である。そのうち中小企業

診断士として経営支援経験がある者が 3 名、地域金融機関出身が 6 名、大手金融機関出身

が 1 名、自治体の産業支援団体コーディネーターが 1 名、経営コンサルタント 1 名である。

ただし、人材採用支援の経験があるのは、自治体の産業支援団体コーディネーター1 名のみ

である。経営支援経験の中でも、本事業は外部人材確保に関する支援となるが、当該経験が

援用可能なものなのか確認する必要がある。 

  

図表４－１１ プロフェッショナル人材戦略拠点マネジャーの職歴 

 所属 企業経営経験 中小企業支援経験 

Ｐ1 広島 
大企業/製造業 専務（法務・人事・総

務） 
－ 

Ｐ2 佐賀 中小企業/製造業 代表取締役 
中小企業診断士事務所 中小企業診断士

協会副会長 

Ｐ3 石川 中小企業/製造業 常務（技術部門） 
産業創出支援機構 戦略産業雇用創造プ

ロジェクト統括コーディネーター 

Ｐ4 大分 
中小企業/広告 専務（財務分析、経営

計画立案、人事組織・採用教育） 
中小企業診断士 

Ｐ5 徳島 
大企業/通販 常務（企業法務・コンプ

ライアンス） 

大企業/大手金融機関 本店支配人（企業

再生経営） 

Ｐ6 鳥取 
中小企業/経営コンサルティング会社 

代表取締役社長 
左記にて経験有 

Ｐ7 神奈川 
（右記）金融機関関連子会社 取締役会

長 

大企業/地域金融機関 代表取締役 

同社子会社総研  代表取締役社長 

商工会議所 副会頭 

Ｐ8 静岡 － 大企業/地域金融機関 研究所専務理事 

Ｐ9 滋賀 － 大企業/地域金融機関 審査部 

Ｐ10 北海道 中小企業/文具販売 取締役（営業） 大企業/地域金融機関 支店長 

Ｐ11 兵庫 大企業/衣料製造・販売 代表取締役社 中小企業診断士（経営コンサルタント） 

 

147 マネジャーは、道府県の選考により決定された。 
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 所属 企業経営経験 中小企業支援経験 

長 

Ｐ12 愛媛 
（右記）金融機関関連子会社/リース 

専務 
大企業/地域金融機関 支店長 

Ｐ13 岩手 － 
県職員（起業支援・ベンチャー支援、研

究開発） 

出所：インタビューデータにより、筆者作成。 
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４．プロフェッショナル人材戦略拠点マネジャーの役割 

第 2 節「プロフェッショナル人材事業含む国による転職市場への関与」の（４）内閣府

「プロフェッショナル人材事業」で説明したように、マネジャーは 4 つのステップで業務

進めていくことになるが、ステップ１「潜在成長力への気づき」の前に、ステップゼロと

も言うべき、支援すべき企業の探索を行う役割がある。本節においては、この企業探索も

含めたマネジャーの 5 つのステップ別の役割について分析を行う。 

 

（１）企業探索における役割 

 この企業探索について、以下のマネジャーの語りが確認された。 

 

➢ 人材紹介会社が、商圏にしなかったような地域の企業の掘り起こしをやってい

ますよね。県庁所在地の企業は人材紹介ビジネスを利用したこともあったけど、

まずそれ以外の市や町の企業は、ほぼ利用したことない。人材ビジネスが、物理

的な距離もありビジネスの対象としてこなかった企業です（Ｐ10）。 

➢ （人材ビジネス未経験企業へリーチしているが・・）そもそも、商売ベースにな

らないということでしょうね。案件が少ない、手数料も取れない、手間もかかる

という要因だと思いますが、そこにアプローチします（Ｐ6）。 

 

マネジャーＰ10、Ｐ6 のように、人材紹介サービスを利用したことがない地方企業へア

プローチしていることが確認できた。企業探索における役割は、第一に「人材紹介ビジネ

ス未活用企業へのアウトリーチ」である。 

プロフェッショナル人材事業が公的事業であることを理由に、マネジャーはこれまで人

材紹介会社が商圏としていなかった地域の企業にアプローチを行っている。すなわち、マ

ネジャーの人件費や移動費は公的資金で賄われているため、企業探索、開拓にかかるコス

トについて予算の範囲内で広告費も含めて投入できる環境にある。人材紹介業務は、職業

安定法により求人企業側、求職者側への支援を同一の事業者が一体的に行うことが求めら

れている。一体的に行うとは、いわゆる求職者が多い都市圏のオフィスと地方圏における

求人企業支援を行うオフィスを双方で持ちサービスを提供することが求められるものであ

り、一般に地方圏企業の支援は固定費を増加させることにつながることから、仮にマッチ

ングしても利益幅が小さく、人材紹介会社は地方圏でのサービス提供を敬遠してきた経緯

がある。 

 

➢ 〇〇県の場合は県の外郭団体が運営をやっていて、UI ターン事業やジョブカフ

ェ事業の運営もしていたので、その企業データベースを運用しました。企業の中

身までわかるものですから、企業にどういった人材を紹介して実際採用になっ

ているかというデータまであるので。また〇〇県は企業誘致が多いので、それぞ

れの城下町も参加の企業が企業会を作っているので、そこは〇〇県庁の担当か
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ら企業リストをお預かりして、一社ずつ情報収集してご連絡しました（Ｐ４）。 

➢ 県直轄事業でもあるので、訪問企業の情報については県の関連する産業・労働関

連の部長や課長との意見交換を行っていました。例えば、女性活用に熱心な経営

者がいる場合には、当該部署へ紹介を行ったりと（Ｐ９）。 

➢ 県とか地方自治体とかの補助金採択企業の情報が入ってきます。エージェント

は直接企業と求職者の間に入っているだけで、その周辺のことは何も知りませ

ん。新聞に出ているようなことしか知らないはずです（Ｐ13）。 

 

Ｐ4 や P9、Ｐ13 マネジャーは、県事業であることを活かして、外郭団体が実施してい

る事業の企業データベースを活用したり、県担当者からの企業コミュニティに関する情

報、補助金採択情報を得て企業開拓を行ったりしている。 

このように公的事業である強みとしては、道府県等の過去の施策の対象となった企業リ

スト（助成金活用企業、各種認定企業等）を活用して、より成長意欲の高い企業へアプロ

ーチを行うことも可能となる。人材ニーズのある企業というよりも、むしろ成長意欲の高

い経営者がいる企業へのアプローチは、現行の民間人材紹介会社のエージェントが持つ情

報では限界があり、プロ人材拠点マネジャーが実施可能な特徴的なルートと考えられる。

企業探索における役割は、第二に「公的事業に蓄積する企業データの活用」である。 

 

➢ ●●（前職の大企業）時代に面識のあったところは、訪問はしやすかった。受け

入れも丁寧だった。入り込む段階ではよかった。社長にいきなり会えることもあ

った。県がやっている事業であり、そのトップに●●の元役員が就任していると

いう、ある種のブランド感はあった（P1）。 

➢ 我 （々中小企業診断士）の人脈の人脈でまわっている。その人脈は確かに銀行関

係の人脈もあるし、いろんな業界の人脈もある。経営者と、ハローワークやいろ

んな求人の情報を我々も検索し、我々の人脈が届かないところには担当者に会

いに行く（Ｐ２）。 

 

P１マネジャーは、前職時代のネットワークを活かすと、企業社長の懐に入り込む際に

は、有効であったと振り返っている。Ｐ2 マネジャーのように、前職で培ったネットワー

ク（中小企業診断士、地域金融機関）、または直接の知り合いでなくても、信頼できる人

材や機関からの紹介を重視していることがわかる。 

このように、マネジャーはこれまでの地元経済界、産業界の業績や人脈を活かして企業

へのアプローチを行っている。これは、公開されている企業情報に依拠するよりも、地元

経済界をよく知る者同士のネットワークの中で、当該事業にふさわしい企業、経営者へ接

近することが有効であるとマネジャーが認識していることが背景にある。先日の業界団体

の会議で、某経営者がこんな課題や新たな挑戦を口にしていたとか、そのようなインフォ

ーマルな情報へマネジャーがアンテナを張っていることでこのアプローチが可能となる。
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企業探索における役割は、第三に「地元産業界人脈によるインフォーマル情報に基づく企

業サーチ」である。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。企業探索における役割は、第一

に「人材紹介ビジネス未活用企業へのアウトリーチ」、第二に「公的事業に蓄積する企業

データの活用」、第三に「地元産業界人脈によるインフォーマル情報に基づく企業サー

チ」と区分することができる。インタビュー対象者 13 人のうち、特に第一に重点をおく

ものは４人（具体的には P6、P10 など）、特に第 2 に重点をおくものは４人（具体的には

P4、P9、P13 など）、特に第三に重点をおくものは 5 人（具体的には P1、P2 など）であ

る。各役割が固有な意味を持つものの、インタビュー結果からは、そのなかでも第三の役

割が相対的に重視されているとみることができる。 
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（２）意欲喚起における役割 

 

ステップ１に該当する潜在成長力への気づき、外部人材を活用したさらなる成長に関す

る意欲喚起に関して、次の語りが確認された。 

 

➢ 経営者としては、（人材紹介会社が）ああなんか来てたね、たまにくるねといっ

た程度で、全然気に留めていない。採用は、地元の人伝い、知人から紹介の人材

が主で、信用できるかどうかという問題になっている。そのあたりの旨味そのも

のがわかっていない経営者が多いということです（P2）。 

➢ （人材会社が）会いに行っても、せいぜい担当者止まり。社長まで会えることは

皆無ですね。そもそも最初からうちはいいですよと言われてしまう。エージェン

トはたくさん来るのだけれど、金儲けするところという印象です。人を世話して

くれるパートナーという意識はないですね。人をただ紹介して金をとるんだろ、

というレベルですから（Ｐ13）。 

 

P２、Ｐ13 マネジャーは、企業経営者の人材紹介会社のエージェントに対する先入

観や固定的な見方に対して、払拭しながら経営者との関係づくりをスタートする。 

 

➢ （エージェントは、普段から経営者と会えていた？）会えていなかった。人材会

社は単なる業者という扱いで、課長や部長くらいしか会えなかった。我々を経由

することで経営者と会え、関係が構築できた。この事業の一番大きいのは、地方

で人材会社が活動するにあたり、東京からの人材会社が活動するようになった

こと、また地元の人材会社も業者として低く見られていたのが、県を看板にした

拠点の紹介でトップと会える。一度トップと会えるとその後も会える。そういっ

た意味で我々の存在価値は地元人材会社からも喜ばれたんです（Ｐ５）。 

 

Ｐ5 マネジャーは、経営者トップと関係づくりが出来ることの意義を語っている。ま

た、その関係性を人材紹介会社に橋渡しすることに意義を感じている。経営者に対して人

材紹介業の理解から求め、経営者と緊張関係を解くことで、エージェントが真に必要な人

材像、求人票を作成するための前裁きを行っているケースが確認された。 

地方圏においては、人材紹介業そのもののサービス認知度が低く、人材派遣業と混同して

いる企業経営者も少なくない。さらには、人材紹介サービスの認知があっても、「人間」を

商材としてビジネスを行っている業者とのイメージが強く、またそもそも経営者の伴走的

な存在となり得るという期待も薄く、エージェントの位置は高いとは言えない。マネジャー

は、こうしたエージェントを企業経営者へとつなぐ役割を果たしている。成長、挑戦に関す

る意欲喚起における役割は、第一に「人材紹介会社に対する固定概念の払拭・伴走者である

ことの意識づけ」である。 
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➢ お金を出してまで人をとる気はないよと言われました。説明の中で、「最終的に

は民間人材事業者につなぎます、彼らも商売ですから、費用が発生します」と言

う話になるとえーっと言われ、スキームを説明しただけで終わったケースが３、

４社ありました。・・設備投資と同じように、会社が成長していくためには外か

ら人をとることも必要でしょう、投資コストは一般的に３５％と言われていま

すが、いい人をとれれば一年で回収できますよね、と説明します。それに対して

異論を唱える経営者は少なくなってきました（Ｐ7）。 

➢ （経営者を見て）お金を出してくれそうかどうかで、有料と無料サービスと混ぜ

てやっています。有力な人材、可能性のある人材に設備投資と同じでお金をかけ

るかどうか。ただで採ろうというのは間違っていますという話はしています

（P3）。 

 

P７のように、当初は有料の人材紹介サービス、しかも年収の 35％相当の手数料

（150 万～350 万）を支払う仕組みに理解を得られない場合は、設備投資を引き合

いに良い人材を確保することが目的でなく、会社を成長させていくことに目を向け

させていく語りが確認された。 

 

➢ すぐに話にはなりにくいような経営者の場合には、今までの実績を話した。成約

件数だけでなく、成約の中身。どういった業種でどういった企業規模の会社でど

ういうポストで、事業成長を目指しているのかといったことを話していた。地方

企業は横並び意識が強いので、自社と似たような規模の会社で成功、成長してい

るというケースが、一番説得力がある（Ｐ１）。 

➢ （どのように背中を押されましたか）どんな方か、一度見てみませんか？と。自

分とフィーリングの合う人はどんな人か、試してみませんか、採用するまではお

金がかからないですからというと、じゃあ書類を見てみようかとなりますね。企

業情報シートに書いた人と、本当に必要な人がイコールなのか。営業が欲しいと

いっているが、実は自分の右腕になれる人がほしいのではないか。それを確かめ

ませんかと伝えました。採用してお金が発生するということばかり言ってしま

うと、経営者は二の足を踏んでしまいます（Ｐ6）。 

➢ 総務畑や管理畑、技術畑であろうが、ある程度のレベルの人間が、しかも東京・

関東・関西で実際にキャリアを積んだ人間、それを何人面接してもいいのですか

らね。そこで費用は発生しない。ああ、なるほどね、という感じで（Ｐ４）。 

 

P1、P６、P4 マネジャーのように、経営者の理解を求めるにあたっては、まず今回の取

り組みが、投資である点を強調していること、すなわち設備投資のように労働力人口が減

少していく状況においては、人材確保も投資であること、また自社の経営課題を解決する

にふさわしい人材を獲得できた場合においては、手数料を回収できるだけのリターンも期
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待できることを類似の事例等を使って説明を行っていた。また、人材紹介会社から提案さ

れる候補人材との面談を何回行っても手数料がかかることはなく、まずは候補人材と面談

してみて、最終的にサービスを活用するのか、採用するのか否かを判断すればよいと背中

を押していたことも確認できた。実際に、有為な外部人材と触れることを通じて、彼らの

ような人材と一緒に挑む成長イメージを醸成させていたのである。潜在成長力への気づ

き、挑戦に関する意欲喚起における役割は、第二に「企業成長イメージの共創」である。 

人材紹介サービスの未経験企業の経営者は人材獲得に際して、成約時に年収の 35％相当

の手数料を支払うことについて違和感を覚えることも少なくない。中小企業の経営者は、

無料であるハローワークではプロフェッショナル人材を確保できないということを既に経

験的に理解しており、また求人広告等に広告費用として一定コスト（数十万規模）をかけ

ることにも経験があるが、人材紹介の手数料となると 1 件成約にあたり、150 万～350 万

という規模となることから二の足を踏むことが多い。 

 マネジャーは、手数料を人材獲得に要するコスト（費用）という捉え方ではなく、当該

採用した人材を、経営課題を解決していくための投資という捉え方をするように経営者に

促している。それは、新商品の開発かもしれないし、販路拡大による売上増かもしれな

い。また、生産管理の精緻化による余分なコスト削減かもしれない。マネジャーは全国の

プロ人材拠点におけるマッチング事例情報を持っているので、プロ人材に求められるミッ

ション（生産性向上、販路拡大、経営管理、事業分野拡張・新規事業開発）に応じた参考

事例を紹介しつつ、経営者が腹落ちするまで働きかけている。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。潜在成長力への気づき、外部人

材を活用したさらなる成長、挑戦に関する意欲喚起における役割は、第一に「人材紹介会

社に対する固定概念の払拭・伴走者であることの意識醸成」、第二に「企業成長イメージ

の共創」と区分することができる。インタビュー対象者 13 人のうち、特に第一に重点を

おくものは 5 人（具体的には P2、P5、P13 など）、特に第二に重点をおくものは 8 人（具

体的には P1、P3、P4、P６、P７など）である。各役割が固有な意味を持つものの、イン

タビュー結果からは、そのなかでも第二の役割が相対的に重視されているとみることがで

きる。 
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（３）人材ニーズの掘り起こしにおける役割 

 

 マネジャーの役割のステップ 2 に該当する「経営課題解決に資する人材ニーズの掘り起

こし」において、以下のような語りが確認できた。経営者との関係に関する語りである。 

 

➢ 経営者と合う、経営者と対等に対峙できるというところ。公的事業ということで

訪問しやすいのはあります。最初から商売、ビジネスだと企業も敬遠するでしょ

う。私は、地銀出身だから、地銀の紹介もあって、企業は安心感があると思いま

す。よろず拠点と違って我々は相談を待つのでなく、どんどん出かけていく、ア

ウトリーチしていく。この事業のように裁量に任せ、個別に企業を徹底的に支援

するモデルはなかったと思います。経営者が愚痴も含めて本音で話してくれま

す（Ｐ10）。 

➢ 先ず、経営者と面談することが肝です。経営相談と言われるようですが、大手の

人材会社は営業マンが若いです。中小の人材会社は割とキャリアのある人がい

ますよね。割とキャリアがある人は、経営相談にも乗るのでしょう。大手は割と

若い人が多いので、中小企業の社長との話がなかなかできていない、それはよく

言われます（Ｐ11）。 

➢ （登録の人材紹介会社のエージェントから言われていたこととして）社長とは

会えていない、以前は企業にアポ取るのが大変だったのが、プロ人材であればい

きなり社長にアポ取れるのは彼らにとって大きなインセンティブだったと思い

ます（Ｐ４）。 

 

Ｐ10 マネジャーのように、公的事業であることや自身の経歴やネットワークを活用して

経営層へのアプローチを行い、対等な立場で対話出来ていることが確認された。また、Ｐ

4 やＰ11 マネジャーのように、これまでは人材紹介会社のエージェントが出入りしていた

企業であっても、経営者まではアプローチ出来ておらず、本事業でエージェントが経営者

と対話出来るようになっている点を重要な役割と認識しているケースも確認された。 

マネジャーの面談時の最初の仕事は、経営幹部に会い、経営者と対峙することである。

マネジャー自身が地元の銀行の幹部出身であったり、また地元老舗のものづくり企業で経

営の指揮を執っていた経験があったり、行政幹部出身であったりと自身の人脈も使いなが

ら企業経営幹部との面談を行っている。また、公的事業という位置づけでもあるので、経

営者と面談しても人材会社の一般的なエージェントと異なり、発注者と受注者のような関

係性でなく、対等な立場として向き合う。経営者も公的事業の責任者であり、また大企業

や地元経済界においても一定の貢献と業績を残した人物との面談機会ということもあり、

普段の公的事業のコーディネーターとは違う印象を持つことも少なくないと考えられる。

経営者は、同じく経営経験を有するマネジャーとの対話により、胸襟を開き、時には部下

にも言えない愚痴や不満をマネジャーに吐露することもあると推察できる。経営課題解決
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に資する人材ニーズの掘り起こしの役割は第一に、「経営者と対峙、対等な関係性の構

築」である。 

 

続いて経営課題の解きほぐしに関する、以下の語りが確認できた。 

 

➢ （どちらかと言うと）エージェントというのは求職者のほうに接点を持ちます

ね。私どものほうは川上工程で求人を欲している企業に接点を持ちますね。一気

通貫でできればいいのですがそんなスーパーマンはいないので、私たちは、（川

下は）エージェントの力をお借りしますよと。だからこそ、欲している人材像を

明確に伝えるために、私のほうは銀行で培ったノウハウを使って経営課題を詳

細にわたってヒアリングをするよと（Ｐ12）。 

➢ 本来の課題や人材ニーズは経営者しかわからないわけで、ただこちらから課題

を指摘しないとわからないこともある。その部分については、人材紹介会社はそ

ういうことを言えた義理ではないですから、私たちは会社の弱点と長所をお伝

えします（Ｐ３）。 

➢ 事業の中身を少し掘り下げ、具体的な相談・成約事例を交えながら説明。訪問企

業の強みとそれをいかに今後に活かすのか、それらをどのよう長期ビジョンに

反映させていくのか（3 年、5 年、10 年）、逆に弱みをしっかり把握し、それら

の克服に向けての取り組みはどうするのか聞き込み。自社の発展のための順序

として、弱みの解消を目指すのか、強みを更に強化していくのか等、方針を明確

に持っているのかを聞き込み、必要人材はどの部署なのかを共有します（P９）。 

➢ たとえば物流会社が、情報産業化していますよね。情報システムへの対応が不可

欠なのですが、知識が経営者は少ないので現場レベルの話に委ねてしまいます。

会社の情報戦略を担当できる人をとらなければいけないのだけれども、安易に

「SE で物流関係のシステムに詳しい人が欲しい」と言った話になってしまい、

ワーカーレベルの求人になってしまう。会社の方向を左右するような仕事をす

る人を採用するというハードルは、私たちが入らないと高いですね（Ｐ８）。 

 

P12、P3、P9 マネジャーのように、自身の仕事をマッチングに至るまでの川上工程、特

に求人企業の経営者への支援、経営課題の発掘と明確化、優先順位付けであると捉えてい

ることが確認できた。また、P８マネジャーは、物流会社の情報産業化という課題に際し

て、経営層が不案内である分野であると「システムエンジニア」のような専門職種の人材

ニーズ不足という問題に安易に逃げ込む傾向があり、経営レベルでの情報産業化という課

題に向き合わないまま人材獲得に奔走してしまうことにブレーキをかけて、適切な検討に

戻すことを重視している。経営課題解決に資する人材ニーズの掘り起こしの役割は、第二

に「経営者に真の課題とは何か、問い直すこと」である。 

経営課題の中でも、組織や体制等も含む中小企業経営者の弱点に深く関与する以下の語
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りが確認された。 

 

➢ （話のスタートは？）事業内容や組織ですかね。人が必要だと言うことがあるけ

れども、単刀直入にそこに入ることはしません。会社のことをまず知りたい。そ

の上で設立も含め内容、製品だとか、組織がどうなっているとか。歴史的な話も

します。・・・管理系のニーズであれば、組織形態を聞きます。具体的にこの部

署は何をやっていますか、と。中小企業は組織図があまりないので、聞きながら

手書きで書いていく感じ。社長が営業をやっていると、生産現場は工場長がいま

すが、管理する人材が必要になります。まず聞くのは必要な人材の内容ですね。

何をやらせるのか？仮に総務といっても幅広いですし。部下はつけますか？と

（Ｐ７）。 

➢ 次の世代を担う県内企業の若手経営者や後継者を対象に実践的な経営感覚や経

営能力を身に着けることを目的とした講義と実習形式での経営塾を開催してい

ます。そこでは、組織論やミドル人材のリーダー育成について考えてもらいます。

その検討過程の中で、必要な人材ニーズについて一緒に考えていきます（P2）。 

 

P7 マネジャーのように、組織管理に着目しているケースも確認された。経営課題とそれ

を実行する組織形態が整合している状態にあるのか、比較的小さい規模の企業では組織図

そのものが作成されておらず、経営者と一緒に組織図を作成することから支援をスタート

している。そもそも経営者といっても、開発や生産管理に長けていたり、営業・販路開拓

に長けていたりと得意分野を持つが、どうしても手薄となる分野や領域も必ず存在する。

そこに外部人材の活用可能性があるのか等、探っている。 

P2 マネジャーは、長年の中小企業診断士としての経営者支援経験を活かして、若手経営

者向けの経営塾を開催して、組織論から始まり、財務、業務改善、マーケティング、労務

といった幅広く実践的な経営能力の向上を目的とした演習を行い、本当に外部人材が必要

な領域・職務の見定めを支援している。 

マネジャーは、経営課題に紐づく人材ニーズをあぶり出し、登録の人材紹介会社との連

携によりマッチングをサポートする役割を持つが、経営者が把握している経営課題と必要

な人材ニーズに関して鵜呑みにすることなく、問い直している。マネジャーの最大の関心

事項はマッチングという結果でなく、当該企業の経営課題が解決されうるのか、そもそも

面談で話題に上がっている経営課題とは真の経営課題か、もっと優先順位の高い経営課題

があるのではないかという、経営者がまだ気づいていない、直視していない課題を掘り起

こしていく作業にエネルギーを割いている。そして、そのような課題を掘り起こすために

は、人事課長や総務部長でなく、経営者自身に問い直すということが近道であると信じて

いる。 

前述したように、プロ人材拠点は職業紹介の免許を有していない。したがって、候補人

材を提案することや面談に同席するなどの行為は認められておらず、登録の人材紹介会社
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に委ねることになる。マネジャーは、真に必要な人材ニーズを経営者との対話を通じて、

掘り起こし、人材ニーズを顕在化させ、多様な母集団（人材プール）を有している人材紹

介会社に確度の高い情報を配信することに注力しているのである。 

このことは、特に大企業でまだ経験が浅い人材紹介会社のエージェントが、そもそも経

営層との面談にまで至っていない、仮に至っていても経営者と対峙できていないのではな

いか、経営者の御用聞きを行っているのではないかと言うマネジャー自身の語りでも確認

できる。 

そして仕事のミッションは、「プロフェッショナル人材事業」という人材事業ではある

ものの、その真髄は、プロ人材マッチングに至る前の上流工程をいかにグリップしていく

か、エージェントに確度の高い情報をバトンタッチしていくのかという点であり、こだわ

りを持っているのである。経営課題解決に資する人材ニーズの掘り起こしの役割は、第三

は、「中小企業経営者の目が行き届かない組織問題に対する気づきの提供」である。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。経営課題解決に資する人材ニー

ズの掘り起こしにおける役割は、第一に「経営者と対峙、対等な関係性の構築」、第二に

「経営者に真の課題とは何か、問い直すこと」、第三に「経営者の目が行き届かない組織

問題に対する気づきの提供」と区分することができる。インタビュー対象者 13 人のう

ち、特に第一に重点をおくものは 5 人（具体的には P4、P10、P11 など）、特に第二に重

点をおくものは 6 人（具体的には P3、P8、P12 など）、第三に重点をおく者は 2 名（P2、

P7）である。各役割が固有な意味を持つものの、インタビュー結果からは、そのなかでも

第二の役割が相対的に重視されているとみることができる。 
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（４）人材ニーズの紹介会社への引継ぎにおける役割 

 

マネジャーの役割のステップ 3 に該当する「人材ニーズの紹介会社への引継ぎ」におい

て、以下のような語りが確認できた。エージェントに関する以下の語りが確認できた。 

 

➢ それぞれの強みを（人材会社に）書いてもらった人材会社一覧（20 数社）を、

企業に見せながら数社選んでもらった上で、企業情報シートを人材会社に共有

しています（Ｐ１）。 

➢ 企業は（登録の人材紹介会社）全部はいいから３、４社に選んでと言われるので、

実績があるところから５社くらいに絞って、この辺であればこんな紹介の実績

がある企業ですと紹介していました（Ｐ４）。 

➢ 公的な機関ですので、一番は人材紹介会社の情報をフラットな立場で企業に共

有できることではないでしょうか。私が言っているのは、「ほけんの窓口」って

ありますよね。あれの人材会社の窓口の公的機関ですという言い方をします。・・

中小企業側に立って一番使いやすい有利な人材会社を、利害関係ないですから、

企業側に立って複数紹介できますよね（Ｐ11）。 

 

P１、P４、P11 マネジャーのように、公的機関であるという特徴を生かし人材紹

介会社の情報を集め、当該企業に対して適切な人材紹介会社を案内しているケース

が確認された。人材ニーズの紹介会社への引継ぎにおける役割は、第一に「人材紹介

会社の特徴に関する情報提供を通じた選択肢提供」である。 

 

➢ （人材紹介会社を紹介するにあたっては）柔軟にやってくれたのは〇〇さん（人

材紹介会社のエージェント名）ですね。見つけてきた求職者を登録させて、カウ

ンセリングもしてくれ、企業さんへの調整もしてくれました。〇〇くんと▲▲さ

んとかはよくやってくれて、企業さんからの評判もよかったです（Ｐ6）。 

➢ 本事業が始まった半年後、東京の人材会社を回ったところ、地方まで手が回らな

いと言われました。東京で説明会みたいのをやってくれたらそこには出られる

が、〇〇県まで行けないと。・・そのため、東京で人材会社のエージェントを呼

んで人材ニーズを持つ企業の説明会を開くこと、懇親会等で人材会社と親しく

なることにより、優先的に〇〇県に人材をまわしてもらう、ということをはじめ

ました（Ｐ５）。 

➢ 特に県内企業についてはこちらのほうが情報をよく知っていますよね。だから

エージェントの IQ とうちのほうのリレーション能力が合致すれば無敵なんだ

よ、と。あなたたちも私を頼りにせんかいと。それで一つになれば、一番いい仕

事ができるんだから、としばしば啓蒙するんですよ。そうすると、本気になって

動いてくれるところがありますね（P12）。 
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P６マネジャーのように人材紹介会社の特徴だけでなく、エージェント自身の強み、持ち

味も含めて観察・評価しており、中小企業へ繋いでいるケースが確認された。Ｐ5 マネジャ

ーのように、地方圏で開拓した人材ニーズを有している企業情報について、「企業情報シー

ト」を登録の人材紹介会社に配信するだけでなく、東京に赴いてエージェントに対して当該

企業の特徴や強み、有している課題や人材に求めるミッションを企業自ら、またはマネジャ

ーが説明する場を開催するなど、人材紹介会社内部へ入り込み、責任者や優秀なエージェン

トに接近する取組が確認された。人材ニーズの紹介会社への引継ぎにおける役割は、第二に

「熱量ある人材紹介責任者や優秀なエージェントへの接近・発掘」である。 

 

➢ 我々がコーディネーターとして、きちんと進捗状況をフォローします、うまくい

かなければ別の（人材紹介）会社とのつながりも作っていきます（Ｐ7）。 

➢ 拠点にもたくさん人材紹介会社の方が見えますが、彼らの業務改善も期待して

生のデータを見せるんですよ。こんな人がここで決まってますよ、と（P2）。 

➢ 人材会社との月例会議をやっているなかで移住者とかマッチングの数を公開し

ています。企業向けセミナーの資料なども公開しています。マーケットが難しく

なってきていることも人材会社も理解しています。企業に深く入らなければい

けないことも（P3）。 

➢ 進捗管理については、月 2 回（中日、末日）の報告をさせてのチェックを実

施。上記以外に、それぞれの人材会社と 1 対 1 での案件進捗をかねての情報交

換を月 1 回、開催している（P9）。 

 

P７マネジャーは、仮に紹介した人材紹介会社が合わなかった場合でも、案件の進捗管理

を人材紹介会社から報告してもらうことを通じて行い、より適切な人材紹介会社へ繋ぐ役

割も果たしている。P2、P3 マネジャーは人材紹介会社の業務改善を促すために、拠点にお

けるマッチング実績の傾向や事例を情報提供する。P９マネジャーは、人材紹介会社と相対

で、特定案件の進捗や頓挫している背景や理由などを探っている。人材ニーズの紹介会社へ

の引継ぎにおける役割は、第三に「案件の進捗管理を通じた紹介会社の業務改善や軌道修正

への働きかけ」である。 

人材紹介会社とプロ人材拠点には、特段の発注・受注関係は無い。いわゆる、地域金融

機関が行っているようなビジネスマッチングが成立した場合、当該手数料の一定割合をキ

ックバックするような仕組み148は取っておらず、プロ人材拠点は極めてフラットな立場で

人材紹介会社のパフォーマンスを観察することが可能となっている。自拠点におけるマッ

チング件数が積み重なるに連れて、登録の人材紹介会社の強み・弱みだけでなく、担当す

 

148 従来から地域金融機関が行ってきたビジネスマッチングでは、人材が必要な企業に対して地域金融機

関が人材紹介会社を紹介し、当該人材紹介会社が得た手数料の一部を地域金融機関へ戻す仕組みとなって

いる。 
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るエージェントの事業連携に関する熱量も観察・把握することで、利用企業に対してふさ

わしい人材紹介会社、ふさわしいエージェントへの繋ぎが出来るようになっている。な

お、拠点によって異なるが、登録の人材紹介会社は年度毎に成果等に応じて、入れ替えが

行われている。 

プロフェッショナル人材戦略拠点は、拠点により幅はあるもの 20 社～40 社の登録の人

材紹介会社を有している。年度ごとに、登録の人材紹介会社の公募を行い、本事業と連携

意欲の高い人材紹介会社は企業概要やこれまでのマッチング実績、自社の強みとする人材

プールなどの資料を拠点に提出し、登録の認定を得る。拠点によっては、当該地域（道府

県内）にオフィスを有しない人材紹介会社についても登録の対象として認め、より広範囲

の母集団、すなわち利用企業が多様な人材紹介サービスの選択肢を得ることが出来るよう

な環境整備を行っている。 

プロフェッショナル人材拠点は、当該人材ニーズを有する企業の「企業情報シート」を

経営者の了承を得て、登録の人材紹介会社へ共有を行う。その際、すべての登録人材紹介

会社へ共有することで人材提案を行ってもらう選択肢を増やすというケースも選ぶことも

出来るし、プロ拠点が有している各人材紹介会社の強みやサービスの特徴から数社を経営

者に選んでもらい、適切だと思われる人材紹介会社を絞ることも出来る。前述したよう

に、地域の中小企業経営者は人材紹介サービスに不慣れなことがあり、都市部に集積して

いる人材紹介会社のサービスに疎い部分があるが、プロフェッショナル人材戦略拠点を通

じて適切な人材紹介サービスにアクセスが可能となるメリットを持つことになるのであ

る。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。人材ニーズの紹介会社への引継

ぎにおける役割は、第一に「人材紹介会社の特徴に関する情報提供を通じた選択肢提

供」、第二に「熱量ある人材紹介責任者や優秀なエージェントへの接近・発掘」、第三に

「案件の進捗管理を通じた紹介会社の業務改善や軌道修正への働きかけ」と区分すること

ができる。インタビュー対象者 13 人のうち、特に第一に重点をおくものは 4 人（具体的

には P1、P4、P11 など）、特に第二に重点をおくものは 5 人（具体的には P5、P6、P12

など）、第三に重点をおく者は 4 名（P2、P３、P7、P9）である。各役割が固有な意味を

持つものの、インタビュー結果からは、そのなかでも第二の役割が相対的に重視されてい

るとみることができる。 
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（５）マッチング、プロフェッショナル人材確保以降における役割 

 

ステップ４に該当するマッチング過程、マッチング後の経営者の伴走について、以下の

語りが確認できた。 

 

➢ （引継ぎ以降の経営者の支援は？）選考のプロセスでしょうね。この人だったら、

年収＋手数料を払ってもいいと思えるかどうか。そこのアドバイスは結構しま

したね。スキルとかよりフィーリング、この人ならうまくやっていけそうという

部分を大切にしてくださいと伝えました。エージェントには、経営者と会って、

企業の姿勢として人を紹介したくない場合には遠慮なく伝えてほしいと話して

います（Ｐ6）。 

➢ 処遇や求職者対応については統計資料をお持ちします。こういうコストでこう

いう仕事内容でこういう人材がほしいとすると、ちょっとこの金額だと厳しい

かもしれない、と伝えます（Ｐ７）。 

 

P6 マネジャーのように、選考のプロセスにおいて経営者の迷いに対して経営者が当該人

材の活躍をイメージできるか否かを重視するようにアドバイスを行ったり、求職者に対す

る姿勢・態度など登録の人材紹介会社が違和感を持った場合には、フィードバックを行っ

てもらい直接マネジャーが経営者に改善を働きかけたりするケースが確認された。 

また、P7 マネジャーのように提示する年収水準を相場観に合わせるように経営者に対し

て促すケースが確認された。さらに、面談後の人材紹介会社への返事が一般的な期間（1

～2 週間）より長い場合には、転職市場の相場について経営者に説明し企業本位のスケジ

ュールでは有為な人材確保競争には負けてしまうことなどもきめ細やかに伝えている。人

材紹介会社への人材ニーズの引継ぎ後、マッチング後の経営者の伴走における役割は、第

一に「採用基準や選考に対するアドバイス」である。 

 

 外部からの人材確保後の離職や定着に関する以下の語りが確認された。 

 

➢ 早期離職は経営者要因、求職者個人要因、ミックスしている場合とあるが、求職

者個人についてはわからない。そのため、エージェントからも話を聞くことにし

ていたが、まだまだ道半ば。（エージェントには）本当にやれるべきことをやっ

たのかを問いながら、再発防止につとめるため今後の対応を強化してもらって

いました。それをやってこそ、第二人事部として信頼してもらえるのではと（エ

ージェントに）伝えていた（Ｐ１）。 

➢ うちで成果トップのエージェントは成約したあとのフォローもよいし、辞めた

いという話が求職者からきたときにきっちり対応してくれました（P5）。 

➢ 有料人材紹介であるが故の人材会社担当者のノルマ消化（収益重視）のための動
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きになりますよね。人材会社の「もうけ主義」が前面に出るケース（人を無理に

押し込むなど）では、都度、厳に慎むよう指摘し、修正させています（P9）。 

➢ 必要な人材が明確になったとしても、今の仕組みだと、我々はマッチングしては

いけないことになっていますから。もやもやした状態です。本当は、紹介する以

上、合った人を紹介すべきなのに、実際に紹介するのはエージェントなわけです。

本来、経営課題を解決すると言っているのですから、そこは（求職者は）見るべ

きです。それを、外部に投げてしまうのはあまり深く入れないし、企業もそんな

に信頼はしないということですよね（P8）。 

 

Ｐ１マネジャーのように、人材紹介会社エージェントとの定期的な勉強会により、早期

離職ケースの要因分析に関する情報収集を行っている取組も確認できた。ただし、早期離

職の要因分析等については、ケースにより異なり経営者への効果的な働きかけは道半ばと

評している。P5 マネジャーのように、信頼できるエージェントには入職後の定着について

のフォローを依頼している。 

一方、P9 マネジャーのように引き継いだ人材紹介会社が無理やりに人材を提案しないよ

うにモニタリングを行っている。さらに、P8 マネジャーは、現行の仕組みでは求職者に直

接、接することが出来ないことから、経営者に対する伴走支援は不十分、間接的にならざ

るを得ないことを指摘している。人材紹介会社への人材ニーズの引継ぎ後、マッチング後

の経営者の伴走における役割は、第二は「エージェント経由による離職予兆や離職要因に

関する情報収集と提供」である。 

プロ人材拠点は、職業紹介免許を持たないことを理由に直接、求職者に対して働きかけ

ることは出来ないが、経営者にはマッチング前後含めて経営支援の一環としてアドバイス

を行うことは出来る。マッチング中（選考期間）においては、経営者の採用判断に関して

相談を受けた場合にはアドバイスを行うほか、また処遇についても、これまでのマッチン

グ実績データを用いながら、幅を持たせての設定を促したりしている。こうしたアドバイ

スは、マネジャーが元来持ち合わせていた情報資産によるものではないが、マネジャーは

登録の人材紹介会社との定期的な会合を開催しており、転職市場の相場についての情報を

得ている。 

マッチングが成立以降、当該プロ人材入職後もマネジャーは、当該企業を不定期である

が訪問する。事実、2020 年 7 月現在で、過去にプロ人材を２名以上採用した企業(＝リピ

ート企業)はプロ人材受入企業全体の 42.5%を占める149。当初、拠点マネジャーとの対話

の中から人材を獲得した企業が、さらに事業展開を行うために異なるミッションによる人

材獲得へとの動きを強めている。事業展開や経営課題解決に関する対話から、いち早く当

 

149内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局発表資料「地域における経営人材の活用について～副業・

プロフェッショナル人材戦略～」（令和２年８月 24 日）。 

https://www.chihousousei-hiroba.jp/var/rev0/0003/5981/professional.pdf（2021 年 1 月 2 日確認）。 

https://www.chihousousei-hiroba.jp/var/rev0/0003/5981/professional.pdf（2021年1
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該企業の次の人材ニーズをキャッチする等、マネジャーの継続的なプロ人材獲得企業との

関係が確認される。 

また、早期離職の懸念がある場合など、マネジャーは経営者の相談にのることもある。

人材紹介会社のエージェントは、基本的に入職後に当該企業へ訪問することは少ない。エ

ージェントが入職した人材と継続的に関係を持つことは、次の転職先への紹介を行うよう

な懸念を経営者に抱かせることになり、エージェントは入職した人材とは一定の距離を持

つ150。また、人材紹介ビジネスの構造上、エージェントは次の案件紹介に注力すること

で、売上を上げていかねばならず、入職した人材をいくらフォローしても利益を得られな

い仕組みとなっている。一点、入職後の人材が 3 か月以内、6 か月以内に離職した場合

は、手数料の払い戻し（違約金）が発生する契約を結んでいることが多いが、人材紹介会

社は、早期離職率を下げることをエージェントに求めることより、早期離職は一定程度存

在している、計数上織り込み済みの確率として、次の案件をマッチングさせていくことに

注力するように指示していると考えられる。マネジャーは、試行錯誤を重ねながらマッチ

ング後の早期離職の要因を探り、経営者にマッチング後も寄り添う。ただし、早期離職に

関する効果的な取り組みが確立されているわけでなく、選考時より求職者に接することも

出来ないため、マネジャーの意思によりマッチング後の支援は濃淡が生じている。 

今回のインタビュー対象者ではないが、数拠点においては同じ県内の異なる企業に入職

してきたプロフェッショナル人材が集い、自身のミッションやその進捗状況を報告した

り、課題を共有したりする会議を開催する拠点も現れ始めている151。会議後は、懇親の場

も設けられ、移住等で不慣れな地域や職場環境で奮闘する人材の交流の場となっている。 

 

 

➢ 地場の伝統産業（繊維）のリデザインプロジェクトに関わっており、必要なプロ

フェッショナル人材を本事業で採用しましたが、前職のアパレル経営経験も活

かして、その後もプロジェクトの進展に向けて関わっています（Ｐ11）。 

➢ 入社後のうちの会社ちょっと見てくれという企業もあり、現場指導もあったり

する。コンサルのような手離れいい感じにはなかなかできないなと思います。人

材紹介なら紹介して終わりでしょう、商売ならお金になった段階でいいんでし

ょうけれど、紹介された側としてはそこがスタートであり、立ち上げまでに時間

がかかったり、工夫しなければいけないこともあるので、もう少しフォローして

もらえないかという感じになります（P3）。 

 

150 第 3 章で言及したようにエージェントの業務管理は、マッチングに至るまでの案件のステータス管理

に重点が置かれている。したがって、入職後の人材へのフォローについて通常はエージェントからアプロ

ーチすることは少ない。 

151 長野県プロフェッショナル人材戦略拠点「プロフェッショナル人材事業・事業報告書」 

『第 1 回 転職者情報交換会』報告（2019 年 2 月）。 

https://www.nagano-pro.com/news01.php?id=75（2020 年 1 月 3 日確認）。 

https://www.nagano-pro.com/news01.php?id=75（2020年1
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P11、P3 マネジャーのように、一部の経営者は、マネジャーをメンター・アドバイザー

的な存在として慕っており、その後の事業展開についても助言や指導を求めている。人材

紹介会社への人材ニーズの引継ぎ後、マッチング後の経営者の伴走における役割の第三は

「当該人材を活用したプロジェクト進行のための助言・指導」である。 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。人材紹介会社への人材ニーズの

引継ぎ後、マッチング後の経営者の伴走における役割は、第一に「採用基準や選考に対す

るアドバイス」、第二に「エージェント経由による離職予兆や離職要因に関する情報収集

と提供」、第三に「採用人材を活用したプロジェクト進行のための助言・指導」と区分す

ることができる。インタビュー対象者 13 人のうち、特に第一に重点をおくものは 5 人

（具体的には P6、P7 など）、特に第二に重点をおくものは 6 人（具体的には P1、P5、

P8、P9 など）、第三に重点をおく者は 2 名（P3、P11）である。各役割が固有な意味を持

つものの、インタビュー結果からは、そのなかでも第二の役割が相対的に重視されている

とみることができる。 

 第 4 節は、以下の<図表 4-12>ようにまとめることが出来る。ステップ別にマネジャーが

相対的に重視した役割に着目すると、プロフェショナル人材戦略拠点が置かれている公的

機関や組織機能に依拠した役割というよりむしろ、マネジャー自身の個人的なネットワー

ク、力量によるもの、また人材紹介会社との関係においても、優秀で熱量あるエージェント

個人との関係構築の強化を重視していることが分かる。マネジャー自身の個人力量に依拠

するところが大きいということである。 

また、それぞれのステップをつなぐためのマネジャーが経営者に働きかけている重要な

要素として、ステップ①の潜在成長力への気づき、成長、挑戦に関する意欲喚起において

表出された「企業成長イメージの共創」があると考える。マネジャーは、企業からの求め

の前に、地域の潜在成長力の高いと思われる自ら企業へアウトリーチして、そして経営者

と一緒に今後の企業成長のイメージ、見通しの検討を行い、事業の将来像を描くことに奔

走していた。さらに、経営者が認識している経営課題について、対等な立場から問い直し

を行い、時には再考を求めて重要な課題とは何か、優先的に取り組むべき課題を明確にし

て、当該課題を解決するために求められる現実的な職務ミッションをあぶり出していたの

である。この求人化の手前のプロセス、すなわち一般的なエージェントの仕事では及ばな

い領域において、マネジャーは大きな働きを行っていると言える。 

ただし、採用支援や定着支援の段階となると、経営支援段階ほど、直接的な関与、介入は

なされておらず、外部人材を活用した案件進行にコミットする度合いは小さいと言える。こ

れについては、そもそもシームレスな支援と言っても、事業の仕組み上、拠点が職業紹介の

免許を持たないことから、求職者については人材紹介会社に委ねるため、経営者との関係性

がいったん薄くなること、また人材獲得後の企業の事業案件コミットに関するマネジャー

への動機付けや業務管理の仕組みが不明瞭であることも要因としてあるのではないかと考



193 

 

えられる152。 

  

 

152 各拠点の実績は、全国事務局へ月次で、①経営相談件数、②人材紹介会社への人材ニーズの引継ぎ件

数、③成約件数が報告される。人口・産業規模が異なるため、単なる数値のみで評価はされていない。拠

点マネジャーが集まる協議会においては、上記②人材紹介会社への人材ニーズの引継ぎ件数から③成約件

数を引いた未充足案件の割合に着目した議論等がなされた経緯があるが、成約後の企業成長の度合いを評

価するための指標は統一的に定められていない。 
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図表４―12 支援ステップ別のマネジャーの役割 

 
出所：インタビューデータにより、筆者作成。 
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５．マネジャーが発揮している役割・機能の背景にあること 

 

これまで、マネジャーが果たしている役割について分析してきたが、それら役割は、マ

ネジャー自身のどのような、これまでの経験、スキル・知識、ネットワーク等に支えられ

ているのか、マネジャーの経営者としての経験、企業経営支援者としての経験の２つの要

素に着目して分析を行う。 

 

（１）経営者としての経験 

本インタビュー対象者 13 名のうち、職歴のうち役員以上の経営経験を有していた対象

者は 10 名であった。そのうち、中小企業の経営経験を有するのは 5 名である。以下の語

りが確認できた。 

 

➢ 自分が経営者だから良かったと思うのですが、地銀出身や行政出身の方って、申

し訳ないが、手数料を３割払って優秀な人材をとれというのはわかるのですが、

経営者が 100 万 150 万払って人材をとるのがどれだけ大変なことか、経営にイ

ンパクトがあるかわかっていません。僕は採用してその人が活躍しなかったら、

という（社長の）気持ちも共感できました。同じ経営者としての悩みを共有でき

るというところでしょう（Ｐ6）。 

➢ 本音を語ってもらうということでしょうね。地元で経営していると、どんなに事

業が厳しくつらい時も逃げられないプレッシャーがあります。先ずは、その経営

者が置かれている状況に共感というか、寄り添わないといかんですね（Ｐ2）。 

 

Ｐ６マネジャーは、同じ経営者としての悩み、特に人材紹介会社に支払う手数料の数百

万円の企業経営に対する重さを理解しており、経営者の良き相談相手となっていることが

分かる。Ｐ2 マネジャーは、地域の経営者が逃げられない環境に先ずあることへの深い理

解、共感から経営者との信頼関係が始まることを述べている。 

 

一方、地銀役員も含めて大企業の経営経験を有するマネジャーが 5 名いたが、自身の

経験の活用について、以下の語りが確認された。 

 

➢ 一番大変だと思ったのは、私は大企業で役員やったといっても所詮はサラリー

マン。会社を退任してしまえば関係は切れるが、地域の企業の場合は世襲の企業

が多い。経営者が 2 代目 3 代目、会社を守り雇用も守りながらなんとか維持し

て発展させなければならない。彼らは逃げられない。退職して終わりではない。

そこがやはり、大変なんだなと（Ｐ１）。 

➢ 僕は役員やったり社長やったりしてきましたが、いずれも大きな組織なんです

よ。何千人いるケースと中小企業ははまらないわけです。大企業の論理を持ち出
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しても仕方ありません（Ｐ７）。 

 

Ｐ１マネジャーやＰ７マネジャーのように、大手企業の経営経験を有するマネジャー

は、中小企業と大手企業の経験の違いを、経営者との対話を通じて痛感しており、中小企

業経営の厳しさ、例えば失敗しても地域から逃れられない経営者の置かれている状況の理

解を深めている。 

 

ただし、そのような中でも大手企業での経営経験が活かされている要素があるとの語り

も以下、確認された。 

 

➢ 実際やってみて、雇用・労働という領域でリストラ含めて泥臭い苦労をしている

し、役員時代もコンプライアンスを中心としたリスクマネジメントを所管して

いたから、結果からみると活かされていると感じた。採用、人に関することだと、

デリケートなハンドリングを要するので中小企業の経営者に対して実のある話

も出来ることもある（Ｐ１）。 

➢ 僕は、従業員のモチベーション管理などどうしているかを聞きます。例えば、福

利厚生にしても中小は大企業より劣っているわけです。何かやはり社長として

従業員にアピールできるものがありますか？と聞きます。そうすると制度には

なっていなくても、社長の運用面でアピールできることってあるんです。ある会

社は、30 歳を超えたら社員全員に毎年人間ドックを受けさせていました（Ｐ７）。 

 

P1 や P7 マネジャーのように、組織づくりや従業員のモチベーション、コンプライアン

ス遵守の姿勢など自身の経営経験の中でも得意領域において、経営者との対話で十分活か

されているとの語りも確認された。 

 

➢ 自分は銀行を経て、関連会社の社長もやったのだけど、経営者としての幅広い視

野というか、売上もあげなから、コンプラも考えなきゃいけない、そんな姿勢と

いうか価値観というか、そんなところも、経営者と話すときは同じ土俵で話せる

感じはします（Ｐ10）。 

➢ 一言で言ったら、社長ときちんと話ができるということです。社長の思いや経営

課題や悩みがわかりますかと。事業再生も前職時代やりましたから、成長拡大の

視点だけでなく幅広く、いろんな目線で話ができるって大事だと思うんですよ

（Ｐ11）。 

 

P10、P11 マネジャーのように、経営者と同じ土俵で話すことが出来る、具体的には広

範囲の経営課題について話が出来たり、悩みの理解が深かったりすることが前職までの経

営経験が活かされていると語っている。 
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以上を要するに、次のようにまとめることができよう。マネジャーの役割を支える前職

までの経営者としての経験は、第一に「逃げることが出来ない中小企業経営に対する共感

力」、第二に「経営レベルにおいて培った所管領域での助言・指導スキル」、第三に「大企

業関連会社等時代に培った全方位、幅広い経営視点の提供」と区分することができる。経

営経験を有する 10 人のうち、特に第一に重点をおくものは 2 人（具体的には P2、P6）、

特に第二に重点をおくものは 6 人（具体的には P1、Ｐ7 など）、第三に重点をおく者は 2

名（P10、P11）である。各役割が固有な意味を持つものの、インタビュー結果からは、そ

のなかでも第二の役割が相対的に重視されているとみることができる。 
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（２）企業経営支援者としての経験 

 

本インタビュー対象者 13 名のうち、中小企業経営支援・コンサルティングの経験を有

していた対象者は 12 名であった。そのうち、金融機関職員として中小企業支援を行った

経験を有する者は 7 名である。残りは、中小企業診断士 3 名、経営コンサルタント 1 名、

産業支援団体の企業コーディネーター1 名である。前職までの企業経営支援に関する経験

について、マネジャーは現在の役割との関係をどのように捉えているのだろうか。 

 

先ず、姿勢や構えに関することとして以下の語りが確認された。 

 

➢ 地銀時代の支店長経験は生きているよね。動き回る、ネタを探す、社長と腹を割

って自分事として取引先のことを考えるとか、全員でないけど、そんな支店長の

経験は、この事業に役立っていると思いますよ。経営者とがっぷりよつに組み合

う感じ（Ｐ10）。 

➢ 中小企業診断士としての経験は活かされたが、どちらかと言えば小規模企業に

対する支援。本事業の支援対象はもう少し規模の大きい中小・中堅企業。そうな

ると地銀出身のマネジャーの経験は支援対象規模も合致することから、相当活

かされるのではないでしょうか（P2）。 

 

P10 マネジャーは、支店長時代に培った「社長と腹を割って話す」、「自分事として取引

先の成長を考える」姿勢が染み付いていることが今の仕事に活かされていると語ってい

る。また、「がっぷりよつ」という言葉が示すように、支援者として下からでも上からで

もなく、経営者と対等な立場で向き合う姿勢で臨んでいることもうかがえる。P2 マネジャ

ーは、中小企業診断士として企業支援の経験があるものの、プロフェショナル人材事業の

対象企業の規模は、中小や中堅企業であり、対象企業の属性からみると地方銀行における

支援経験が企業の抱える課題や成長可能性を支援する場合により活かされるのではないか

と指摘している。 

 

また、スキル面、特に経営者との対話や人脈について以下のような語りも確認できた。 

 

➢ 私どもが接点を持つのは社長か役員連中ですよ。エージェントのほうが接点を

持つのは人事の係長かせいぜい課長までと。真のニーズの捉え方というのか、聞

き取りの深さは違うんだろうと思いますね。・・本当にあぶり出しっていうのが

深く進むと思うんですね。（銀行員時代で言えば）新規開拓みたいなものなので、

言葉悪いですけど、ケツの毛抜くくらいまでヒアリングしますよと。そこが技術

というか。返答を濁らせないように聞きますから（Ｐ12）。 

➢ 企業審査経験と現場企業とのパイプ及び人脈は大いに活かせる。銀行員時代の
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現場経験では、企業の在り方や課題解決への取り組み方への相談と指導は役に

立ちました。銀行員時代と郵便局長時代の人脈や各行政機関、各経済団体のネッ

トワークが活かせたと思います（P9）。  

➢ 公的な補助金に採択された中小企業が、その後なかなか事業が進捗しないこと

があり、中小企業診断士による経営相談、企業診断の業務を実施していたが、そ

の時の会話の経験がマネジャーの仕事に活かされていますね（P４）。 

   

P12 マネジャーは、自身が銀行員時代に培った経営者へのヒアリングスキル、特に返答

をごまかせない聞き方、最後まで経営者に話をしてもらうスキルに自信を持っている。P9

マネジャーは、審査経験が企業の在り方や取り組む方向性に関する指導という点で活かさ

れていると認識している。 

地域金融機関では、融資を行う際に必ず当該企業の財務状況を確認する。いわゆる健全

性評価という当該企業のスコア化を行い、融資を行う際のリスクを試算する。その試算に

より、地域金融機関は当該企業の査定を行い、融資実行の可否や金利、事業戦略に関する

条件を決定する。ただし、銀行員、支店長に求められるのが、財務情報の査定のみなら

ず、経営者が自身の経営に関して謙虚に向き合っているか、直視できているか（自身の都

合よく解釈していないか）、虚偽の報告をしていないか等の経営者としての目利きを行う

ことである。地域金融機関と中小企業との関係は対等な立場であり、マネジャーがプロ人

材事業において経営者の人材ニーズを鵜呑みにせずに問い直すなどの深層にまで入り込む

対話スキルについてはこうした地域金融機関、支店長経験が背景にあり実行できるもので

あると考えられる。 

 

一方で、資金課題でなく人事課題を扱うことで、銀行員時代の仕事の仕方やスキルが活

かされるのは限定的だとする語りも確認された。 

 

➢ どこかのメーカーにいって社長と話すとなると、まず下調べしてわからない言

葉を調べて、といった作業をするんです。・・・銀行の時にそんなことやって

いなかったな、と。融資の話をたくさんしたけれど、こんな観点で社長と話を

しなかったな、と思いました。人の話でなくてお金の話だと。銀行員としての

接し方ってなんだったのか。だから（銀行の）若い人も連れていくんですよ。

終わった後に、経営者からこんな話を聞いたことはなかった、となる。これか

らの若手の法人営業において、いろんな見方で経営者と接して、引き出しを作

っておく、それが彼らのためになると思います（Ｐ7）。 

➢ 金融機関ですらなかなか経営層に踏み込んでいない。企業がある程度大きくな

ればなるほど、中堅企業になればなるほど、金融機関は経営者に会えていませ

ん。日々の交渉相手は財務担当部長だったり。本当の経営課題を抽出できない

のは、経営者と会う機会が少ないというのはあると思うんです（P8）。 
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➢ 地銀が人材紹介の上流工程をやるとしても、話しているようで、経営者と話す対

話の仕方とか知見があるようで実はないという地銀も結構いて、どこいったら

そういうのが学べるのかという相談を受けることもあります。（P11）。 

 

P8 マネジャーのように、資金需要の際に経営者と話す内容と人材ニーズがある際に話す

内容・手法と人材問題を引き出すための内容やスキルは違っており、改めて地域金融機関

の経営支援を見直すきっかけとなると述べている。Ｐ8 マネジャーは、日頃から地銀担当

者が企業規模によっては経営者と対峙していない、その経験が十分でなかったことを振り

返っている。Ｐ11 マネジャーは、中業企業診断士として経営支援経験を有するが、地銀か

ら経営者との対話手法や育成について相談を受けている。 

 

以上を要するに、次のようにまとめることができよう。マネジャーの役割を支える前職

までの企業経営支援・コンサルティングの経験は、第一に「伴走者として経営者と対等な

立場で向き合う姿勢」、第二に「経営者が普段見せない深層にまで入り込む対話スキル」

と区分することが出来る。企業経営支援・コンサルティングの経験を有する 12 人のう

ち、特に第一に重点をおくものは 2 人（具体的には P2、Ｐ10）、特に第二に重点をおくも

のは 7 人（具体的にはＰ4、Ｐ9、Ｐ12 など）である。 

一方、残り 3 名（具体的にはＰ7、Ｐ8、Ｐ11）は、前職時代の企業経営支援が活かされ

るのは限定的であり、むしろマネジャーとしての経験蓄積から学ぶ部分が大きかったこと

を示唆している。 

マネジャーの経営者としての経験、企業経営支援者としての経験の２つの仕事経験の要

素においては、先ず経営者としての経験は「経営レベルにおいて培った所管領域での助

言・指導スキル」に重点がおかれている。特に大企業経営において、ある程度専門分化さ

れた所管領域（法務や技術など）での助言・スキルは、現在では当該人材が関連会社への

出向等において発揮され得るものに留まることから労働市場においては希少なスキルと言

えよう。事実、これらマネジャーは 70 歳前後であり、セカンドキャリならずサードキャ

リアに属する者である。また、企業経営支援者としての経験においては、「経営者が普段

見せない深層にまで入り込む対話スキル」に重点がおかれている。しかし、特に地銀出身

者からは、深層にまで入り込むスキルでも、資金問題と人材問題ではそのアプローチが異

なり、マネジャー就任からの学びが大きかったと語る者もいる153。 

第 5 節は以下のようにまとめることが出来よう。<図表 5-1>は、役割を果たすことを支

えている前職までのマネジャーの特性を示したものである。第 4 節でも言及したが、それ

 

153 プロフェッショナル人材事業は、全国各拠点に加えて東京に全国事務局が内閣府の委託により設置さ

れた。そこでは、各拠点の実績分析レポート、グッドプラクティス集の作成・配布、マネジャー向けの研

修のほかに、全国地方ブロックにおけるマネジャー協議会（年 4 回）、そして「経営者のマインドを変え

る」、「行政との連携を考える」等のマネジャーの役割に準じたテーマ別協議会が開催された。 
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ぞれの支援ステップの連続性における重要な要素として、ステップ①の潜在成長力への気

づき、成長、挑戦に関する意欲喚起において表出された「企業成長イメージの共創」とス

テップ②の「経営者に真の課題とは何か、問い直すこと」を取り上げた。「企業成長イメ

ージの共創」の点においては、逃げることできない中小企業経営に対する共感力、そして

経営者と対等な立場で向き合う姿勢が役割を支えていると考えらえれる。「経営者に真の

課題とは何か、問い直すこと」の点においては、経営者が普段見せない深層まで踏み込む

対話スキルが支えている。そして、この対話スキルとは、経営レベルで培った所管領域で

の助言や指導スキル、そして大企業関連会社時代に培った全方位での経営視点の 2 つが確

認されたのである。 

 

図表 4-13 マネジャーの役割を支える 5 つの要素

 
 

出所：インタビューデータにより、筆者作成。 
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６．結論 

（１）本章の要約 

本章では、内閣府プロフェッショナル人材事業のマネジャーの役割について、シームレ

スな支援を構成する 5 つのステップ別に分析した。そして、各ステップが分断されずに連

続する際に何があるのか、マネジャーは経営者とどのような価値観を共有して協働を行っ

ているのか考察を行った。さらに、その役割を支えているマネジャーの前職までの経験に

ついて分析した。 

5 つのステップ別にみたマネジャーの役割についての要約は<図表 4-14>に再掲している

ので省略し、各ステップの支援の連続性について中心にまとめると以下のようになる。 

それぞれのステップ支援の連続性の前提としてマネジャーが経営者に働きかけている重

要な要素として、ステップ①の潜在成長力への気づき、成長、挑戦に関する意欲喚起におい

て表出された「企業成長イメージの共創」があると考える。マネジャーは、企業からの求め

の前に、地域の潜在成長力の高いと思われる自ら企業へアウトリーチして、そして経営者と

一緒に今後の企業成長のイメージ、見通しの検討を行い、事業の将来像を描くことに奔走し

ていた。さらに、経営者が認識している経営課題について、対等な立場から問い直しを行い、

時には再考を求めて重要な課題とは何か、優先的に取り組むべき課題を明確にして、当該課

題を解決するために求められる現実的な職務ミッションをあぶり出していたのである。こ

の求人化の手前のプロセス、すなわち一般的なエージェントの仕事では及ばない領域にお

いて、マネジャーは大きな働きを行っている。それは、プロフェショナル人材戦略拠点が置

かれている機関や組織機能に依拠した役割というよりむしろ、マネジャー自身の個人的な

ネットワークによるものであり、また人材紹介会社との関係においても、優秀で熱量あるエ

ージェント個人との関係構築の強化を重視していることが分かる。マネジャー自身の個人

力量に依拠するところが大きいと言える。 

またマネジャーの経営者としての経験、企業経営支援者としての経験の２つの仕事経験

の要素においては、先ず経営者としての経験は「経営レベルにおいて培った所管領域での助

言・指導スキル」に重点がおかれていた。企業経営支援者としての経験においては、「経営

者が普段見せない深層にまで入り込む対話スキル」に重点がおかれていることが確認され

た。 
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図表 4-14 支援ステップ別のマネジャーの役割（再掲） 

 
出所：インタビューデータにより、筆者作成。 
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（２）本章の示唆 

 本章では、内閣府「プロフェッショナル人材事業」を含めて昨今の中小企業等への求

人・採用支援に関する領域の拡張に関して施策動向を整理した上で、以下の研究課題を設

定した。 

研究課題の第一は、「経営支援」、「求人・採用支援」、「定着支援」の内実を明らかにす

ることであった。内閣府「プロフェッショナル人材事業」におけるマネジャーの役割につ

いて体系的な分析を行い、「求人・採用支援」の前段階である「経営支援」の具体を明ら

かにした。そこで最も注目した役割は、経営者と行う企業成長イメージの共創である。序

章の先行研究の検討において、西澤（2005）は、エージェントの求人企業側の業務につい

て、人材ニーズの顕在化した企業に対する電話営業、人脈の活用等の求人開拓の仕事から

スタートすると述べているが、マネジャーの機能は、人材ニーズの顕在化以前から経営者

へ作用している。そして、その段階から関与するための重要な手立てが、当該企業の成長

イメージの共創なのである。経営者との成長イメージを共有した上での、求められる職務

ミッションが検討されるので、それは、経営課題に対する危機感と成長への覚悟が滲み出

るアクティブな求人となる。それは、人材要件が列挙されたような形式的であり、かつ入

職後の行動イメージが湧きづらい静的な求人とは一線を画すものなのである。転職者にと

っても、求められるスキルや能力の明示だけでなく、当該企業の経営者が何に危機感を感

じており、またどんな事業展開を目指して何を解決、実現していきたいのか、それらがよ

り具体的な情報として経営者自ら発信されていた方が、面接等においても自身の求められ

る職務に関する活かし方やアピールという面において、有益である。こうしたマネジャー

の役割は、本来エージェントの機能としての拡張の意義を見出すものであると言える。 

研究課題の第二は、当該役割を果たすことを支えているマネジャーのこれまでの経験に

ついて分析することであった。マネジャーの経営者としての経験からすれば、経営レベル

で培った所管領域での助言・指導スキルや企業支援経験からすれば、経営者が普段見せな

い深層まで入り込む対話スキルが重視されていることがわかった。さらに、「企業成長の

イメージの共創」の点においては、逃げることできない中小企業経営に対する共感力、そ

して経営者と対等な立場で向き合う姿勢が役割を支えていた。「経営者に真の課題とは何

か、問い直すこと」の点においては、経営者が普段見せない深層まで踏み込む対話スキル

が支えており、この対話を可能ならしめるのは、前職までの経営レベルで培った所管領域

での助言や指導スキル、そして大企業関連会社時代に培った全方位での経営視点であっ

た。 

以上のように、マネジャーの役割はエージェントの一歩手前に位置しており、顕在化さ

れている求人の開拓というよりむしろ、経営者の深層に迫る対話を通じて紡ぎだされる経

営課題解決に紐づく求人の創出、ダイナミックな求人変革であると考えられる。翻って、

そうした転職者にとって迫力ある求人を獲得するためには、これまでの一般的なエージェ

ントの求人側への支援は、これまでの業務範囲内の改善では不十分であることも示唆して

いるのである。本章では、マネジャーの役割を探求することを通じて、エージェント機能
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の拡張可能性を示した。 

 

（３）残された課題 

 本章では、内閣府プロフェッショナル人材事業におけるマネジャーの役割について、1 年

以上の経験を有するマネジャーへのインタビュー調査データ（13 名）を用いて整理した。

13 名のマネジャーの属性については確認しているものの、本論で整理したような役割・資

質について、マネジャーの扱った案件特徴（業種や職種、職階等）や相談件数や人材紹介会

社への引継ぎ件数、成約件数を考慮した成約率などの観点で整理を行うまでの十分なサン

プル数とはなっていない。 

また、「経営支援」、「求人・採用支援」、「定着支援」の 3 つの過程の連続性の前提として、

「企業成長イメージの共創」を中小企業経営にマネジャーが持ち込んでいることに言及し

たが、「経営支援」と「求人・採用支援」のリンクについては説明できたものの、「求人・採

用支援」と「定着支援」のリンクついては、人材紹介会社のエージェント経由の働きかけに

留まることから、経営者への関与が本章では限定的記述であり、採用後のマネジャーによる

企業への定期訪問の動向やプロフェッショナル人材が早期離職した場合のマネジャーの対

応など、さらなる調べが必要である。 

さらには、内閣府プロフェッショナル人材事業は公的事業であるが、本章の分析対象とな

ったのはマネジャー個人に焦点を当てた振る舞いや意図、行動であり、公的位置づけである

アドバンテージや問題点については充分に言及していない。今回、インタビュー対象とした

マネジャーが属する組織は、道府県直轄の組織で日常から行政組織との連携が図られてい

たり、行政のバックアップとして国からの予算措置に加えて、自治体単独予算措置によるプ

ロフェッショナル人材確保における中小企業に対する補助・助成金が支給されたりする拠

点も含まれている。このような公的組織であるが故の環境条件が、マネジャーが果たしてい

る役割にどのように影響しているのか、ドライブをかけているものになっているのか、本質

的な役割には変わりはないものと判断できるのか、今後探求すべき課題である。 
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終章 離職、求職、組織適応の各過程を貫く自己探索と支援者の役割 

 

１．本論文のまとめ 

本論文では、転職者の離職、求職、組織適応という局面を捉えること、そして転職者個

人からの視点でこの 3 つの局面を観察することで、連綿と続くキャリア展開において、各

局面の連続性の中でどのようなキャリアの落とし込みが生まれてきたのか探ることを目指

した。また、本人のみならず、伴走する支援者の存在にも着目し、3 つの局面の連続性に

関して果たしている役割、介入の側面について明らかにすることを目指した。 

 第 1 章では、既存調査データの 2 次分析を行い、ミドル転職のうち同じ業種かつ同じ職

種への転職を「スライド型転職」として、異なる業種あるいは異なる職種への転職を「部

分スライド型転職」、異なる業種かつ異なる職種への転職を「非スライド型転職」として

捉えて、若年層の傾向と比べた観点とミドル前半とミドル後半の年齢区分で比べた観点か

らミドル転職の特徴を分析した。その結果、若年層とミドル層での違いが一定確認された

部分もあったが、むしろミドル後半層の転職特有とも言うべき傾向が確認された。ミドル

後半層の「部分スライド型転職」では、職種が異なっても、若年層やミドル前半層と比べ

て仕事内容が大きく変わったとは認識しなかったり、必要な知識や能力が大きく変わった

とは認識しなかったりする傾向が確認され、転職による外形的変化に対して、これまでの

幅広い仕事経験が支えとなって、主観、すなわち内的キャリアとしてはさほど衝撃、影響

を受けていないと思われる様相が示唆された。これは離職研究の複数組織へのアプロー

チ、組織社会化研究との連係という面から、これまでの仕事経験から獲得したことが適応

過程分析の際の一つの重要な変数となりうることが示唆される。一方で、ミドル後半層で

は「非スライド型」転職の場合、年収が他の年齢層と比べて大きく減少し、役職も下がる

パターンも確認された。外形的、客観的にみれば大きな衝撃、影響であると言え、組織間

キャリア発達の点で気になるところであり、前述したミドル後半層の「部分スライド型転

職」とは全く様相が異なる転職者像が浮き彫りとなった。ただし、入職後役職が上がる様

相も部分的には確認された。このように、ミドル層の転職と言っても一様でなく、年齢階

層によっていくつか特徴がみられ、転職に伴う外形的なキャリア変化に対して主観、内的

キャリアの見通しとしては、若年層と比べてそれほど衝撃をさほど受けずに適応している

様相も確認できたのである。これは仕事の変化受け止めとそれへの対応見通しという限ら

れた領域の主観の傾向を掴んだにすぎないが、本論文で定義した自己とキャリアの関係性

の機動的調整が何らかの形で首尾よく進められ、主体的・能動的な態度として表出してい

る可能性も示唆しているのである。 

 第 2 章では、転職者に対するインタビュー調査により、転職者の意識と行動について分

析した。具体的には、「転職の意志決定までの過程」、「求職・マッチング過程」、「入職後適

応過程」という転職に関する段階別に、当該個人の意識と行動について分析を行った。結果、

転職をまたがる三つの局面をつなぐものについては、離職意思の決定過程から見出された

前職に対する当惑、不安・不信、諦観等の受動型の反応から一歩乗り出し、より能動的な意
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識を持つ局面に移行させるいくつかの要素が確認された。それは、①「持てるスキル等の援

用可能性の気づき」、②「職種志向性の再認識」、③「業界俯瞰力・ネットワークへの有用性

の再認識」、④「勝ちパターンの再認識」である。本論文では、①を「能力・知的資源」、②

を「選好資源」、③を「社会関係資源」、④を「行動特性資源」とそれぞれ名付けた。そして、

これらの資源が、離職過程のみならず、求職活動過程および入職適応過程においても個人の

キャリア展開において、各局面の意思決定を支えていく重要な役割を果たしていることを

示した。 

 第 3 章は、転職市場における優秀なエージェントの役割に注目して、求職者と求人企業

とのマッチングにおいて、エージェントの担う機動的な調整について、意思と能力面につ

いて体系的な分類と分類ごとの内実と意義について明らかにした。それぞれの分類の内実

については、第 3 章の結論で整理した通りであるが、分析を深めた結果、それらは活動を

始めるにあたっての環境やタイミングに関する「始点」に関する事項、マッチングにあた

り障壁となる認知や思考の癖、条件等の「交渉」に関する事項、双方が活動を終えるにあ

たっての「着地」に関する事項が重要であることがわかった。その中でも、人材紹介会社

の業務管理が及ばないエージェントの自己裁量によるものとして、活動を始めるにあたっ

ての環境やコンディションに関する「始点」の機能が注目された。この「始点」の調整機

能とは、「交渉」局面を迎えるまでに、双方が交渉できる状態に置くこと、換言すれば

「自分（自社）が何者であり、何者でありたいのか相手に理解してもらえるための言語

化」を支援するものである。もともと「始点」は、転職者や求人企業の自己探索の領域で

ある可能性がある。ただし、その「始点」における両者の取り組みが不足しているとエー

ジェントが認識すれば、部分的に介入し調整機能を果たしていることが示唆された。 

第 4 章では、インタビュー調査に依拠し、内閣府プロフェッショナル人材事業のマネジ

ャーの役割について、企業支援を構成する 5 つのステップ別に分析した。そして、マネジ

ャーによるエージェントの機能代替の可能性に着目して、マネジャーは経営者とどのよう

な価値観を共有して協働を行っているのか考察を行った。さらに、その役割を支えている

マネジャーの前職までの経験について分析した。分析の結果、マネジャーが経営者へ作用

しているものとして、次のことを見出すことができた。まず、ステップ①の潜在成長力へ

の気づき、および成長・挑戦に関する意欲喚起において表出された「企業成長のイメージ

の共創」である。次に、ステップ②の人材ニーズの掘り起こしにおいて、「経営者に真の

課題とは何か、問い直すこと」である。マネジャーは、企業からの求めの前に、自ら地域

の中の潜在成長力の高いと思われる企業へアウトリーチして、そして経営者と一緒に今後

の企業成長のイメージ、見通しの検討を行い、事業の将来像を描くことに伴走していた。

さらに、経営者が認識している経営課題について、対等な立場から問い直しを行い、時に

は再考を求めて重要な課題とは何かを明確にして、当該課題を解決するために求められる

現実的な職務ミッションをあぶり出していたのである。 

我が国の未成熟な地域労働市場において、こうした求人企業への新たな働きかけは、求

人の質を形式的なものから、アクティブなものへと変革させる作用をもたらしており、求
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職者にとっては人材要件に自身が合致するか否かということに留まらず、求職過程から当

該職務をどのように果たし得るのかという自身の情熱と行動イメージを引き出し、具体的

な役割提案をも経営者に確かめる機会を得ることになると考えられるのである。また、こ

うした作用はエージェントの既存機能の拡張の意義を見出すものと言える。 
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２．結論 

これまでの各章のまとめを踏まえて、序章で設定した 3 つの研究課題に関して議論する。

本論文の目的は第一に、転職者の離職、求職、組織適応という局面を連続的に捉えること、

そして個人からの視点でこの 3 つの局面の軌跡を観察することで、転職者個人にとって連

綿と続くキャリアの中で、各局面の中でどのようなキャリアの連続性が生まれてくるのか

探ることである。第二に、求職支援者がどのように離職を理解し、求職を支援し、組織適応

にかかわる、あるいはかかわらないかを観察することで、求職支援者の役割を把握し、その

支援とのかかわりのなかで転職者のキャリアの連続性がどのように意識されどのように顕

在化するのかを探ることである。そして第三に、今度は求人企業のほうに向きを変え、求人

支援者が、当の企業にとって求人が必要な背景や課題を理解し、求人を支援し、組織適応に

かかわるのか、あるいはかかわらないのかを観察することで、求人における支援者の役割を

把握し、求人企業におけるマッチング過程をも連続的に捉えることを試みた。<図表 5-1>

は、本論文における事実発見の全体像を示したものである。 

研究課題の第一は、わが国におけるミドル層の転職の全体像をふまえた上で、ミドル層

の転職の特徴について詳しく検討した。具体的には、転職前後における客観的な仕事変化

とそれに対する自己認識という主観を概観した上で、転職者の意識や行動について、「転

職の意思決定までの過程」、「求職・マッチング過程」、「入職後適応過程」を断絶せずに連

続的に見た場合に貫くものとは何なのか、すなわち自己探索としてのキャリアの意味づけ

の様相とそれを支える資源を、転職者の語りから見出すことであった。ここでは、それら

を「能力・知的資源」、「選好資源」、「社会関係資源」、「行動特性資源」と呼んで、離職過

程のみならず、それは求職活動過程、入職適応過程においても個人のキャリア展開におい

て、各プロセスの意思決定を支えていく重要な役割を果たしていることを解明した。金井

（1997）154は、ミドル期に自らのキャリアや役割に関する積極的な意味づけ、またそれが

出来ればミドルの転機はキャリアにおける「二段ロケットの点火」の契機となり更なるキ

ャリア発達が期待できると論じたが、これら 4 つの資源は網羅的とは言えないにしても、

その原資となるものに該当するのではないかと考えられる。 

さらに、山本（2008）の意味づけと転職前後のキャリアの統合という高い自己管理が求

められるという点、本論では自己探索という言葉を用いたが、この 4 つの資源は、離職過

程における当惑や不信・不安、諦観といった受動的対応から自己が持てるものの効用を認

識する能動的意識への移行の原動力となっていた。この節目においては、基本的には孤独

な自身との対峙活動を行っており、それがその後の過程でも継続されて行われていること

を見出した。本論では、それを「前職をゆるやかに閉じていく思索」と名付けた。この思

索活動は、三輪（2011）のいう「環境にあわせた迅速でランダムな学習」とは異なるもの

であり、むしろ「働く上での目的意識の発見（確認）や再発見」に近しいものであると考

 

154 金井壽宏(1996)「ミドル・マネジャーのエンパワーメント－日本型 HRM システムの文脈のなかでの

ミドルの生涯発達課題」『神戸大学経営学部研究年報』第 42 巻、73-75 ページ。 
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えられる。ただ、強調されるべき点は、「働く上での目的意識の発見（確認）や再発見」

が転職者のある時点での認識や状態を扱っているのに対して、本論文で見出した「前職を

ゆるやかに閉じていく思索」及びそれから残されていく資源は、キャリアを展開する上で

の、キャリア発達上の元手、あるいは燃料とも言うべき持続的な行動欲求であると考えら

れるのである。自身のキャリアの振り返りがあり、それが完成、完熟して次のステージに

進むというより、転職過程の各局面では都度、探り当てながらその持てる資源の使いよう

に想いをめぐらし、現況に対する受け止めと行動を決めていく、キャリア後半期への自己

とキャリアの新たな関係性の構築に向けた探索的であり、かつ過渡的な様相であると考え

られるのである。自己探索の有用性においては、転職を仮に繰り返しても、また組織内で

の異動や職務の変化が仮に生じても、これら「前職をゆるやかに閉じていく思索」が再開

され、それにより残される資源がある限り、組織間キャリア発達は続くと言えよう。 

研究課題の第二は、「求職・マッチング過程」に焦点を当てて、この過程の支援者であ

る人材紹介会社のエージェントが求職者及び求人企業に対して、意思と能力の面でどのよ

うな機動的な調整を働きかけているか解明し、前後にある「転職の意思決定までの過程

（離職）」と「入職後適応過程」にまで介入、拡張している可能性を探ることにあった。

ここでは、注目すべき点として、エージェントによる求職や求人活動を始めるにあたって

の環境やタイミングに関する「始点」の機能、すなわち「交渉」に入る前の「自分が（自

社）が何者であるか、何者でありたいのかを相手に理解してもらえるための言語化」の支

援を見出した。転職者の自己探索の観点においては、エージェントが一部、「転職の意思

決定までの過程（離職）」にまで作用している事象であり、研究課題第一で示した転職者

から見れば、孤独な対峙活動のパートナーを得ているものと考えられる。すなわち、現職

への想いや見極め、個人のライフプラン（人生設計）志向の引き出しと受け止め、それが

可能となる現実的な仕事世界の存在、すなわち転職市場をサーベイすることに寄り添う姿

勢が見て取れるのである。これは、転職の意思を固めるプロセスにおいて、最後の意思決

定は個人自身であるものの、転職する、しないの検討段階から、自己探索を助ける支援者

の活用可能性があるとも言える。 

さらには、本論では求職者、求人企業の双方が活動を終えるにあたっての「着地」に関

するエージェントの調整機能を見出した。求職者が仕事に求める価値観について、求人企

業のスタンスと実際どれくらい親和性があるのか、確かめるきっかけと場面を提供するこ

とである。これは、個人の期待形成に貢献し、入職後のショックや幻滅を低減させていく

可能性を含むものであるが、組織間キャリア発達でいう移動前と移動後キャリアの意味づ

けと統合という作業においては、自己探索の助けにまでには至っていない。基本、エージ

ェントは、入職後は求職者であった個人とは接触しないからである。その意味において

は、転職者の自己探索への優秀なエージェントによる支援は、離職から求職過程に偏って

おり、限定的でありかつ組織適応の過程にまで拡張する可能性も現状では、個人との関わ

りそのものが無いことから期待できないであろう。 

他方で、本論文ではエージェントによる求人企業への機動的調整としての役割も見出し
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た。「始点」における意思面での「採用背景や理由の再確認」、能力面での「人材像の精緻

化・修正、さらにはゼロベースからの組み立て」は、当該企業にとって真に必要な現実的

な職務を掘り起こす、実態に即しない空虚な求人ニーズの発信を未然に防ぐという点で有

効であると考えられる。それは、参入前組織社会化に関わる施策の一つである現実的職務

予告155の起点を整えるのか否かという議論を含むものであると考えられる。これは、先行

研究でとりあげた中村（2001）で課題とされた前職離職理由の解消問題として、本来の能

力が転職先企業によって十分に引き出されていない可能性やその要因を、組織適応過程で

なく求人・マッチング過程における何らかの不調156から探求することの意義を示唆するも

のと考えられる。求人企業に対するエージェントの働きかけの可能性に関しては、その深

みに注目して、後述する第三の研究課題においても議論したい。 

研究課題の第三は、求人支援過程をさらに深堀するために、「求人・マッチング過程」

において機能する現行のエージェント以外の求人支援者の働きかけに着目し、この場合も

前後の過程の連続性が観察され、それが転職者のキャリアの連続性とかかわってくる可能

性を分析することであった。そのために、より企業支援に特化している「プロフェッショ

ナル人材事業」のマネジャーの役割に着目した。 

内閣府「プロフェッショナル人材事業」におけるマネジャーの役割を観察した結果、分

かったのは、前述したエージェントによる経営者（求人企業）に対する「始点」の調整の

手前にある機能であった。これは、「形式的・静的な求人」を「経営課題に対する危機感

と成長への覚悟が滲み出るアクティブな求人」へと顕在化させる作用をもたらしている。

「形式的・静的な求人」とは、経営者がそれを充足させることで何を解決、進めていくの

かということについて、明確化出来ていない状態で生じる思い付きの人材ニーズのことで

ある。求職者から見れば、求める人材要件は理解できても、入職後の行動イメージが湧か

ない案件である。マネジャーは、企業からの求めの前に、自ら地域の中の潜在成長力の高

いと思われる企業へアウトリーチして、そして経営者と一緒に今後の企業成長のイメー

ジ、見通しの検討を行い、事業の将来像を描くことに伴走していた。さらに、経営者が認

識している経営課題について、対等な立場から問い直しを行い、時には再考を求めて重要

な課題とは何かを明確にして、当該課題を解決するために求められる現実的な職務ミッシ

ョンをあぶり出していたのである。これは、第二の研究課題で議論したエージェントの求

人支援に関する機能を、求人企業の「経営課題に紐づく人材ニーズの明確化」領域にまで

大きく拡張させる可能性を示唆している。すなわち、経営者の深層に迫る対話を通じて紡

ぎだされる経営課題解決に紐づく求人の創出、ダイナミックな求人変革に対する支援者と

 

155 前掲、高橋（1993）では、組織は個人が組織に参入する前に、現実の職務に関する情報を与え、過度

な期待の鎮静化をはかることがあり、「現実的職務予告」という人事労務施策の 1 つで、この施策は現実

ショックから受ける心理的衝撃を低減させ、参入前と参入後の社会化をスムーズに連続させる機能がある

と考えられると述べている。 

156 前掲、西村（2007）では、「組織条件の看過」という概念を用いて、離職研究と社会化研究の統合を

試みている。 
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しての関与である。 

このことは、転職過程における自己探索、キャリアの意味づけという点から何が議論で

きるであろうか。第一に考えられるのは、企業の経営課題に紐づく、リアルな人材ニー

ズ、職務（ミッション）があぶり出されていたという事実に関することである。これは、

単なる求められるスペックが記載されている求人票でなく、当該企業の求人の背景にある

経営上の問題点や潜在的な成長の見通しという確度の高い情報とそれを実行するための職

務が経営者自らにおいて明確に示されるということである。求職者にとって、守島

（2001）が指摘した確度の高い情報、経営者から直接入手できるという点において、この

ことは先ずは転職の効率性を高めるものとなると考えられる。さらに、山本（2007）のい

う移動前キャリアと移動後キャリアの意味づけと統合が、求職活動段階から予期的になさ

れ得る環境にあるとも言える。転職者本人にとって、当該求人企業が今後どのような事業

成長を望み、そのために必要な職務ミッション、自身への期待役割を具体的にイメージで

きる点で、自分であればどのような構えや方法で当該職務ミッションを遂行するのか、そ

のためには前職までのどのようなキャリアを活かし得るのか、言語化して入職後の役割を

提案できる機会を得て、面談等で経営者に直接確かめることが出来るからである。 

第二に考えられることは、入職後に役割を十分に果たしてもらうためのサポートを積極

的に行う動機が受け入れる企業経営者に喚起されるということである。経営者にとって、

事業成長のイメージが明確になっているので、経営課題の解決に直結する人材の能力を最

大限引き出す動きとして動機付けがなされると考えられる。 

一方で、表裏一体とも言えるが、この 2 点に対する企業コミットが強くなればなるほ

ど、研究課題第一で示した 4 つの行動資源を、本人がどのように使って、当該職務におい

て発現していく用意があるのか、求人側の求める度合いや評価もより精緻化されることが

予想されるのである。第一の研究課題で示した「前職をゆるやかに閉じていく思索」及び

それから残されるキャリアを展開していくための４つの各資源は、本人の内的キャリアの

充実や発達という点において有効なものであるだけでなく、それがミドル転職市場さらに

は転職先の内部労働市場においてより晒される方向、開示が求められる方向に進むのでは

ないかということである。ここに、ミドル転職を支援するための枠組みを整備するための

手がかりがあると考えられるのである。 

ミドル層の転職市場における求人企業に対する人材確保に関する支援構造が前述のよう

に変わっていくこと、すなわち求人企業とエージェントの間に介在して、経営者を良く知

り157、事業成長しようとする意志と能力に働きかけた結果、紡ぎだされる求人は、求職者

からみれば、これまでとは異なる質の高い就業情報である点は間違いがないと考えられ

る。そして、このような質の高い求人情報に対しては、これまでの職歴や現在保有してい

るスキル、能力等と求人要件がマッチングするのか否かという次元にとどまらず、当該企

 

157 第 4 章で分析したように、企業アクセスはマネジャー自らの人脈によるものや前職である地域金融機

関（支店長等）からの紹介によるものがあった。 
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業の課題、職務ミッションをどのようにして遂行していくのかというミドル求職者から開

示される、後半期へのキャリアに対する態度と貢献できる役割提案を以て、呼応してくこ

とが良いマッチングに繋がると考えられるのである。また、キャリアプラトー化（停滞）

という課題に直面するミドル層特有の観点からすれば、マッチングの観点は自身の内的キ

ャリア発達の可能性を見出せる職場か、企業が求める期待役割と折り合いをつけられる余

地があるかどうかという事も含むものとなるのである。他方、これらを求職・求人支援者

から見れば、ミドル層の転職支援とは、引き出した企業成長への経営者の覚悟と研ぎ澄ま

された職務ミッションに、求職者の内的キャリア発達の可能性を突き合わせ、さらにはミ

ッション遂行に向けた役割提案の発信を助け、いかにマッチング成立まで伴走するのかと

いうことになるのである。その意味においては、第二の研究課題で答えたエージェントに

よる求職者に対する始点の調整は、単なる職探しをするために冷静、フラットな精神状態

に戻すという位置づけに留まらず、当該ミドル個人の次なるキャリアを牽引する行動資源

が何たるかを引き出す役割を担うものであると考えられる。 

以上、本論文ではミドル層の転職過程を転職者本人と支援者の観点から立体的に捉え

た。ミドル層の転職プロセスを貫く転職者の自己探索の様相について、前職をゆるやかに

閉じる思索を発見し、キャリアの連続性を支える 4 つの行動資源を見出した。そして支援

者の特に重要な役割として、エージェントが介在する求職者、求人企業に対する始点の機

動的な調整、そして今後の求人支援としてのエージェント機能の拡張性として、プロフェ

ッショナル人材事業マネジャーの機能分析にみた企業成長像の共創に基づく、深層に迫る

対話を通じて紡ぎだされる経営課題に紐づく求人の創出、ダイナミックな求人変革の機能

について明示した。 
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図表 5-１ 事実発見の全体像 

 
出所：筆者作成。
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３．残された課題 

本論文では、転職者の離職、求職、組織適応の各過程におけるキャリアの連続性を探求

したが、各章ともに離職過程を端とした求職、組織適応に関する説明に対して（第 4 章

は、経営支援過程を端とした求人、定着化に関する説明）、組織適応（定着化）への連続

性に関する説明が比較的弱い部分は否めない。 

第 2 章で行った転職者に対するインタビュー調査において、期待役割の達成度について

分析したが、それは個人の内なる前職を閉じる思索と入職後の職場関係の中でどのような

作用・反作用があっての結果であったのか、個人内部の問題として考察しており、上司や

同僚との関係も含めて今後、探求する必要がある。また、本論ではあくまでも自発的な離

職、転職の条件下であり、不合理な辞めさせられ方や不本意な転職を余儀なくされた場合

などは、受動的な反応から一歩乗り越える機会を失っている可能性が高く、3 つの過程を

貫く概念として蓋然性に乏しいとも考えられる。「前職をゆるやかに閉じていく思索」と

いう自己探索の汎用性はさらに議論されるべきものである。 

また、第 3 章においては、求人企業の能力面の着地に相当するエージェントの調整を明

らかにすることが出来なかった。参入前の組織社会化にも関連する領域であり、求人企業

の入職前施策に該当すると考えられることから別途明らかにする必要がある。 

第 4 章においては、組織社会化、すなわちマネジャーによるプロフェッショナル人材採

用企業への関与について、マネジャー自身の関与度合いが小さいという要因が背景にある

ものの、例えば入職者や企業経営者へのインタビュー調査により、マネジャーの役割によ

り、組織間キャリア発達に資する自己探索がどれほど入職前に行われていたのか、また組

織間キャリア開発に対して企業経営者がどれほど関与しているのか等を探求することが残

された課題となった。 
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資料２ 転職者に対する質問票 

１．あなたの仕事の経歴についてお答えください。 

⚫ 事前にお送りしている経歴シートに記入ください。 

２．あなたの「転職の意思を決定するまでの過程」についてお伺いします。 

⚫ 転職を考え始めたのは、直前に働いていた勤務先に勤め始めてからどれくらいの期

間が経った頃でしたか。どのようなことがきっかけで転職を考え始めましたか。 

⚫ 転職の意思を固めるまでに阻害となったことは何でしたか。また、それら阻害要因

はどのように払拭されましたか。 

⚫ 転職の意思を固めることに対して、後押しをしてくれた人は誰ですか。それは、ど

のような点で後押ししてくれたと思いますか。 

⚫ 前職の職場は、どのような職場でしたか。 

３．あなたの「求職活動」についてお伺いします。 

⚫ どのような手段や機関を利用して求職活動を行いましたか。また、そのような手段

や機関を利用した理由は何ですか。 

⚫ 求職活動の際に勤務先にどのような点を重視（こだわり）しましたか。それはなぜ

ですか。 

⚫ 勤務先に対して、どのような点をアピールしましたか。自身のアピールポイントを

整理したり、面接等でプレゼンしたりするために準備したことは何ですか。 

⚫ 現職への応募・選考時に、現在の勤務先からどのような情報や機会を提供されまし

たか。 

⚫ 入職にあたって、現在の勤務先と交渉・調整したことは何ですか。最も調整が難し

かったことは何ですか。 

⚫ 転職をきっかけに自身のキャリアをどのように描きたいと思っていましたか。 

４．あなたの転職後の勤務先での状況についてお伺いします。 

⚫ 採用後の活躍について勤務先からどのような期待をされていましたか。具体的に誰

に、どのような場面、どのような言葉で説明されましたか。 

（入社後、時系列にみた役割発揮度シートを記入） 

⚫ 転職前と転職後で従事する仕事や職場等に関して、どのような変化がありました

か。また、その変化は転職前に予想していたものでしたか。 

⚫ 転職後、最初に着任した職場はどのような職場でしたか。 

⚫ 前職でのどのような経験が現在の仕事に活かされていると思いますか。 

⚫ 現在の勤務先からは、あなたが入社後に円滑に職場で活躍できるように、どのよう

な支援を受けましたか。 

⚫ 現在の勤務先に入職後にどのような教育や研修を受けましたか。また、ご自身では

入職後、活躍出来るようにどのことに注力してきましたか。 
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⚫ 転職後にどのような生活上の変化がありましたか。 

⚫ 今後、現在の勤務先において、どのようなキャリアを形成していきたいと考えてい

ますか。 

出所：筆者作成。 
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資料３ エージェントに対する質問票 

１．これまでご自身が行ってきた求職者への支援及び求人企業への支援（人材紹介業）

の中で、最も印象に残っているケースをそれぞれ１つご紹介ください。それぞれに

つきまして、以下のことをご教示いただければと思います。 

※ケースは、必ずしも転職や採用が成立したケースに限定している訳ではありませ

ん。 

（求職者への支援で最も印象に残ったこと） 

◼ ケースの概要をご説明ください。（いつ、どのような人を対象として、どのような

求職紹介案件に取り組んでいたのかなど） 

◼ 当人（求職者）がこれまでにあなたが対応してきた他の求職者と比べて異なる特徴

を詳細にご紹介ください。（意思、能力、素養、人柄、当人をめぐる環境、支援者

（あなた様）への接し方、支援者（あなた様）への要求、就職先に対する要望、キ

ャリアの展望など） 

◼ 当人（求職者）への支援においてあなた様が特に気にとめていたところなど教えて

ください。（どのような側面に焦点を当てて動機づけをすべきか。どのような点に

留意して当人を「冷却」させるべきか。具体的なマッチングにおいては何をアドバ

イスすべきかなど） 

◼ あなた様とのやりとりのなかで、当人（求職者）が変わっていったところがありま

したら、ご紹介ください。その背景や理由をもお聞かせください。 

◼ 当人（求職者）とのやりとりのなかで、特にうまくいったところを教えてくださ

い。その背景や理由をもお聞かせください。この経験は、後でどのように生かされ

ているのでしょうか。 

◼ 当人（求職者）とのやりとりのなかで、うまくいかず、苦労されたところを教えて

ください。その背景や理由をもお聞かせください。その時に、困難はどのように乗

り越えられたのでしょうか。なお、この経験は、後でどのように生かされているの

でしょうか。 

◼ このケースが、あなた様にとって特にやりがいを感じさせたとすれば、それはなぜ

でしょうか。あるいは特にあなた様を悩ませたケースだとすると、それはなぜでし

ょうか。このやりがいあるいは悩みが、あなた様ご自身のその後のお仕事の進め方

あるいはお仕事に対する姿勢に何か影響を及ぼしたことはありますでしょうか。 

 

（求人企業への支援で最も印象に残ったこと） 

◼ ケースの概要をご説明ください。（いつ、どのような企業を対象として、またどの

ような方を直接の顧客（経営者、人事・総務部長クラス、採用担当者等）として、

どのような求人案件に取り組んでいたのかなど） 

◼ 求人企業（直接の顧客）がこれまでにあなたが対応してきた他の企業（顧客）

と比べて異なる特徴を詳細にご紹介ください。（外部からの人材採用・登用に対す
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る意思や考え方、採用等に関する経験や能力、顧客の人柄、企業（顧客）をめぐる

環境、支援者（あなた様）への接し方、支援者（あなた様）への要求、人材に対す

る要望、人材を活用しての実現させたい事業展望など） 

◼ 当該求人企業（直接の顧客）への支援においてあなた様が特に気にとめていたとこ

ろなど教えてください。（どのような側面に焦点を当てて外部からの人材採用に関

する動機づけをすべきか。過去のミスマッチの経験（採用した人材の早期離職等）

をどのように総括し次のアクションにつなげていくのか、どのような点に留意して

顧客の拘りや思い込みなどを現行の労働市況感を理解してもらい「調整」していく

のか。具体的なマッチングにおいては何をアドバイスすべきかなど） 

◼ あなた様とのやりとりのなかで、当該求人企業（直接の顧客）が変わっていったと

ころがありましたら、ご紹介ください。その背景や理由をもお聞かせください。 

◼ 当該求人企業（直接の顧客）とのやりとりのなかで、特にうまくいったところを教

えてください。その背景や理由をもお聞かせください。この経験は、後でどのよう

に生かされているのでしょうか。 

◼ 当該求人企業（直接の顧客）とのやりとりのなかで、うまくいかず、苦労されたと

ころを教えてください。その背景や理由をもお聞かせください。その時に、困難は

どのように乗り越えられたのでしょうか。なお、この経験は、後でどのように生か

されているのでしょうか。 

◼ このケースが、あなた様にとって特にやりがいを感じさせたとすれば、それはなぜ

でしょうか。あるいは特にあなた様を悩ませたケースだとすると、それはなぜでし

ょうか。このやりがいあるいは悩みが、あなた様ご自身のその後のお仕事の進め方

あるいはお仕事に対する姿勢に何か影響を及ぼしたことはありますでしょうか。 

 

 

２．（１．でお聞きした経験等を積み重ねることによって）ご自身の求職者支援や求人

企業への支援（人材紹介業）の中で、ご自身になりに心がけていること、具体的行

動として自らに課していること、困難に直面したときの基本方針としていることな

どについてお聞かせください。 

※本質問は会社や部署の方針、上司の指示、業務マニュアルなどとは別に、ご自身が

個別に取り組んでいらっしゃることを中心にお答えください。特に以下の点につい

てお聞かせください。 

（求職者支援に関して） 

◼ （１でお話になったケースをきっかけとして）あなた様が求職者支援（人材紹介）

業務において、初めて求職者と対面した時に心がけていること、支援過程において

具体的行動として自らに課していること、困難な求職者との対立等に直面したと

き、あなた様が対応の基本方針としていることについてご教示ください。 

◼ 上記を励行するようにした理由や励行出来るようになった背景についてご教示くだ
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さい。また、会社の上司、同僚、部下等へ協力や理解を求めるために、話をしたこ

とがありますか。また、その場合どのような反応やあなた様への影響がありました

か。 

◼ （上記を実施するにあたり）、部下マネジメントに関して、どのような影響を及ぼ

していると思いますか。 

◼ （上記を実施し続けていくプロセスにおいて）、あなた様の行動が、求職者支援に

関する会社の方針や業務の標準的な進め方に何らかの影響を与えたと思われます

か。また、それはどのような影響ですか。 

（求人企業に関して） 

◼ （１でお話になったケースをきっかけとして）あなた様が求人企業支援（人材紹

介）業務において、初めて求人企業と対面した時に心がけていること、支援過程に

おいて具体的行動として自らに課していること、困難な求人企業との対立等に直面

したとき、あなた様が対応の基本方針としていることについてご教示ください。 

◼ 上記を励行するようにした理由や励行出来るようになった背景についてご教示くだ

さい。また、会社の上司、同僚、部下等へ協力や理解を求めるために、話をしたこ

とがありますか。また、その場合どのような反応やあなた様への影響がありました

か。 

◼ （上記を実施するにあたり）、部下マネジメントに関して、どのような影響を及ぼ

していると思いますか。 

◼ （上記を実施し続けていくプロセスにおいて）、あなた様の行動が、求人企業支援

に関する会社の方針や業務の標準的な進め方に何らかの影響を与えたと思われます

か。また、それはどのような影響ですか。 

出所：筆者作成。 
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資料４ マネジャーに対する質問項目 

⚫ マネジャー自身について 

➢ 本事業のマネジャーを引き受けた経緯と理由 

➢ 当初、ご自分の経験・知識・ネットワークの何が活かされるというイメージがあ

りましたか。 

➢ 実際にマネジャーとして業務を行ってみて、どのような経験・知識・ネットワー

ク等が活きていると思いますか。 

⚫ 普段の業務について 

➢ 別添資料（ポンチ絵）の関係の中から最も業務遂行される中で重視されていた関

係はどちらですか。その理由をお聞かせください。 

（金業探索・事前準備）「関係Ｃ」 

⚫ アプローチする企業探索は、どのようにして行っていますか。 

⚫ （地域金融機関から企業を紹介される場合）どのような相手になりますか（法人営業

部長、支店長、支店の担当者）。また、その際どのような意見交換を行うことが多い

ですか。 

⚫ 人材ニーズを有している企業発掘をめぐって、地域金融機関との間で互いに考えが

似ている点と、考えが異なる点についてお聞かせください。 

⚫ 上記のように考えが異なる場合に、それはどのように調整されますか。あえて調整し

ない場合は、その旨含めてお聞かせください。 

（経営者との経営相談、人材ニーズ掘り起し）「関係Ｂ」 

⚫ アプローチする企業の経営者への訪問はどのように行っていますか。 

⚫ （初めて会う）経営者とは、面談においてどのような話からスタートさせ、どのよう

に展開していますか。具体的なエピソードを教えてください。 

⚫ 人材ニーズをめぐって、経営者との間で互いに考えが似ている点と考えが異なる点

についてお聞かせください。 

⚫ 上記のように考えが異なる場合に、それはどのように調整されますか。あえて調整し

ない場合は、その旨含めてお聞かせください。 

（人材ニーズの人材紹介会社エージェントへの引継ぎ）「関係Ａ」 

⚫ （拠点に登録のある）人材紹介会社のエージェントへの人材ニーズ引継ぎはどのよ

うに行っていますか。 

⚫ 人材ニーズを引き継ぐことを通じて、人材紹介会社のエージェントと考えが似てい

る点、異なる点についてお聞かせください。 

⚫ 上記のように考えが異なる場合に、どれはどのように調整されますか。あえて調整し

ない場合は、その旨含めてお聞かせください。 

（マッチング成立後、不成立後） 

⚫ 企業経営者にはどのようなフォローを行っていますか。（内定報告があった後に、訪

問、電話を行う。人材の活用の相談に受ける、入職したプロ人材へのアプローチな
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ど） 

（最後に） 

⚫ 実際に、本業務に携わってみてご自身の気づき、成長がみられるところがあるとすれ

ば、どのようなことですか。 

⚫ ご自身が果たしてきた役割は、本来はだれが果たすべきである、果たすのが望ましい

とお考えですか。 

以上 

出所：筆者作成。 

 

別添資料 

 
出所：筆者作成。 

 


